
令和５年度第２回中央職業能力開発促進協議会 議事次第 

令和６年１月 30日(火) 10:00～12:00  

中央合同庁舎第５号館 専用第 21会議室(17 階）  

 

１ 開会 

 

２ 議題 

（１）中央職業能力開発促進協議会開催要綱の改正について 

（２）令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会における協議状況について 

（３）令和６年度全国職業訓練実施計画（案）について 

（４）教育訓練給付制度の指定講座拡大について 

（５）今後の人材ニーズに関する関係省庁からの報告 

（６）その他 

 

３ 閉会 

 

【説明資料】 

資料１－１ 中央職業能力開発促進協議会開催要綱 

資料１－２ 中央職業能力開発促進協議会の概要 

資料２－１ 令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【概要】 

資料２－２ 令和５年度公的職業訓練効果検証ワーキンググループ【概要】 

資料３－１ 令和６年度全国職業訓練実施計画（案） 

資料３－２ 令和６年度全国職業訓練実施計画（案）（変更箇所を示したもの） 

資料３－３ ハロートレーニング（離職者向け）の令和４年度実績（確報値） 

資料３－４ ハロートレーニング（公的職業訓練）に係る令和６年度予算案 

資料３－５ 令和６年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案）【令和５年

度第１回中央職業能力開発促進協議会資料】 

資料４   教育訓練給付制度における地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡

大について 

資料５   リカレント教育の推進に関する文部科学省の取組について 

 

【参考資料】 

参考資料１ 令和５年度第２回中央職業能力開発促進協議会構成員名簿 

参考資料２ 「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」及び「地域職業能

力開発促進協議会実施要領」の一部改正について 

参考資料３ 地域職業能力開発促進協議会の概要 

参考資料４ 令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】 

参考資料５ 公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】 

参考資料６ ハロートレーニング（公的職業訓練）の実施状況（全体版） 

参考資料７ 教育訓練給付制度の指定講座の状況等 

参考資料８ ハロートレーニングに対する民間教育訓練実施機関からの主なご意

見・ご要望に対する回答（令和５年度上半期分） 



 

中央職業能力開発促進協議会開催要綱 

 

 

１ 趣旨 

急速かつ広範な経済・社会環境の変化に加え、人口減少に伴う労働力不

足の課題がある中で、一人ひとりが持つ潜在力を十分に発揮できるように

することが重要であり、年齢や性別、雇用形態等多様な方々に対し、適切

な職業能力開発の機会を提供する必要がある。 

このため、成長分野等で求められる人材ニーズを的確に把握しつつ、求

職者・労働者の多様な属性等も踏まえた精度の高い職業訓練を提供してい

くため、関係機関・関係者を参集し、公共職業訓練及び求職者支援訓練

（以下「公的職業訓練」という。）等の全国計画を策定するとともに、キ

ャリアコンサルティング等の職業能力の開発・向上に資する方策及び教育

訓練給付制度の実施状況等に関する情報を共有する中央職業能力開発促進

協議会（以下「中央協議会」という。）を開催する。 

 

２ 構成 

(1) 中央協議会の構成は、別紙のとおりとする。 

(2) 人材開発統括官は、構成員の中から座長を依頼する。 

(3) 中央協議会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

 

３ ワーキングチーム 

中央協議会は、必要に応じ、産業分野ごとのワーキングチームを設置・

開催することができる。 

 

４  協議事項 

(1) 全国職業訓練実施計画の策定に関すること。 

(2) 人材ニーズに係る全国的な傾向、将来見込み等に関すること。 

(3) 地域職業能力開発促進協議会（以下「地域協議会」という。）の協議

状況に関すること 

(4) 公的職業訓練の訓練効果の把握・検証等に関すること。 

(5) キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び

向上の促進のための取組に関すること。 

(6) 教育訓練給付制度の実施状況等に関すること 

(7) その他必要な事項に関すること。 

 

資料１－１  
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５ 庶務 

中央協議会の庶務は、関係行政機関の協力を得て、厚生労働省人材開発

統括官付参事官（人材開発政策担当）付訓練企画室において処理する。 

 

６ その他 

(1) 中央協議会の議事については、別に中央協議会において申し合わせた

場合を除き、公開とする。 

(2) 中央協議会は、各地域協議会の協議状況を把握し、集約した上で、全

ての地域協議会に対し情報提供する。 

(3) この要綱に定めるもののほか、中央協議会の運営に関する事項その他

必要な事項は、厚生労働省人材開発統括官が定める。 
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別紙 

中央職業能力開発促進協議会構成員 

 

 

【労使団体】 

全国中小企業団体中央会 

日本労働組合総連合会 

 一般社団法人日本経済団体連合会 

 日本商工会議所 

 

【教育訓練関係団体】 

全国専修学校各種学校総連合会 

一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

 

【学識経験者】 

 

【地方自治体】 

 

【職業紹介事業者団体等】 

一般社団法人日本人材紹介事業協会 

 公益社団法人全国求人情報協会 

 公益社団法人全国民営職業紹介事業協会 

 

【政府】 

厚 生 労 働 省 

文 部 科 学 省 

農 林 水 産 省 

経 済 産 業 省 

国 土 交 通 省 
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全国において、成長分野等で求められる人材ニーズを的確に把握しつつ、求職者・労働者の多様な属性等も踏
まえた精度の高い職業訓練を提供していくため、関係者・関係機関を参集し、全国の職業訓練計画を策定すると
ともに、キャリアコンサルティング等の職業能力の開発・向上に資する方策等に関する情報を共有。

中央職業能力開発促進協議会

構成員
【労使団体】 日本労働組合総連合会 全国中小企業団体中央会 一般社団法人日本経済団体連合会 日本商工会議所
【学識経験者】 藤村博之 独立行政法人労働政策研究・研修機構理事長 堀有喜衣 独立行政法人労働政策研究・研修機構統括研究員
【教育訓練関係団体】全国専修学校各種学校総連合会 一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

【需給調整関係団体】一般社団法人日本人材紹介事業協会 公益社団法人全国求人情報協会 公益社団法人全国民営職業紹介事業協会
【地方自治体】京都府
【政府】 厚生労働省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省
（オブザーバー）

中央職業能力開発促進協議会の協議事項

(１)「全国職業訓練実施計画」
の策定

(４)公的職業訓練の訓練効果の
把握・検証

(５)キャリアコンサ
ルティングの機
会の確保その他
の職業能力の開
発及び向上の促
進のための取組
に関すること

(２)人材ニーズの全
国的な動向の把握
（※）と地域職業
能力開発促進協議
会への情報提供

(３)地域職業能力開
発促進協議会の協
議状況の把握

○ 計画と実績とのミ
スマッチの検証状況

○ 訓練効果の把握・
検証の実施状況

地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会

※ ニーズの把握等のため、産業分野ごとのワーキングチームの設置・開催が可能

(６) 教育訓練給付制度の実施
状況等に関すること

⇒ 全国の実施状況や地域職業能力開発
促進協議会における協議内容の報告等

⇒ 協議内容を踏まえ、厚生労働省による業界団体等を通じた訓練
実施機関への指定申請勧奨等の実施により指定講座を拡大

資料１－２
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【概要】

開催状況

【地域独自に招聘した参加者など】
リカレント教育を実施する大学等の参画 計29地域
社会福祉協議会の参画 計10地域
その他
・経済産業局からデジタル人材育成の取組の説明（青森、広島）
・県の生活困窮者自立支援制度主管部局から生活困窮者支援における課題認識の共有（群馬）
・厚労省委託事業の受託者から女性求職者を対象としたICT活用できるサポーター養成等
のプログラムについて紹介（山口）

地域の将来の産業展開を含めた人材ニーズ等を踏まえた訓練設定の方針を協議したほか、リカレント
教育を実施中の大学等から取組を紹介するなど職業能力開発に関する取組を関係者間で共有した。

【主な協議内容】
①職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針
②地域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定方針
③訓練効果の把握・検証
④その他の職業能力開発及び向上の促進のための取組

令和５年10月24日
第１回広島県地域職業能力開発促進協議会の風景

国と都道府県の共催により、令和５年10月から11月に
かけて全都道府県において開催。

別添４

別添１～３

資料２－１

5



令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議①-１】 別添１

職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針

⚫ 就職後は相手への気遣いや意思を正確に伝えるなどコミュニケーション能力が必要（訓練実施機関）、チームで開

発にあたるため、指示どおりの作業ができるようになるという点も訓練して欲しい（採用企業）との意見を踏まえ

たカリキュラムの見直しを促進する。

⚫ 使用するプログラミング言語が変わるため、自ら主体的に学び続ける能力（リスキリング能力）が必要（訓練実施

機関・採用企業）との意見を踏まえた訓練受講希望者への働きかけを推進する。

富山

○応募倍率が高く、就職率が低い分野
・・「デジタル分野」

・コミュニケーションの重要性を教示するキャリアコンサルティングや、実
際の作業を想定したグループによる開発演習をカリキュラムに導入するよう
促進していく方針。
・ＨＷ相談窓口において訓練受講希望者に対し、リスキリング能力（自ら主
体的に学び続ける能力）への理解を促す働きかけを推進する方針。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
デジタル分野

青森

○応募倍率が高く、就職率が低い分野
・・「営業・販売・事務分野」

・基礎的デジタルリテラシーを習得する内容をカリキュラムに盛り込むこと
を推進していく方針。
・給与制度・労働保険の知識等実務に役立つ附帯的な知識の付与をカリキュ
ラムに盛り込むことを推進していく方針。

⚫ パソコン操作など基礎的なデジタルスキルが就職後に役に立った（修了生）、表計算ソフト、プレゼン資料作成

などは就職後に必要となってくる（採用企業）との意見を踏まえたカリキュラムの見直しを促進する。

⚫ 表計算ソフトが操作できるという単体のスキルではなく、そのソフトで処理する給与制度や労働保険・健康保

険・厚生年金の制度もバックグラウンドとして知っておくことが必要（採用企業）との意見を踏まえたカリキュ

ラムの見直しを推進する。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
営業・販売・事務分野
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議①-２】

職業訓練の実施状況を踏まえた訓練コースの設定方針

○応募倍率が高く、就職率が比較的低い分野
・・「ＩＴ分野、デザイン分野」

大阪

・就職後のスキルアップへのモチベーション、チームスキル、社会人基礎力
を習得できるカリキュラムの工夫を推進していく方針。
・就職率が低い訓練実施機関に対し、効果的なキャリアコンサルティング
（就職支援）例等を周知していく方針。

⚫ 就職後はヒューマンスキル、仕事への意欲、チャレンジ精神が重要となってくる（採用企業）との意見を踏まえ、

そうした要素のカリキュラムへの導入を推進していく。

⚫ 就職率の高い訓練実施機関では、キャリアコンサルタントが職業意識（態度、心構え等含む）を向上させる工夫を

し、早期からめざす業界・業種を設定した上で支援している。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
デジタル分野

島根

・社会人基礎力を向上させるための「職業訓練用キャリアコンサルティング
マニュアル」を作成することとし、令和６年度より運用開始とすることを目
指す方針。

⚫ 単にスキルだけではなく、コミュニケーション能力や仕事に取り組む姿勢が重要である（採用企業）との意見を踏

まえ、訓練とともに社会人基礎力を養成していくための、キャリアコンサルティングを改善していく必要性が認識

された。

WGの改善促進策

【Ｒ５年度検証対象】
営業・販売・事務分野

○応募倍率が高く、就職率が低い分野
・・「営業・販売・事務分野」
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議②】

地域の人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定方針

新潟
〇 事業主団体より、県内ではIT系専門学校が充実しているため、
県及び新潟市等自治体によるIT関連企業の誘致が進んでいるが、
実際に進出した企業からはIT関連人材の確保に苦慮しているとの
話があるといった現状共有とともに、専門学校等にてIT分野の職
業訓練を行っている旨の情報を関係機関と連携し、進出した企業
にも発信してほしいとの意見。

〇 公的職業訓練効果検証WGのヒアリング結果等
をもとに、デジタル求人事業所向けの周知用リー
フレットを作成し、「訓練修了者歓迎求人」の提
出に理解を求めていく方針。

石川
〇 各産業で人手不足が顕著であり、若年の人材確保が難しいこ
と、プログラミングやシステム開発ができる人材を求める声、
データ集計・分析及びそれを活用できる人材を求める声が多いこ
と、IT・営業・経理財務の人材はどこの産業も欲しがっているこ
と、IT人材を内製化したいという声があるとの情報。

〇 ハローワークの求人部門において、より詳細な
求人ニーズを聴取し、求人票に反映させるとともに、
職業訓練制度を周知し、訓練修了者の採用に理解を
求めていく方針。

福井
〇 北陸新幹線が福井県まで延伸されることに伴い、観光人材の
育成についても重点的に考え、検討する必要があるとの意見。
○ 労働局から求職者に占める中高年齢者の割合が増加している
ことを踏まえ、就職につながるような訓練コースの設定が求めら
れること等を共有。

〇 来年度の地域職業訓練実施計画への反映を検討
する方針。

京都 〇 企業が人材を求めるにあたり、必要なスキルや訓練内容が企
業にも明確でない場合等もあるが、どのような方法で職業訓練の
内容を決めているのか、との意見。

〇 府の施設内訓練は、就職率等の客観的な判断材
料に加え、訓練生の就職斡旋に係る企業訪問時に聞
き取りを行うなど、ニーズの把握に努めている。併
せて、外部有識者等で構成する委員会において、ご
意見をいただきながら訓練内容等を決めており、今
後についても継続していく方針。

【地域のニーズ】

熊本
〇 労働局が実施した地域ニーズ調査において、TSMC進出に伴う
経済等波及効果が期待される中、半導体産業及び関連産業におけ
る人材育成が求められているとの結果や、その他業種の人材育成
において企業が求める人材ニーズとしてビジネスコミュニケー
ション能力やITスキルの向上といった専門知識外の基本スキルの
取得による人材の質の底上げにもつながる訓練カリキュラムも必
要との意見が寄せられたことを共有。

○ 県内における半導体関連の人材育成については、
ポリテクセンター熊本において、令和5年度に訓練
カリキュラムを一部見直したコースがあり、令和6
年度においても更にカリキュラムの変更を予定して
いることの共有。
○ 専門的な知識の習得だけでなくビジネスマナー
等基本的なカリキュラムの設定も検討していく方針。

【方針】

別添２
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【対応方針】【協議会構成員からの意見等】【ＷＧから報告があった改善促進策案の概要】

令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議③-１】 別添３

訓練効果の把握・検証（デジタル分野）

千葉

○専門的な知識だけでなく、
コミュニケーション能力が重
要との意見が多かったことを
受け、グループワーク等受講
者参加型のカリキュラムを増
やしていくことが必要。

○グループワークやプレゼ
ンなどコミュニケーション
能力の向上を目的とした受
講者参加型のカリキュラム
を提案していく。

○修了者からは、グループワークやプレゼンの練習がコミュニケー
ションの練習になったと評価されており、企業側もコミュニケー
ション能力を重視しているため、グループワークなどコミュニケー
ション能力の向上を目的とした訓練カリキュラムを実施機関へ提案。

○企業側は、専門的な分野の知識だけでなく、デジタル全般の基本
的な知識やビジネスマナーの習得についても考慮されたカリキュラ
ムを求めているため、訓練生のニーズも踏まえながら、デジタル全
般やビジネスの基本に関する訓練内容を含んだコースの企画提案も
必要。

検証分野：デジタル分野

茨城

○訓練習得度の見える化を推
進していく必要。

○訓練中に訓練によって身に
つけた技術を使ったポート
フォリオを作成し、実際の面
接の際のアピール材料として
活用することも効果的。

○ジョブ・カードを活用し
訓練習得度の見える化を推
進していく。

○ポートフォリオの活用も
推進していく。

○資格取得は訓練修了後の習得度を把握するためのわかりやすい目
安となることから、訓練期間中の資格取得を推奨。

○訓練習得度の見える化を推進していく取組が必要。

検証分野：デジタル分野
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議③-２】

訓練効果の把握・検証（デジタル分野）

大分

○県内企業においてもＤＸが
進められている中、デジタル
分野の訓練が企業ニーズに即
した訓練になっていないので
はないか。

○また、企業ニーズに即した
訓練が出来ないのであれば縮
小する方がよい。

○令和６年度に開始する訓
練から訓練コースのレベル
を差別化し、求職者支援訓
練は基礎的な内容を中心に、
委託訓練は５か月から12か
月の応用・実践まで学べる
コースを中心に実施するこ
ととし、訓練計画に反映す
る方針。

富山

○ヒアリング結果のとりまと
めがよくできているとの評価。

○以下の改善促進策を訓練
計画に反映。

①コミュニケーション能力
の養成
②訓練受講者に対する柔軟
な職種選択への支援
③リスキリング能力の養成

○ 求人ニーズであるコミュニケーション能力を養成するため、実
際の作業を想定したグループによる開発演習を導入や、キャリアコ
ンサルティングでコミュニケーションの重要性を受講生に認識して
もらう取組等を実施。

○受講希望者に対する柔軟な職種選択への支援のため、ハローワー
クが訓練施設と連携を深めデジタル業界の求人ニーズを共有するこ
とにより、ミスマッチを防止。

○デジタル分野においては、使用するプログラミング言語が変わる
など、自ら主体的に学び続ける能力が問われるため、「職場におけ
る学び・学び直し促進ガイドライン」をもとに、自立的・主体的な
学びを周知、勧奨を実施。

検証分野：デジタル分野

○ 企業ニーズを踏まえ、訓練コースのレベルを差別化。
（例）
求職者支援訓練：３か月→基礎的な内容のコース中心
委託訓練：５～１２か月→応用、実践的な内容のコース中心

○企業の求める人材に近づけるように、ビジネスマナーやコミュニ
ケーションを中心とした訓練カリキュラムを強化してもらえるよう、
実施機関へ依頼。

検証分野：デジタル分野

【対応方針】【協議会構成員からの意見等】【ＷＧから報告があった改善促進策案の概要】
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議③-３】

訓練効果の把握・検証（ＩＴ分野）

秋田

○小規模事業所のデジタル化
はまだ入り口部分のところが
多く、新規採用と在職者育成
も含め様々な訓練の確保も必
要。

○公的職業訓練に幅広く情
報リテラシーに係る内容を
盛り込むことを検討。
○企業の求める人材像の明
確化及び求人票への明確な
記載により、訓練内容を活
かせる求人とのマッチング
精度を高めて、就職支援を
推進する（訓練受講修了者
歓迎求人の確保を含む）。

○高度なデジタル人材の育成に取り組むとともに、幅広い産業で求
める情報リテラシーの訓練内容を組み入れた訓練コースの設定が必
要。
○企業の求める人材像の明確化と求人票への明確な記載など、訓練
内容を活かした就職実現に向けた支援の強化が必要。

検証分野：ＩＴ分野

広島

○ＩＴ業界のイメージができ
ていない受講生のために概要
のようなものを授業に入れて
はどうか。

○レベル別のコース設定の
工夫。
○現場で実際に活用できる
スキル等の付与。
○コミュニケーション能力
を培うカリキュラムの設定。
○就職実績や修了生の声と
いった内容を含む説明会等
の実施。
○訓練の受講により得るこ
とのできる知識やスキル等
の仕上がり像の一層の具体
化、見える化。

○実際に現場で活用できる技能等と習得スキルのギャップが見られ
たため、求人ニーズに沿った内容になるよう改善を行うと共に、訓
練の受講により得ることができる知識やスキルについてより具体的
に見える化する必要。

検証分野：ＩＴ分野

【対応方針】【協議会構成員からの意見等】【ＷＧから報告があった改善促進策案の概要】
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【招聘事例・連携事例など】 別添４

北海道
北海道国立大学機構小樽商科大学が実施しているリカレント教育「DX時代の介護ミドルマネジャー育成プ

ログラム」におけるVRの活用内容について構成員間で共有。介護DX時代を牽引する人材育成のため、プログ
ラムの一部にVR技術を活用し、現場にいるような環境の中で介護技術の体感、講師や他の受講生とのコミュ
ニケーション機会を実現していること等について説明、情報共有。

宮城 東北大学ナレッジキャスト株式会社より「東北大学データサイエンスカレッジ」の取組を発表。企業の中
の人材のリスキリングを対象としたプログラムで、ビジネスをリードできるようなデータサイエンティスト
を養成するカリキュラムとなっていることについて説明、情報共有。

広島 中国経済産業局から、企業のDX推進とデジタル人材育成の関係について、国としての方向性や経済産業省
としての取組について説明、情報共有。

群馬 群馬県の生活困窮者自立支援制度主管部局から、困窮者の多くは数日中に所持金が尽きてしまうような方
なので、訓練以前の課題解決が最優先であるとした上で、訓練受講に際しても、自家用車を保有していない
方の通所や金銭的な面での課題も存在していることについて説明、課題認識を共有。

兵庫 兵庫県教育委員会事務局より、高校生に対するキャリア教育の一環として教育委員会が実施しているイン
ターンシップや業界人を非常勤講師として招聘し実務指導等を行う事業について説明、情報共有。

山口

学校法人ＹＩＣ学院から女性求職者を対象としたＩＣＴを活用できるサポーターの養成とその伴奏支援を
するトータルサポートシステムを構築するプログラム（厚労省委託事業）について紹介。学校や企業でＩＣ
Ｔ推進を支援に必要な知識や技術を習得したＩＣＴ支援員や企業の中で活躍できるＩＣＴ活用サポーターを
仕上がり像としていることについて説明、情報共有。

リカレント
教育を実施
する大学等

地方自治体
の各部局

青森 東北経済産業局より生成AI時代のデジタル人材育成の取組についてを説明があり、部分的な業務効率化の
みならず、全体的なビジネスプロセス・組織の変革、製品・サービス・ビジネスモデル改革につながること
が重要であること等について説明、情報共有。経済産業局

その他

職業能力開発に関わる様々な情報共有
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令和５年度公的職業訓練効果検証ワーキンググループ【概要】

目的

資料２－２

デジタル分野（24県） ：宮城、福島、茨城、群馬、埼玉、千葉、東京、新潟、冨山、石川、福井、山梨、
愛知、大阪、兵庫、和歌山、岡山、徳島、愛媛、長崎、熊本、大分、宮崎、沖縄

ＩＴ分野（７県） ：秋田、神奈川、滋賀、京都、広島、山口、福岡
営業・販売・事務分野（12県）

：青森、岩手、山形、栃木、静岡、愛知、三重、島根、香川、高知、佐賀、鹿児島

※上記のほか、介護、製造、CADコース、理容・美容関連分野が選定された（複数分野選定した県もあり）。

令和５年度の対象分野

令和４年度 令和５年度上半期 令和５年度下半期

中央職業能力
開発促進協議
会

地域職業能力
開発促進協議
会

ワーキンググ
ループ
（ＷＧ）

選定分野のうち
３コース×３者（修了者、採用企業、実施機関）

協議会開催

ヒアリング 結果

整理

改善促進策

（案）検討

協議会

開催

２月

協議会

開催

協議会

開催

９月

地域協議会から
検討結果を報告

協議会開催

２～３月

検証対象訓練
分野を選定

協議会開催

10月～11月

ＷＧから報告① ④② ③

２～３月

１月

（参考）検討スケジュール

適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて訓練修了者等へのヒアリング等を通じ、訓練効果を把握・
検証し、訓練カリキュラム等の改善を図る。
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ヒアリング実施結果概要① （訓練実施機関）

デジタル・ＩＴ分野

⚫ 就職後は相手への気遣いや正確な意思表示などコミュニケーション

能力も必要であり、カリキュラムの工夫をしている【富山県】

⚫ プログラム言語は変わっていくものであり、プログラム言語の前提

となる思考力の養成や学び続ける姿勢も大事である【富山県】

⚫ ハローワークが説明しやすいような資料を作成している【滋賀県】

訓練実施にあたって工
夫している点

⚫ 経験豊富なキャリアコンサルタントが早い段階から就職意識の向上

を支援している【大阪府】

⚫ キャリアコンサルタントのデジタル分野の知識が不足している【和

歌山県】

訓練実施機関が行って
いるキャリアコンサル
ティングの状況

演習でコミュニケー

ション能力を高めてい

く【富山県】

リスキリング能力（自

ら主体的に学び続けて

いく能力）も身につけ

させていく【富山県】

ハローワーク職員のデ

ジタル分野の知識習得

【滋賀県】

⚫ 訓練の周知、訓練内容の説明の機会を可能な限り設定して欲しい

【茨城県】

⚫ ハローワークの受講あっせんを強化し、ハローワークと訓練実施機

関との勉強会のような場を設けて欲しい【兵庫県】

⚫ 訓練制度と訓練修了者について企業にもっと知ってもらうことが必

要である【石川県】

訓練実施にあたっての
国への要望、改善して
欲しい点

【改善案等】【ヒアリングの内容等】【質問】

キャリアコンサルタン

トのデジタル知識の習

得【和歌山県】

ハローワーク職員のデ

ジタル分野の知識習得

【茨城県】、訓練施設

見学会【兵庫県】

訓練制度周知用リーフ

レットの作成、事業主

へ配布【石川県】
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ヒアリング実施結果概要① （訓練修了者）

デジタル・ＩＴ分野

⚫ グループワークはコミュニケーションやプレゼンテーションの練習

にもなり役に立った【千葉県】

訓練内容のうち、就職
後に役に立ったもの

⚫ 年齢、経験等幅広い人が受講していたので、年齢別・レベル別の

コース設定があっても良かったのではないか【広島県】

訓練内容のうち、就職
後にあまり活用されな
かったもの

グループワークなどコ

ミュニケーション向上

等に資する内容の導入

を提案【千葉県】

⚫ もっと期間を長くして深く学びたかった【大分県】
就職後に感じた、訓練
で学んでおくべきで
あったスキル、技能等

【改善案等】【ヒアリングの内容等】【質問】

レベル別のコース設定

を工夫【広島県】

訓練コースのレベルの

差別化【大分県】
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ヒアリング実施結果概要① （訓練修了者を採用した企業）

デジタル・ＩＴ分野

⚫ プログラミング知識、情報セキュリティ知識などの実践的な技能が

活かせている。【長崎県】

訓練により得られたス
キル、技能等のうち、
採用後に役に立って
いるもの

⚫ プログラム言語は会社を変われば変わってくるし、時代とともに変

化するので自ら学ぶ姿勢が重要となってくる【富山県】

⚫ 派遣先では様々な企業の人たちとチームを組んで仕事をするためコ

ミュニケーション能力を向上させる必要がある【宮城県】

⚫ DX人材として活躍するには実践力を養う必要がある【徳島県】

訓練において、より一
層習得しておくことが
望ましいスキル、技
能等

企業に対して、スキル

を活かせる職種の提案

を行い求人を確保して

いく。【長崎県】

⚫ パソコンの基礎全般のスキルを習得しており、汎用的に対応できる

ので、ホームページ管理、データ管理など様々な分野でスキルが活

かせる【長崎県】

訓練修了者の採用につ
いて、未受講者（未経
験者）の採用の場合
と比較して期待してい
ること（同程度の経験
等を有する者同士を
比較。採用事例がない
場合は想定）

【改善案等】【ヒアリングの内容等】【質問】

リスキリング能力（自

ら主体的に学び続けて

いく能力）も身につけ

させていく【富山県】

企業実習や開発演習な

どで実践的な能力を養

う【宮城県】【徳島

県】

パソコンの基礎全般の

知識等汎用的に対応で

きるスキル習得を組み

込む【長崎県】
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ヒアリング実施結果概要② （訓練修了者）

営業・販売・事務分野

⚫ パソコンの基本操作（表計算ソフトを含む）は就職後でも活用場面

が多く役に立つスキルである【青森県】

⚫ エクセル操作はとても役に立った【香川県】

訓練内容のうち、就職
後に役に立ったもの

基礎的なデジタルリテ

ラシー習得のための要

素を訓練カリキュラム

に盛り込み【青森県】

【香川県】

●パソコンの基本操作、ビジネスメール作成、オンライン会議ツール

の使い方など実務的なスキルも習得したかった。【栃木県】

●取引先とのやりとりのためビジネス文書・メールの書き方等を学ぶ

ことができれば良かった。【三重県】

就職後に感じた、訓練
で学んでおくべきで
あったスキル、技能等

【改善案等】【ヒアリングの内容等】【質問】

基本的なパソコンスキ

ルの習得を推進【栃木

県】

具体的な業務を想定し

た実践的な内容を盛り

込み【三重県】
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ヒアリング実施結果概要② （訓練修了者を採用した企業）

営業・販売・事務分野

⚫ 給与制度や労働保険等の知識は、給与ソフトを使う上で前提知識と

して持っていることが望ましい【青森県】

⚫ 簿記、インボイス制度等の知識は会計ソフトを扱う上でもあった方

が望ましい【愛知県】

訓練により得られたス
キル、技能等のうち、
採用後に役に立って
いるもの

⚫ コミュニケーション力や仕事に取り組む姿勢、積極性などの社会人

基礎力も重要【島根県】

訓練において、より一
層習得しておくことが
望ましいスキル、技
能等

実務にプラスとなる簿

記、給与制度、労働保

険等を学ぶ内容をカリ

キュラムに盛り込む

【青森県】【愛知県】

【改善案等】【ヒアリングの内容等】【質問】

社会人基礎力を自然と

伸ばしていけるような

訓練とするための職業

訓練用キャリアコンサ

ルティングマニュアル

を作成【島根県】
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令和６年度 全国職業訓練実施計画（案） 

 

 

 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地位

の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働者

の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行

う必要がある。このため、都道府県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊

重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64号。以

下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下

「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15条の７第３項

の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」

という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23年法

律第 47号。以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定

を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十

分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内容

等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」という。）

の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、ハローワーク、

地方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図るも

のとする。 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向、課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪化など雇用への

大きな影響が見られたものの、足下の令和５年 11月現在では求人の持ち直しの動きが堅調で

ある。一方、コロナ禍からの経済活動の再開に伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全体で

の有効な人材活用が必要であり、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働き方

を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。 

また、中長期的にみると、我が国は少子化による労働供給制約という課題を抱えている。こ

資料３－１ 
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うした中で、我が国が持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人材が活躍できるよ

うな環境整備を進め、労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、そのためには、職業

能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォーメーション（以下「DX

等」という。）の進展といった大きな変革の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技

能・技術の向上のために必要となる人材の確保、育成が求められている。加えて、企業規模等

によっては DX等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要である。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機

会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」

（令和５年 12 月 26 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量ともに不足しているこ

とと、都市圏への偏在といった課題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重点化に計

画的に取り組むこととしている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の

障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、一層の環境整備が求められるとともに、人

生 100 年時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今後は雇入れ後のキャリア形成支援

を進めていく必要がある。また、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用

施策と障害者福祉施策が連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開発

を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和５年度の新規求職者は令和５年 11月末現在で 3,027,813人（前年同月比 98.7％）であ

り、そのうち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可能性のある者の数は令

和５年 11月末現在で 1,404,406人（前年同月比 97.5％）であった。 

これに対し、令和５年度の公的職業訓練の受講者数については、以下のとおりである。 

＜令和５年４月～11月＞ 

  離職者に対する公共職業訓練          73,693人（前年同期比 90.9％） 

求職者支援訓練                      29,672人（前年同期比 122.8％） 

在職者訓練                          56,358人（前年同期比 112.5％） 

 

第３ 令和６年度の公的職業訓練の実施方針 

令和４年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医療・福祉分野」）があること 

② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「IT分野」「デザイン分野」）があること 

③ 委託訓練の計画数と実績は乖離しており、さらに令和４年度は委託訓練受講者が減少

していること 

④ デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏在があること 
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といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施す

る。 

①については、引き続き、訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨の強化を行う。 

②については、IT分野、デザイン分野とも、一層のコース設定の促進を図る。デザイン分

野は求人ニーズに即した効果的な訓練内容かの検討も併せて行う。また、求職者が自身の希

望に沿った適切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の

知識の向上や、訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとと

もに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組む。 

③については、開講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、

効果的な周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

④については、職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、一層のコース設定の促進を図

る。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１） 離職者に対する公共職業訓練 

ア 対象者数及び目標 

（国の施設内訓練） 

対象者数 23,000人 

目標 就職率：82.5％ 

（委託訓練） 

対象者数 118,599人 

目標 就職率：75％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

離職者に対する公共職業訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以

下の点を踏まえた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 職業訓練の内容に応じた様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の

機会の提供にあっては、都道府県又は市町村が能開法第 16 条第１項または第２項の

規定に基づき設置する施設（障害者職業能力開発施校を除く。）において実施する職

業訓練との役割分担を踏まえる。 

 国の施設内訓練については、民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野にお

いて実施する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 委託訓練については、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技
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術を利活用できるようにすることが重要であるとされていることから、デジタル分野

以外の全ての訓練コースにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEBデザ

イン関連の資格取得を目指すコースや企業実習を組み込んだ訓練コースの委託費の

上乗せ措置、オンライン訓練（eラーニングコース）におけるパソコン等の貸与に要

した経費を委託費の対象とする措置に加え、DX 推進スキル標準に対応した訓練コー

スについて、委託費の上乗せ措置の対象とすることにより、訓練コースの設定を推進

する。 

 IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択できる

よう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や、訓練実施施設による

事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会

の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職支援を実施

する。 

 IT分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 ものづくり分野については、DX等に対応した職業訓練コースを充実させる。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗

せ措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 委託訓練については、計画数を踏まえ、十分な訓練機会の確保に努めるとともに、開

講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、効果的な周知

広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務所を出所した者、

定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対して、それぞれの特性に応じ
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た職業訓練を実施する。 

 これまで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした国家資

格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講促進に努め、

正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を推進する。 

 

（２） 求職者支援訓練 

ア 対象者数及び目標 

対象者数 48,261人に訓練機会を提供するため、訓練認定規模の上限 64,348人 

目標 雇用保険適用就職率：基礎コース 58％ 実践コース 63％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

     求職者支援訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を踏ま

えた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓練（実

践コース）を設定することとし、全国の認定規模の割合は以下のとおりとする。 

基礎コース 訓練認定規模の 30％程度 

実践コース 訓練認定規模の 70％程度 

※ 実践コース全体の訓練認定規模に対してデジタル分野 30％、介護分

野 20％を下限の目安として設定する。 

 地域ニーズ枠については、より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工

夫に応じて主体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓

練等について、全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設定する。地域ニーズ枠の

設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえ

た上で、都道府県の認定規模の 20％以内で設定する。 

 新規参入となる職業訓練の上限は以下のとおりとする。 

基礎コース 30％ 

実践コース 10％ 

 新規参入枠については、地域において必ず設定することとするが、一の申請対象期間

における新規参入枠以外の設定数（以下「実績枠」という。）に対する認定申請が、

当該実績枠の上限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対象期間内の新規

参入枠とすることも可能とする。 

 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから、実績枠については、求職

者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活用できるよう

にすることが重要であるとされていることから、デジタル分野以外の全ての訓練コー
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スにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEBデザ

イン関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措置、企業実習を組

み込んだデジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（eラーニングコース）におけ

るパソコン等の貸与に要した経費への奨励金支給措置に加え、DX 推進スキル標準に

対応した訓練コースについて、基本奨励金の上乗せ措置の対象とすることにより、訓

練コースの設定を推進する。 

 IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択できる

よう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や訓練実施施設による事

前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会の

拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職支援を実施す

ること。 

 IT分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースへの奨励金支給

措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

・ 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

２ 在職者に対する公共職業訓練等 

（１）対象者数 

公共職業訓練（在職者訓練） 65,000人 

生産性向上支援訓練     48,500人 

 

（２）職業訓練の内容等 
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・ 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化に対応する高

度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業訓練であって、都道府県等又

は民間教育訓練機関において実施することが困難なものを実施する。 

・ ものづくり分野において、企業の中で中核的役割を果たしている者を対象に、専門的知

識及び技能・技術を習得させる高度なものづくり訓練を実施する。さらに、生産性向上人

材育成支援センターにおいては、幅広い分野の事業主からのデジタル人材や生産性向上に

関する相談等に対応するとともに、課題の解消に向けた適切な職業訓練のコーディネート

等の事業主支援を実施する。 

・ ものづくり分野については、DX 等に対応した職業訓練コースの開発・充実、訓練内容の

見直し等を図る。 

・ 訓練の効果を客観的に把握する観点から、訓練コースの受講を指示した事業主等に対し

て、受講者が習得した能力の職場での活用状況について確認する。 

 

３ 学卒者に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

対象者数 5,800人（専門課程 3,900人、応用課程 1,800人、普通課程 100人） 

目標   就職率：95％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

・ 産業の基盤を支える人材を養成するために、職業能力開発大学校等において、理論と技

能・技術を結びつけた実学融合の教育訓練システムにより、最新の技能・技術に対応でき

る高度なものづくりを支える人材（高度実践技能者）を養成する。特に、DX等に対応した

職業訓練コースを充実する。 

 

４ 障害者等に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

  （施設内訓練） 

対象者数 2,930人 

目標 就職率：70％ 

（委託訓練） 

対象者数 3,380人 

目標 就職率：55％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

 障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上特別な支援を要

する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性等に応じた公共職業訓練

を一層推進する。 

 都道府県が職業能力開発校において、精神保健福祉士等の配置、障害者に対する職業訓

練技法等の普及を推進することにより、精神障害者等を受け入れるための体制整備に努
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める。 

 障害者委託訓練の設定については、就職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースの設

定を促進しつつ、委託元である都道府県が関係機関と連携を図り、対象となる障害者の

確保、法定雇用率が未達成である企業や障害者の雇用の経験の乏しい企業を含めた委託

先の新規開拓に取り組む。障害者委託訓練のうち知識・技能習得訓練コース等において、

障害を補うための職業訓練支援機器等を活用した場合、職場実習機会を付与した場合や

就職した場合の経費の追加支給を実施するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りなが

ら、引き続き推進する。 

 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練コースの見直しを実施する。 

 ハローワーク等との連携の下、在職する障害者の職業能力の開発及び向上を図るための

在職者訓練の設定・周知等に努める。 

 定員の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及び分析

を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の受講者に対し、ハ

ローワーク等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開始時から計画的な就職支援を実

施する。 

 「職業能力開発施設における障害者職業訓練の在り方について」（障害者職業能力

開発校の在り方に関する検討会報告書）を踏まえた取組を推進する。 
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令和６５年度 全国職業訓練実施計画（案） 

 

 

 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地位

の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働者

の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行

う必要がある。このため、都道府県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊

重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64号。以

下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下

「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15条の７第３項

の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」

という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23年法

律第 47号。以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定

を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十

分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内容

等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」という。）

の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、ハローワーク公

共職業安定所、地方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の

実施を図るものとする。 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和６５年４月１日から令和７６年３月 31日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向、課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪化など雇用への

大きな影響が見られたものの、足下の令和５４年 1112月現在では求人の持ち直しの動きが堅

調である。一方、コロナ禍からの経済活動の再開に伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全

体での有効な人材活用が必要であり、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働

き方を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。 

また、中長期的にみると、我が国は少子化による労働供給制約という課題を抱えている。こ

資料３－２ 
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うした中で、我が国が持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人材が活躍できるよ

うな環境整備を進め、一人ひとりの労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、そのた

めには、職業能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォーメーション（以下「DXＤ

Ｘ等」という。）の進展といった大きな変革の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や

技能・技術の向上のために必要となる人材の確保、育成が求められている。加えて、企業規模

等によっては DXＤＸ等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要である。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機

会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」

（令和５４年 12 月 2623 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量ともに不足してい

ることと、都市圏への偏在といった課題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重点化

に計画的に取り組むこととしている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の

障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、一層の環境整備が求められるとともに、人

生 100 年時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今後は雇入れ後のキャリア形成支援

を進めていく必要がある。また、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用

施策と障害者福祉施策が連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開発

を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和５４年度の新規求職者は令和５４年 1112 月末現在で 3,027,8133,356,560 人（前年同

月比 98.798.9％）であり、そのうち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可

能性のある者の数は令和５４年 1112 月末現在で 1,574,1221,404,406 人（前年同月比

99.797.5％）であった。 

これに対し、令和５４年度の公的職業訓練の受講者数については、以下のとおりである。 

＜令和５４年４月～1112月＞ 

  離職者に対する公共職業訓練          73,69385,967人（前年同期比 90.995.7％） 

求職者支援訓練                      29,67227,486人（前年同期比 122.8137.3％） 

在職者訓練                          56,358 54,810人（前年同期比 112.5116.2％） 

 

第３ 令和６５年度の公的職業訓練の実施方針 

令和４３年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 就職率が高く、応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医療・福祉分野」）が

あること 

② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「IT分野」「デザイン分野」）があること 

③ 求職者支援訓練のうち基礎コースは令和３年度計画では認定規模の 50％程度として

28



 

 

3 

 

いたが、実績は２割であること 

③④ 委託訓練の計画数と実績は乖離しており、さらに令和４年度は委託訓練受講者が減

少していることの乖離があること 

④⑤ デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏在が課題であること 

といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和６５年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施

する。 

①については、引き続き、応募・受講しやすい募集・訓練日程を検討した上で実施すると

ともに、訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨をの強化を行うする。 

②については、IT分野、デザイン分野とも、一層のコース設定の促進を図る。デザイン分

野は求人ニーズに即した効果的な訓練内容かの検討も併せて行う。また、求職者が自身の希

望に沿った適切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の

知識の向上や、訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとと

もに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組む。

求人ニーズに即した訓練内容か、十分な就職支援かについて検討した上で、運用を見直す。

また、情報技術者として働くことに関心を持てるような支援（IT専門訓練受講後に応募可能

な求人情報の提供、企業実習を通じた働くイメージの醸成等）等、ハローワークと連携した

就職支援を強化する。 

③については、開講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、

効果的な周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。社会人としての基礎的能力を付与

する基礎コースの設定を推進するとともに、実態を踏まえた計画を策定する。 

④については、訓練期間等のニーズを踏まえた訓練コースの設定を推進し、計画数と実績

の乖離の解消に努める。 

④⑤については、職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、一層のコース設定の促進を

図る。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１） 離職者に対する公共職業訓練 

ア 対象者数及び目標 

（国の施設内訓練） 

対象者数 23,00024,000人 

目標 就職率：82.5％ 

（委託訓練） 

対象者数 118,599121,074人 

目標 就職率：75％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

離職者に対する公共職業訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以
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下の点を踏まえた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 職業訓練の内容に応じた様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の

機会の提供にあっては、都道府県又は市町村が能開法第 16 条第１項または第２項の

規定に基づき設置する施設（障害者職業能力開発施校を除く。）において実施する職

業訓練との役割分担を踏まえる。 

 国の施設内訓練については、民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野にお

いて実施する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 委託訓練については、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技

術を利活用できるようにすることが重要であるとされていることから、デジタル分野

以外の全ての訓練コースにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEBデザ

イン関連の資格取得を目指すコースや企業実習を組み込んだ訓練コースの委託費の

上乗せ措置、オンライン訓練（eラーニングコース）におけるパソコン等の貸与に要

した経費を委託費の対象とする措置に加え、DX 推進スキル標準に対応した訓練コー

スについて、委託費の上乗せ措置の対象とすることにより、訓練コースの設定を推進

する。 

 IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求人ニーズに即した訓練コースを促進し、求職者が自身の希

望に沿った適切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口

職員の知識の向上や、訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確

保を図るとともに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等

の確保に取り組み、十分な就職支援を実施する。 

 IT分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 ものづくり分野については、DXＤＸ等に対応した職業訓練コースを充実させる。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗

せ措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し
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やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 委託訓練については、計画数を踏まえ、十分な訓練機会の確保に努めるとともに、開

講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、効果的な周知

広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務所を出所した者、

定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対して、それぞれの特性に応じ

た職業訓練を実施する。 

 これまで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした国家資

格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講促進に努め、

正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を推進する。 

 

（２） 求職者支援訓練 

ア 対象者数及び目標 

対象者数 48,26148,661 人に訓練機会を提供するため、訓練認定規模の上限

64,34870,844人 

目標 雇用保険適用就職率：基礎コース 58％ 実践コース 63％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

     求職者支援訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を踏ま

えた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓練（実

践コース）を設定することとし、全国の認定規模の割合は以下のとおりとする。 

基礎コース 訓練認定規模の 3040％程度 

実践コース 訓練認定規模の 7060％程度 

※ 実践コース全体の訓練認定規模に対してデジタル分野 3020％、介護

分野 20％を下限の目安として設定する。 

 地域ニーズ枠については、より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工

夫に応じて主体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓

練等について、全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設定する。地域ニーズ枠の

設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえ

た上で、都道府県の認定規模の 20％以内で設定する。 

 新規参入となる職業訓練の上限は以下のとおりとする。 
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基礎コース 30％ 

実践コース 1030％ 

 新規参入枠については、地域において必ず設定する。し、かつ、上記の値を超えては

ならないこととするが、一の申請対象期間における新規参入枠以外の設定数（以下「実

績枠」という。）に対する認定申請が、当該実績枠の上限を下回る場合は、当該実績

枠の残余を、当該申請対象期間内の新規参入枠とすることも可能とする。 

 新規参入枠については、①職業訓練の案等が良好なものから認定、②①以外、実績枠

については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活用できるよう

にすることが重要であるとされていることから、デジタル分野以外の全ての訓練コー

スにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEBデザ

イン関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措置、企業実習を組

み込んだデジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（eラーニングコース）におけ

るパソコン等の貸与に要した経費への奨励金支給措置に加え、DX 推進スキル標準に

対応した訓練コースについて、基本奨励金の上乗せ措置の対象とすることにより、訓

練コースのス設定を推進する。 

 IT分野、デザイン分野については、就職率の向上のため、求人ニーズに即した効果的

な訓練内容になっているか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練

コースを促進し、選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の

向上や訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとと

もに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り

組み、十分な就職支援を実施すること。 

 IT分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースへの奨励金支給

措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を
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踏まえた受講勧奨を実施する。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

・ 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

２ 在職者に対する公共職業訓練等 

（１）対象者数 

公共職業訓練（在職者訓練） 65,00064,000人 

生産性向上支援訓練     48,50045,500人 

 

（２）職業訓練の内容等 

・ 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化に対応する高

度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業訓練であって、都道府県等又

は民間教育訓練機関において実施することが困難なものを実施する。 

・ ものづくり分野において、企業の中で中核的役割を果たしている者を対象に、専門的知

識及び技能・技術を習得させる高度なものづくり訓練を実施する。さらに、生産性向上人

材育成支援センターにおいては、幅広い分野の事業主からのデジタル人材や生産性向上に

関する相談等に対応するとともに、課題の解消に向けた適切な職業訓練のコーディネート

等の事業主支援を実施する。 

・ ものづくり分野については、DXＤＸ等に対応した職業訓練コースの開発・充実、訓練内容

の見直し等を図る。 

・ 訓練の効果を客観的に把握する観点から、訓練コースの受講を指示した事業主等に対し

て、受講者が習得した能力の職場での活用状況について確認する。 

 

３ 学卒者に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

対象者数 5,800 人（専門課程 3,9004,000人、応用課程 1,8001,700人、普通課程 100

人） 

目標   就職率：95％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

・ 産業の基盤を支える人材を養成するために、職業能力開発大学校等において、理論と技

能・技術を結びつけた実学融合の教育訓練システムにより、最新の技能・技術に対応でき

る高度なものづくりを支える人材（高度実践技能者）を養成する。特に、DXＤＸ等に対応

した職業訓練コースを充実する。 

 

４ 障害者等に対する公共職業訓練 
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（１）対象者数及び目標 

  （施設内訓練） 

対象者数 2,930人 

目標 就職率：70％ 

（委託訓練） 

対象者数 3,380人 

目標 就職率：55％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

 障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上特別な支援を要

する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性等に応じた公共職業訓練

を一層推進する。あわせて、公共職業安定所等との連携の下、在職する障害者の職業能

力の開発及び向上を図るための在職者訓練の周知等に努める。 

 都道府県が職業能力開発校において、精神保健福祉士等の配置、障害者に対する職業訓

練技法等の普及を推進することにより、精神障害者等を受け入れるための体制整備に努

める。 

 障害者委託訓練の設定については、就職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースの訓

練期間の柔軟化や委託先開拓業務等の外部委託の活用等により、精神障害者向けの訓練

コース設定を促進しつつ、委託元である都道府県が関係機関と連携を図り、対象となる

障害者の確保、法定雇用率が未達成である企業や障害者の雇用の経験の乏しい企業を含

めた委託先の新規開拓に取り組む。障害者委託訓練のうち知識・技能習得訓練コース等

において、障害を補うための職業訓練支援機器等を活用した場合、職場実習機会を付与

した場合や就職した場合の経費の追加支給を実施するなど、訓練内容や就職支援の充実

を図りながら、引き続き推進する。 

 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練コースの見直しを実施する。 

 ハローワーク等との連携の下、在職する障害者の職業能力の開発及び向上を図るための

在職者訓練の設定・周知等に努める。 

 定員の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及び分析

を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の受講者に対し、ハ

ローワーク公共職業安定所等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開始時から計画的

な就職支援を実施する。 

 「職業能力開発施設における障害者職業訓練の在り方について」（障害者職業能力

開発校の在り方に関する検討会報告書）を踏まえた取組を推進する。 
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コース数 定員 受講者数

ＩＴ分野 1,579 24,943 18,700

営業・販売・事務分野 2,861 46,292 34,359

医療事務分野 578 9,220 6,624

介護・医療・福祉分野 1,810 20,496 12,480

農業分野 77 1,115 836

旅行・観光分野 34 634 376

デザイン分野 856 17,045 14,518

製造分野 1,521 18,086 11,999

建設関連分野 571 7,639 5,767

理容・美容関連分野 309 4,087 3,230

その他分野 891 10,731 9,377

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 592 9,117 6,230

合計 11,679 169,405 124,496

（参考）
デジタル分野 2,010 35,561 28,223

ハロートレーニング（離職者向け）の令和４年度実績

１　離職者向けの公的職業訓練の分野別訓練規模

総計

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー
ス

）

※本資料における用語は、以下のとおり定義しています。

「コース数」

公共職業訓練については、当該年度中に開講したコース及び当該年

度以前から開始し当該年度に実施した訓練コースの数（当該年度以前

に開講し、次年度に繰り越すコースを含む）。

求職者支援訓練については当該年度中に開講したコースの数。

「定員」

当該年度中に開講した訓練コースの定員の数。

「受講者数」

当該年度中に開講したコースに入校した者の数。

「応募倍率」

当該訓練の定員を100とした時の、受講を申し込んだ者の数の倍率。

「定員充足率」

当該訓練の定員に対する受講者数の割合。

「就職率」

訓練を修了等した者のうち就職した者の割合。分母については受講

者数から中途退校者数(中途退校就職者数を除く）等を差し引き、分子

については中途退校就職者を加えている。

「デジタル分野」

IT分野（ITエンジニア養成科など。情報ビジネス科を除く。）、デザイン

分野（WEBデザイン系のコースに限る）等。

用語の定義

資料３－３
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コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 1,269 19,543 14,580 104.7% 74.6% 70.8% 294 5,205 3,978 113.2% 76.4% 56.4%

営業・販売・事務分野 1,872 30,315 23,026 101.7% 76.0% 73.5% 940 15,298 10,700 93.8% 69.9% 58.4%

医療事務分野 433 6,839 4,968 93.0% 72.6% 79.3% 145 2,381 1,656 87.1% 69.6% 66.5%

介護・医療・福祉分野 1,414 14,125 8,591 75.8% 60.8% 85.9% 332 5,291 3,137 71.5% 59.3% 68.5%

農業分野 33 409 290 97.8% 70.9% 72.5% 7 107 65 72.0% 60.7% 59.5%

旅行・観光分野 28 529 329 76.0% 62.2% 54.9% 2 25 12 60.0% 48.0% 46.7%

デザイン分野 325 5,655 5,030 156.1% 88.9% 67.7% 524 11,280 9,395 145.3% 83.3% 54.0%

製造分野 24 216 138 76.4% 63.9% 68.9% 9 133 105 96.2% 78.9% 66.7%

建設関連分野 55 746 541 89.1% 72.5% 70.1% 70 995 749 110.4% 75.3% 64.4%

理容・美容関連分野 69 264 223 150.4% 84.5% 78.2% 240 3,823 3,007 114.6% 78.7% 65.2%

その他分野 179 1,758 1,236 100.8% 70.3% 77.1% 101 1,718 1,255 127.3% 73.1% 54.6%

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー
ス

）

基礎 - - - - - - 592 9,117 6,230 89.3% 68.3% 57.1%

合計 5,701 80,399 58,952 100.7% 73.3% 74.6% 3,256 55,373 40,289 105.7% 72.8%

（参考）
デジタル分野 722 11,141 8,935 130.6% 80.2% 67.6% 721 14,856 12,085 136.7% 81.3% 54.6%

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況

公共職業訓練（都道府県：委託訓練） 求職者支援訓練

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー
ス

）

※応募倍率、就職率については、高いものから上位３位を赤色セル、下位３分野を緑色セルに着色して表示している
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分 野 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 16 195 142 106.2% 72.8% 77.0% 0 0 0 - - -

営業・販売・事務分野 21 315 262 122.5% 83.2% 85.8% 28 364 371 150.5% 101.9% 88.6%

医療事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

介護・医療・福祉分野 64 1,080 752 86.4% 69.6% 88.2% 0 0 0 - - -

農業分野 37 599 481 111.7% 80.3% 90.7% 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 4 80 35 61.3% 43.8% 80.0% 0 0 0 - - -

デザイン分野 7 110 93 140.9% 84.5% 79.8% 0 0 0 - - -

製造分野 221 2,864 1,602 69.9% 55.9% 81.7% 1,267 14,873 10,154 82.3% 68.3% 87.9%

建設関連分野 118 1,791 1,123 82.9% 62.7% 83.1% 328 4,107 3,354 96.2% 81.7% 87.2%

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

その他分野 127 2,075 1,292 86.2% 62.3% 79.8% 484 5,180 5,594 142.3% 108.0% 87.7%

合計 615 9,109 5,782 84.2% 63.5% 83.2% 2,107 24,524 19,473 98.3% 79.4% 87.7%

（参考）
デジタル分野 9 95 79 125.3% 83.2% 73.3% 558 9,469 7,124 92.7% 75.2% 86.6%

公共職業訓練（都道府県：施設内訓練） 公共職業訓練（高齢・障害・求職者雇用支援機構）
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公共職業訓練
（障害者訓練を除く）

ハロートレーニング（公的職業訓練）に係る
令和６年度予算案

予 算 案 約1,186億円（約1,162億円）

約1,021億円（約998億円） 訓練規模 約40.8万人（約40.9万人）

離職者訓練

施設内訓練

委託訓練

在職者訓練
（生産性向上支援訓練を含む）

学卒者訓練

約15.1万人（約15.5万人）

予算案 訓練規模

約3.3万人（約3.4万人）

約11.9万人（約12.1万人）

約18.2万人（約17.8万人）

約2.1万人（約2.1万人）

約668億円（約653億円）

約354億円（約345億円）

※ 公共職業訓練のうち、離職者訓練（施設内訓練）、在職者訓練及び

学卒者訓練の予算は切り分けができないため、予算額については、離

職者訓練（施設内訓練）に含めて計上。

※

※

約35.4万人（約35.3万人）

予算案

訓練規模

約111億円（約109億円）

約4.8万人（約5.0万人）
求職者

支援訓練

予算案

訓練規模

求職者支援制度全体 約259億円（約268億円）

公共職業訓練（離職者訓練）

＋ 求職者支援訓練
約20.0万人

(約20.5万人）

訓練規模

障害者訓練

離職者訓練

施設内訓練

委託訓練

在職者訓練

約0.5 万人（約0.5 万人）

約0.3 万人（約0.3 万人）

約54億円（約54億円）

約14億円（約14億円）

施設内訓練

委託訓練

予算案 訓練規模

予算案

訓練規模

約40億円（約39億円）約0.2 万人（約0.2 万人）

約0.03万人（約0.03万人）

約0.1 万人（約0.1 万人）

約0.1 万人（約0.1 万人）

※ 障害者訓練のうち、在職者訓練の施設内訓練及び委託訓練の予算

は切り分けができないため、予算額については、離職者訓練に含めて

計上。

※

※

約54億円（約54億円）

約0.6万人（約0.6万人）

資料３－４
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３ スキーム・実施主体等２ 事業の概要

１ 事業の目的

公的職業訓練によるデジタル推進人材の育成とデジタル
リテラシーの向上促進

令和６年度当初予算案 540億円（546億円）※（）内は前年度当初予算額

※令和５年度補正予算額 制度要求

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（令和４年12月閣議決定）において、職業訓練のデジタル分野の重点化等により、令和８年度末まで
に政府全体で230万人のデジタル推進人材を育成することとされているほか、デジタル田園都市国家構想を実現するためには、全ての労働人口
がデジタルリテラシーを身に付け、デジタル技術を利活用できるようにすることが重要であるとされている。
このため、公共職業訓練（委託訓練）及び求職者支援訓練を実施する民間教育訓練機関に対する、①デジタル分野の訓練コースの委託費等の

上乗せをするほか、②オンライン訓練においてパソコン等の貸与に要した経費を委託費等の対象とすることにより、デジタル推進人材の育成を
行う。また、これらのデジタル分野の訓練コースを受講する方に対し、引き続き、生活支援の給付金（職業訓練受講給付金）の支給を通じて早
期の再就職等を支援する。さらに、全国８７箇所の生産性向上人材育成支援センター（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）におい
て、在職者に対して実施する③ＤＸに対応した生産性向上支援訓練の機会を拡充し、中小企業等のＤＸ人材育成を推進する。加えて、④デジタ
ル分野以外の訓練コースにおいてもDXリテラシー標準に沿ったデジタルリテラシーを身に付けることができるよう、質的拡充を図る。

（１）DX推進スキル標準に対応した訓練コース又はデジタル分野の資格取得率等が一定
割合以上の訓練コースの場合、委託費等を上乗せする【拡充】
（IT分野の資格取得率等が一定割合以上の訓練コースは、一部地域を対象に更に上乗せ）

（２）企業実習を組み込んだデジタル分野の訓練コースについて、委託費等を１人当た
り２万円上乗せする

デジタル分野のオンライン訓練（eラーニングコース）において、受講者にパソコン等
を貸与するために要した経費を、１人当たり月１．５万円を上限に委託費等の対象とする

中小企業等の在職者に対して実施する、民間教育訓練機関を活用した生産性向上支援訓
練（ＤＸ関連）の機会を拡充する【拡充】

デジタル分野以外の全ての公共職業訓練（委託訓練）及び求職者支援訓練の訓練コース
において、訓練分野の特性を踏まえて、DXリテラシー標準に沿ったデジタルリテラシー
を身に付けることができるよう、訓練の質的拡充を図る。

※①～②は令和８年度末までの時限措置

①デジタル分野の訓練コースの委託費等の上乗せ

②オンライン訓練におけるパソコン等の貸与の促進

デ
ジ
タ
ル
推
進
人
材
の
育
成

厚
生
労
働
省
・
都
道
府
県

(

独)

高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構

委
託
費
等

労働保険特別会計 一般
会計労災 雇用 徴収

9/10 1/10

人材開発統括官付訓練企画室（内線5926、5600）
職業安定局総務課訓練受講支援室（内線5336、5273）

③生産性向上支援訓練（ＤＸ関連）の機会の拡充

・職業訓練受講給付金
（月10万円、通所手当、寄宿手当）

デ
ジ
タ
ル
分
野
の
訓
練
実
施
機
関

職
業
訓
練
の
実
施

④デジタルリテラシーの向上促進

39



訓練効果・課題検証

３ 実施主体等２ 事業の概要・スキーム

変化の激しい企業のビジネス環境に対応するために労働者のスキルアップが求められている中で、正社員に対して
OFF-JTを実施した事業所割合が70.4％に対し、正社員以外に対しては29.6％と、正社員以外の労働者の能力開発機会は
少ない状況にあり、非正規雇用労働者等が働きながらでも学びやすく、自らの希望に応じた柔軟な日時や実施方法によ
る職業訓練を受講できるような仕組を構築し、非正規雇用労働者等のリ・スキリングを支援することが必要である。
このため、在職中の非正規雇用労働者等の受講を前提とした様々な受講日程、実施手法等の職業訓練を試行的に実施

することにより、非正規雇用労働者等のキャリアアップに効果的な職業訓練の検証を行う。

１ 事業の目的

非正規雇用労働者等が働きながら学びやすい職業訓練試行
事業の実施

労働保険特別会計 一般
会計労災 雇用 徴収

○

人材開発統括官付訓練企画室
（内線5923）

（１）試行事業の実施

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構において、非正
規雇用労働者等を対象とした職業訓練を民間教育訓練機関等への
委託により実施するとともに、当該職業訓練の結果を踏まえ訓練
効果・課題の検証を実施。

厚
生
労
働
省

(
独)

高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構

委
託

様

々

な

訓

練

機

会

の

提

供

希望に応じた
訓練を受講

補
助

民
間
教
育
訓
練
機
関
等

（２）試行事業の内容等

ウ 総訓練時間・受講可能期間
150時間程度。受講可能期間最大12か月（最長R6.12末まで）

ア 対象者
主に非正規雇用労働者 720名

イ 実施方法等
受講継続等に効果的であるスクーリング形式と、場所や時間を

問わず受講しやすいオンライン（オンデマンド、同時双方向）形
式を効果的に組み合わせて実施することを想定。

ェ 受講継続等の支援策
実施機関において、受講継続勧奨や学習の進捗状況に応じた支

援を担当制で行う学習支援者の配置等を実施。

令和６年度当初予算案 3.1億円（-）※（）内は前年度当初予算額

※令和５年度補正予算額 74百万円

3
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実施状況

の分析

令和６年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案）

計画と実

績の乖離

人材ニー

ズを踏ま

えた設定

Ａ 一部改善もみられるが、この分野の応募倍率は両訓練

とも70％台であることから、引き続き、訓練コースの内容

や効果を踏まえた受講勧奨の強化が必要。委託訓練につい

てはＥの措置も併せて実施。

応募倍率が高く、就職率が低い分野

Ｂ 高応募倍率が続いていることから、ＩＴ分野、デザイ

ン分野とも、一層の設定促進（Ｆ同旨）が必要。

Ｃ 他方で、特にデザイン分野は就職率が低いことから、

求人ニーズに即した効果的な訓練内容か検討が必要。

Ｄ 就職率向上のため、受講希望者のニーズに沿った適切

な訓練を勧奨できるようハローワーク訓練窓口職員の知

識の向上や事前説明会・見学会の機会確保を図るととも

に、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了

者歓迎求人等の確保を推進する等の取組推進が必要。

委託訓練の計画数と実績は乖離。さらに令
和４年度は委託訓練受講者が減少。

デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏
在が課題。（デジタル田園都市国家構想総
合戦略）

令和５年度計画と同程度の規模で人材を育成

Ｅ 開講時期の柔軟化、受講申込締切日から受講開始日ま

での期間の短縮、効果的な周知広報等、受講者数増加の

ための取組が必要。

Ｆ 職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、一層の設

定促進が必要。

応募倍率が低く、就職率が高い分野
（令和４年度実績に該当する訓練分野）

「介護・医療・福祉分野」

（令和４年度実績に該当する訓練分野）
「ＩＴ分野」「デザイン分野」

資料３－５

【委託訓練】令和４年度は応募倍率が更に低下し75.7％。
就職率はやや向上。
【求職者支援訓練】令和４年度は応募倍率が大幅に改善
し71.5％。就職率はやや低下。

【委託訓練】令和４年度は就職率はIT分野で改善。応募
倍率はデザイン分野で156.8％と高倍率。
【求職者支援訓練】令和４年度はいずれも就職率が低下
したが特にデザイン分野で大幅低下。応募倍率はいずれ
も上昇。

令和５年度第１回中央職業能力開
発促進協議会（R5.9.29）資料6-2
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【参考】委託訓練及び求職者支援訓練の応募倍率及び就職率の状況

【委託訓練】 【求職者支援訓練】

就

職

率

応募倍率 応募倍率

就

職

率

●令和3年度 ●令和4年度

改

善

改

善

改善改善

ＩＴ

営業・販売・事務

医療事務

介護・医療・福祉

農業

デザイン

製造

建設関連

理容・美容関連

その他

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

50.0% 75.0% 100.0% 125.0% 150.0%

ＩＴ

営業・販売・事務

医療事務

介護・医療・福祉

農業

旅行・観光

デザイン

製造

建設関連

理容・美容関連

その他

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

50.0% 100.0% 150.0% 200.0% 250.0%

※用語の定義は、資料３－１と同様。

42



課題 実施方針

①就職率が高く、応募倍率
が低い分野
「介護・医療・福祉」

・応募・受講しやすい募
集・訓練日程の検討が必要。
・訓練コースの内容や効果
を踏まえた受講勧奨の強化。

②応募倍率が高く、就職率
が低い分野
「ＩＴ分野」「デザイン分
野」

・求人ニーズに即した訓練
内容になっているか、就
職支援策が十分か、検討
が必要。
・「公共職業訓練の効果検
証」の結果も踏まえた、
ハローワークと連携した
就職支援の強化が必要。

③求職者支援訓練のうち基
礎コースはＲ３年度計画で
は認定規模の50％程度と
していたが、実績は２割

・就労経験が少ない者等の
就職困難者には、社会人
としての基礎的能力を付
与する基礎コースが有効。
このため、基礎コースの
設定を推進するとともに、
実態を踏まえた計画の策
定が必要。

④委託訓練の計画数と実績
の乖離

・訓練期間等のニーズを踏
まえた訓練コースの設定を
進めるとともに、実態を踏
まえた計画数の検討が必要。

⑤デジタル人材が質・量と
も不足、都市圏偏在が課題
（デジタル田園都市国家構
想基本方針）

・職業訓練のデジタル分野
への重点化が必要。

委託訓練について、開講時期の柔軟化や
受講申込締切日から受講開始日までの期間
の短縮等、応募・受講しやすくする対応の
検討を都道府県に依頼。

ハローワークにおいて、デジタル分野の
適切な受講あっせん等に向け、訓練窓口職
員の知識の向上、訓練実施施設による事前
説明会・見学会の機会確保、訓練修了者歓
迎求人等の確保を推進。

地域協議会の公的職業訓練効果検証ワー
キンググループによるデジタル分野、介
護・医療・福祉分野の効果検証結果を全国
に情報共有予定。

受講者ニーズを踏まえ、基礎コースの訓
練内容の弾力化したところ。
なお、令和４年度は全都道府県で基礎

コースを開講（※令和３年度は４県未開
講）。

デジタル分野の訓練コースの委託費等
の上乗せ等により、職業訓練の設定を促
進。

委託訓練について、開講時期の柔軟化
や受講申込締切日から受講開始日までの
期間の短縮等、応募・受講しやすくする
対応の検討を都道府県に依頼。【再掲】

取組状況令和５年度実施計画 今後の課題

2024年度7.0万人※
達成に向け、デジタ
ル分野の職業訓練の
更なる重点化
※公的職業訓練及び教育訓練
給付の受講者の計

委託訓練の受講者が
減少傾向

ハローワークにおける
適切な受講あっせん及
び就職支援

PDCAの継続的な推進

【参考】令和６年度計画策定に向けた課題整理
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2021年4月1日

人材開発統括官

若年者・キャリア形成支援担当参事官室

教育訓練給付制度における地域の訓練ニーズを踏まえた指定

講座の拡大について

資料４

1
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専門実践教育訓練給付

＜特に労働者の中長期的キャリア形成に資する
教育訓練を対象＞

特定一般教育訓練給付

＜特に労働者の速やかな再就職及び早期の
キャリア形成に資する教育訓練を対象＞

一般教育訓練給付

＜左記以外の雇用の安定・就職の促進に資する
教育訓練を対象＞

給付
内容

受講費用の50％（上限年間40万円）
を６か月ごとに支給。

※ 訓練修了後１年以内に、資格取得等し、
就職等した場合、受講費用の20％
（上限年間16万円）を追加支給。

受講費用の40％（上限20万円） 受講費用の20％（上限10万円）

支給
要件

○ 在職者又は離職後１年以内（妊娠、出産、育児、疾病、負傷等で教育訓練給付の対象期間が延長された場合は最大20年以内）の者

○ 雇用保険の被保険者期間３年以上（初回の場合、専門実践教育訓練給付は２年以上、特定一般教育訓練給付・一般教育訓練給付は１年以上）

講座
数 2,861講座 573講座 11,833講座

受給
者数

35,906人（初回受給者数） 3,056人 78,226人

講座
指定
要件

次のいずれかの類型に該当し、かつ就職率等の要件
を満たすもの

① 業務独占資格又は名称独占資格に係るいわゆる

養成施設の課程

② 専門学校の職業実践専門課程及びキャリア形成促進

プログラム

③ 専門職大学院

④ 大学等の職業実践力育成プログラム

⑤ 一定レベル以上の情報通信技術に関する資格取得を

目標とする課程

⑥ 第四次産業革命スキル習得講座

⑦ 専門職大学･専門職短期大学･専門職学科の課程

次のいずれかの類型に該当し、かつ就職率
等の要件を満たすもの

① 業務独占資格、名称独占資格若しくは
必置資格に係るいわゆる養成施設の課
程又はこれらの資格の取得を訓練目標
とする課程等

② 一定レベル以上の情報通信技術に関す
る資格取得を目標とする課程

③ 短時間の職業実践力育成プログラム
及びキャリア形成促進プログラム

次のいずれかの類型に該当する教育訓練

① 公的職業資格又は修士若しくは博士の
学位等の取得を訓練目標とするもの

② ①に準じ、訓練目標が明確であり、
訓練効果の客観的な測定が可能なもの

民間職業資格の取得を訓練目標と
するもの等

労働者が主体的に、厚生労働大臣が指定する教育訓練を受講し、修了した場合に、その費用の一部を雇用保険により支給。

文部科学省連携

経済産業省連携

文部科学省連携

文部科学省連携

教育訓練給付の概要

（注）講座数は2023年10月時点、受給者数は2022年度実績。
2
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キャリアコンサルタント

社会保険労務士試験

ファイナンシャル・プランニング技
能検定試験
行政書士、税理士
中小企業診断士試験
通関士、マンション管理士試験
司法書士、弁理士
気象予報士試験
土地家屋調査士

司書・司書補
産業カウンセラー試験
公認内部監査人認定試験第四次産業革命スキル

習得講座

ITSSレベル３以上(120時間以上)

の資格取得を目指す講座
（シスコ技術者認定資格等）

ITSSレベル３以上(120時間未満)

又は
ITSSレベル２以上の資格取得
を目指す講座
（基本情報技術者試験等）

ITパスポート
Webクリエイター能力認定試験
Illustratorクリエイター
能力認定試験

CAD利用技術者試験

介護福祉士（介護福祉士実務
者研修を含む）

社会福祉士
保育士
看護師、准看護師、助産師
精神保健福祉士、はり師
柔道整復師、歯科技工士
理学療法士、作業療法士
言語聴覚士、栄養士
管理栄養士、保健師
美容師、理容師
あん摩マッサージ指圧師
きゅう師、臨床工学技士
視能訓練士
臨床検査技師

主任介護支援専門員研修
介護支援専門員実務研修
介護福祉士実務者研修
介護職員初任者研修
特定行為研修
喀痰吸引等研修
福祉用具専門相談員
登録販売者
衛生管理者免許試験

医療事務技能審査試験
医療事務認定実務者
（Ｒ）試験
調剤薬局事務検定試験
健康管理士一般指導員
資格認定試験
メンタルヘルス・マネジメント
検定試験

情報関係

大型自動車第一種・
第二種免許
中型自動車第一種・
第二種免許
大型特殊自動車免許
準中型自動車第一種免許
普通自動車第二種免許
フォークリフト運転技能講習
けん引免許
車両系建設機械運転・
玉掛・小型移動式クレーン・
高所作業車運転・
床上操作式クレーン・
不整地運搬車運転技能講習
移動式クレーン運転士免許
クレーン・デリック運転士免許

輸送・機械運転関係

技術関係

営業・販売関係
医療・社会福祉・
保健衛生関係

事務関係

専門的サービス関係

Microsoft Office Specialist 
2016
VBAエキスパート
簿記検定試験（日商簿記）
日本語教員、IELTS
日本語教育能力検定試験

実用英語技能検定（英検）
TOEIC、VERSANT、TOEFL iBT
中国語検定試験
HSK漢語水平考試
｢ハングル｣能力検定
建設業経理検定

調理師

宅地建物取引士資格試験

インテリアコーディネーター
パーソナルカラリスト検定
ソムリエ呼称資格認定試験
国内旅行業務取扱
管理者試験

製造関係

大学・専門学校等の
講座関係

測量士補、電気工事士
航空運航整備士
自動車整備士
海技士

電気主任技術者試験
建築士
技術士
土木施工管理技術検定
建築施工管理技術検定
管工事施工管理技術検定
電気通信工事担任者試験

製菓衛生師

パン製造技能検定試験

職業実践専門課程
（商業実務、文化、工業、衛生、
動物、情報、デザイン、自動車整備、
土木・建築、スポーツ、旅行、服飾・
家政、医療、経理・簿記、電気・電
子、ビジネス、社会福祉、農業な
ど）

職業実践力育成プログラム
（保健、社会科学、工学・工業な
ど）

キャリア形成促進プログラ
ム（医療、文化教養、商業実務
関係）

専門職学位
（ビジネス・MOT、教職大学院、法
科大学院など）

短時間の職業実践力育成
プログラム（人文科学・人文）

短時間のキャリア形成促進
プログラム（文化教養関係）

修士・博士
履修証明
科目等履修生

教育訓練給付の講座指定の対象となる主な資格・試験など

専門実践教育訓練給付
最大で受講費用の７０％〔年間最大
５６万円〕を受講者に支給

特定一般教育訓練給付
受講費用の４０％〔上限２０万円〕
を受講者に支給

一般教育訓練給付
受講費用の２０％〔上限１０万円〕
を受講者に支給

LL060104開若01
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指定講座の状況（都道府県別・分野別）（令和５年10月１日時点）
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大学・専門学校等の講座

製造

技術・農業

営業・販売・サービス

事務

情報

専門的サービス

医療・社会福祉・保健衛生

輸送・機械運転

（講座数）

Ｎ＝15,267

○ 地域によって指定講座数にばらつきがみられるが、最も多い東京都が約2,300講座と全体の約15%を占め、続いて北海

道、大阪府、新潟県、愛知県の順に多くなっている。

〇 東京都の指定講座を分野別にみると、特に「専門的サービス関係」「情報関係」「技術関係」では指定講座の４～５

割が東京都の教育訓練機関により実施されている。

資料出所：厚生労働省「教育訓練給付の指定講座に係る行政記録情報」より若年者・キャリア形成支援担当参事官室で作成
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都道府県別の教育訓練給付の受給者数・支給額について（令和４年度）

5

○ 居住地別の受給者数について、専門実践教育訓練給付初回受給者、特定一般及び一般教育訓練給付受給者の合計は約

11万７千人となっており、最も多い東京では約１万８千人で全体に占める受給者割合は約15％となっている。

資料出所：厚生労働省「雇用保険事業年報」より若年者・キャリア形成支援担当参事官室で作成

都道
府県
番号

都道府県名
都道
府県
番号

都道府県名専門実践（初回受給者数）
（※１）

専門実践（延べ受給者数）
（※２）

支給額（千円） 特定一般＋一般 支給額（千円）
専門実践（初回受給者数）

（※１）
専門実践（延べ受給者数）

（※２）
支給額（千円）

特定一般＋一般（受給者
数）

支給額（千円）

1 北海道 1,380 3,431 389,441 3,816 273,308 25 滋賀県 318 702 99,725 726 58,234

2 青森県 234 702 73,896 595 61,944 26 京都府 642 1,741 289,030 1,616 286,104

3 岩手県 295 605 55,629 983 41,382 27 大阪府 3,002 8,051 1,208,116 5,905 737,137

4 宮城県 407 1,094 160,285 1,354 112,512 28 兵庫県 1,709 4,403 620,135 3,803 479,161

5 秋田県 178 411 31,559 588 10,950 29 奈良県 378 926 116,608 681 101,747

6 山形県 155 409 43,506 702 27,934 30和歌山県 174 385 42,780 637 25,239

7 福島県 271 707 84,568 1,118 91,299 31 鳥取県 89 273 36,817 344 33,434

8 茨城県 612 1,677 216,920 1,448 186,410 32 島根県 121 353 43,623 373 45,572

9 栃木県 454 1,196 149,356 1,182 114,921 33 岡山県 408 1,020 120,145 1,223 136,034

10 群馬県 508 1,554 197,209 1,218 152,376 34 広島県 699 1,902 219,840 1,935 184,859

11 埼玉県 2,316 6,205 979,814 5,019 706,295 35 山口県 268 724 73,401 725 41,710

12 千葉県 1,605 4,397 663,289 3,885 355,656 36 徳島県 146 339 38,071 425 29,540

13 東京都 6,349 17,303 3,125,375 11,456 1,573,229 37 香川県 268 916 125,619 559 145,662

14神奈川県 3,503 8,522 1,297,631 6,501 632,835 38 愛媛県 422 996 110,033 787 107,543

15 新潟県 343 888 128,356 1,672 145,172 39 高知県 121 450 66,650 420 95,393

16 富山県 152 301 32,304 537 10,429 40 福岡県 1,650 4,912 656,617 2,902 621,736

17 石川県 222 554 58,305 461 50,776 41 佐賀県 298 1,148 135,329 350 81,544

18 福井県 166 333 26,327 516 11,916 42 長崎県 314 894 93,452 449 55,109

19 山梨県 126 354 40,548 269 46,775 43 熊本県 418 1,257 146,517 1,060 132,614

20 長野県 380 885 97,055 1,315 73,360 44 大分県 271 830 99,166 564 74,812

21 岐阜県 285 985 123,481 1,032 117,292 45 宮崎県 294 923 105,227 544 63,107

22 静岡県 796 1,894 216,841 2,239 169,667 46鹿児島県 457 1,328 155,077 720 168,909

23 愛知県 1,848 4,766 717,814 4,988 601,272 47 沖縄県 511 1,743 240,269 564 260,519

24 三重県 343 912 115,924 1,076 104,312 全国計 35,906 96,301 13,829,376 81,282 9,628,770

（注）：全国計は決算値であり、各都道府県分は業務統計値であるため、各都道府県の合計は全国計に一致しない。

○ 都道府県別の教育訓練給付の受給者数・支給額（2022年度）

（※１）（※２）：専門実践教育訓練給付は６月ごとに支給している。「専門実践（初回受給者数）」は2022年度に１回目の支給を受けた者。「専門実践（延べ受給者数）」は2022年度中に支給を

受けた延べ人数。
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教育訓練給付制度における地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座拡大の取組

6

※ 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」令和５年６月16日閣議決定（抜粋）

• 「リ・スキリングによる能力向上支援」については、現在、企業経由が中心となっている在職者への学び直し支援策について、
５年以内を目途に、効果を検証しつつ、過半が個人経由での給付が可能となるよう、個人への直接支援を拡充する。

• デジタル分野へのリ・スキリングを強化するため、専門実践教育訓練について、デジタル関係講座数（179講座（本年４月時
点））を、2025年度末までに300講座以上に拡大する。

○ 主体的なリ・スキリングによる能力向上

支援の充実に向けて、労働者が厚生労働大

臣が指定する講座を受講、修了した場合に

その費用の一部を雇用保険から支給する教

育訓練給付制度の指定講座の拡大が求めら

れている。
（※）

○ 一方で、労働政策審議会では、教育訓練

給付の指定講座について地域ごとの偏りが

指摘されているところ。

【背景】

こうした状況に対応するため、

○ 地域職業能力開発促進協議会を通じて地

域毎の訓練ニーズ等を把握

○ 把握した訓練ニーズの高い分野や地域の

教育資源が十分に活用されていない分野等

の業界団体や訓練実施機関に対して、厚生

労働省から教育訓練給付制度の周知広報や

講座指定申請勧奨などを実施

等により、地域の訓練ニーズを踏まえた指

定講座の拡大をはかる。

【対応】
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○ 地域職業能力開発促進協議会や中央職業能力開発促進協議会の議論を踏まえ、訓練ニーズの高い分野や、地域の教育資源が十分
に活用されていない分野等の業界団体や訓練実施機関に対して、厚生労働省から教育訓練給付制度の周知広報や講座指定申請勧奨
などを実施。 7

教育訓練給付制度における地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡大

都道府県労働局
・都道府県

・ J E E D支部

・訓練実施機

関の団体

・事業主団体

等

地域職業能力開発促進協議会

協議事項の追加（Ｒ６新規）

地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による

訓練機会の確保等について

・本省から情報提供を受けた教育訓練給付制度の指定

講座情報➀～➃について、労働局から説明するとと

もに、地域の訓練ニーズを踏まえた適切な訓練機会

の確保等について協議。

中央職業能力開発促進協議会

協議事項の追加（Ｒ６新規）

教育訓練給付制度の実施状況及び地域職業能力開発促進協議会による協議の状
況

・厚生労働省から、教育訓練給付制度の全国の講座指定状況や受給者数の状況、
地域職業能力開発促進協議会による協議の状況等を報告。

厚生労働省

①

〇 リ・スキリングによる能力向上支援を推進するため、地域職業能力開発促進協議会を活用して教育訓練給付制度にかかる地域の訓練ニー

ズを把握するとともに、指定講座の拡大により訓練機会を確保する。

情報提供（Ｒ６新規）

教育訓練給付制度の指定講座情報

を情報提供

➀都道府県別指定講座数

➁都道府県別受給者数

➂資格免許別・指定講座数（全

国・都道府県）及び受給者数

（全国計）

➃都道府県別指定講座一覧（訓練

施設・訓練コース名・期間等）

※具体的な提供資料は検討中
➁

報告（Ｒ６新規）

地域協議会の協議内容を報告

※地域の実情を踏まえ、労働局や

構成員が教育訓練給付の講座拡

大等のための取組（訓練実施機

関への周知広報や講座指定申請

勧奨等）を実施する場合はその

内容を含む。
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リカレント教育の推進に関する
文部科学省の取組について

令和６年１月30日
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課

リカレント教育・民間教育振興室

51
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文部科学省における
リカレント教育推進施策の背景

152



趣 旨

リカレント教育とは
「リカレント教育」とは、元来はいつでも学び直しができるシステムという広い意味を持つものであるが、本議論の整
理では、キャリアチェンジを伴わずに現在の職務を遂行する上で求められる能力・スキルを追加的に身に付けること
（アップスキリング）や、現在の職務の延長線上では身に付けることが困難な時代のニーズに即した能力・スキル
を身に付けること（リスキリング）の双方を含むとともに、職業とは直接的には結びつかない技術や教養等に関す
る学び直しも含む広義の意味で使用する。
（第11期生涯学習分科会における「議論の整理」より）

（参考：総務省 平成30年度版 情報通信白書より）
 リカレント教育は、就職してからも、生涯にわたって教育と他の諸活動（労働,余暇など）を交互に行なうといった概念であ
る。1970年に経済協力開発機構（OECD）が公式に採用し、1973年に「リカレント教育 －生涯学習のための戦略－」報告書が
公表されたことで国際的に広く認知された。
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（出典）1920年～2010年：「人口推計」（総務省）、2015年～2065年：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。
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0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口）

国立社会保障・人口問題研究所の予測では、少子高齢化の進行により、
2040年には年少人口が1,194万人、生産年齢人口が5,978万人まで減少し、我が国の総人口の三分の一以上が65歳以上となる。

（千人）

1,194万人
（10.8％）

5,978万人
（53.9％）

3,921万人
（35.3％）

推計値

3,387万人
（26.6）

1,595万人
（12.5％）

7,728万人
（60.8％）

いまなぜリカレント教育が必要か

総人口：▲９％
老年人口：＋16％

生産年齢人口：▲23％
年少人口：▲25％
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○仕事関連の成人学習参加率が高い国ほど、時間当たりの労働生産性が高い傾向にある。

成人学習の参加率が高い国は労働生産性が高い

（出所）日本経済新聞（2021年６月６日）を参考にOECDデータより作成。
縦軸：PIAAC2012,2015 横軸：2019年データ

諸外国の労働生産性と仕事関連の成人学習参加率の比較（％）

（ドル）
単位：購買力平価換算USドル

教育未来創造会議資料
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企業は学ぶ機会を与えず、個人も学ばない傾向が強い
○日本企業のOJT以外の人材投資（GDP比）は、諸外国と比較して最も低く、低下傾向。
○社外学習・自己啓発を行っていない個人の割合は半数近くで、諸外国と比較しても不十分。

（出所）学習院大学宮川努教授による推計（厚生労働省「平成30年版労働経済の
分析」）を基に経済産業省が作成

教育未来創造会議
第一次提言参考資料より。
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世界から取り残されている日本の現状（個人の状況）
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世界から取り残されている日本の現状（個人の状況）
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企業又は団体大学・大学院等

現状は企業・個人・教育機関が「三すくみ」の状態

ニーズを反映した教育内容
個人の成長を適正に評価・処遇社会人

・何を学べばよいか分からない
・学んだことが処遇に反映されるか不安
・働きながら学ぶことに雇用主の理解が得られない
・自ら学ばなくても失業リスクは低い

・社員にスキルを身に付けさせると退職される懸念
・社員には学ぶよりも働いてもらいたい
・社外でどんな教育が行われているか分からない
・経営者自身にリカレント教育の経験がない

・企業ニーズや社会人ニーズが分からない
・教育プログラムを用意しても定員が埋まらない
・夜間や土日の教育にはコストがかかる
・若年層以外のマーケットが拓かれていない

我が国の労働力人口の急激な減少は不可避であり、労働者一人ひとりの生産性向上が急務
成人の学習参加率が高いほど、時間当たりの労働生産性が高い傾向
米国企業の人材投資（GDP比）は、日本企業の20倍以上
我が国の労働者は現在の勤務先に継続勤務する意欲は低いが、転職も起業もする意欲も低い（主要アジア各国中最低）

世界的に見ても圧倒的に立ち遅れており、我が国の経済成長、
労働生産性の向上、個人のウェルビーイング実現にとって危機的状況
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0 20 40 60

特にない

その他

キャリアコンサルタントなどの学習を支援する人材の育成や配置

学び直し履歴などを記録し、身に付けた成果を客観的に証明できる仕組みの構築

仕事以外の生活や教養に関するプログラムの拡充

学び直しの成果が企業などに適切に評価されるような仕組みづくりの促進

企業などによる労働時間の短縮や休暇制度の充実など、職員が職場を離れて学び直しをしやすくする仕組…

就職や資格取得などに役立つ社会人向けプログラムの拡充

テレビやラジオ、インターネットなどで受講できるプログラムの拡充

学習に関するプログラムや費用などの情報を得る機会の拡充

土日祝日や夜間などの開講時間の配慮

仕事や家事・育児・介護などとの両立がしやすい短期のプログラムの充実

学費の負担などに対する経済的な支援

○ 学びやすくするための取組

社会人が大学等で学習するにあたっての課題

出典：令和４年度生涯学習に関する世論調査

社会人が大学などで学習しやすくするために必要な取組としては、
①費用の支援、②時間の配慮、③情報を得る機会の拡充、 ④実践的かつオンライン活用など受講
しやすいプログラムの拡充、⑤企業の評価・環境整備
が上位。

費用

時間

プログ
ラム

情報

問 社会人が大学などで学習しやすくするためには、どのような取組が必要だと思いますか。

この中からいくつでもあげてください。（複数回答）

企業の
評価・環
境整備

(%)
n=1,557
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学び直し後の処遇・キャリア上の
変化有無

ポジティブな変化あり 大きな変化なし
ネガティブに変化した

39

3

5

5

8

16

18

21

24

0 10 20 30 40 50

その他

独立・起業した

在籍企業で希望の仕事を獲得

昇進した

在籍企業での業績向上

副業を始めた

年収が増加した

希望の仕事に転職した

新たな人脈が築けた

具体的な変化

○ 大学等における学び直しを実際行った人で、その後の処遇やキャリアにポジティブな変化をもたらしたと考える
人は半数以上いるが、社外におけるキャリア形成に資する成果が多く、所属企業における実績や処遇への反
映を感じられている者は少ない。また、約4割程度は効果を実感できていない。

n=284（複数回答、％）

n=284

60%

38%

2%

（出所）株式会社エーフォース「ＥＢＰＭをはじめとした統計改革を推進するための調査研究（社会人の学び直しの実態把握に関する調査研究） 」
（令和元年度文部科学省委託調査研究）より作成。 10

企業等における学び直し後の処遇への反映はいまだ不十分
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令和６年度実施予定事業について
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平成27年度から社会人や企業等のニーズに応じて大学等が行う実践的・専門的なプログラムを

文部科学大臣が「職業実践力育成プログラム」(ＢＰ)として認定
【認定要件】

○ 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証明プログラム

○ 対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表

○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる教育課程

○ 総授業時数の一定以上（５割以上を目安）を、以下の２つ以上の教育方法による授業で実施

  ①実務家教員や実務家による授業  ②双方向若しくは多方向に行われる討論

  （専攻分野における概ね５年以上の実務経験有）（課題発見・解決型学修、ワークショップ等）

  ③実地での体験活動  ④企業等と連携した授業

  （インターンシップ、留学や現地調査等）  （企業等とのフィールドワーク等）

○ 受講者の成績評価を実施 ○ 自己点検・評価を実施し、結果を公表（修了者の就職状況や修得した能力等）

○ 教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の企業等の意見を取り入れる仕組みを構築

○ 社会人が受講しやすい工夫の整備（週末開講・夜間開講、集中開講、オンライン授業、遠隔授業、ＩＴ活用等）

認定により､①社会人の学び直す選択肢の可視化､②大学等におけるプログラムの魅力向上､③企業等の
理解増進を図り､厚生労働省の教育訓練給付制度とも連携し、社会人の学び直しを推進

「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度について（概要）

－ Brush up Program for professional －

※認定課程数（令和５年１２月現在）：４２６課程
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趣 旨

「職業実践力育成プログラム（BP)認定制度」に関する厚生労働省との連携

〇職業実践力育成プログラム（BP)のうち、一定の基準を満たし厚労省の指定を受けた講座については、120時間以上のプログラム
は専門実践教育訓練給付金、60時間以上の短期プログラムは特定一般教育訓練給付金の支給対象。
＊専門実践教育訓練給付金は受講費用の最大7割、特定一般教育訓練給付金は4割を支給（＝受講者への支援）
〇職業実践力育成プログラム（BP)のうち、厚生労働省が定める一定の基準を満たした講座を人材開発支援助成金の対象とし、
受講費用や訓練期間中の賃金の一部を助成している（＝企業への支援）。

〇 在職者又は離職後1年以内（出産・育児等で対象期間が
延長された場合は最大20年以内）に専門実践教育訓練を
受ける場合に、訓練費用の一定割合を支給。
 また、特定一般教育訓練を受ける場合にも訓練費用の一定
割合を支給。

（専門実践教育訓練を受ける場合）
・ 受講費用の50%（年間上限40万円）が訓練受講中６か
月ごとに支給。

・ 資格取得等をし、かつ訓練修了後１年以内に雇用保険の被
保険者として雇用された場合は、受講費用の20%（年間上
限16万円）が追加で支給

（特定一般教育訓練を受ける場合）
・ 受講費用の40%（上限20万円）が訓練修了後に支給。

受講者（社会人）への支援

教育訓練給付制度との連携

給付の内容

〇 人材開発支援助成金は、事業主等が雇用する労働者
に対して、職務に関連した専門的な知識及び技能を
習得させるための職業訓練等を計画に沿って実施し
た場合等に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等
を助成する制度。

○ 「人への投資促進コース」が創設され、デジタル分野の訓練
や、大学院で行われる高度な訓練の助成率が高まった。
（最大75％。各コースの助成率等の詳細は管轄の労働
局などで確認を）

企業への支援

人材開発支援助成制度との連携

専門実践教育訓練給付対象講座のうち198講座、特定一般教
育訓練給付対象講座のうち42講座が職業実践力育成プログ
ラム（BP）の認定課程となっている 。（令和５年１０月時点）

 本制度を企業で活用してもらい、大学におけるリカレント
教育への従業員の派遣を依頼することも考えられるため、
積極的に周知・活用を。
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これまでのプログラム開発事例①
青山学院大学 メニューA 「2023年度後期 青山情報システムアーキテクト育成プログラム」

成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業

14

【プログラムの目的】
DXに対応した知識・スキル修得し、企業のDXなどの取り組みで、
ビジネス主導で情報システムを開発、運用できる人材を育成しま
す。

【プログラムの特徴】
• 組織、人の活動も含めた広義の情報システムを対象とした教育を実施
し、DXのキーパーソンを育成します。

• ライフイベントで離職する人の割合がい女性を優先的に応援します
(受講生の半数以上）。

• 持続可能な開発目標(SDGs)に対応します。
【具体的な取り組み】

• 情報システムの基礎から学ぶ初級の履修モデル（ADPISA-E)と、IT
技術を学んだ経験のある方向けの中級の履修モデル（ADPISA-M)が
あります。

• 情報システム分析・モデリング、アジャイル開発等、DX対応の業務
ですぐに役に立つスキルが身に付きます。

• DXに関連した知識のみならず、思考力や、学習の認知的方略（学び
方を学ぶ）を修得させ、自律的かつ継続的に学ぶ力がつきます。

【その他】
• 2023/９月から4か月、毎週土曜日講義。定員30名。
• 全講義の50%をオンライン授業。50％が青山キャンパスで実施。

ADPISA-M
情報

システム
分析

プロセス/
データ

モデリング
アジャイル
開発

デザイン
思考

自律的・継続的に学ぶ方法
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これまでのプログラム開発事例②
名古屋大学 メニューC 「デジタル産業人材育成プログラム」

成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業

実践演習フェーズ知識獲得フェーズ

事前科目 講義科目 実世界データ演習

9月 11月 2月

• ドメインに応じた実世界の課題
• 異なるバックグラウンドの
メンバーでのグループワーク

選
抜

DS基礎 DS専門

DS×ドメイン横断
ドメイン基礎 ドメイン専門

「データサイエンス × 産業」エキスパート人材育成
目的：業務で得られたデータを専門性を持って読み解き，データサイエンス技術を利用した方策の創発やソリューション事業を創造し，
業界を牽引する人材を養成する．特に，東海地域における主要産業であるモビリティ業界をドメインとしたエキスパート人材を養成する．

特徴：本プログラムは以下に示すように，知識獲得フェーズと実践演習フェーズの二段階の構成となっている．データサイエンスおよびド
メイン（モビリティ）に関する基礎から専門的な知識，モビリティ分野におけるデータサイエンスの応用技術について学び，実践演習
フェーズでは，企業の抱える課題に対して解決方策をデータサイエンススキルを用いて導き出すグループワーク演習を行う．

連携：以下のように産官学の連携のもとで推進する

中部DX推進
コミュニティ

（中部経済産業局）

• 産学連携教育の実践
• 教材の共同作成

• 地域企業との連携体制の構築
• DX推進方策に関する連携

• プログラムの開発

【身につけられる能力・スキル】
• 数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度における
リテラシーレベルおよび応用基礎レベル相当

• ITSS+ データサイエンス領域「データサイエンス」スキルカテゴリ
レベル4相当

【作成プログラムの他大学等・連携企業等への横展開】
• 作成プログラムを他大学で利用可能とする
• 連携企業等の社内研修等でも利用可能とする
【受講期間・定員・受講料・部分受講者目標、その他数値目標】

受講者数 20名/初年度，延べ150名/5年間

受講者の評価 プログラム実施後の肯定的評価8割以上

プログラム活用企業数 10社/初年度，延べ60社/5年間

1566
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専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育
（リ・スキリング）推進事業

背景・
課題

・各職業分野において、進歩著しい知識・技術のアップデートによる個人の資質の向上。
（例）自動車整備 × 電気自動車等のクリーン技術、建築 × ゼロ・エネルギー住宅など

・企業や団体等からの推薦により、安心して学び直しに取り組むことが可能に。

事業
概要

専修学校と企業・業界団体等が連携体制を構築し、各職業分野において受講者の知識・ス
キルを最新のものにアップデートできるリカレント教育のコンテンツを作成するとともに、企業・
業界団体のニーズに応じたカスタマイズや受講しやすい環境構築等により、多くの企業が必要と
するリカレント教育を提供することに加え、業界団体を通じて教育コンテンツの情報提供を行う
体制を作るモデルを構築し、その成果の普及を図る。

令和６年度予算額（案） 402百万円
（前年度予算額  402百万円）

専門職業人材の最新知識・技能アップデートプログラムの開発
 各職業分野（専修学校の教育内容8分野）において、専修学校
と企業・業界団体等との連携により、最新の知識・技能を習得す
ることができるリカレント教育プログラムを作成。

 作成したプログラムについて業界団体等を通じて情報提供を行い、
各企業や団体から専修学校でのリカレント教育講座等が安定的・
持続的に活用されるよう体制を構築。

 上記取組をモデルとし、その効果の検証・成果について普及・展開。
 件数・単価：16分野×23百万円（予定）
 事業期間：令和5年度～令和7年度

事業メニュー

分野横断連絡調整会議の実施
 各取組の進捗管理および連絡調整を実施。
 各取組の事業成果を体系的にまとめ、普及・定着方策を検討。
 リカレント教育関連の動向や各職業分野に関する最新知識・技能
等に関する情報収集、プログラム開発受託団体への提案等。

 件数・単価：１か所×28百万円（予定）
 事業期間：令和5年度～令和7年度

（数値については文部科学省「専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト」調査結果より）

協働によりリカレント教育プログラムを開発・提供
それぞれの強みを生かし、課題を解決

＜専修学校のリカレント教育に関する課題＞
リカレント講座を開講しても受講者が集まらな
い等、事業として成立するか見通すことが困難
【参考】リカレント講座の実施に際しての課題

・・・社会人等の生徒数の確保： 28.5％

企業・団体

＜専修学校との連携によって解決されること＞
• 専修学校が持つ、受講者のレベルやスキルに
応じた教育や学習成果等の評価等に関する
ノウハウの提供

専修学校

＜企業・業界団体のリカレント教育に関する課題＞
業界ニーズを具体的な知識や技能に落とし込み、そ
れに見合った学習内容を提供するのが困難
【参考】Off-JTを実施するうえでの課題
・・・身に着けさせるべき知識・スキルの特定：32.5%

受講者（専門職業人材）

背景
・
課題

○ 社会の変化が激しく、かつて専門学校で学んだ知識・技能だけで
はその変化に対応することは困難。

○ 企業では社員に対し必ずしも十分な学び直しの時間を確保する
ことはできていない。

○ 教育未来創造会議の提言、骨太の方針等においてもリカレント
教育の推進が求められているところ。

事業イメージ

• 企業の研修・学び直し等において専修学校が提供
する講座を積極的に活用することにより、受講者を
安定的に確保

＜企業・業界団体との連携によって解決されること＞

アウトプット（活動目標) アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響）、目指すべき姿

誰もが一人一人のキャリア選択に応じて必要と
なる学びを受けられる機会の充実を図る。

開発したモデルを全国の専修学校が活用し、各
学校においてリカレント教育講座を開講

• 各職業分野ごとに職業専門人材が学び直しにより最新
知識・技能を身に着けることが可能となるプログラムについ
てモデル開発 ⇒ ８分野×2か所＝16か所

担当：総合教育政策局生涯学習推進課 1667
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 大学等がリカレント教育を継続的に実施するための課題として、ニーズ把握やそれに対応した教
育プログラムの提供、受講生確保に向けた広報・周知等が挙げられている。（文科省調査より）

 これらの課題解決に向けた取組は、個別の教育機関単位ではなく、地域単位で行うことが効
果的・効率的であると考えられ、さらに、リカレント教育の取組を地域に根付かせ、地域ニー
ズに応じた人材育成に資するものと考えられる。

 このため、大学コンソーシアムや自治体等において、①地域に分散している人材ニーズの調
査・把握、②教育コンテンツの集約、③それらのマッチング、④広報・周知等を産業界のニーズ
を踏まえながら効果的・効率的に実施する体制を整備できるよう、産官学金の対話の場（リカ
レント教育プラットフォーム）の構築や、コーディネーターの配置等に必要な経費を措置し、地
域ニーズに応える人材の継続的な輩出に向けた仕組みの定着化を図る。

地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業
令和4年度第2次補正予算額 3.0億円

「骨太の方針」（令和4年6月7日閣議決定）
• （略）学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整
備、成長分野のニーズに応じたプログラムの開発支
援や学び直しの産学官の対話、企業におけるリカレン
ト教育による人材育成の強化等の取組を進める。

「教育未来創造会議提言」（令和4年5月政府会議決定）
• 大学等において、産業界や地域のニーズに合ったリカレ
ント教育を推進するため、企業や地方公共団体等と
必要な人材像や求めるプログラム等について議論す
る場を設け、継続的なリカレント教育実施に向けた支
援を行う。

自民党「教育・人材力強化調査会」提言
• 地域の産学官等で、求めるプログラム等について議
論する場を設け、産官学連携でプログラムを開発す
るなど、地域に密着したリカレント教育プログラム開発
の支援

事業を実施する背景・概要

事業スキーム

政府文書等における提言

【委託対象】 大学コンソーシアム・自治体等（10か所×3,000万円程度）

自治体等

大学コンソーシアム委
託

官

産学

金

都道府県
市区町村
労働局
経済産業局

地元企業
商工会議所
経済団体
業界団体

大学
専門学校
高等専門学校

地方金融機関
文部科学省

 地域の人材ニーズの把握やニーズに合ったプログラム
の開発・提供・運用改善、広報・周知やコンテンツ 
集約の実現。

 コーディネーターの配置を通じて、大学等が提供でき
るシーズと地域や産業界のニーズの効率的なマッチ
ングの実現。

 ニーズに応えたプログラムを継続的に提供する好循
環を創出し、人材供給を通じての地域課題解決の
実現。

事業を通じて得られる成果（インパクト）

 リカレント教育に関する人材ニーズの調査
 コーディネーター配置
 大学等のシーズと地域ニーズのマッチング
 プログラムや事例の広報・周知（コンテンツ集約）

【主な実施事項】

 プログラム開発の後方支援
 連携委員会開催
 自走に向けたコンサルティング
 成果のとりまとめ・全国展開

＊赤字は特に重要な部分

対話・連携

リカレント教育プラットフォーム

1768
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地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業の採択
実績

No. 機関名 テーマ

１ 国立大学法人北海道国立機構 「北海道リカレント教育プラットフォーム」の構築による実践的リカ
レント教育プログラムの開発及び全道展開の実現

２ 岩手県 「学び×実践×交流」によるいわて型リカレント教育

３ 国立大学法人山形大学 山形県における包括的な産学官金医連携の枠組みを活用した
地域リカレント教育の定着促進サイクル

４
特定非営利活動法人三鷹ネットワーク大学推

進機構
東京・ソーシャル・イノベーション人材育成

リカレント教育プラットフォーム

５ 新潟県 県の主要産業を支える“コーディネーター伴走型農業リカレント教
育プラットフォーム”の構築プロジェクト

６ 石川県 石川県内高等教育機関と連携したデジタル分野リスキリング推進
事業

７ 国立大学法人三重大学 「リカレント教育プラットフォームみえ」の構築
～三重型リカレント教育の推進～

８ 京都府 リカレント教育先進地「京都」構築事業

９ 神戸市 地域社会ニーズを踏まえた
「大学都市神戸」のリカレント教育推進のための環境整備と展開

１０ 国立大学法人奈良国立大学機構 地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラット
フォーム構築支援事業

１１ 国立大学法人九州大学 福岡県における事業成長人材集積に向けたリカレント教育プラット
フォーム構築

１２ 国立大学法人大分大学 地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラット
フォーム構築支援事業 1869
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 リカレント教育の実施にあたり、地域の企業・自治体等のニーズの把握や、それに対応した教育プログラムの開発・
提供、受講生確保に向けた広報・周知等が必要になるが、これらを全ての教育機関が個別に行うのは非効率。

 リカレント教育の持続的な推進を図る上で、個人のやる気のみに頼ることには限界がある。他方、企業側にとって、
生産性の向上や従業員のエンゲージメントの向上に資する等のメリットがあるため、組織的な取組を進める意義は
大きい。但し、個別企業の努力に委ねず、地域単位で取組の推進を図らないと実効性の確保は困難。

 企業側においても、従業員の学習インセンティブの向上、学びやすい環境の整備、学習成果の適切な評価等
の取組に関し、地域の産業界で指針等を策定・共有し、大学とも連携しつつその推進を図ることが重要。

地域ニーズに応える産学官連携を通じた
リカレント教育プラットフォーム構築支援事業

令和５年度補正予算額 1.4億円

背 景

 リカレント教育に関する人材ニーズの把握
 コーディネーター配置
 大学等の教育コンテンツと地域ニーズのマッチング

 大学等の協力を得た経営者向けプログラム開発
 地元企業の経営者を集めたプログラム提供

 企業側のリカレント教育に関する取組状況を共有
 地域におけるリカレント教育の受講促進に向けた企業側の環
境整備に関する指針等を明示

 大学側における当該指針等に対応した取組推進

「成長戦略等フォローアップ」（令和５年6月16日閣議決定）
Ⅰ 人への投資・構造的賃上げと「三位一体の労働市場改革の指針」
（地域の産業界のニーズに合わせた教育プログラムの提供）
• 地域の産業界のニーズに合わせた高度人材を育成するため、地域
の大学、地方自治体等にコーディネーターを配置し、当該ニーズを踏
まえたリ・スキリング・プログラムの提供等を支援する。

主な実施事項

事業の実施内容

フェーズ①～

 企業等の観点から､受講の有用性等に関する評価方法を策
定

 評価結果に基づきプログラムを改善。評価方法も適宜見直し。

フェーズ②～

 プラットフォームにおける上記取組成果の普及啓発
（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

 地域の複数の大学と産業界や自治体等が連携して、以下の通り、リカレント教育に関するニーズ
把握やマッチング等を効果的・効率的に行うとともに、企業側における評価や環境整備の促進も図
るプラットフォームを構築し、その取組を促進。
【フェーズ①】 地域の人材育成ニーズと教育資源のマッチング

 産学官金による「リカレント教育プラットフォーム」をベースに、地域の産業構造を踏まえた人材育成に関す
る課題を整理し、その解決に向け、域内の大学等が行うリカレント教育とのマッチングを図る。

【フェーズ②】 企業側の評価や環境整備等を含む、総合的リカレント教育推進体制の整備
1)  教育プログラムの適切な評価方法・体制の整備
リカレント教育を利用する企業側がその有用性等を適切に評価しうる評価方法を定め、その結果に
基づき、従業員の継続的な受講に値するように教育機関側が改善を図るといった好循環を構築する。

 2)  企業側における環境整備の促進
フェーズ①段階の実施状況を踏まえた上で、リカレント教育に関する企業側における取組（従業員の
学習インセンティブの向上、学びやすい環境の整備、学習成果の適切な評価等）について、大学側の
取組（修了者のコミュニティ形成や、学びやすい授業形態の工夫、学習成果の可視化等）との連携
を図りながら、リカレント教育プラットフォームが主導して地域単位での推進を図る。

３）経営者層をターゲットにしたリカレント教育プログラム開発
地域の経営者層等をターゲットにした、上記1)の企業側における環境整備や、大学等との連携の促
進に資するリカレント教育プログラムを、経営者層側の主体的な参画を得て開発・実施する。

４）地域におけるリカレント教育推進に向けた取組の普及啓発
リカレント教育の必要性や有用性を理解・共有し、企業・大学等を含め地域としてリカレント教育を

推進する機運を醸成するため、上記取組の成果の普及啓発を目的としたシンポジウム等を開催する。 19

官

産学

金

都道府県
市区町村
労働局
経済産業局

地元企業
商工会議所
経済団体
業界団体

大学
専門学校
高等専門学校

地方金融機関
コーディネータ―

（対話・連携をリード）

リカレント教育プラットフォーム

政府文書等における提言

※委託金額：12百万×12か所
※委託先は大学コンソーシアムや自治体等

70
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地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築
支援事業の採択事例

2071
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リカレント教育による新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業
令和５年度補正予算額 5億円

実施内容

背景
「企業成長に直結する」 「高等教育機関しか
できない」 リカレント教育モデル（VUCA時代
に必要なスキルを学ぶ場）を確立

「産業」「個人」「教育機関」の成長を好循環させ、
教育機関が個人の成長や産業の発展を支えるこ
とを通じて自身の教育・研究の質向上にも繋がる、
エコシステムを創出。日本社会の持続的発展へ。

事業イメー
ジ

目的

１. 産業界の人材育成に関する課題とニーズの把握

３．具体的なプログラム開発に向けた大学等へのヒアリング調査等
 ２．で設計した各教育プログラムのアウトラインについて、課題を提示した企業及び教育リソースを持つ
大学等に共有・ヒアリングを実施し、双方にとって実益が得られるよう改善・具体化を図る。

 併せて、考案したプログラム案について、それを通じて解決を目指す産業界の課題も含め調査分析の成
果を取りまとめ、実際に大学等がプログラム開発に円滑に取り組めるよう普及啓発を図る。

労働人口の減少は不可避である中、労働生産性の向上は国家的課題
VUCAの時代にあって真に必要とされるスキルは、資格や検定ではなく「分野横断的知識・能力」「理論と実践
の融合」「分析的思考」等※であり、リカレント教育を大学等の責務として行う必要

 国際的にも社会人割合が低い日本の大学は、産業界のニーズに柔軟に対応できる教育プログラムが不十分
 また、企業も大学等をリ・スキリングやリカレント教育の場とみなしていない

（過去５年で従業員を大学等に送り出した企業等は10％未満）

 アメリカ企業と比べて日本企業のOJT以外での人材投資はわずか1/20程度

大学等

企業等

※１～３まで一貫して、産業界の現状分析や大学等のリカレント教育に関する知見のある民間企業等に委託（5.4億円）
※自動車・物流・建設・福祉・金融・観光等の業界毎に
 課題抽出・教育プログラム案を設計

調査研究後の取組の方向性

 産業界が人的資本経営を進める上での人材育成に関する課題について、業界毎にヒアリング・アン
ケート調査等を実施し、抽出する。その際、大学等との連携に関する意向も聴取し、企業の経営・人
事戦略に基づいて、大学等において提供されるリカレント教育プログラムに従業員を派遣したり、その成
果で得られた能力を処遇に反映するなど、より進んだ取組の推進意向がある企業等を調査・把握する。

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

※経団連産学協議会2022年報告／世界経済フォーラム「仕事の未来2020」
※これらの能力は職業上も活用可能性が高く、大学での育成が期待される高度なリ・スキリングであり、リカレント教育の一部と捉える。

①具体的な企業群・大学群とのマッチング
②教育プログラム開発 大学への従業員派遣

２．企業ニーズを踏まえたプログラム構成要素の分析、アウトライン設計 
 １．で抽出した産業界の課題を踏まえ、各課題の解決に寄与する人材育成のための教育プログラム
開発に向け、プログラムに取り込むべき学習要素や、身につけるべき能力を具体的に分析・整理。

 その上で、大学・高等専門学校等が提供できる教育リソースを調査・整理し、それらを活用して課題に
応じた教育プログラムのアウトラインを設計する。

①産業界の人材育成課題を抽出

②教育リソースの情報を整理

③所属企業への成長還元／人事上の処遇方策検討
④教育プログラムの改善 21

A業界

B業界
C業界

A大学

B大学

C大学

③各業界課題に応じた
教育プログラムの考案
⇒ヒアリング・改善等

72



 大学等が提供するプログラムや学修成果に関する情報が不足していることが学び直しにおける
大きな課題となっている。

 産業界からも、大学等におけるリカレント教育プログラムのデータベースの整備や企業側のニー
ズとのマッチングが求められている。

社会人の学びの情報アクセス改善に向けた
ポータルサイト「マナパス」の改良・充実 令和６年度予算額（案）    30百万円

(前年度予算額  30百万円)

事業を実施する背景 オンラインコミュニティイメージ

社会人の大学等における学びを応援するサイト「マナパス」の機能改善・コンテンツ拡充を図る。
※令和２年度から機能改善を図りながら継続的に運用

 リカレント教育プログラムの検索機能：全国の大学等の社会人向けプログラムのデータベー
スとして、受講場所や費用、土日開講、BP認定有無等の条件に応じて絞り込み検索。各講座
のページでいいねやコメントがつけられ、ユーザーや大学等の参加・関心を高める。

 企業向けページ：企業向けに、オーダーメイド対応や企業受入れ実績などがある講座検索が
可能なページを提供。

 会員向けマイページ：オープンバッジ含む学習歴や関心分野、お気に入り講座の登録が可能。
登録会員への積極的なメルマガ発信、「マイジョブ・カード」との連携を予定。

 社会人の学びに役立つ情報発信：教育訓練給付等の経済的支援に関する情報や最新の開
発プログラム等に関する特集記事や、学びのロールモデルを見つけるための修了生インタビュー等
を定期的に発信。企業向けのコンテンツを含め、一層の充実・更新を予定。

 広報・周知：大学等を活用したリカレント教育の必要性・有用性を普及啓発。
 オンラインコミュニティ：学びの意欲喚起を促進するツールとして積極的に活用。（右図参照）

【実施主体：民間企業等 1箇所×0.3億円】

事業を通じて得られる成果（インパクト）
 学びに関する情報取得を円滑化することで、個人の学び直し及び企業
の人材育成を促進し、時代の変化に対応できる人材の輩出や労働生
産性の向上に寄与。

 学習によって得られる成果や学習歴を可視化するとともに、オンラインコ
ミュニティを通じて学ぶ仲間と切磋琢磨することで、自律的キャリア形成
の意識向上や、労働移動の円滑化にも寄与。 22

（総合教育政策局生涯学習推進課）

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改
訂版」（令和５年6月16日閣議決定）
Ⅲ 人への投資・構造的賃上げと「三位一体の労働市場改革の指針」
（４）リ・スキリングによる能力向上支援
• 業種・企業を問わず個人が習得したスキルの履歴の可視化を可能
とする一助として、デジタル上での資格情報の認証・表示の仕組み
（オープンバッジ）の活用の推奨を図る。

実施内容

令和６年度以降の検討事項

AIチャットボットを組み込み、入力情報を分析して個人の関心に応
じた適切なおすすめ講座をプッシュ型で通知。

サイト連携の強化 講座情報を掲載する大学等の外部サイトと連携することで掲載・
更新作業の自動化を図り、検索機能の質向上を目指す。

動画コンテンツの
拡充 講座導入部分や受講成果等を動画コンテンツとして定期的に発信。

レコメンド機能の
開発 73



＜いいね機能＞
ユーザーから関心の高い講座が一目でわかるよ
うに、「いいね機能」を搭載！！

＜講座検索＞
大学・専門学校の社会人向けプログラムを中心に5,000程
度の講座を掲載！「オンライン」 「取得資格」 「費用支援
（教育訓練給付制度対象講座等）」など、希望に沿った
条件検索も可能！企業における利用が想定される講座の
検索が可能な「企業向け講座検索ページ」を令和４年12
月に開設。

趣 旨

＜動画紹介＞
社会人の学びに対する教育界・産業界からのメッセー
ジや、大学・専門学校の学習事例を紹介！！

＜ランキング機能＞
ビジネスや健康福祉、情報といった分野別のアクセス
ランキングを日々更新中！！

＜特集ページ＞
「地方創生」「就職氷河期」「経済的支援」「女
性の学び」等社会的にホットなテーマと学びを掛
け合わせて紹介！！

社会人等の学び直し情報発信ポータルサイト「マナパス」
マナパスに掲載している情報

＜学びのガイド機能＞
検索タグで、性別・年代、問題意識に合わせた学びのモデル
検索（修了生等のインタビュー）や実践的、経済的支援の
あるプログラムの検索が可能！！

＜マイページ機能＞
会員登録をすることで、お気に入りの講座を登録した
り、過去に見た講座情報が確認できるように！！
学習履歴も記録可能で、令和４年12月にはオープ
ンバッジ（URL）の貼り付け機能も実装。

・令和２年４月よりサイトの本格運営を開始し、１日あたりのPV数は3,000程度。
・マナパスのマイページ登録者数は879人（20～30代が約３割、40～50代が約５割、令和５年10月時点）。
・Yahoo！バナー広告やテレビ番組、ラジオ番組、教育関係のイベント等でも紹介！

23

職業情報提供サイト「job tag（じょぶたぐ）」、
「マナビDX（デラックス）」等、社会人に有益な情
報を発信するサイトとも相互リンク等により連携！！
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令和５年度第２回中央職業能力開発促進協議会構成員名簿 

 

【労使団体】 

佐久間 一浩 全国中小企業団体中央会事務局次長 

山 脇  義 光 日本労働組合総連合会労働法制局長 

平 田  充 一般社団法人日本経済団体連合会労働政策本部統括主幹 

清 田  素 弘 日本商工会議所産業政策第二部課長 

 

【教育訓練関係団体】 

重 里  徳 太  全国専修学校各種学校総連合会理事・総務委員会副委員長 

北 村  俊 幸 一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会副会長 

姫 野  誠 一 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構求職者支援訓練部長 

 

【学識経験者】 

○ 藤 村  博 之 独立行政法人労働政策研究・研修機構理事長 

堀  有 喜 衣 独立行政法人労働政策研究・研修機構人材育成部門統括研究員 

 

【地方自治体】 

河 島  幸 一 京都府商工労働観光部企画調整理事兼副部長 

 

【職業紹介事業者団体等】 

日 暮  拓 人 一般社団法人日本人材紹介事業協会事務局長 

猪 尾  康 成 公益社団法人全国求人情報協会事務局長 

上 市  貞 満 公益社団法人全国民営職業紹介事業協会専務理事 

 

 

（オブザーバー） 

公益社団法人全国老人保健施設協会 

一般社団法人全国農業会議所 

一般社団法人ソフトウェア協会 

 

                            （敬称略） 

※ ○は座長。  

 

 

参考資料１  
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職 発 1227 第 ２ 号 

開 発 1227 第 １ 号 

令和５年 12 月 27 日 

  

各都道府県労働局長 殿 

 

                        厚 生 労 働 省  

職 業 安 定 局 長  

（公 印 省 略）                     

人材開発統括 官  

（公 印 省 略）  

 

 

「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」及び「地域職業能力開発促

進協議会実施要領」の一部改正について 

 

 職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定による地域職業

能力開発促進協議会については、令和４年８月 25 日付け職発 0825 第１号・開

発 0825 第２号「地域職業能力開発促進協議会の設置・運営について」（以下「通

達」という。）により実施してきたところであるが、労働政策審議会職業安定分

科会雇用保険部会等において、教育訓練給付制度の指定講座について地域偏在

が指摘されていること等から、通達で定める「地域職業能力開発促進協議会設

置要綱策定要領」及び「地域職業能力開発促進協議会実施要領」を別紙１～２

のとおり改正することとするので、都道府県労働局においてはその実施に遺漏

無きよう期されたい。 
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  【別紙１】 

○「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」（令和４年８月 25 日付け職発 0825 第１号・開発 0825 第２号別添 1）の一部改正関係 

改  正  後 現     行 

地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領 

 
令和４年 10 月１日から適用する。 
令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１ 設置要綱に定める事項 

（１）（略） 

（２）目的 

都道府県労働局及び都道府県（以下「関係機関」という。）は、職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定に基づき、都道府

県の区域において、地域の関係機関が参画し、以下の事項について協議

を行う地域職業能力開発促進協議会を設置する。 

① 職業能力開発促進法第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業

能力開発施設において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規

定に基づき実施する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特

定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条

第２項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせて、以下「公的職業

訓練」という。）を実施するに当たり、地域における人材ニーズを適切

に反映した訓練コースの設定の促進及び訓練効果の把握・検証を通じ

た訓練内容の改善等 

② 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 60 条の２第１項に規定す

る教育訓練給付について、地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡

大等 

なお、設置主体については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道府

県と調整の上、設置要綱に記載すること。 

 

地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領 

 

 
 
 

１ 設置要綱に定める事項 

（１）（略） 

（２）目的 

都道府県労働局及び都道府県（以下「関係機関」という。）は、職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定に基づき、都道府

県の区域において、地域の関係機関が参画し、同法第 16 条第１項の規定

に基づき設置する公共職業能力開発施設において実施する職業訓練（同

法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練を含む。）及び職

業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年

法律第 47 号）第４条第２項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせ

て、以下「公的職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域における

人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定を促進するとともに、訓

練効果の把握・検証を通じた訓練内容の改善等の協議を行う地域職業能

力開発促進協議会を設置する。 

 

 

 

 

なお、設置主体については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道

府県と調整の上、設置要綱に記載すること。 
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（３）～（６）（略） 

（７）協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

①～④ （略） 

⑤ 地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確

保等に関すること。 

⑥ その他必要な事項に関すること。 

（８）～（10）（略） 

 
２ （略） 

（３）～（６）（略） 

（７）協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

①～④ （略） 

 

 

⑤ その他必要な事項に関すること。 

（８）～（10）（略） 

 
２ （略） 
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  【別紙２】 

○「地域職業能力開発促進協議会実施要領」（令和４年８月 25 日付け職発 0825 第１号・開発 0825 第２号別添２）の一部改正関係 

改  正  後 現     行 

地域職業能力開発促進協議会実施要領 

 

令和４年 10 月１日から適用する。 

令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１・２ （略） 

 
３ 具体的な進め方等 

設置要綱策定要領１（７）の協議事項について、具体的な内容及び進め

方は以下のとおりとする。 

（１）・（２）（略） 

（３）公的職業訓練の効果の把握・検証 

    （略） 
（４）（略） 

（５）（略） 

（６）地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度よる訓練機会の確保

等について 

都道府県労働局管轄内における教育訓練給付制度の実施状況（指

定講座数や受給者数）について、全国の状況と比較しながら説明

し、関係者で意見交換を行う。 

（７）（略） 

 
４～６ （略） 
 

地域職業能力開発促進協議会実施要領 

 

 

 
 

１・２ （略） 

 
３ 具体的な進め方等 

設置要綱策定要領１（７）の協議事項について、具体的な内容及び進め方

は以下のとおりとする。 

（１）・（２）（略） 

（３）訓練効果の把握・検証 

     （略） 
（４）（略） 

（５）（略） 

 

 

 

 

 

（６）（略） 

 
４～６ （略） 
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【参考１】 

 

（別添１） 

 

地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領 

 

 

令和４年 10 月１日から適用する。 

令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１ 設置要綱に定める事項 

（１）名称 

協議会の名称は、「地域職業能力開発促進協議会」の前に当該都道府県

名を付する。 

設置要綱については、「地域職業能力開発促進協議会設置要綱」の前に

当該都道府県名を付する。 

（２）目的 

都道府県労働局及び都道府県（以下「関係機関」という。）は、職業能

力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 15 条の規定に基づき、都道府

県の区域において、地域の関係機関が参画し、以下の事項について協議を

行う地域職業能力開発促進協議会を設置する。 

① 職業能力開発促進法第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業

能力開発施設において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規

定に基づき実施する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特

定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条第

２項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせて、以下「公的職業訓

練」という。）を実施するに当たり、地域における人材ニーズを適切に

反映した訓練コースの設定の促進及び訓練効果の把握・検証を通じた訓

練内容の改善等 

② 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 60 条の２第１項に規定する

教育訓練給付について、地域の訓練ニーズを踏まえた指定講座の拡大等 

なお、設置主体については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道府

県と調整の上、設置要綱に記載すること。 

（３）構成員 

地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）は、以下に掲

げる者を構成員とする。 

① 都道府県労働局 
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② 都道府県 

③ 公共職業能力開発施設を設置する市町村 

④ 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 

⑤ 労働者団体 

⑥ 事業主団体 

⑦ 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 

⑧ 学識経験者 

⑨ その他関係機関が必要と認める者 

（４）ワーキンググループ 

協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置すること

ができる。 

（５）会長 

① 協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

② 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

③ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務

を代理する。 

（６）協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

（７）協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

① 公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓

練コースの設定に関すること。 

② 公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

③ キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び

向上の促進のための取組に関すること。 

④  公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

⑤ 地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保

等に関すること。 

⑥ その他必要な事項に関すること。 

（８）事務局 

事務局については、関係機関の両者又はいずれかとし、都道府県と調整

の上、設置要綱に記載すること。 

（９）その他 

① 協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場
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合を除き、公開とする。 

② 協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第

15 条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

③ この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定め

る。 

（10）附則 

   附則として施行日を定めることとし、施行日は協議会の開催日とする。 

 

２ 策定にあっての留意事項 

１（３）に規定する構成員のうち①から⑧については、職業能力開発促進

法第 15 条第１項の規定に基づき、協議会の成立に必要であることに留意す

ること。 
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【参考２】 

（別添２） 

 

地域職業能力開発促進協議会実施要領 

 

令和４年 10 月１日から適用する。 

令和５年 12 月 27 日 改正 

 

１ 開催 

地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）は、年２回以上の開催と

し、次年度の公的職業訓練の訓練設定時期等を考慮して開催する。 

 

２ 構成員 

「地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」（以下「設置要綱策定要領」と

いう。）１（３）に掲げる協議会の構成員（以下「構成員」という。）について、

具体的には以下の者を想定していること。 

（１）公共職業能力開発施設を設置する市町村 
横浜市 

（２）職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体（以下「訓 

練・教育機関」という。） 
次の①から④については必ず構成員とするが、このうち②から④については団

体又は団体が推薦する者とする。 
また、⑤については、社会人を対象とするコースを設置している大学等であっ

て協議会への参画を希望する者を構成員とすること。 
① 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構都道府県支部（以下「雇用支 
援機構」という。） 

② 都道府県専修学校各種学校協会 
③ 都道府県職業能力開発協会 
④ 一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 
⑤ リカレント教育を実施する大学等 

（３）労働者団体 
日本労働組合総連合会都道府県連合会 

（４）事業主団体 
① 都道府県経営者協会 
② 都道府県中小企業団体中央会 
③ 都道府県商工会議所 
④ 都道府県商工会連合会 
⑤ 必要に応じて、①から④の他に職業訓練コースの設定に関係する業界団体等 
 の参画を求めることができる。 
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（５）職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体（以下「職業

紹介事業者等」という。） 
管内に事業所のある者 

（６）学識経験者 
職業能力の開発及び向上の促進に関する分野に精通している者 

（７）その他関係機関が必要と認める者 
協議会の開催毎に定めることとするが、特に以下の者については積極的に構成

員としての参画を求めること。 

① 職業訓練を受講する求職者のニーズ等を把握するための関係者 

効果的な職業訓練の実施にあたって、利用する求職者のニーズ等を踏まえる

ことも有用であることから、協議会が取り上げるテーマに沿って、その都度、当

事者又は支援団体等の参画を求めること。 

（例） 

・ 求職者のうち女性、高齢者、障害者等が受講する職業訓練について協議

する場合には、その当事者やＮＰＯ等の支援団体 

・ 求職者のうち生活困窮者が受講する職業訓練について協議する場合には、   

地方自治体の生活困窮者自立支援制度主管部局 

② 職業訓練を積極的に設定する成長分野等の専門家 

地域における今後の産業展開も踏まえた訓練コースを設定するにあたり、デ

ジタル化、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）など成長分野の職業訓練

について協議する場合は、当該分野の専門家や地域において先進的取組を実施

している企業等の参画を求めること。 

 

３ 具体的な進め方等 

設置要綱策定要領１（７）の協議事項について、具体的な内容及び進め方は以下

のとおりとする。 

（１）地域の人材ニーズの把握 

協議会の構成員からの説明や構成員間の意見交換等を通じて地域の人材ニー

ズを把握する。 

   各構成員に期待する内容は以下のとおりである。 

・ 都道府県労働局からは、管内の雇用失業情勢等の説明 

・ 都道府県からは、産業政策、企業誘致の情報等の説明 

・ 労働者団体からは、スキルアップ等に関する求職者・労働者の声の紹介 

・ 事業主団体からは、人材ニーズ、スキルニーズ等に関する企業の声の紹介 

・ 職業紹介事業者等からは、ハローワークを利用しない求職者や求人者の動

向等について説明 

（２）公的職業訓練の実施状況の検証 

地域職業訓練実施計画に基づき、適切に公的職業訓練が行われているか検証す

る。 
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離職者向け公的職業訓練については別途通知する様式を用いて取りまとめの

上、都道府県、市町村及び雇用支援機構から所管部分について、前年度の地域職

業訓練実施計画と比較しながら説明を行う。 

また、当該年度の離職者向け公的職業訓練の進捗状況についても取りまとめの

上、都道府県、市町村及び雇用支援機構から、当該年度の地域職業訓練実施計画

と比較しながら説明を行う。 

公的職業訓練のうち在職者訓練、学卒者訓練及び障害者訓練については、地域

職業訓練実施計画との比較が可能な任意の様式で取りまとめ、資料配付すること

とし、説明は省略して差し支えない。 

（３）公的職業訓練の効果の把握・検証 

地域の人材育成を効果的に実施するため、訓練コースの内容がニーズに即した

ものとなっているか、訓練効果等が上がっているか等の検証や、当該検証結果を

踏まえた見直しを行うこととするが、具体的な検証等は、設置要綱策定要領１（４）

のワーキンググループを設置して行わせることができる。その場合、ワーキング

グループの名称は「公的職業訓練効果検証ワーキンググループ」とし、具体的な

進め方等は、別添３「公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領」のと

おりとする。 

（４）キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び向上の

促進の取組の共有 

① 構成員のうちキャリアコンサルティングを実施する機関から取組状況を説明

し、構成員による意見交換を行う。 

・ 都道府県労働局から、ハローワークにおけるキャリアコンサルティング事

例等の説明 

・ 都道府県、市町村、訓練・教育機関等から、職業訓練等に関わるキャリアコ

ンサルティングの実施状況、事例等の説明 

② 都道府県内でリカレント教育を実施している大学等からその取組内容を説明 

し、関係者で意見交換を行う。 

（５）次年度の地域職業訓練実施計画の策定 

地域の人材ニーズに即した効果的な人材育成を行っていくために、公的職業訓

練全体としての総合的な計画として、地域職業訓練実施計画を策定する。地域職

業訓練実施計画の策定については別途通知する。 

（６）地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度による訓練機会の確保等につ

いて 

都道府県労働局管轄内における教育訓練給付制度の実施状況（指定講座数や受

給者数）について、全国の状況と比較しながら説明し、関係者で意見交換を行う。 

（７）協議会が独自に定めるテーマ 

各協議会において、職業訓練関係で課題となっているテーマを必要に応じて取

り上げ、意見交換を行う。 

85



 

 

 

４ 協議内容の公表及び国への報告 

協議会資料は、原則公表する。協議会の議事録又は議事概要とともに、各都道

府県労働局のＨＰに掲載すること。 

また、協議会資料、議事録等については、協議会開催後速やかに厚生労働省に

報告すること。 

 

５ 構成員の守秘義務 

協議会及びワーキンググループにおいて、構成員が、個別の訓練コースに係る

効果分析等の調査や情報共有・意見交換の機会に訓練修了者等の個人情報や企業

秘密等の情報を取得することが想定される。 

こうした非公知の事実であって、実質的にもそれを秘密として保護するに値す

るものについては、構成員に守秘義務が課される。 

 （具体例） 

・ 採用企業における経営上の秘密に属しうる事項も含む経営戦略等の内容 

・ 訓練修了者や訓練修了者を採用した企業等からのヒアリング内容のうち個

人情報等にあたる内容 

 

６ その他 

他の会議等について、協議会と構成員が概ね同じ場合、関連する議題を取り扱

う場合等であって、協議会と同一期日に開催することが効率的と考えられるとき

は、弾力的に運用することができる。 
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地域職業能力開発促進協議会 （令和４年１０月施行）

①公的職業訓練における人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定

訓練効果の把握・検証

修了者

採用企業

訓練機関ヒアリング

カリキュラ
ム等の改善

キャリアコンサルティング、そ
の他の職業能力開発に関する取
組の共有
キャリアコンサルティング、リカレント教育等

地域の人材ニーズや検証を踏まえた
「地域職業訓練実施計画」の策定

訓練コースの設定

地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
の
協
議
事
項

職業訓練の実施

職業訓練機関等

将来的に必要となるスキルも含
め、地域の詳細な人材ニーズの
把握

経済情報、労働市場情報、企業ニーズ等

⇒ ニーズを踏まえた精度の高い訓練を実施

⇒ 個別コースの質の向上を促進

②公的職業訓練における訓練効果の把握・検証
(協議会の下のワーキンググループで実施)

・・・主催①都道府県労働局 ②都道府県 ③公共職業能力開発施設を設置する市町村

④職業訓練・教育訓練実施機関（専門学校・各種学校、高齢・障害・求職者雇用支援機構、リカレント教育実施大学等 等）

⑨その他協議会が必要と認める者（例：デジタル分野の専門家、地方自治体の生活困窮者自立支援制度主管部局 等）

⑤労働者団体 ⑥事業主団体

⑦職業紹介事業者（団体）又は特定募集情報等提供事業者（団体） ⑧学識経験者

国及び都道府県は、地域の関係者・関係機関を参集し、職業能力に関する有用な情報を共有し、地
域の実情やニーズに即した公的職業訓練の設定・実施、職業訓練効果の把握・検証等を行う都道府県
単位の協議会を組織する。

【構成員】

③地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度に
よる訓練機会の確保等

指定講座の状況を踏まえ、訓練ニーズの高い分野等
における適切な訓練機会の確保等について協議

⇒ 協議内容の報告を受けた厚生労働省による業界団体
等を通じた訓練実施機関への指定申請勧奨等の実施に
より指定講座を拡大

「地域職業訓練実施
計画」と実績とのミ
スマッチの検証

参考資料３
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

＜意見等＞
・職業紹介事業者から、求職者
の動向として売り手市場の状況
が続いており、転職後の年収平
均値も上がってきている状況と
の説明があった。また、厚生労
働省委託事業「キャリア形成・
学び直し支援センター」の支援
状況等について、介護事業者か
ら離職率の低下やキャリア支援
に関する相談が多く、業種業界
に関係なく40代から50代の層
に対するリテンションなどの相
談が多い状況との報告があっ
た。
・構成員から、JEED施設内訓
練の「スマート生産サポート
科」の応募率が1.56倍となって
おり、コースの内容と倍率が高
い理由について質問があった。

＜意見等＞
・委託訓練では「IT分野」「理
容・美容関連分野」の求職者
ニーズが高く、求職者支援訓練
では同分野のほか「デザイン分
野」のニーズも高い。また、令
和４年７月からの求職者支援訓
練への受講指示適用拡大に伴
い、WEBデザイン系やネイリス
トのコースにおいて、雇用保険
受給者の応募が増加している状
況の説明に対し、構成員から
は、デジタル分野の人材育成推
進において、今年度における定
員計画の再確認（質問）がなさ
れた。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
において介護分野を検証。国の
基準を満たした中で、カリキュ
ラムにおける座学と実習の時間
配分などの見直しを働きかけて
いくとともに、ハローワークの
役割（周知広報、事前説明会・
見学会、受講あっせん、就職支
援、定着支援）が重要。（WG)

＜意見等＞
・特になし

（その他）
・令和６年度新規事業「非正規
雇用労働者等が働きながら学び
やすい職業訓練試行事業（仮
称）」について、令和６年度に
おけるコース設定見込数につい
て質問があった。

＜対応方針＞
・訓練内容は主に工場内のシス
テムネットワークの構築（C言
語、Java言語）、Webアプリ
のプログラミング等が中心とな
る関係上、若年者の応募倍率が
高い状況との説明があった。
（機構）

＜対応方針＞
・デジタル分野の定員数につい
て、配付参考資料「令和５年度
北海道地域職業訓練実施計画」
により説明。

＜対応方針＞
・北海道及びJEEDから訓練実
施機関に対して、委託契約時、
認定時などの接触機会におい
て、介護分野の実習時間の配分
見直しの働きかけを行う方針。
・次年度の効果検証WGの対象
分野について、構成員から、他
県における介護分野のワーキン
ググループ検証結果を２回目の
協議会資料として提出し、改善
促進策の好事例も取り入れるよ
う意見が出されたことを踏ま
え、引き続き「介護分野」につ
いて改善結果の反映等を再検証
し、また、北海道は広域なため
対象地域を広げて意見収集する
方向で検討。

＜対応方針＞

（その他）
・試行的に９コースの実施内容
であり、北海道での実施有無を
含めて、現時点では本省から詳
細は示されていないことを説
明。

1 北海道

＜意見等＞
・北海道国立大学機構小樽商科
大学が実施しているリカレント
教育「DX時代の介護ミドルマネ
ジャー育成プログラム」におけ
るVRの活用内容について構成員
間で共有。介護DX時代を牽引す
る人材育成のため、プログラム
の一部にVR技術を活用し、現場
にいるような環境の中で介護技
術の体感、講師や他の受講生と
のコミュニケーション機会を実
現。コロナ禍で実習ができない
ために取り入れたものである
が、DX・ITをうまく組み合わせ
ていくのがカリキュラム設計の
一つの鍵との説明があった。
・職業安定部職業対策課から人
材開発支援助成金の「人への投
資促進コース」「事業展開等リ
スキリング支援コース」につい
て説明。構成員から、申請状況
等は企業にとって非常に良い参
考となるため、第２回目の協議
会で資料を配付してほしいとの
意見が出された。
（＜対応方針＞全国数字は非公
表のため、北海道局の数字を第
２回目の協議会で報告する。）

参考資料４
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＜意見等＞
・民間職業紹介事業者から、
OAスキル、エクセル、ワード
のスキルを身に付ける人材開発
をしてほしい。ただし、事務を
希望を希望している方が多い
が、本日の資料にあるとおり事
務の求人は少ないため、希望職
種の選定理由を聞いたうえで、
他業種にキャリアチェンジして
もらいたいとの意見があった。
・東北経産局からデジタルスキ
ル標準、DXリテラシー標準等に
ついて説明があり、企業のデジ
タル人材育成等を推進していく
こととした。
・青森県からDX総合窓口の紹介
があり、DXに係る総合的な支援
とデジタル人材の育成が重要で
あるとの説明があった。

＜意見等＞
・デジタル分野の就職率が低い
ため、その原因について教えて
ほしい。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいて「販売・営業・事務分
野」を検証。
以下構成員の意見。
・興味深いレポートであった。
・基礎知識として、コンピュー
タとかOA機器の操作、プレゼ
ンテーション資料作成、文書作
成能力は、事務でなくても必要
であるということが分かった。
就職支援において、ＯＡスキル
を持っていたら事務へだけでは
なく、違う職種にも選択肢を広
げていただくよう期待する。

＜意見等＞
・特になし

＜対応方針＞
・WGの効果検証分野が「営
業・販売・事務分野」であり、
検証結果を踏まえカリキュラム
の改善等を行っていく。
・キャリアコンサルティングを
通し、多様な業種を念頭に置き
就職支援を行っていく。
・デジタル人材においては、公
共職業訓練、求職者支援訓練に
おいてデジタル分野の訓練コー
スを計画し人材開発していく。

＜対応方針＞
・県内の就職先が少ないこと
と、求人者においては求人募集
する業務において、どの程度の
デジタルスキルが必要が伝えき
れていないこと、求職者におい
ては訓練において得られた能力
を活かした就職先がどのような
業種や職種でニーズがあるか把
握しきれない両面がある。就職
率向上のため訓練修了者の就職
機会拡大に資するよう訓練修了
者歓迎求人の確保や就職支援の
取り組みを推進していく旨を説
明した。

＜対応方針＞
・効果検証ヒアリング及び労働
局が行った企業調査において
も、多様な職種で基礎的なＯＡ
スキルを必要としているため、
当該訓練の促進を図る。
・就職率の向上のため、求人部
門と訓練部門が連携を図り訓練
修了者の支援を行っていく。

＜対応方針＞
・「介護・医療・福祉分野」の
応募率向上及び「デザイン分
野」の就職率向上のための取り
組みを進めていく。

＜意見等＞
・新型コロナウイルスが５類に
移行したことを機に、観光分野
で人手不足となっているため、
観光分野のコースを設定し、人
手不足の解消に寄与したいとの
説明があり、構成員からは企業
でも対応していかなければなら
ないと考えており、観光分野の
コースを作ってもらえることは
ありがたい。期待しているとの
意見があった。
・施設内訓練については、毎年
企業から、採用時に求める職業
能力、OJTでは習得し難い職業
能力についてヒアリングを行っ
ており、回答に基づき訓練内容
に反映させていくとの説明が
あった。

＜意見等＞
・「託児サービス付き訓練」の
実施状況を説明したところ、構
成員から、受講者が少ないが、
今後拡大していく必要があるの
ではないかとの意見があった。
・県内の地域別訓練実施状況に
関する資料を提供したところ、
沿岸地域の訓練実施が少ない状
況について説明を求められた。

＜意見等＞
・訓練効果の企業ニーズが「指
示理解力、コミュニケーション
能力」という内容であったが、
それ以外にもあるのではない
か、との質問があった。
・訓練施設におけるキャリアコ
ンサルティングの実施状況につ
いて質問があり、実施状況の説
明を行った。

＜意見等＞
・長期高度人材育成コースの訓
練内容について質問があり、訓
練内容及び取得を目指す国家資
格を説明したところ、就職に結
びつきやすいコースであり、効
果的であるとの意見があった。

＜対応方針＞
・委託訓練において、観光分野
における人材を確保するため、
長期高度人材育成コースと短期
訓練で訓練コースの設定を検討
する。
・施設内訓練においては、在職
者訓練のニーズが高くなってい
るため、ＩＴ関係のコース等の
設定を検討する。

＜対応方針＞
・「託児サービス付き訓練」に
ついては、希望が少ない状況が
続いているが、今後、受講者の
動向により設定を検討する。
・沿岸地域においては、訓練実
施機関が限られているため、訓
練実施数は限られてくるが、訓
練実施時期を調整するなど多く
の受講者を確保できるよう検討
する。

＜対応方針＞
・企業ニーズの「指示理解力、
コミュニケーション能力」につ
いては、ヒアリングの結果だけ
ではなく、重要視されていると
考えられる。カリキュラムの変
更等を求めることは難しいと思
われるが、好事例を周知してい
くことを検討する。

＜対応方針＞
・実施コースを検討し、委託先
を開拓することにより、効果的
な長期高度人材育成コースの実
施を図る方針。

＜意見等＞
・地域におけるリスキリングの
推進に関する事業について、令
和５年度の実施状況を報告。構
成員からは、リスキリングの推
進として行う事業内容について
質問があり、リスキリングの推
進事業の在り方について説明を
行った。

3 岩手

2 青森

＜意見等＞
・東北経済産業局より生成AI時
代のデジタル人材育成の取組に
ついて説明があり、①部分的な
業務効率化のみならず、全体的
なビジネスプロセス・組織の変
革、製品・サービス・ビジネス
モデル改革につながることが重
要であること。②適切に使い、
生成AIリテラシーを有する人事
を増やすフェーズ、そのための
経営者の理解や社内体制が重要
であること。③企業価値向上に
繋げるため、生成AIの利用スキ
ル等を社員が身につけるための
社内教育、担い手確保に取り組
む大きな機会ととらえることが
重要であることを共有。
・青森県からDX総合窓口の紹介
があり、DXに係る総合的な支援
とデジタル人材の育成が重要で
あるとの説明があった。
・青森県教育庁から高校生に係
るキャリア教育について説明。
・青森キャリア形成・学び直し
支援センターから、事業の紹介
としてセルフキャリアドックに
ついて説明。
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＜意見等＞
・県内の企業におけるDX化の進
展状況について情報交換を行
い、構成員から次のような意見
があった。
①建設業界では、CADから3次
元モデルへの移行等、DX技術を
入れているところは、時間と費
用、人の都合等、工程の短縮が
できるようになってきている。
進んでいる事例と思う。
②最近の人手不足、ネットの活
用、キャッシュレス化の進展等
の課題に一つ一つ対応していか
ねばならない状況であるが、経
営革新に繋がり始めている兆し
は見えてきたのかなと思う。
③宮城県が進んでいるかと言う
と進んではいないと思う。ただ
支店経済というところがあり、
大手の支店・出先があることか
ら、DX化したものを導入してい
る人たちが出てきていることも
あり、広がりつつあると思う。
データは徐々に企業の中に溜
まってきているので、それを活
用するフェーズを作る段階に
入ってきたかと思う。

＜意見等＞
・eラーニングコースについ
て、構成員から次のような拡充
を求める意見があった。
①実技を伴わない教科書だけで
やっている部分はeラーニング
でできる部分と、実技の部分と
を分けながら、すべてが教室で
対面でとは限らないコースがど
んどん増えてくることに期待。
今後のコース開発に取り入れて
いただきたい。
②これからは「オンライン」が
キーワードだと思う。時代の変
化に合わせた形で、新たな手法
を取り入れることを前向きに検
討願いたい。

・障害者訓練について、法定雇
用率の段階的引き上げに併せ
て、障害者向けの訓練について
も重視していくべきとの意見が
あった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
において「デジタル分野」を対
象に検証を行った。
・採用企業のヒアリングにおい
ては人材不足との意見があっ
た。また、訓練受講者が習得し
た知識・技能に関しては一定の
評価が得られており、デジタル
分野の訓練の更なる拡充が必
要。
・採用企業、訓練受講者双方か
ら、より実践的なスキルの習得
が期待されている。プログラム
言語はもとより、コミュニケー
ション能力の向上や職業人とし
ての汎用的なスキルの習得も有
効。

＜意見等＞
・事務局より令和６年度訓練実
施計画策定に向けた方針（案）
を提案。提案通りで了承を得
た。

＜対応方針＞
・デジタル人材の育成・確保は
当地域においても大きな課題と
なっていることから、今年度の
WGによる検証結果も踏まえ、
令和６年度の公的職業訓練実施
計画においてその充実を図って
いくこととする。

＜対応方針＞
・eラーニングコースは増加傾
向であり、また申込者も多い状
況。デジタル分野の訓練の重点
化を推進する上でも重要となっ
ているコースであり、引き続き
内容の充実を図っていくことと
する。

＜対応方針＞
・令和６年度の公的職業訓練実
施計画において、デジタル分野
の公的職業訓練の定員数を拡充
する。
・企業実習やグループでの開発
演習等、就労現場を想定したよ
り実践的な授業の進め方によ
り、企業から求められるコンセ
プチュアルスキルを副次的に身
につけさせる。

＜対応方針＞
特になし

4 宮城

＜意見等＞
・東北大学ナレッジキャスト株
式会社より「東北大学データサ
イエンスカレッジ」の取組みを
発表し構成員間で情報を共有し
た。
　このデータサイエンスカレッ
ジの取組みは、企業の中の人材
のリスキリングを対象としたプ
ログラムで、ビジネスをリード
できるようなデータサイエン
ティストを養成するカリキュラ
ムとなっている。
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＜意見等＞
　事務局より県内ハローワーク
で把握している人材ニーズを報
告（人材不足分野、従業員の高
齢化、未経験者の育成などの課
題など）。
　以下構成員による意見。
・求人倍率が1.3倍台と高止ま
りする中、新規採用ができない
とする企業が多いため、離職防
止と従業員のリスキリングが必
要。
・高齢化が進む中で介護職を増
やすことはわかるが、ICT等の
若年者ニーズにもあった訓練の
充実も必要。
・在職者の能力開発による生産
性の向上も必要。

＜意見等＞
　事務局より訓練計画数と訓練
実施数の乖離の現状と、企業
ニーズと受講ニーズの違いにつ
いて説明。
　以下構成員による意見。
・高齢化が進む中で介護職を増
やすことはわかるが、若年者
ニーズにもあった内容を考える
とともに、能力開発による生産
性向上が大事と意見があった
（生産性向上によって、ワーク
ライフバランスも推進させるこ
とができるとの意見があっ
た）。
・人手不足に対する新規採用だ
けでは企業は生き残れない、DX
推進による省力化やリスキリン
グも見据えて在職者の職業訓練
に力を入れることが必要。

＜意見等＞
　構成員より、デジタル分野の
訓練は5～6カ月では物足りない
ことや、企業が求める人材像と
のミスマッチが発生しており、
初級コース、中級コースなどレ
ベルに合わせて育成することが
必要との意見があった。
　また、小規模事業所のデジタ
ル化は、まだ入口部分のところ
が多く、新規採用よりもITに少
し詳しい人を育成したい希望が
あり、在職者訓練も含め、習熟
度に応じた様々な訓練の確保も
必要との意見があった。

＜意見等＞
　構成員より就職率が低い訓練
コースは、問題意識をもって対
策に取り組んでほしい。特にデ
ジタル分野は、習得したスキル
を企業に理解してもらえるよう
伝え方の工夫や、企業ニーズに
マッチしているか点検するとと
もに、その結果に基づく改善が
必要と意見があった。
　職業訓練情報の2次元コード
活用やSNSによる周知の効果に
期待する意見があった。
　一方、職業訓練受講生の確保
に苦労している中で、職業訓練
情報周知にSNSを利用する場合
は、訓練機関へ事前に情報共有
してほしいとの意見があった
（PRの仕方が変わるとの意
見）。

＜意見等＞
　事務局より計画策定に向けた
ポイント（デジタル分野検証結
果に基づく取組、訓練実施状況
を踏まえた策定等）を説明。
　会長からのまとめとして、デ
ジタル分野の在職者訓練の充実
が必要との意見があった。
　また、求人票に職業訓練受講
修了者歓迎の表示や、職業訓練
受講修了者の就職に結びつく情
報（求められる知識・技能な
ど）を掲載するなど、求人内容
の充実が必要であり、次回の協
議会でその進捗状況を報告して
ほしいとの意見があった。

＜対応方針＞
　ICT等在職者向け訓練や生産
性向上訓練の充実を検討。
　離職者訓練修了者が就職後の
スキルアップで企業ニーズに適
合できるよう、訓練修了者の就
職後の定着支援と合わせて、人
材育成支援フォローアップ（人
材開発支援助成金の活用アドバ
イス等）に取り組む。

＜対応方針＞
　在職者向け訓練や生産性向上
訓練の充実や、職業訓練受講実
績に合わせた職業訓練計画の策
定を検討（公的職業訓練検証
WGメンバー・実務レベルによ
る計画案の策定に取り組む）

＜対応方針＞
　企業の実情に応じた能力開発
が行えるよう、在職者訓練の充
実や高度なデジタル人材の育成
に取り組むとともに、公的職業
訓練に幅広く情報リテラシーに
係る訓練内容を盛り込むことを
検討。
　また、企業の求める人材像の
明確化及び求人票への明確な記
載により、訓練内容を活かせる
求人とのマッチング精度を高め
て、就職支援を推進する（訓練
受講修了者歓迎求人の確保を含
む）。

＜対応方針＞
　訓練修了者のジョブ・カード
や職務経歴書など本人が同意し
た場合は個別求人開拓に活用す
るとともに、個人情報に配慮し
た求職公開のしくみの活用によ
り企業へ情報提供する。
　職業訓練機関と連携した職業
訓練情報の周知・広報に取り組
む。

＜対応方針＞
　本協議会の意見など反映でき
るよう、公的職業訓練検証WG
メンバー・実務担当者による計
画案の策定に取り組む。
　ハローワーク求人票の求人内
容の充実に向けた取り組みや、
求人内容の充実の好事例は求人
者の了解を得て、次回協議会へ
提供してロールモデルとする。

＜意見等＞
・資料１のニーズ調査でも紹介
された、求職者の訓練ニーズと
事業所のニーズについて、求職
者が希望する訓練としてPC・事
務系が多く、企業が求める訓練
分野は介護・製造系とニーズに
は乖離がある。また、資料５の
６年度計画策定に向けた方針に
明確に応募倍率が低く就職率が
高い分野、応募倍率が高く就職
率が低い分野がある。ミスマッ
チの解消のためにも、就職率の
高い訓練の周知をもっと行えば
よいのではないか。

＜意見等＞
・資料１のニーズ調査でも紹介
された、求職者の訓練ニーズと
事業所のニーズについて、求職
者が希望する訓練としてPC・事
務系が多く、企業が求める訓練
分野は介護・製造系とニーズに
は乖離がある。また、資料５の
６年度計画策定に向けた方針に
明確に応募倍率が低く就職率が
高い分野、応募倍率が高く就職
率が低い分野がある。ミスマッ
チの解消のためにも、就職率の
高い訓練の周知をもっと行えば
よいのではないか

・これから訓練を受けようとす
る方に、製造分野のNC生産シ
ステムや介護分野などは就職率
が高いという情報を提供したら
いいのではないか。

＜意見等＞
・ヒアリング実施結果の回答者
が事務系へ就職された方であ
り、Word、Excelの使用につい
ては十分対応できていると思う
が、業種が変わると
PowerPointなどが必要となる
と思うので、基礎的なコースと
上級者向けコースに分けて設定
することが必要だと感じる。

・受講者のレベルも一様でない
ため、同時に訓練を進めるのは
困難。Word、Excelに重点を置
くコース、Accessなども学べ
るコースと振り分けて進めたほ
うが良いのではないか。

＜意見等＞
・IT、DXに関して協会員向けに
訓練を計画しているが、デジタ
ル人材育成をテーマにして募集
したところ集まりが悪い。企業
の中でデジタル化のとらえ方
は、組織やシステム構築に向い
てしまい、人材育成に向いてい
ないミスマッチがあるのではな
いか。

・リスキリングと相まって人材
不足を補うためには高齢者が大
切な戦力にならざるを得ないの
ではないか。そのためリスキリ
ングと並行して高齢者向けの訓
練が重要となってくるのではと
いう気がする。

＜対応方針＞
・応募倍率が低く就職率が高い
分野については、訓練コースの
内容や効果を踏まえた受講勧奨
の強化が必要と感じており、
「就職率の高い」ことも、コー
スの魅力であるため、そういっ
たことも発信しながら受講勧奨
していきたい。

＜対応方針＞
・基礎・実践とコースを分けて
コース設定しているが、募集チ
ラシ等提供している情報量に差
があるため、求職者が自分に必
要な、又は自分にもできる訓練
と見極められるよう、訓練募集
のチラシ、説明会で詳細な情報
を提供していく。

＜対応方針＞
・委託訓練の高齢求職者スキル
アップコース等の設定を推進し
ていく。

6 山形

＜意見等＞
県内のリスキリング計画、人材
開発支援助成金、ポリテクセン
ター生産性向上訓練の説明。
［意見等なし］

5 秋田
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
デジタル人材の育成は、福島県
においても重要である。従来の
基礎的な訓練に加え、ベンダー
と話ができるくらいには育成で
きることが良いという意見が
あった。

＜意見等＞
就職先を考えると、事務等は正
社員での採用枠が非常に狭い。
事務系でもデジタルと共通する
部分があるなら、デジタル系の
定員を増やして、事務系の定員
を減らしてはどうかという意見
があった。

＜意見等＞
令和５年度はWGにおいてデジ
タル分野を検証した。

（１）物価高騰の現状にあわせ
た委託費の設定を要望する意見
があった。

（２）ヒアリングについて、事
業所側がどのような人をどのよ
うな期待を持って採用したかに
よって、得られるスキル、期待
しているスキルが変わってくる
ので、訓練の趣旨と採用の意図
がうまくマッチするヒアリング
の仕方を考慮すると良いという
意見があった。

＜意見等＞
前段の議事において各種意見が
出されたため、この項目に特化
した意見はなかった。

＜対応方針＞
都市部以外は訓練を実施してい
ただける機関がかなり少ないと
いう現状であるが、実施機関の
開拓も含め、求職者の意向に
沿った訓練カリキュラム、コー
スの立ち上げを検討していく。

＜対応方針＞
デジタル分野の訓練を実施して
いただける機関がかなり少ない
という現状であるが、実施機関
の開拓も含め、求職者の意向に
沿った訓練カリキュラム、コー
スの立ち上げを検討していく。

＜対応方針＞
（１）厚生労働省に協議会の結
果等を報告する旨、回答した。

（２）来年度のヒアリングシー
トに反映させる方向で検討す
る。

なお、今回の対象者、対象企業
にはヒアリングの理解を得られ
たが、準備段階でプライバシー
の配慮、個人情報漏えいの防止
について詳細に説明しても、対
象候補者や対象候補企業からヒ
アリングを断られるケースが多
かった。

＜対応方針＞
（a）～（d）の意見を反映さ
せ、策定する予定。

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
構成員からは、受講生が学んで
いく中で自分の適性や課題が見
えてきた結果、必ずしも学んだ
分野に就職するわけではないこ
とから、訓練期間中に企業との
接点の機会や、きめ細かいキャ
リアコンサルティングをするこ
とによって就職の機会を提供で
きるようになると、より就職に
つながるのではという意見が
あった。

＜意見等＞
令和5年度については、WGにお
いてデジタル分野を検証。デジ
タル分野の講師人材の確保や設
備等に係る費用負担、より実践
的な内容を加味したカリキュラ
ム・訓練期間の設定が必要であ
るとの報告があった。
また、訓練習得度の見える化を
推進していく取組が必要である
との報告があった。
構成員からは、訓練中にポート
フォリオを作成し、実際の面接
の際のアピール材料として活用
することが効果があるのではな
いかとの意見があった。

＜意見等＞
デュアルシステム訓練や職場見
学ができる訓練設定を検討した
いとの説明があったが、企業実
習先を見つけることが難しいの
ではないかとの意見があった。

＜対応方針＞
特になし

＜対応方針＞
訓練期間中にジョブ・カードを
作成し、強みを発見（自己理
解）させることや、訓練実施機
関に対しても雇用情勢の説明や
求人情報の提供等を行い、ハ
ローワークと訓練実施機関が連
携して就職支援を強化していく
方針。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、労働局と各
関係機関が連携し、訓練実施機
関や企業実習先の開拓していく
こと、ハローワークにおける
「訓練修了者、未経験者歓迎求
人」確保の取り組みを強化して
いくこと、ジョブ・カードを活
用し訓練習得度の「見える化」
を推進していくことなどに取り
組む方針。また、ご意見があっ
たポートフォリオの活用につい
ても推進していく方針。

＜対応方針＞
プログラミング系の訓練実施機
関の開拓は課題である。就職と
いう点で考えるとシステムエン
ジニアやプログラマーの求人は
比較的多い。関係機関と連携し
開拓に努めていく方針。

8 茨城

＜意見等＞
県の産業人材育成課より「茨城
県リスキリング推進政策パッ
ケージ」について説明。様々な
情報発信をしているが、企業側
からはリスキリングによって労
働力の流出が起きるのではない
かという懸念が示されているこ
とが大きな課題との話があっ
た。またリスキリングを推進す
るにあたり「在職者のスキルの
見える化」という点も課題と感
じているとの意見があった。
労働局からは「キャリア形成・
学び直し支援センター」の創設
について説明を行い、「在職者
のスキルの見える化」について
は、ジョブ・カードを活用する
ことで働く人の学び直しの支援
をより強化できるため、連携を
図っていくこととした。

7 福島

＜意見等＞
会津大学が実施しているリカレ
ント教育「女性のためのITキャ
リアアップ塾」の最近の進捗状
況について説明があった。
事業主団体から参加企業へ周知
いただく予定。

労働局が開催する助成金（キャ
リアアップ助成金〈社会保険適
用時処遇改善コース〉、人材開
発支援助成金）セミナーについ
ても周知いただく予定。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・県内のデジタル人材の求人が
少ないが、同分野の職業訓練の
応募倍率が高い実態について、
訓練受講希望者が訓練受講後、
どんな仕事を求めているか把握
する必要があるのではないか、
との意見があった。
・基幹産業である製造業など
で、経営に直結する生産管理職
などの人材確保が急務となって
おり、「DX化」「デジタル人材
不足」と言っても実態として求
人は少ない、との意見があっ
た。
・事務職として必要な、データ
の分析方法や作業効率を図る方
法を習得した人材育成など、ど
の職種でもデジタルスキルは必
要であるとの意見があった。

＜意見等＞
・製造分野において応募倍率が
低いが、コースの選定・定員数
の増減を考える必要があるので
はないか、との意見があった。
・企業がどのようなデジタルス
キルやデジタル人材を求めてい
るのか、企業側のニーズを把握
して、それに合わせたような訓
練カリキュラムの設定が、就職
率アップにつながるのではない
か、との意見があった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
において「営業・販売・事務分
野」を検証。
・就職支援において、就職率を
上げるためには、ハローワーク
との連携は大切であり、積極的
に取り組んでほしいとの意見が
あった。
・多くの企業では、採用条件に
「コミュニケーション能力・協
調性」が重視されている、今
回、訓練カリキュラムの改善が
出されていることは理解できる
との意見があった。

＜意見等＞
・「介護分野」の応募倍率が低
いことへの対策として、中止す
るコースを減らす対策や周知広
報を積極的にすべきとの意見が
あった。
・デジタル分野において、「IT
パスポート資格等の国家資格」
の取得には、３～6ヶ月程度の
訓練期間では短過ぎる、また、
受講申込時での基礎能力を精査
していただければ、合格率・就
職率が上がるため、訓練期間の
延長や、HWでの受講者に対す
る十分な説明が必要との意見が
あった。
・求職者支援訓練の基礎コース
数において計画と実績との乖離
が見られたが、その要因につい
て、訓練実施機関へのヒアリン
グなどにより把握することが必
要ではないか、との意見があっ
た。

＜対応方針＞
・デジタル分野コースのミス
マッチを防ぐため、HWでの受
講希望者への訓練説明会・見学
会への誘導することを説明し
た。
・企業ニーズの把握は、訓練受
講生とのミスマッチを解消する
ため必要であり、HWでも事業
所訪問等での収集に加え、労働
局として、幅広い業種でのニー
ズ把握のためWEBアンケートの
実施を説明した。

＜対応方針＞
・ポリテクセンターの施設内訓
練については、ニーズを把握し
定員の調整を行っていることを
説明した。
・デジタル分野の企業ニーズに
ついては、次年度の効果検証
WGの対象分野とする方向で検
討。

＜対応方針＞
・報告内容を受け、訓練修了前
から、受講生の情報を共有し、
訓練終了後も継続して情報共有
を行う方針を説明した。
・WGの報告内容を受け、R6年
度に開始する訓練から「企業で
の会議やプロジェクト企画を想
定した実践的なグループワー
ク」をカリキュラムに設定する
方針を説明した。

＜対応方針＞
・介護分野の中止コース減のた
め、資格取得の日程を考慮した
訓練日程を設定する方針。
・デジタル分野については、受
講希望者のニーズと選択コース
のミスマッチを防ぐため、事前
訓練説明会への誘導し、また
HW職員がデジタル分野につい
て理解を深め適確な訓練あっせ
んをするための対策を積極的に
行う方針。
・求職者支援訓練基礎コースで
は、職業能力開発講習が訓練実
施機関の負担とのことから、訓
練期間に分散するカリキュラム
の構成とする方針。
・委託訓練は定員増。デジタル
分野も定員増。
・求職者支援訓練は令和５年度
計画と同規模とするが、デジタ
ル分野以外の訓練コースにおい
ても基礎的デジタルリテラシー
の要素を含むカリキュラムの設
定を推進し、デジタル人材育成
の底上げをおこなう。

9 栃木

＜意見等＞
・自動車整備専門学校と職業能
力開発施設の学卒者訓練との競
合について発表あり。自動車産
業が多いことから、人材育成の
必要性、同職種の魅力発信につ
いて、課題共有を行った。
・リカレント教育として、在職
者のキャリアアップのために上
位資格取得や専門的知識技術習
得するための教育を行ってお
り、今後は、潜在有資格者への
キャリア支援事業を計画してい
るとの発表があり、構成員で共
有を行った。
・介護・福祉・医療分野は他職
種から人材の掘り起こしが必
要。社会人経験者の入学を積極
的に取り入れているメリットや
課題の発表があり、構成員で共
有を行った。
・県の委託事業では、女性のデ
ジタル技術を活用した幅広い分
野での活躍を促進するため、女
性デジタル人材育成・活躍支援
講座を開設、年間で180名の人
材を育成する予定との発表が
あった。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
県からは次期産業振興基本計画
として、産業構造の変革・新産
業の創出などを見据えたデジタ
ル人材の育成・確保、企業が取
り組むリスキリングへの支援、
離転職者に対する必要なスキル
を学ぶ場の提供に重点に置くこ
との説明があった。
構成員からは、若年求職者にお
ける、ＩＴ・事務分野に偏った
求職の動向、人手不足分野に製
造を加えた、現場色の強い分野
に対する応募者の減少について
報告があった。

＜意見等＞
構成員より
・応募倍率が100％を超えてい
るにもかかわらず、定員充足率
が100％未満になっている訓練
分野について、その原因と対応
策は如何。
・また、希望するコースに漏れ
た者へのフォローは行っている
のか。
といった質問があった。

＜意見等＞
R5年度については、ＷＧにおい
てデジタル分野を検証。
実施機関からは、ＩＴ関係への
就職には実務経験が必要となる
場合が多いため、Web知識を必
要とする事務職等への就職を視
野に入れる必要があることや、
採用企業からは、（企業側の）
職業訓練制度の認知度の低さ、
および訓練時間の不足について
報告があり、構成員間で課題認
識の共有を行った。

＜意見等＞
運輸業におけるドライバー不足
に対応するため、「大型自動車
一種運転業務従事者育成コー
ス」の拡充を希望。

＜対応方針＞
職業訓練のデジタル分野への重
点化を進め、人材の育成・確保
に努める方針。

＜対応方針＞
同じ分野の訓練でも、希望者が
定員の数倍集まるコースもあれ
ば、定員充足率が低いコースも
あるため全体では充足率は
100％になっていない。
入校前に就職が決まり、辞退す
るケースもあることから、適切
なあっせんに努めていく。
また、希望するコースに漏れた
者については、内容の似ている
コースを案内し、フォローして
いる。
定員割れのコース等は、実施時
期・期間、カリキュラムの見直
しを行う方針。

＜対応方針＞
就職支援に向けて、受講生に本
人の目標とする訓練カリキュラ
ムであるかを確認してもらうた
め訓練説明会や見学会への参加
を勧奨するとともに、ハロー
ワーク職員の訓練内容に対する
知識を深め、適切な受講あっせ
んに努める。
また、事業主に対して職業訓練
の周知・広報を図り、訓練修了
者歓迎求人の確保を推進する。

＜対応方針＞
コースの拡充には、受講希望者
の増加が必要であるが、現状で
は応募倍率、定員充足率は
100％未満となっている。
当該コースにかかる受講ニーズ
を十分に踏まえた検討が必要。

＜意見等＞
引き続きデジタル人材が不足し
ている（質・量とも）

＜意見等＞
・（訓練受講者の）就職率を意
識しすぎるあまり、短期の就労
先をあっせんしようとする訓練
施設があると聞いたが、公的職
業訓練の趣旨になじまないので
はないか？
・受講生間のトラブルを避ける
ため受講生同士のコミュニケー
ションを禁止している訓練施設
があると聞いたが、（受講生同
士の交流は）就職に向けたモチ
ベーションの向上に効果がある
のではないか？

＜意見等＞
・訓練内容、訓練レベルの細分
化については受講者のモチベー
ションに十分に注意し、慎重に
行う必要がある。
・職業訓練中に行うキャリアコ
ンサルティングはそれぞれの訓
練コース、業界についての専門
知識を有したキャリアコンサル
タントが担当するとより効果的
なものとなる。
・企業に対するヒアリング結果
は企業が求める人材をあらわす
ものであるので、訓練受講生に
対してフィードバックしたほう
がよい。
・受講生のコミュニケーション
スキル向上のため、グループ
ワークの実施が効果的である。

＜意見等＞
（事務局提案の概要）
・令和5年度と同規模で公的職
業訓練を実施
・（応募倍率低、就職率高）
「介護・医療・福祉分野」、
「金属加工・溶接」→周知、受
講勧奨の強化
・（応募倍率高、就職率低）
「IT分野」「デザイン分野」→
一層の設定促進と就職率向上の
取組
・委託訓練の定員充足→受講申
込締切日から受講開始日までの
期間短縮、受講者増加のための
取組
・デジタル人材の不足→デジタ
ル分野の重点化、訓練内容の見
直し

※事務局提案どおり可決

＜対応方針＞ ＜対応方針＞
・雇用保険適用就職を目指すも
のであるので、一概に短期就労
がすべていけないというもので
はないが、訓練コースとの関連
性や個々の受講生の就職目標と
照らし合わせ、必要があれば対
応する。
・受講生同士のコミュニケー
ションを一律に禁止するもので
はないが、一部でトラブルも散
見されるため、一定のガイドラ
インは必要と考えている。

＜対応方針＞
・訓練内容や訓練レベルを設定
する際に慎重に検討する。
・訓練分野に精通したキャリア
コンサルタントが担当するよ
う、各訓練機関に求めていく。

＜対応方針＞

11 埼玉

＜意見等＞
・地域におけるリスキリング推
進事業に関して、中小企業のた
めのデジタル人材育成事業、中
小企業在職者の技術向上支援事
業を令和5年度地域職業訓練実
施計画に追加することに同意し
た。

10 群馬

＜意見等＞
県の生活困窮者自立支援制度主
管部局から、困窮者の多くは数
日中に所持金が尽きてしまうよ
うな方なので、訓練以前の課題
解決が最優先としたうえで、
訓練については
・自家用車を保有していない困
窮者が一定数おり、地域の特性
として公共交通機関の利用が不
便であるため、通所が難しいこ
と。
・（支援）訓練の出席要件が厳
しいこと。
・生活保護の最低生活費は、単
身世帯で賃貸住宅に生活してい
る方は約１１万円となってお
り、訓練をしつつ生活を維持す
るために給付金額を1５万円程
度に引き上げることを検討いた
だきたい。
といった意見があった。

求職者支援制度の活用やハロー
ワークとの連携を図ることの必
要性等、認識の共有を行った。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
デジタル化への対応は必須であ
り、デジタルリテラシーの向上
も重要と認識しているが、そも
そもデジタル分野における訓練
科目修了者の習熟度と企業にお
ける人材ニーズでは隔たり（多
種多様）があり、その部分の意
見集約等が必要との意見があっ
た。

＜意見等＞
構成員からは、求職者支援訓練
におけるIT分野の就職率が低調
な理由について、次回の協議会
において数字的根拠を含めた資
料説明を求められた。
IT分野や人材不足分野の新たな
訓練科目の設定・拡充は前提と
して必然だが、訓練修了者の就
職後の支援も必要との意見も
あった。

＜意見等＞
令和５年度については、WGに
おいてデジタル分野及び介護分
野を検証。修了者や採用企業か
らは専門的な知識だけでなく、
コミュニケーション能力が重要
との意見が多かったため、グ
ループワーク等受講者参加型の
カリキュラムを増やしていく必
要があるとの報告があり、構成
員から概ね賛同いただいた。

＜意見等＞
「デジタル推進人材の育成とデ
ジタルリテラシーの向上促進」
に向け、離職者訓練・在職者訓
練共に必要性は構成員全員が認
識しているものの、中小企業に
おいて、人手不足は深刻であ
り、労働力の確保と訓練との兼
ね合いが難しいとの意見が多数
あった。在職者訓練についても
同様で、「学び・学び直し」
「リ・スキリング支援」につい
ての重要性の認識と労働力の確
保が優先との意見があった。

＜対応方針＞
ワーキンググループにおいて、
採用した企業からのヒアリング
では、コミュニケーション能力
やビジネスマナーを重視した採
用との報告もあり、それらのカ
リキュラムを盛り込んだ内容を
推奨するべく訓練実施機関への
説明や、ｅラーニングコースが
増加する中での整合性を検討
し、改めて通所型訓練の重要性
を策定方針に取り組む予定。

＜対応方針＞
次回協議会において、設定コー
スにおける就職率が低調だった
訓練実施機関の要因等について
報告のうえ、分析結果について
検討。
訓練修了生より訓練修了時又は
就職決定時に提出いただく「就
職状況報告書」の提出・回収の
徹底及び就職後の支援（フォ
ローアップ）を図る。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、グループ
ワークやプレゼンなどコミュニ
ケーション能力の向上を目的と
した受講者参加型のカリキュラ
ムを訓練実施機関に提案してい
く方針。

＜対応方針＞
デジタル化の進展に対応した訓
練科目の設定や千葉県における
人材不足分野の人材確保のた
め、新たな訓練科目の設定が求
められていることを構成員間で
認識を共有。
ポリテクセンター千葉における
生産性向上人材育成支援セン
ターでの訓練や千葉県職業能力
開発協会主催の研修・セミナー
の内容を構成員間で共有。事業
主団体から団体傘下企業等へ周
知する予定。

＜意見等＞
・2024年新卒採用について、
企業説明会並びに選考に対する
エントリー数の減少を訴える企
業が多くみられたため、新卒採
用の変化を踏まえた適切な支援
をお願いしたい。
・約７割の中小企業が人手不足
に苦しんでおり調査開始以降過
去最大。今後、労働力、生産年
齢人口が減少することを見据え
ると人手不足状況は解消しない
と想定
・製造業、ものづくり業は技術
者不足。ものづくりの企業は、
訓練校で一定の技術を身につけ
た人材を欲しており、期待して
いる。
・雇用の安定、生産性の向上、
所得向上に向けた就労支援と職
業能力開発の強化
・介護、観光、飲食、運送業、
建設業の人材確保、人材育成
・DX、GXの推進における成長
産業への就労移動及び労働移動
・技能分野では熟練技能者の高
齢化、若年者不足が大きな課題
・ものづくり技術の伝承

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
・就職できなかった者の検証を
するにあたっては、アウトプッ
ト（受講生の能力向上）、アウ
トカム（能力向上はしたが企業
側とのミスマッチ）、どちらに
課題があったのかという検証が
必要。
・コミュニケーション能力につ
いてはこの分野も限らない。各
コースの検証は、コース固有の
訓練成果、効果がどうだったの
か着目してほしい。

＜意見等＞
特になし

＜対応方針＞
検討中

＜対応方針＞
検討中

13 東京

＜意見等＞
特になし

12 千葉

＜意見等＞
総務省が創設した地域リスキリ
ング推進事業について、千葉県
より事業一覧にて報告があり、
事業概要について予定のものも
あり、次回協議会において詳細
を含めた次年度の予定等につい
ての提案を共有出来るようにと
の意見があった。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・ITエンジニアについて、コロ
ナ明けは未経験求人は多かった
が、現在は経験者を求める求人
が増加。
・デジタル分野について、業務
内容によっては未経験も可だ
が、若年を求める傾向。
・中小企業等において、専任の
IT部門がなく、総務などで社内
ITを行うためにITリテラシーの
高い方を求める傾向が強くなっ
ている。
・未経験、若年を教育する際の
助成金や離職からしばらくたっ
ている情報難民の方にも行き届
くような発信も引き続き必要。

＜意見等＞
無

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
においてIT分野を検証。
・ビジネススキル、コミュニ
ケーションスキルについては、
知識、技術を教えるだけでな
く、いろいろな場面でプレゼン
をしたり、テレビ会議などコ
ミュニケーションをしたり、繰
り返すことが必要。
・IT分野はレベルがいろいろな
ので、自分が訓練で何を身につ
け何ができるのかなどの伝え方
も大事。カリキュラムに組込む
のは配慮事項になると思うが、
実施機関等に今回の結果を橋渡
ししてほしい。

＜意見等＞
・就職率が低いデザイン分野に
ついて、今のデザイン業界が求
めている人材と訓練のカリキュ
ラムが乖離しているのか。

＜対応方針＞
・引き続きハローワークに来所
されない方も含めた周知・広報
に取り組む方針。

＜対応方針＞
無

＜対応方針＞
・実施機関等に対し、事前説明
会等の開催回数や内容の改善を
依頼する方針。
・ビジネススキルやコミュニ
ケーション力の向上を意識した
カリキュラムの強化を依頼する
方針。

＜対応方針＞
・受講希望者の業界認識等が足
りないことから、訓練終了後の
就職のマッチングが低くなる傾
向があるため、ハローワーク職
員の知識の向上のための施設見
学会への参加や訓練終了者歓迎
求人等の確保を推進する。

＜意見等＞
・新潟県内では、IT系専門学校
が充実していることからIT関連
企業の誘致が進んでいるが、進
出企業からは進出後にIT関連人
材の確保に苦慮しているという
話を聞いており、IT分野の職業
訓練を行っている旨の情報を関
係機関と連携し、こうした企業
にも発信してほしいとの意見が
あった。

＜意見等＞
・公共職業訓練の「IT分野」
で、また、求職者支援訓練の
「デザイン分野」で就職率が低
いことについて、以下のような
意見があった。
①訓練コースと企業のニーズと
の間でミスマッチを起している
可能性があるのではないか。
②WEBデザインの訓練期間が４
か月や６か月では資格を取るだ
けで精一杯であり、「資格取得
＝即戦力」でもない状態の中で
就職戦線に立たされている状況
がある。もう少し訓練期間を長
く設定することができないもの
か。

＜意見等＞
・検証内容は非常に貴重な内容
であり、関係者の間でしっかり
共有し、実施機関にもしっかり
と周知していただき、今後の訓
練コースのカリキュラムの改善
等に役立ててほしいとの意見が
あった。

＜意見等＞
①就職率、応募率が低調な「営
業・販売・事務」を底上げしよ
うとすることは理解できるが、
その分を他の分野に力を傾注し
たほうがよいのではないかとの
意見があった。
②求職者支援訓練への受講指示
が可能となるなど求職者支援訓
練と公共職業訓練の垣根が低く
なる中で、県と国がしっかり調
整しながら訓練計画を検討して
いくことが益々大事になってい
るとの意見があった。

＜対応方針＞
・効果検証WGのヒアリング結
果等をもとに、デジタル求人事
業所向けの周知用リーフレット
を作成し、「訓練修了者歓迎求
人」の提出に理解を求めていく
方針。

＜対応方針＞
①デジタル分野の効果検証WG
では、比較的就職率の高い訓練
実施機関を対象にヒアリングを
実施したので、そこでの取組や
採用事業主へのアンケート調査
結果等をもとに、訓練実施機関
に対し周知・指導を実施すると
ともに、左欄の取組により受講
者の求人応募機会の拡充を図る
ことにより、全体の就職率の向
上を目指していく方針。
②効果検証WGの受講者へのヒ
アリングにおいても同趣旨の要
望があり、求職者支援訓練の訓
練期間の拡大を本省へ要望した
い。

＜対応方針＞
・訓練実施機関に対して、効果
検証を基に資料を作成し、訓練
説明会や実施機関の訪問指導、
実施機関開拓の際などに周知し
理解を求めていく方針。

＜対応方針＞
①就職率が高く応募率が低い
「製造分野」や、応募率が高く
就職率が低い「デザイン分野」
については計画の策定方針
（案）に示した内容により取組
むとともに、「営業・販売・事
務分野」についても、求人求職
においてニーズの高い分野であ
り、「デジタル分野」等の重点
分野とのバランスを図る中で、
計画の中に落とし込んでいく方
針。
②求職者支援訓練、公共職業訓
練（委託訓練）の趣旨、制度の
違いなどを踏まえつつ、引き続
き地域ニーズに応じた計画策定
を進める方針。

15 新潟

＜意見等＞
・新潟県から、総務省の創設し
た「地域におけるリスキリング
の推進に関する地方財政措置」
に係る事業について、以下のよ
うな説明があり、情報の共有を
図った。
①十日町市が新入社員や経営者
向けセミナー等を行うこと。
②中魚沼郡津南町が中小企業が
従業員に対して行うリスキリン
グ理解促進のための研修費用の
補助事業等を行うこと。

14 神奈川

＜意見等＞
無

96



令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
県の産業政策において、中小企
業の人材確保・人材育成が課題
となっている。それぞれの企業
においてリスキリングを推進
し、リスキリングした人材の配
置転換やキャリアアップによっ
て、生産性向上や成長分野への
労働移動に繋げるよう、これら
を後押ししていくことを方針と
している。
構成員からは、建設業は慢性的
な人材不足、運送業もドライ
バー不足、2024年問題への対
応が課題との意見が多くあっ
た。
従業員の処遇を改善して人材確
保を図る動きがある一方で、不
足する人材を補うための生産性
向上に向けて、ＩＴ化やＩoＴ
化の必要性を感じている企業も
多くあり、ドローン技術やＡＩ
などのデジタル技術を持った人
材を求めている企業が多い。
資源循環産業のような、いわゆ
るグリーン産業等に進出しよう
という企業も出始めている状況
という説明もあった。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
令和５年度については、ＷＧに
おいて「デジタル分野」を検
証。
効果検証の柱を以下の（１）～
（３）とし実施。
（１）求人ニーズを着実にとら
えているか
（２）求人ニーズに即した訓練
内容になっているか
（３）受講者に必要な情報が伝
えられていたか

検証結果報告とともに改善促進
策を提案。

ヒアリング結果の取りまとめが
よくできているとの声があっ
た。
ＷＧの検証報告に関する意見は
特になかった。

＜意見等＞
委託訓練の計画数と実績に乖離
がある原因は何か？委託訓練を
実施する機関が少ないのか、そ
もそも訓練を受けようとする求
職者が少ないことから結果的に
受講生が少なくなったのか？

＜対応方針＞
昨年度に引き続き、職業訓練の
デジタル分野への重点化を進め
る。
デジタル人材への求人ニーズを
業界問わず的確に把握し、デジ
タル分野職業訓練修了者のマッ
チングを推進する。
「人材開発支援策」の周知を行
い、併せて「人材開発支援助成
金」や「とやまリスキリング補
助金」を活用した企業での人材
育成を支援する。

＜対応方針＞
検証結果を踏まえて、以下の改
善促進策を次年度の訓練計画に
反映させる。
（１）コミュニケーション能力
の養成
（２）訓練受講希望者に対する
柔軟な職種選択への支援
（３）リスキリング能力（使用
するプログラミング言語が変わ
ることなどを背景に、ＩＴ業界
において求められる、自ら主体
的に学び続ける能力）の養成

＜対応方針＞
令和４年７月に雇用保険の制度
改正があり、雇用保険受給者が
求職者支援訓練を受ける場合、
公共職業安定所長による受講指
示の対象になったことにより、
給付のメリットが享受できるよ
うになった。その結果、雇用保
険受給者の職業訓練受講希望者
が、求職者支援訓練に流れたこ
とが原因であると考えている。
また、ＷＥＢのデザイン分野な
ど応募希望者の多い分野の訓練
コースが、委託訓練になかった
ことも原因であると考えてい
る。
令和５年度は、委託訓練にもＷ
ＥＢデザインコースを新設し
た。

16 富山

＜意見等＞
大学が実施しているリカレント
教育について構成員間で共有。
・介護実務者研修
・看護の喀痰吸引研修
・履修証明プログラム
（臨床美術士専修プログラム、
社会福祉専修プログラム、カウ
ンセリング専修プログラム、心
理学専修プログラム）
・地域貢献のための取組
　学内の各教員が外部講師を実
施
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・各産業で人手不足が顕著であ
り、若年の人材確保が難しい。
・プログラミングやシステム開
発ができる人材を求める声が多
い。
・データ集計・分析及びそれを
活用できる人材を求める声が多
い。
・IT・営業・経理財務の人材は
どこの産業も欲しがっている。
・IT人材を内製化したいという
声がある。

＜意見等＞
・デザイン分野に関して、応募
倍率が相当高いのに就職率が低
いが、就職していない者の動向
は把握しているのか。
・受講者の平均年齢は上昇傾向
にあり、特に定年後の再就職に
備えてPC技術を学ぶ男性が増加
している。

＜意見等＞
・社会人としてのビジネスマ
ナーを再教育してほしいという
意見があったが、本来企業で行
うことではないか。
・世代間のベースとなるスキル
を考慮して、能力開発を支援す
る必要がある。

＜意見等＞
特になし

＜対応方針＞
・ハローワークの求人部門にお
いて、より詳細な求人ニーズを
聴取し、求人票に反映させると
ともに、職業訓練制度を周知
し、訓練修了者の採用に理解を
求めていく。

＜対応方針＞
・デザイン分野の求人は実務経
験や高いスキルを求めるものが
多く、就職に苦戦している。そ
のため、デザインを専門職務と
する求人ではなく、デザインの
知識が必要な「一般事務など」
の求人に就職している。
上記の状況を踏まえ、実務経験
のない訓練修了者を受け入れて
もらえる求人を積極的に開拓し
ていく。

＜対応方針＞
・企業において当該教育にかけ
る時間が確保できないのが実情
である。また、実務経験・社会
経験が長い方には社会人として
の一般常識やビジネスマナーの
学び直しが必要かつ有効。
公共職業訓練におけるビジネス
スキル講習や求職者支援訓練の
基礎コースの受講を積極的に勧
奨していく。

＜意見等＞
北陸新幹線が福井県まで延伸さ
れることに伴い、観光の活性化
という観点で観光人材の育成に
ついても重点的に考え検討する
必要があるとの意見があった。

＜意見等＞
求職者支援訓練実施状況R3年度
とR4年度の比較で定員充足率は
増えたが、就職率が減ったのは
対象者を拡大したからかとの意
見があった。

＜意見等＞
無

＜意見等＞
地域ニーズ枠設定で子育て支援
の方の託児サービス、訓練期間
を短縮したリカレント訓練につ
いて２０％とあるが、それ以上
にはできないかと意見があっ
た。

＜対応方針＞
来年度の訓練実施計画案で検
討。

＜対応方針＞
昨年から、中高年齢者向けの訓
練を増やす傾向があり、高齢者
が多く受講され就職率が減と
なった。定員充足率は上がった
が、出口の就職先に関して検
討。

＜対応方針＞
本省の示す地域枠は２０％に
なっている。昨年度までは１
７％で設定していた。次年度は
２０％とする方針。

18 福井

＜意見等＞
６０歳以上の高齢者も多数訓練
を応募してくる。中高年齢者向
けの訓練と就職先の対策を図っ
ていく必要がある。
障害者の就職について、メンタ
ルを患う方が就職しても離職し
てしまう話を聞くため、訓練カ
リキュラムを工夫し、より多く
の精神障害者の就職支援が必
要。

17 石川

＜意見等＞
・情報システム関係団体におい
て、小学生から大学生にかけて
の若年者を対象としたICT人材
を育成している。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
山梨県は宝飾業が地場産業であ
る。県立の宝石専門学校がある
が、職業訓練でも宝飾関係の訓
練は実施すべきとの意見があっ
た。

＜意見等＞
訓練コースについて求職者の
ニーズに応じた設定となってい
るのか、訓練の定員規模につい
て新規求職者の数に比して十分
に足りているのかとの意見が
あった。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
令和４年度は、求職者支援訓練
の基礎コースの設定が１コース
しかなかったことについて、基
礎コースの必要性は理解するの
で、今後のコース設定に向けて
どのように実施していくのかと
の意見があった。

＜対応方針＞
実施を委託できる学校があれば
可能。宝飾関係の学校の情報を
提供いただければ検討する。

＜対応方針＞
ポリテクセンターの製造系訓練
は定員充足率や就職率が高く、
ニーズに合っていると考える。
事務・パソコン系の訓練が多い
が、事務系職種は一定のパソコ
ンスキルが無いと応募できない
事と、求職者が多く求人が少な
い状況からニーズには合致して
いると考えている。また、訓練
の定員規模についても、定員に
満たないコースもあることか
ら、定員の増よりも充足率の引
き上げに向けて、引き続き地域
のニーズに沿った訓練コースの
設定に努める。

＜対応方針＞
特になし。

＜対応方針＞
就職率を上げるのが難しい・応
募者が少ないと、訓練実施機関
が考えており、応募してくる機
関が少ない一方、基礎コースを
必要とする求職者が一定数存在
することから、訓練実施機関に
個別に働きかけを行い、基礎
コースの設定に努める。

＜意見等＞
第３次産業で働く者が多い長野
県であれば、特に観光産業に係
る職業訓練コースがあっても良
いのでは

＜意見等＞
現在の訓練コースはものづくり
等の工業系に偏っていないか

＜意見等＞
訓練修了生へのヒアリング３名
は少なくないか

＜意見等＞
特になし

＜対応方針＞
以前、県の委託訓練（長期高度
人材コース）で、旅行観光分野
の訓練コースの設定が２コース
あったが、いずれも受講希望者
が集まらず中止。その後も求職
者支援訓練で４ヶ月コース設定
時でも２～４人受講生での開講
となった経過もあることを踏ま
え、来年度の訓練計画策定時に
おける協議事項とする。

＜対応方針＞
昨年度に開講した訓練コース２
５０コースのうち、製造分野は
４０コース。独立行政法人高
齢・障害者・求職者雇用支援機
構で実施する訓練は、基本もの
づくり分野であるが、近年はデ
ジタル分野訓練（生産システム
エンジニア）を設け対応してお
り、今後も本部と協議しながら
地域ニーズに沿った訓練コース
の設定に努める。

＜対応方針＞
初年度の実施という面もあり実
施要領に基づく最低人数でのヒ
アリングとなった。より広くと
いう意味合いでは、来年度以降
の実施時には、ヒアリング実施
期間を一定期間確保すること
で、少しでも多くのヒアリング
が可能となるよう工夫を図る。

20 長野

＜意見等＞
・DXの人材育成は、社会人を対
象としても大切で推進するべき
ではあるが、１０代のうちの学
校教育現場での専門教育にもっ
と力を入れていくべき。

・これだけ求人倍率が高ければ
どんどん就職していくかと言う
と、雇用のミスマッチがあり必
ずしもそうはいかない。賃金等
の労働条件含め職場環境につい
ても、いい面も悪い面もしっか
り入社前に伝えていかないと、
職業訓練を受講しスキルアップ
して入社しても続かない現状も
ある。

19 山梨

＜意見等＞
・山梨県地域リスキリング推進
事業：山梨県ではカーボン
ニュートラル達成という目標に
向けた取組を促進するため、主
に住宅のビルダーを対象に高性
能省エネ住宅の供給体制確立に
向けた意識改革、知識・技術の
習得を目指したセミナーを開催
する。

・DXの人材育成は、大手企業と
異なり、中小企業ではベンダー
が作成したアプリの操作研修が
主となっている。

・介護系の学校への応募が少な
い。訓練に限らず介護職の必要
性をうまく宣伝して欲しい。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
特に意見なし

＜意見等＞
構成員からは、求職者支援訓練
の就職率が50％前後であること
に対し、雇用保険を受給できな
い方のセーフティネットとして
制度があるので、この訓練を受
講し学ぶ方にこそ、より多く就
職して活躍してもらいたいとの
意見があった。

＜意見等＞
令和５年度においてはＷＧにお
いて製造分野を検証し、受講者
を増やすため、モノづくりの魅
力の発信や求職者ニーズの高い
ＰＣ操作技能やＤＸを盛り込ん
だ訓練の検討について報告。構
成員からは、受講者が高齢化し
ていることへの対応やモノづく
り県である岐阜県においては、
事務系からモノづくり系へと誘
導することが必要との意見が
あった。

＜意見等＞
応募率が高く、就職率の低い訓
練コースについて、受講開始前
に地域の労働市場状況をしっか
りと理解させてから受講あっせ
んすべきとの意見があった。

＜対応方針＞
「製造」「介護・医療・福祉」
の分野は就職率が高いことか
ら、受講のメリットを積極的に
伝えていく方針。
「ＩＴ」「デザイン」分野の就
職率が高いことから、訓練コー
スの拡大に取り組む方針。

＜対応方針＞
指定来所日等におけるハロー
ワークでの支援を強化していく
方針。

＜対応方針＞
報告内容を受け、見学会や体験
会の実施やＰＣ技能操作やＤＸ
等を含んだカリキュラムとする
よう訓練実施施設に働きかける
とともに、モノづくりの魅力が
伝わるものとなるよう訓練案内
チラシの見直しを進める方針。

＜対応方針＞
応募率が高く、就職率が低い訓
練に限らず、ハローワークにお
ける訓練相談においては、地域
の労働市場の状況や求人状況に
関する情報提供を強化する方
針。

＜意見等＞
構成員からは、
・中小企業の立場からすると、
少子高齢化によって生産年齢人
口の減少という課題があり、特
に中小零細企業においては、デ
ジタル化の推進等によって生産
性向上を図ることが急務である
ため、年度後半に向けてカリ
キュラムを集中的に設定してい
ただけるのか。
・静岡県は製造業が中心の県だ
が、製造分野の応募率（定員充
足率）が低い。
・医療事務分野は、就職率が高
いが、定員充足率が低いため、
医療事務という仕事をもっと広
く周知する必要がある。また、
医療事務に加えて、「医師事務
作業補助」が対象となるような
訓練科目も追加してほしい。
といった意見・要望があった。

＜意見等＞
構成員からは
・類似した委託訓練と求職者支
援訓練があるが、それぞれ地域
や実施機関が開講期間を調整す
るなど、重複しないよう配慮が
必要。
といった意見があった。

＜意見等＞
構成員からは
・求職者と企業のニーズをどう
一致させて、より多くの方が働
ける環境を作っていくことが非
常に大事であり、就職率が低い
分野に対しては、より精査を
しっかりする必要がある
といった意見があった。
　また、令和５年度は、WGに
おいて、応募倍率が高く、就職
率が低い分野の「営業・販売・
事務分野」を検証。ヒアリング
では職業訓練実施機関や企業か
ら、
「ワードやエクセルに加えて、
パワーポイントやクラウド管理
等のプラス要素の習得は、就職
可能性に影響する」
「「資格取得」は、地域の求人
ニーズを十分に精査して設定す
る必要がある」
「受講生等への就職支援には、
ハローワークとの連携は有効」
「訓練によりスキルを身に付け
た人材がいることを知らない事
業主も多い」
といった意見があった。

＜意見等＞
構成員からは、左記（ａ）から
（ｃ）にあげた意見のほか、
・デジタル分野の能力開発の重
要性の発信にあたり、もう少し
かみ砕いて、どのレベルの人材
のことなのかを明記した方がわ
かりやすいと感じる。
・事業主に対する広報強化にあ
たっては、中小企業の人材不足
への対応のためにも、中小企業
団体がタイアップさせていただ
ければいいと感じる。
といった意見があった。

＜対応方針＞
・デジタル分野の公共職業訓練
は年度後半に複数回開講予定。
・次年度計画においても、国全
体の方針やニーズ等を踏まえ
て、デジタル分野を重点的に設
定する方針。
・定員充足率が低い分野は、訓
練終了後の効果を含めた受講勧
奨を強化する方針。

＜対応方針＞
・公共職業訓練と求職者支援訓
練の設定等の状況について、労
働局を介した情報共有を徹底す
る方針。

＜対応方針＞
・ 応募倍率が高く、就職率が低
い分野（営業・販売・事務分
野）については、求人のニーズ
を精査して訓練内容を設定する
ほか、事業主に対する公的職業
訓練（スキルを身に付けた人材
がいること）に関する広報等を
強化する方針。

＜対応方針＞
・全体の規模は、令和５年度計
画と同程度の規模とする。
・デジタル分野の訓練を重点化
しつつ、求人ニーズに応じた訓
練設定を行うとともに、新たな
訓練実施機関の開拓に努める。
・応募倍率が低く就職率が高い
分野（医療事務分野）は、開催
地域や実施期間の設定に配慮す
るとともに、受講勧奨を強化す
る。
・応募倍率が高く就職率が低い
分野（営業・販売・事務分野）
は、求人ニーズを精査した訓練
内容の設定のほか、公的職業訓
練の広報を強化する。
・事業主団体や工業団地協同組
合への周知を行う。
との方針。

22 静岡

＜意見等＞
構成員（職業教育振興会）か
ら、
・県内では専門学校の学科の約
半数が国の認定を受けて、それ
ぞれの分野において、２年から
４年の長期の人材養成に取り組
んでおり、引き続き、地域の
ニーズに合わせた専門的職業人
材を育成していきたい。
といった現状共有があった。

21 岐阜

＜意見等＞
特に意見なし
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番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
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発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
職業訓練に関するアンケート調
査結果について説明。また、県
内のデジタル人材が7万人不足
していることの調査結果に基づ
き、2022年3月に策定した
「あいちデジタル人材育成アク
ションプラン」により、中小企
業、離転職者、未来の産業を担
う人材への支援を３つの柱とし
た施策を実施していることを説
明した。
構成員からは、あらゆる業種、
職種で人が足りないこと、社員
全員に一定レベルのITリテラ
シーが必要であること、専門職
とマネジメントの橋渡しを担う
人材が必要であること、企業の
構造改革に対して主体的に動い
ていける人材ニーズが高まって
いることについて意見があっ
た。

＜意見等＞
構成員からは、人手不足企業と
訓練修了者とのマッチング機会
が必要であること、就職率が低
い訓練分野に関して、訓練受講
申し込みに際し、訓練修了後の
就職により想定される賃金水
準、仕上り像をキャリアコンサ
ルティングなどによって明確に
する必要があることの意見が
あった。

＜意見等＞
WGにおいて検証した「営業・
販売・事務分野」において、イ
ンボイス制度及び電子帳簿保存
法、コミュニケーション能力が
必要であること、参考として検
証した「デジタル分野」におい
て、プログラムを書く能力とと
もに読むことや説明できること
も重要であることの報告があっ
た。

＜意見等＞
デジタル人材のさらなる育成が
必要であることについて、意見
があった。

＜対応方針＞
デジタル分野の離職者向け訓練
の定員数を拡充する方針。ま
た、訓練開講地域の格差是正の
ため、引き続き公的職業訓練実
施施設の開拓を図る方針。

＜対応方針＞
ハローワークにおける個別担当
者制の設定、訓練修了者向け求
人の充実、キャリアコンサル
ティングのさらなる充実を図る
方針。

＜対応方針＞
報告を受けて、「営業・販売・
事務分野」においては新たな制
度や法改正、「デジタル分野」
についてはＤＸスキル標準につ
いて、カリキュラムへの設定を
推奨する方針。

＜対応方針＞
介護・医療・福祉分野の受講勧
奨の強化、デザイン分野のさら
なる設定促進、委託訓練の受講
者減少への対策、デジタル分野
の一層の設定促進を図る方針。

＜意見等＞
デジタル関係の講習会に参加し
たことがあり、ITが急速に進化
していることを肌で感じてお
り、従来と比較してより効果的
な事業展開が期待できるところ
であり、デジタル分野における
重要性を感じている。
ただし、職業訓練も含め、こう
いった学びの機会があることを
知らない方が多い。職業訓練の
ような学びの場があるというこ
とをもっとアピールしていく必
要がある。

＜意見等＞
定員充足率は各分野それぞれで
あるが、製造分野において低調
であると思われ、女性の受講者
数をもっと増やしていければ、
充足率の上昇につながるのでは
ないか。
女性活躍社会の中で、女性は労
働力として重要であり、職業訓
練の受講勧奨に力を入れていく
べきである。

＜意見等＞
技術が進歩してきている中にお
いても、必ず人でないとできな
いことはあり、そういう部分で
のマネジメントの重要性を感じ
ている。ビジネスマナーを含め
た様々なスキルアップのために
は指導者の育成が必須である
が、そういった中での職業訓練
の役割には期待している。

＜意見等＞
特になし。

＜対応方針＞
在職者に対しては県のDX推進人
材育成事業や機構の生産性向上
支援訓練の周知・利用を促進
し、特に中小企業におけるDX人
材育成を図る。
安定所でのデジタル分野の求人
受理時においては具体的な求め
られる人材像を丁寧に把握し、
当該内容を訓練カリキュラムに
も反映したり参考にすることで
訓練修了者とのマッチングを図
る。
また、職業訓練について１人で
も多くの方に知ってもらうた
め、独自のポスター等を用いて
周知広報を行う。

＜対応方針＞
製造分野での女性の受講割合が
３割程度に留まっているので、
施設見学会を中心に訓練の特徴
や受講することのメリット、訓
練現場の環境等について、より
イメージができるように案内を
行う。

＜対応方針＞
ビジネススキル向上に関する訓
練内容の充実について、訓練修
了生や採用企業からいただいた
意見を訓練実施校に伝え、ビジ
ネススキルに関する訓練をより
実践的・効果的に実施してい
く。

24 三重

＜意見等＞
三重大学ではIT系のリスキリン
グ教育を実施しており、少し内
容は高度になっている。
令和５年度から各機関が連携し
たプラットフォームを形成し、
大学等と社会との連携をより深
化させ、リカレント教育を推進
し、様々なセミナーを開催して
いる。

23 愛知

＜意見等＞
人材開発支援助成金の活用勧奨
や、組織を超えた人材育成の各
種支援制度を取りまとめリーフ
レットを活用していることを説
明した。また、構成員からは、
中小企業庁が公表した、小規模
事業者に支援機関が伴走して課
題解消を目指すための「人材活
用ガイドライン」について説明
及び周知に課題があることにつ
いて報告があった。
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 ＜意見等＞
傘下企業において、人材不足に
陥っているという意見を聞いて
いる。特にものづくりの現場サ
イドに不足感の課題がある、と
の意見があった。

ものづくり分野の人材ニーズを
踏まえた訓練について、公的機
関であるポリテクセンターやテ
クノカレッジ等の活用を行うの
であれば、既存機能を拡充して
いくことが望ましい、との意見
があった。

県内では製造業の企業が多く、
非正規労働者も多いため、求職
者の経歴に上積みが期待できる
訓練が理想ではないか、との意
見があった。

＜意見等＞
県内施設で実施されている職業
能力開発プログラムが高い実績
を上げていることは認識してい
るが、この実績やプログラムを
ＳＮＳ等で発信し、民間の再就
職サイト活用者への周知を進め
てはどうか、との意見があっ
た。

若年者・就職氷河期世代など、
正規雇用の経験が少ない求職者
にとって、自分に何が出来る
か・何の仕事に就きたいかが明
確になっていないケースが多
い。就職先候補となる求人票と
も照らし合わせた動機づけが重
要だと考える、との意見があっ
た。

一定の訓練期間の中でもっと企
業と触れ合える機会、例えば、
訓練中のインターンシップを作
れたらどうか、との意見があっ
た。

＜意見等＞ ＜意見等＞
デジタル分野の訓練について、
当県の課題や弱みは、サービス
業、WEBデザインのデジタル人
材のニーズが少なく、ミスマッ
チがおこる可能性があるため、
強みであるものづくり業界に焦
点をあてるべきとの意見があっ
た。

＜対応方針＞
地域特性に配慮した訓練科目の
配置とともに、求人、求職側双
方のニーズに対応した訓練とな
るよう検討していく。また、既
存の訓練施設機能の拡充を行い
人材の育成を行っていく方針。

ハローワーク窓口での訓練の受
講あっせんにおいても、求職者
の経験・技能に応じた適切な受
講あっせんが重要であり、今後
とも取り組んでいく。

＜対応方針＞
情報を周知していくことは重要
であり、今後もホームページを
始めSNSを含めた周知の充実を
図っていく。

若年者や就職氷河期世代につい
ては、就労経験が少ないことな
どから、勤労観や職業観が定
まっていないという課題もあ
り、各機関では、適切な受講
あっせんを始めキャリアコンサ
ルティングにより丁寧な対応を
行っていく。

職業訓練の一部の手法として、
施設内で実施する職業訓練と企
業に委託した企業実習を組み合
わせた、デュアルシステム訓練
等について引き続き実施してい
く。

＜対応方針＞
デジタル人材については、今後
の動向や企業におけるDXの進展
などを注視し、求められる人材
ニーズを把握し、必要な対応を
行っていく。
なお、既存のものづくり分野対
応施設については、求人者ニー
ズに対応した訓練を実施し、人
材の育成を図っていく。

25 滋賀

＜意見等＞
滋賀大学が実施しているリカレ
ント教育や、リスキリングプロ
グラムの最近の動きについて、
構成員間で共有。

総務省が創設した地域における
リスキリング推進事業につい
て、滋賀県内の取り組み状況
を、構成員間で共有。

県内で令和7年に移転新築され
る滋賀県東北部工業技術セン
ターの活用について構成員間で
共有。

滋賀県で令和10年度に開校予定
の高専について、構成員間で共
有。
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＜意見等＞
企業が人材を求めるにあたり、
必要なスキルや訓練内容が企業
にも明確でない場合等もある
が、どのような方法で職業訓練
の内容を決めているのか、との
意見があった。

＜意見等＞
製造分野における受講者は多い
が、訓練で技術を身に付けた
後、就職する企業があるのか懸
念されるとの意見があった。

＜意見等＞
令和５年度においては、IT分野
の職業訓練を検証。構成員から
は、アンケート内のある科目の
内容が役に立っているかとの質
問に対し訓練修了生と採用企業
で相反する回答があったので、
修了生と、その修了生を採用し
た企業の回答を双方、対応させ
るような見せ方をした方が、分
かりやすいのではないか。
また、採用された企業がどのよ
うな開発領域をしているところ
なのか具体的に把握した上で、
その企業に就職した修了生はど
のような自己評価をしており、
それに対して採用企業はどう思
うか等の分析も重要ではないか
との意見があった。

＜意見等＞
構成員からとくに意見等無し。

＜対応方針＞
府の施設内訓練は、就職率等の
客観的な判断材料に加え、訓練
生の就職斡旋に係る企業訪問時
に聞き取りを行うなど、ニーズ
の把握に努めている。併せて、
外部有識者等で構成する委員会
において、ご意見をいただきな
がら訓練内容等を決めている。
機構施設内訓練は、就職先へ訓
練修了生に不足している点が無
いか等も含めてヒアリング調査
し、企業のニーズを確認してい
る。そのニーズ等を踏まえて全
国の標準的なコースに地域に合
わせて若干カリキュラムを変更
している場合もある。このよう
な取組みを継続していく。

＜対応方針＞
受講者が多く就職率が低い分
野、受講者が少なく就職率が高
い分野を分析しながら、ハロー
ワークを中心に受講者にあった
就職先の開拓を引き続き強化し
ていく。

＜対応方針＞
次年度の協議会ワーキンググ
ループにおいて、ヒアリング内
容の項目や手法、効果検証結果
の報告方法等を検討。

26 京都

＜意見等＞
構成員からとくに意見等無し。
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＜意見等＞
・前回の会議で旅行観光分野に
ついて、宿泊業など人手不足が
深刻で人材確保が課題であると
し、当該分野の訓練コース設定
について意見を申し上げた。そ
の際、専門的なコースになるの
で設定が難しく、営業販売事務
分野で育成していくなどの話が
あった。その後、カリキュラム
で改善等された点はあるのか。

＜意見等＞
・令和５年７月末時点の都道府
県委託訓練について、受講者数
のうち女性の人数がかなり低い
が、何か理由はあるのか。
・求職者支援訓練のうち建設分
野の就職率が低い要因は何か。

・求職者支援訓練で基礎コース
について４０歳以上で実践コー
スと構成比が逆転している。こ
れは、いったん労働市場を退出
された方が多いのか、今まで働
いていなかった方が多いのか、
その要因について教えてほし
い。

＜意見等＞
・ヒアリング結果では、受講生
の意欲向上支援がポイントとあ
るが、専修学校各種学校連合会
としても苦慮しているところが
あり、何かヒント等あれば教え
ていただきたい。

＜意見等＞
訓練実施方針案に大阪・関西万
博を見据えた人材育成とある
が、具体的な開講コースがあれ
ば教えていただきたい。

＜対応方針＞
・専門性の高い分野であり、３
か月、４か月の実施期間では習
得できるスキルが限られてくる
ため、今回はこのように特化し
たコースを設定いただいた。今
後、営業分野等の訓練カリキュ
ラムの中に、観光・宿泊業でも
役立つようなスキルを学んでい
ただける機会が組み込めるよう
検討を進めていきたい。

・ホテル業界の人手不足は顕
著。ただ、高いホスピタリティ
が求められるなどハードルが高
いイメージがある。従って、ビ
ジネスマナーの講習よりは、イ
ンターンシップ等体験型が有効
と思われる。

＜対応方針＞
・令和４年度実績では2,572人
となり、７割以上を占めてい
る。R５年度内容は再度確認の
上回答することとする。
・建設分野の主なコースは建築
CADのコースとなり、建設分野
として一般的に想定されるより
は低い就職率となっている。

・正確な事情は把握していない
が、育児等で離職された方や、
長年在職された方が初めて離職
し基礎から学びたいという方が
選ばれているのではないかと思
う。

＜対応方針＞
・入り口の段階で、希望される
訓練への意欲面等も確認させて
いただいている。その後、月1
回のキャリアコンサルティング
等により意欲面へのフォローも
行っていくが、訓練実施機関等
とも連携して継続した支援を実
施していく必要があると認識し
ている。

＜対応方針＞
・求職者支援訓練の基礎コース
であるが、9月より観光関連の
コースが1コース開講中であ
る。

27 大阪

＜意見等＞
関西蓄電池人材育成等コンソー
シアム経過報告について

　令和５年度は、工業高校・高
専等の教育に対して説明会を開
催。産学共同で学習内容、教材
等を検討を実施し、12月から大
阪公立大高専でデモンストレー
ションを予定。検討会では高校
生、高専生を対象とした「バッ
テリーについて学びながら興味
関心を持つ」きっかけとなる教
育プロブラムについて検討を実
施。
　学生に響く内容かつ教育機関
において広く導入・横展開が可
能な構成内容となるよう産学共
同で教育プログラムの具体化を
進める。
　なお、公共職業能力開発施設
においては、既存メニューでの
活用可能性を検討する。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明が
あった。
・県の主要産業である製造分野
において、中小企業を中心に人
手不足感が強い。
・採用意欲が旺盛な事業所があ
る一方で、物価高、燃料高等に
よる経営環境の不確実性が懸念
材料となっている。

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明が
あった。
・新規求職者数、特定求職者数
は減少傾向にあるものの県内ハ
ローワークによる受講あっせん
数は増加している。
・県の職業能力開発施設が実施
する製造分野の職業訓練につい
ては、就職率は高いものの、入
校者数が減少傾向にあり、企業
側が採用を増やしていることに
併せて、離職者側も訓練の受講
より、早期に就職したいという
ニーズが高まっている。
・委託訓練、求職者支援訓練と
もに、デジタル分野（Webデザ
イン分野）の訓練の応募率が高
い。
・求職者支援訓練において開講
率、定員充足率が上がってきた
のは喜ばしいが、実践コースの
就職率に苦戦しているようなの
で、企業の求人ニースをしっか
りと捉えるべきといった意見が
あった。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいて「デジタル分野」を検
証。基礎的な知識・技能の習得
が、未経験でも就職につながる
可能性を広げており、即戦力で
なくても、就職後の応用力の
アップにつながる人材育成とい
う視点に立った訓練内容の設定
などについて検討が必要という
結果を共有した。

・訓練実施機関から要望のあっ
た、ハローワーク職員と訓練実
施機関との勉強会等関係強化に
ついては、積極的に推進してい
くべきとの意見があった。

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明が
あった。
・訓練計画の規模としては、今
年度と同程度の規模で実施。
・県の主要産業である製造業の
振興を支える人材育成に資する
訓練、デジタル推進人材の育成
に向けた訓練、人材不足感が強
く求人・求職の規模が大きい介
護・福祉分野の訓練について効
果的な訓練が実施できるよう計
画する。
・少子高齢化社会の進展に向
け、一人一人の労働生産性を高
めていくため、中高年齢層を対
象としたものや、子育て世代に
配慮した訓練を計画する。

＜対応方針＞
中小企業を中心に人材不足感が
高まっている製造業や、高齢化
の進展に伴い人材ニーズがより
高まっている介護・福祉分野な
どの訓練受講者の確保に向けた
取組を強化していく方針。

＜対応方針＞
・県の公共職業能力開発施設の
充実強化に向けて、離職者向け
訓練の科目再編、中小企業等の
ニーズに対応した生産性向上や
新製品開発等に必要な知識等の
習得を目指す在職者訓練を充実
させていく。
・委託訓練・求職者支援訓練に
おいて、デジタル分野の拡充を
図る。
・受講率が高く就職率が低い訓
練に対し、修了者への効果的な
就職支援を実施していく方針。

＜対応方針＞
令和6年度においても、引き続
き実施していく。検証分野につ
いては、次回の協議会にて選定
する。

＜対応方針＞
製造分野の訓練について就職率
は高いものの、応募倍率、定員
充足率が低調なため、より積極
的な周知・広報、受講勧奨の強
化が必要で、コースの再編等も
検討していく。応募倍率の高い
デジタル分野の訓練について
は、よりコースの設定を促進
し、就職率を向上させるため、
求人ニーズに沿った訓練内容の
検討やハローワーク職員等のデ
ジタル分野に係る知識向上を図
り、効果的な就職支援を実施し
ていく。介護・福祉分野につい
ては、求人・求職のミスマッチ
解消に向け、仕事理解や訓練制
度周知の説明会・見学会等をよ
り拡充させ受講者確保に務め
る。

28 兵庫

＜意見等＞
・大学が実施しているリカレン
ト事業の内容を紹介。地域の子
育て支援員や保育施設職員に対
する研修内容等について構成員
間で共有した。
・高校生に対するキャリア教育
の一環として教育委員会が実施
しているインターンシップや業
界人を非常勤講師として招聘し
実務指導等を行う事業につい
て、構成員間で共有した。

・総務省が創設した地域におけ
るリスキリング推進事業につい
て、対象となる自治体の事業に
ついて情報共有するとともに、
地域職業訓練実施計画への追加
が承認された。
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労働局
番号

労働局
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（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
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計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・介護・医療・福祉分野の人材
確保が課題となるので、職業訓
練の受講者数の確保は必要。
・人材育成は大きな課題。新
規・中途採用者を職場で育成す
る余力がない企業が多いので、
職種別に訓練科目があれば、企
業・職場の負担が少なく、再就
職先への移行もスムーズにいく
のでは。
・WGでは、いずれの分野でも
企業から習得してほしいスキル
はコミュニケーション能力との
説明があったが、企業単体での
研修は難しいのか、企業団体規
模で、コミュニケーション研修
を企画すると、すぐに定員が埋
まってしまう。

＜意見等＞
・WGでも報告はあったが、職
業訓練で、介護等の体験や実習
は有効と社内でも話が出てい
る。同業者（介護系）なので、
職員に聞くが、職業訓練を知っ
ている人はほとんどいなかっ
た。
・職業紹介事業者だが、派遣社
員から「年金の壁」についての
相談は多いが、職業訓練のこと
が話題になったり、相談される
ことはないため認知度は低いと
感じるので、周知が必要では。
・WGで報告のあった、受講修
了生メッセージをアナウンスす
れば、訓練受講を迷っている人
の道しるべになるのでは。

＜意見等＞
・WGにおいて、「デザイン分
野」「介護・医療・福祉分野」
「理容・美容関連分野」を検
証。企業は職業訓練のことを知
る機会が少ないことやスキルを
習得した受講生は採用に大きな
影響があること、訓練目的に
マッチした求職者の誘導をして
欲しいとの要望等があったこと
を報告。
・スキルを習得した者を企業が
採用できるので、もっと訓練制
度を推し進めてほしい。
・WGで、HW、訓練実施機
関、企業との連携が重要と説明
があったが、非常に重要な点で
あると考えている。
・HWへの意見として、職業相
談時に訓練は再就職が目的であ
ることを説明してほしいとの声
があるので、改善に向けた取組
みをお願いしたい。

＜意見等＞
・来年度に検証する分野とし
て、「医療事務分野」「営業・
販売・事務分野」「IT分野」を
提案。また、委託訓練受講者数
が減少しているため、来年度に
向け、受講者確保に向けた取組
強化の必要性について説明。
・「介護・医療・福祉分野」の
人材確保が課題となっている
が、令和６年度実施計画策定方
針案の実施状況の分析に記載さ
れていないので、記載するべき
では。

＜対応方針＞
・HW職員対象の訓練施設見学
や説明会を実施し、求職者に応
じた訓練コース説明ができる体
制作りを構築していく。
・企業に対して、職業訓練につ
いて説明することで認知度を上
げていく。また、HWでは、求
人票等に「訓練修了生歓迎求
人」などの確保を行うことで、
充足支援と訓練周知を行う。
・訓練を受講することでコミュ
ニケーション能力が高くなるこ
とを事業所に説明する機会を確
保していく。

＜対応方針＞
・職業訓練の認知度アップの取
組みを行っていく。

＜対応方針＞
・訓練実施機関、企業、HWの
連携が密になっていくための取
組みを行っていく。

＜対応方針＞
・令和６年度実施計画策定方針
案の実施状況の分析には、来年
度WGで検討する予定の分野を
記載している。このため、「介
護・医療・福祉分野」について
は、別途受講者数確保は進めて
いく。

＜意見等＞
・県の産業施策について、新規
事業、観光誘致、ＩＴ企業誘致
等について説明があった。
構成員からは、新規産業から関
連産業まで複合的に事業を進め
ることで雇用の創出ができると
の意見があった。
・ハイコードスキルだけでな
く、基礎的なＩＴスキル（パソ
コン操作スキル）も必要。
・人材不足が進む中、事業所に
おいては既存の労働者の流出を
防ぎながら生産性向上を図るた
め、在職者訓練を充実・強化す
る必要がある。

＜意見等＞
・事業経費等を把握し、費用対
効果を踏まえた訓練を実施すべ
き。

＜意見等＞
令和５年度はデジタル分野につ
いて検証した。
・採用企業及び受講者からは一
定の評価を得た一方、より高度
な技術習得の要望があった。現
行の６か月では習得は困難なた
め、期間を１年以上とするなど
改善の必要性について報告が
あった。
・訓練実施機関及び受講者か
ら、就職支援強化の要望があっ
た。
構成員の意見
・デジタル分野のＷｅｂデザイ
ン系コースについて、地域や企
業のニーズがあったのか。デジ
タル人材育成に合った訓練コー
スを設定することが必要。

＜意見等＞
・従来の計画を基に、数値目標
にとらわれず、現状を踏まえて
バランスを取りながら柔軟に対
応すること。

＜対応方針＞
・引き続き、企業ニーズの把握
に努める。
・デジタル重点化として、デジ
タル分野の割合を増加する方
針。
・県及びポリテクセンターにお
ける在職者訓練の定員数を増加
する方針。

＜対応方針＞
・引き続き、地域ニーズを把
握、改善を図るとともに、バラ
ンスを取りながら実施する。

＜対応方針＞
・デジタル分野の時流に注視し
ながら、可能な部分から柔軟に
対応する。
・Ｗｅｂデザイン系コースにつ
いては、ＩＴ企業以外にも就職
に結びつく技術としてニーズが
あることから、引き続き設定す
る方向で検討するとともに、就
職率が向上するよう就職支援も
強化することとし、計画に反映
する方針。

＜対応方針＞
従来からの訓練計画を基に、構
成員の意見も踏まえて反映す
る。

30 和歌山

＜意見等＞
総務省が創設した地域における
リスキリング推進事業につい
て、和歌山県から「和歌山戦略
経営塾」の取組について発表が
あった。

29 奈良

＜意見等＞
・長期高度人材育成コースとし
て介護分野の訓練を設定してい
るが、今年度は受講生がいない
状況となっている。学校とし
て、海外留学生の受け入れなど
も考えているが、円安の影響も
あり確保が難しく、周知にも限
界があるが何とかしていきた
い。
・専修学校として、高校の先生
を対象とした説明会を実施した
ところ進学した学生もいた。生
徒の進学相談をしている先生方
に専修学校を知ってもらうこと
が重要だと感じた。
・介護職の担い手が少ないが、
介護職＝大変とのイメージが先
走っている印象がある。今は昔
のイメージと違うため、介護職
の「魅力発信」の動画等をホー
ムページ等で公開している。ま
た、介護職の呼び方を、人生に
寄り添う仕事「ライフアテンデ
ント」としてみることも考えて
いる。
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＜意見等＞
デジタル人材が質・量ともに不
足しており、職業訓練のデジタ
ル分野の重点化を計画的に取り
組むことが必要である。
労働力不足やデジタル化等の社
会変革が加速する中、産業の持
続・成長に必要なデジタル人材
育成を柱としたリスキリングを
推進する必要がある。

＜意見等＞
構成員から就職率が低い分野に
ついては、求人ニーズに即した
効果的な訓練内容か検討し、カ
リキュラムの変更についても大
胆な変更が必要ではないかと意
見があった。

＜意見等＞
令和５年度については、WGに
おいて介護及び保育分野を検
証。採用企業からの意見として
利用者とのコミュニケーション
能力を介護業務の前提として考
えており、職業訓練中に習得し
て欲しいという意見があった。
構成員からはコミュニケーショ
ン能力の向上が職場定着にも繋
がっていくと思うので、カリ
キュラムの中で取組んで欲しい
との意見があった。

＜意見等＞
求職者の訓練と在職者の訓練で
一貫性を持つ必要がある。就職
したら終わりではなくて、就職
先に在職者訓練で企業に合った
ものが受けられて関連性ができ
たら良いと思う。

＜対応方針＞
デジタル人材の育成・確保が不
可欠となっている現状から、デ
ジタル分野の訓練コースの定員
の拡充を図っていく。
経営者向けにリスキリングにつ
いてのセミナーやイベントの開
催を行っていく。

＜対応方針＞
就職率向上のため、ハローワー
ク窓口職員の知識の向上、訓練
実施機関による事前説明会・見
学会の機会の確保、訓練修了者
歓迎求人等の確保の推進を図
る。
訓練修了者の採用後のミスマッ
チ防止のため、事業所ニーズや
訓練レベルの理解が促進される
よう、訓練実施機関とハロー
ワークが連携した支援の充実を
図る。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、R６年度に
開始する訓練からコミュニケー
ションにかかるカリキュラムの
重要性について訓練実施機関と
情報共有し、講師選定や訓練内
容の検討を求めていく方針

＜対応方針＞
在職者訓練について事業所の
ニーズなどを今まで以上に把握
し、訓練内容等の検討と周知を
図る。

＜意見等＞
（島根県）
デジタル化に取り組んでいる企
業が少なく、デジタル人材も少
ない。各企業の段階に応じてデ
ジタル化や人材育成の支援を行
う必要がある。

（中小企業団体）
人材不足分野、特に介護などは
今後外国人の働き手が増えてい
くと思う。

（経営者協会）
若者はキャリアアップに前向き
だが、企業に所属する中堅層の
モチベーションアップが課題と
なっている。在職者訓練などで
そこに手を付けてほしい。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜意見等＞
WGからの報告内容・改善案に
ついて、反対意見や指摘などは
なし。

具体的改善案として「職業訓練
用キャリアコンサルティングマ
ニュアル」を作成することに
なったため、第2回協議会でマ
ニュアルを報告し、各構成員の
承認を伺う予定。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜対応方針＞
・地域性もあり、「DX化」とい
う段階ではない企業がほとんど
のため、まずは基礎的デジタル
リテラシーを普及していきた
い。
・外国人訓練について日本語教
室に近い訓練を実施している
が、外国人向け専門的訓練も今
後検討していきたい。
・在職者のスキルアップについ
ては、サブスク形式のオンライ
ン講座の提供や人開金の活用促
進など、企業にしっかりと周知
していきたい。

＜対応方針＞
引き続き、定員充足率および就
職率の向上を目指し、ハロー
ワーク内での訓練部門・求人部
門の連携、訓練実施機関とハ
ローワークの連携による支援の
充実を図る。

＜対応方針＞
改善案である「職業訓練用キャ
リアコンサルティングマニュア
ル」を第２回協議会までの間に
作成。
第２回協議会で承認を得て、令
和６年度より運用予定。

＜対応方針＞
昨年度とほぼ同様の策定方針だ
が、「営業・販売・事務分野」
についてはWG改善案を反映さ
せる、「介護などの人出不足分
野」については業界の魅せ方を
検討する、IT分野についてはIT
分野以外の訓練コースに基礎的
デジタルリテラシーが身につく
カリキュラムを積極的に盛り込
むこととした。

32 島根

＜意見等＞
（島根県）
島根県内で実施する地域リスキ
リング推進事業について説明。
デジタル関係を中心に、ものづ
くり関係、経営者向けなどのリ
スキリング事業を行っている。

（島根大学）
島根大学で実施しているリカレ
ント教育について説明。
観光や農林業など地域的特色の
あるプログラムや、社会人の学
び直しプログラムを行ってい
る。

31 鳥取

＜意見等＞
総務省が創設した地域における
リスキリング推進事業につい
て、県から、県内の中小企業へ
の訪問等のアウトリーチ型で、
企業個々の課題に沿った支援政
策の活用や人材育成計画の伴奏
支援を行っていると発表があ
り、現時点での相談内容につい
て共有を行った。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・人口減少の中で労働力を確保
していくためには、女性や高齢
者の活用が不可欠だが、企業に
おいては女性や高齢者のための
職務の切り出しも必要。また、
訓練に関しても女性や高齢者に
特化した内容も検討する余地が
ある。
・首都圏で採用が困難な企業
（特にIT関係）が地方へ進出し
人材確保を行うケースが増加し
ている。これに伴い、リモート
ワークが可能な求人が増加して
いる。
・即戦力の採用が厳しいため、
未経験者の採用が増加傾向にあ
る。

＜意見等＞
・IT分野の訓練については、応
募率は高いが就職率が低くなっ
ている状況であるが、今後の訓
練内容の設定には、その要因の
分析が大切。
・介護、医療、福祉分野の訓練
については、応募倍率は低いが
就職率は高くなっている要因と
して、賃金が低いというのも一
因となっている。また、介護入
門的研修を開催しているが、介
護職に関心が高い地域もあり、
訓練場所も検討する余地がある
と思われる。

＜意見等＞
・令和５年度については、ＷＧ
においてデジタル分野を検証。
デジタル分野４コースの受講
生、就職先企業、訓練実施機関
に対してアンケート調査を実施
し、その結果を基に効果検証を
行った。アンケート結果から見
える課題及び各コースにおける
今後の訓練内容等の検討及び新
たなコース設定の方向性を報
告。
なお、WGの報告書についての
意見は無かった。

＜意見等＞
・デジタル人材の育成について
は、多くのことが要求される
が、短期間で身に付くものでは
ない。訓練期間が短い為、中途
半端な内容となっている。した
がって、デジタル分野の就職率
が低いのは、企業が求めるレベ
ルに達していないことも要因の
一つと思われる。また、訓練を
受講する方も、自身で就職でき
るレベルではないことを自覚し
て就職を諦めるケースもあり就
職率を低下させているのではな
いかと思われる。
・介護、医療、福祉分野につい
て、受講勧奨の強化を図る際
に、やりがいのある業務である
ことをアピールしていただきた
い。

＜対応方針＞
・協議会での意見を踏まえ、求
人者のニーズを的確に把握し、
効果的な訓練内容を検討する方
針。

＜対応方針＞
・就職率及び応募倍率の指標を
分析したうえで、改善の方向性
を検討し、今後の訓練に反映さ
せていく方針。

＜対応方針＞
・引き続き職業訓練のデジタル
分野への重点化を進め、WGの
報告書を踏まえ訓練内容の一層
の設定促進を実施する方針。

＜対応方針＞
・「デジタル分野」等の応募倍
率が高く就職率が低い分野につ
いては、求人ニーズに即した効
果的な訓練内容を検討する方
針。
・「介護・医療・福祉」分野等
の応募倍率が低く、就職率が高
い分野については、募集日程の
検討及び訓練コースの内容や効
果を踏まえた受講勧奨を強化す
る方針。

33 岡山

＜意見等＞
・大学が実施しているリカレン
ト教育プログラム（医療スタッ
フ、看護師、助産師等が総合的
な実践能力を獲得するプログラ
ム）やデジタルヘルス人材育成
プログラム（ITとヘルスケアの
両分野の専門的知見を併せ持
ち、デジタルヘルス産業におけ
る事業開発や起業、医療機関等
での業務のDX化を図れる人材を
育成するプログラム）の内容を
共有。
・職業紹介事業者においては、
企業から情報収集を行い、どの
レベルのＩT人材が必要なのか
を把握したうえで、自社が運営
するスクールにおいてＩＴ人材
の育成を行っている。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・事務局から、若い世代を中心
にものづくり系からIT系にシフ
トしているという傾向があるこ
と、G7広島サミット開催後、
観光需要が回復していることに
ついて説明を行った。
・県から、ものづくり分野（金
属関連・機械関連）の入校者は
少ないが、就職率は高く、企業
からのニーズは高いとの報告が
あった。
・構成員から、IT業界は未経験
者は採用しない企業が多いもの
の、20代であれば情報系の大学
や専門学校を出ている方で基本
情報を持っている方であれば採
用される企業もあるとの意見が
あった。

＜意見等＞
・構成員から、応募者が少ない
コースを縮小し、応募者多い分
野のコースを増やす検討ができ
ないかとの意見があった。
・構成員から、HWに来所せず
にPCで求人を閲覧するような層
に対して、職業訓練の情報をど
のような形で提供されているの
かとの意見があった。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいてIT分野と介護・医療・福
祉分野を検証。改善促進案とし
て、実際に現場で活用できる技
能等と習得スキルのギャップが
見られたため、訓練生に適した
コース設定や就職に近づくため
のカリキュラムの設定等の報告
があった。
・構成員から、IT業界に行きた
いといってもIT業界のイメージ
ができていない方も多いので、
概要みたいなものを授業に入れ
てほしいとの意見があった。
・構成員から、被介護者の特性
に応じたスキルが必要であるこ
と等、現場のリアルさを伝える
ことができる幅広な講師選定を
してほしいとの意見があった。

＜意見等＞
・構成員から、WEB業務に就職
しようとしても求人票の表記で
は一般事務、営業等となってい
るためミスマッチがあり、求人
内容の表記について、改善すべ
きとの意見があった。。
・構成員から、ものづくりの技
能検定申込者が減少しているた
め、資格取得者が就職に有利に
なる等、企業側で資格を重視す
る雰囲気になれば受験申請者に
結びつくとの意見があった。

＜対応方針＞
・協議会での意見を踏まえ、次
年度計画に地域ニーズを反映さ
せ、令和6年4月から県施設内訓
練にデジタル分野のコースを新
設予定。

＜対応方針＞
・求人者・求職者からのニーズ
を考慮したコース設定を今後も
継続。
・HWを利用しない層への周知
方法を検討。

＜対応方針＞
・IT分野について、①レベル別
のコース設定等の工夫、②現場
で実際に活用できるスキル等の
付与、③コミュニケーション能
力を培うカリキュラムの設定、
④就職実績や修了生の声といっ
た内容を含む説明会等の実施、
⑤仕上がり像の一層の具体化、
見える化。
・介護・医療・福祉分野につい
て、①実習を充実させたコー
ス、介護事務等も学ぶことので
きるコース等、幅広なコース設
定、②実技、職場見学、職場体
験・実習の充実、③コミュニ
ケーション能力を培うカリキュ
ラムの設定、④就職実績や修了
生の声といった内容を含む説明
会等の実施、⑤介護現場のリア
ルを伝えることができる講師選
定。
・上記のWG効果検証結果を参
考として、訓練実施機関募集時
に県及び機構のHPに掲載して、
訓練実施機関に広く周知を行う
予定。

＜対応方針＞
・求人票記載内容（仕事内容の
充実、訓練受講生歓迎等）につ
いて検討。
・重点分野（デジタル、介護福
祉、ものづくり、観光）の訓練
について次年度計画にて検討。

34 広島

＜意見等＞
・中国経済産業局から、企業の
DX推進とデジタル人材育成の関
係について説明があり、国とし
ての方向性や経済産業省として
の取り組みについて情報共有を
行った。
・県から、リスキリング推進協
議会最終報告書について説明が
あり、構成員間で地域における
リスキリングの必要性を確認し
た。
・構成員から、リスキリングを
した場合の労働者のメリット
（待遇や給与面）が明示されな
いと受講につながらないとの意
見があった。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
 １．学校法人ＹＩＣ学院から厚
生労働省委託事業として、女性
求職者を対象としたＩＣＴ活用
できるサポーターの養成とその
伴走支援をするポータルサポー
トシステムを構築するプログラ
ムについて紹介。
　仕上がり像として、学校や企
業でＩＣＴ推進の支援に必要な
知識や技術を習得したＩＣＴ支
援員や企業の中で活躍できるＩ
ＣＴ活用サポーターを育成する
ことについて、男女の区別が必
要かという意見があった。
２．下関市立大学が実施してい
るリカレント教育、特に下関市
のくじら、捕鯨に関連した地域
振興や新規ビジネスにつなげる
方策を学ぶコースについて説
明。

＜意見等＞
１．就職率が70％を下回ってい
る訓練分野について、要因の分
析をしているか？
２．受講生の充足率を向上する
ために取組んでおられること
は？

＜意見等＞
・令和５年度は、ワーキンググ
ループにおいて「ＩＴ分野（デ
ザイン分野を含む）」を検証。
　企業からは、ＩＴ専門の人で
なく、ＩＴもできる人材を、ま
た、将来それを活用できる人材
を求めているという意見があっ
た。
　ＩＴスキル以外に、「営業・
接客に関する知識」いわゆるビ
ジネスマナーの習得について企
業や修了生から高い評価を得た
ことから、今後もカリキュラム
に盛り込んでいくことが必要と
いう報告があった。
　構成員からは予算の範囲で可
能なものから実施してほしいと
の意見があった。
　構成員からは、カリキュラム
の見直しについて、ワーキング
グループの提言をどのように対
処していくのか、また、高度な
スキルを短い期間で習得できる
のかという意見があった。

＜意見等＞
１．学校法人ＹＩＣ学院から厚
生労働省委託事業として、女性
求職者を対象としたＩＣＴ活用
できるサポーターの養成とその
伴走支援をするポータルサポー
トシステムを構築するプログラ
ムについて紹介。
　仕上がり像として、学校や企
業でＩＣＴ推進を支援に必要な
知識や技術を習得したＩＣＴ支
援員や企業の中で活躍できるＩ
ＣＴ活用サポーターの育成
２．下関市立大学が実施してい
るリカレント教育、特に下関市
のくじら、捕鯨に関連した地域
振興や新規ビジネスにつなげる
方策を学ぶコースについて説明
３．氷河期世代に対する就職支
援、職業訓練への誘導につい
て、ハローワークの専門窓口で
実施しているが、本人のニーズ
を踏まえ、誘導する必要があ
る。
４．ジョブ・カードの作成につ
いて、一部のハローワーク以
外、時間が限定されており、
ジョブ・カードが必要となる
デュアルコースや長期高度人材
コースの受講率が低くなるた
め、オンラインでジョブ・カー
ドが作成できるキャリア形成・
学び直し支援センターの活用に

＜意見等＞
１．受講生の確保、就職率向上
に向けて、①ハローワーク職員
の知識の向上を図る研修等の実
施、②ハローワーク職員による
訓練施設見学による訓練科目の
理解促進などを実施する等が必
要。
２．高齢者向けの訓練に基礎的
なデジタルリテラシー向上を図
るとあるが、何歳以上の高齢者
を対象としているのか？

＜対応方針＞
上記1に係る受講生の募集につ
いて、局及びハローワークと連
携し、周知・啓発、受講勧奨に
努める。
　男女の区別は、当面は事業と
して対象者を絞って、将来的に
は男女問わずも検討したい。

＜対応方針＞
１．局、県、機構においては具
体的に要因分析は行っていな
い。各コースをひとつずつ分析
する必要がある。
２．訓練内容が分かりやすい訓
練科名に変更するなどの工夫を
行っている。
　また、県の施設内訓練は充足
率が低いことから、ポリテクセ
ンターの手法について、3機関
会議で協議したり、ハローワー
クと連携し、学校訪問を通じ、
オープンキャンパス、学校紹介
への参加を促し、特に新卒者の
入校増加に努めたい。

＜対応方針＞
　ワーキンググループの提言に
ついて、6年度の訓練計画に反
映させた内容を第2回の協議会
で報告させていただきたく。
　高度なスキルの習得について
は、今回、検証した訓練は、短
期訓練において、ＩＴスキル標
準レベル1以上に相当する資格
やＰＨＰ、初級の資格取得を目
指すコースが中心である短期訓
練であること。

＜対応方針＞
１．ハローワーク職員のＩＴ分
野に関する知識向上研修を今年
度中に開催する方向で検討中。
２．県委託訓練として令和４年
度から実施しており、対象は60
歳以上、国の委託訓練実施要領
にも規定あり。

35 山口
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＜意見等＞
・求職者支援訓練の基礎コース
と実践コースの配分について
は、求人・求職双方のニーズを
的確に反映したものと思料。

・訓練のカリキュラムについて
は、専門的なスキルに、職種間
の共通スキル（対人面のコミュ
ニケーション能力、説明力、提
案力等）を組み合わせ、内容を
充実させる必要がある。実践
コースにおいても、専門的スキ
ルの取得だけでなく、それぞれ
の分野に必要な共通スキルをカ
リキュラムに組み込む考え方が
必要であり、そのことが、就職
へのマッチングをより高めるも
のと考える。

36 徳島

＜意見等＞
・人手不足が続く中、生徒数の
減少、進学率の上昇等から、製
造現場の担い手となる工業高校
からも新規高卒の採用が難しい
状況。また、大卒理系の採用も
進まず、大卒文系を工作機械の
要員として、1年程かけて育成
している企業もある。ものづく
り分野の労働力を確保する観点
からは、構造的に大卒文系等を
採用・育成していくことを企業
としても考え、同時にそのこと
を見据えた公的職業訓練の制度
設計、企業内の人材育成等を支
援する施策が必要。

・ITスキルを習得するデジタル
分野は、訓練修了者に対する企
業側の認識（例えば、IT業務全
般を習得しているとの認識）に
もミスマッチがある。企業向け
の訓練施設説明会や制作物の発
表会等を実施し、訓練内容及び
訓練修了者の習得レベルをより
明確に発信することが必要であ
り、そのことが、就職へのマッ
チングをより高めるものと考え
る。

・IT技能を習得していても、実
際の業務では、電話応対、コ
ピー、FAX、メール等もできな
いと事務職はこなせず、ＰＣし
か知らないでは業務に適応して
いくことは難しい。公的職業訓
練においても、ITの専門的・技
術的なカリキュラムだけでな
く、職種間の共通スキル（対人
面のコミュニケーション能力、
説明力、提案力等）や総合的に
業務をこなすことができる実践
的なカリキュラムを追加するこ
とが必要。

・業務データをどのように活か
し、それを用いて何をアウト
プットするのか、習得したIT技
能を実際の業務にどのように活
かすのか、そこまでスキルを落
とし込んでいかないと、企業で
活躍できる人材を育成すること
は難しい。公的職業訓練をはじ
めとする人材開発施策において
も、実践的なカリキュラムによ
る訓練内容の充実や企業内の人
材育成支援について検討が必
要。

・専門的・技術的職業、サービ
ス、生産工程、介護関連などの
人材が不足している職種につい
て、職業訓練により担い手を育
成していくことが公的職業訓練
の政策的な役割の一つではある
が、訓練の受講によりスキルを
身につけても、雇用環境や待遇
の改善が図られなければ、人材
の確保・定着は進まない。

＜意見等＞
・徳島大学から、文科省リカレ
ント教育推進事業に採択された
「エンゲージマネジメント実践
講座（とくしまリスキリング講
座）」について説明があり、取
組内容を構成員間で共有。ま
た、事業主団体から傘下企業に
対し、同講座について周知を実
施。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
・デジタル分野の訓練を受講し
ても、IT企業が求める人材は、
ハードウェア、ネットワーク、
アプリケーション等IT業務全般
をマスターした人材であり、そ
の育成には長期間を要すること
から、これを職業訓練（６月）
に求めることは難しい。

・訓練修了者のITスキルについ
て、企業側の認識（IT業務全般
を習得しているとの認識）のミ
スマッチもある。企業向けの訓
練施設説明会や制作物の発表会
等を実施し、訓練内容及び訓練
修了者の習得レベルをより明確
に発信することが必要であり、
そのことが、就職へのマッチン
グをより高めるものと考える。

・中小企業では、WEBデザイ
ナーなど、一つのIT分野に特化
したスペシャリストを雇い入れ
る余裕はない。県内企業の規模
及び現下の人手不足の状況を勘
案すれば、広く浅くIT業務全般
に対応できる人材を養成してい
く方針が必要であり、専門的な
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）を習得するカリ
キュラムも必要。
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36 徳島

＜対応方針＞
・訓練受講者及び求人企業がカ
リキュラムにより習得できる知
識・技能への認識のミスマッチ
を防ぐため、受講者に対しては
応募前の訓練施設説明会や見学
会を複数回実施し、求人企業に
対しては、ハローワークと連携
し、職業紹介時や面接会などに
おいて、訓練内容及び訓練修了
者の習得レベルをより明確に発
信するとともに、求人企業向け
の訓練施設説明会や制作物の発
表会等の機会を設けるよう訓練
実施機関に提案する。

・就職へのマッチングを高める
観点から、各訓練分野の専門的
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）の習得に資する
カリキュラムを組み合わせて実
施するよう、求職者支援訓練に
おいては、（独）高齢・障害・
求職者雇用支援機構を通じて、
訓練実施機関へ提案するととも
に、委託訓練においては、仕様
書の見直し等を検討する。

・企業で活躍できる人材を育成
するため、各訓練分野において
習得した専門的スキルを実際の
業務にアウトプットできるよ
う、企業における採用、人材育
成などの現状を踏まえ、より実
践的なカリキュラムを組み込む
よう訓練実施機関に提案する。

・求職者のスキルアップは円滑
な労働移動に資する。また、企
業内の人材育成は労働生産性の
向上に資するとともに、人材育
成が充実した企業には、優れた
人材が更に集まり、人材の確保
にも資するところ。こうした人
材育成と人材確保の好循環を生
み出せるよう、上記の取組を進
め、公的職業訓練のカリキュラ
ムの充実を図るとともに、人材
開発支援助成金の更なる活用を
促進していく。

＜対応方針＞
・訓練受講者及び求人企業がカ
リキュラムにより習得できる知
識・技能への認識のミスマッチ
を防ぐため、受講者に対しては
応募前の訓練施設説明会や見学
会を複数回実施し、求人企業に
対しては、ハローワークと連携
し、職業紹介時や面接会などに
おいて、訓練内容及び訓練修了
者の習得レベルをより明確に発
信するとともに、求人企業向け
の訓練施設説明会や制作物の発
表会等の機会を設けるよう訓練
実施機関に提案する。

・就職へのマッチングを高める
観点から、各訓練分野の専門的
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）の習得に資する
カリキュラムを組み合わせて実
施するよう、求職者支援訓練に
おいては、（独）高齢・障害・
求職者雇用支援機構を通じて、
訓練実施機関へ提案するととも
に、委託訓練においては、仕様
書の見直し等を検討する。

＜対応方針＞
・就職へのマッチングを高める
観点から、各訓練分野の専門的
スキルの習得だけでなく、職種
間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明
力、提案力等）の習得に資する
カリキュラムを組み合わせて実
施するよう、求職者支援訓練に
おいては、（独）高齢・障害・
求職者雇用支援機構を通じて、
訓練実施機関へ提案するととも
に、委託訓練においては、仕様
書の見直し等を検討する。
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＜意見等＞
　人材の量的質的な不足の報告
が複数の構成員からあり、
「国・県・市・経済団体が役割
分担し人手不足問題に取り組ん
でいかないといけない」との意
見があった。
　ものづくり分野については
「魅力発信が足りていない」
「最新機械で訓練してほしい」
との意見が、運輸・建設分野に
ついては「2024年問題対策・
高齢化対策として、若年者に訓
練で運転免許を取得させてほし
い」との意見があった。女性の
スキルアップの促進を期待する
意見もあった。
　職業紹介事業者からは、新規
求人数は技術職が１番多いが求
職者数は事務が多くミスマッチ
状態であることの報告と、離職
者よりも在職者への訓練が必要
との意見があった。
　在職者訓練については「中小
企業は短期間・短時間で実践的
な訓練を望んでいる」との意見
があった。

＜意見等＞
　全体としては３～５年度にか
けて受講者数、定員充足率、就
職率が増加しているものの、一
番受講者数の多い事務分野が就
職率が低いこと、香川はIT分野
のコース設定が少ないことを報
告。
　構成員からは「応募倍率が
100％超であれば定員は埋めて
ほしい。選考で不合格にするな
ら二次募集等の対応をすべ
き。」との意見があった。

＜意見等＞
　令和５年度については、WG
において事務分野を検証。実務
で使えるスキルのニーズが高い
ことや就職率改善の取り組みを
行うことを報告。
　構成員からは、「事務分野の
就職率改善に向けた今後の取り
組みを見守りたい」という意見
があった。また「就職した方だ
けでなく、就職が決まらなかっ
た方へのヒアリングも参考にな
るのではないか？」との意見も
あった。

＜意見等＞
　構成員からは「企業からも県
民からも頼りにされるパート
ナーになるよう引き続きがん
ばってほしい」と激励があっ
た。

＜対応方針＞
　構成員の意見やハローワーク
ニーズ調査結果を踏まえ、以下
の対応方針を決定。
①女性から希望が多い短期短時
間のコースやオンライン・ｅ
ラーニングのコース設定を推進
する。
②求職者支援訓練の基礎コース
は、就職率が高く、また労働市
場への復帰の足掛かりとなり人
手不足対策にもなり得るため、
割合を維持する。
③在職者向けの訓練について
は、香川は量的に充実し、内容
もニーズを反映していることか
ら継続する。

＜対応方針＞
　定員充足率は高いが就職率が
低い事務分野については、今後
就職率の改善に取り組む。
　IT分野のコースが少ないこと
への対応として、次年度は、委
託訓練では１コース増やし、求
職者支援訓練では実施機関開拓
に取り組む。

＜対応方針＞
　以下の取り組みを今後行うこ
とで、就職率の底上げを図って
いく。
①就職率の高い実施機関の就職
支援の取り組みを全実施機関に
情報提供し、就職支援力の強化
を図る。
②実務で使えるスキルの習得を
意識してカリキュラム設定を行
うよう実施機関に働きかける。
③就職にはパソコン＋αが有利
であることを情報提供し、ITリ
テラシーを習得するカリキュラ
ム設定を働きかける。

＜対応方針＞
　以下の方針を報告し構成員よ
り同意を得た。
・委託訓練については、デジタ
ル分野の定員を増加し年間通し
てデジタルスキルの習得機会を
確保する。デジタルリテラシー
習得をカリキュラムに盛り込め
ないさぬきうどん科を廃科す
る。
・求職者支援訓練については、
コロナ前の定員数に戻すもの
の、分野毎の割合は維持する。

37 香川

＜意見等＞
　キャリアコンサルティングの
取り組みを機構より報告。
　大学が実施しているリカレン
ト教育について、種類や内容を
紹介。「訓練とは異なるニーズ
に対応している」との意見が
あった。
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＜意見等＞
・令和４年７月の改正により求
職者支援訓練と公共職業訓練の
垣根がなくなったこともあり、
日程や内容が重複するＯＡ系、
介護系の訓練を中心に定員に対
し定員充足率が低調な訓練があ
るが、労働局とも連携し、周知
の強化、訓練のスケジュール調
整に取り組んでいる。
・ポリテクが実施している企業
実習付きコースについて、愛媛
県は若年者が流出しているの
で、愛媛にも素晴らしい企業が
あることを知っていただく機会
にもなり、雇用にもつながる有
意義な訓練であるとの意見が
あった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
においてデジタル分野を検証。
ニーズを踏まえた訓練内容・訓
練期間の検討、社会人としての
コミュニケーション能力は必要
であるため時間数を増やす、応
用力をつけるため実践に即した
訓練内容とする、eラーニング
の活用勧奨、OA訓練との違い
が分かるよう補助資料を作成す
るなど訓練カリキュラム等の改
善を行うとともに、訓練申し込
み前から訓練修了後3か月まで
一貫した就労支援の強化を図
り、SNS等を活用し、受講者の
確保を図るなどの改善策につい
て報告があった。

＜意見等＞
・事務局より令和６年度訓練実
施計画策定に向けた方針（案）
について、デジタル分野の就職
率向上のため、受講希望者の
ニーズに沿った適切な訓練を勧
奨できるようハローワーク訓練
窓口職員の知識の向上や事前説
明会等の機会確保を図ることな
どについて提案した。
・訓練コースや支援が多すぎて
わかりにくい、ハローワーク職
員のスキルアップも図るとのこ
とだが、それ以上にハローワー
クの体制整備が必要であるとの
意見があった。

＜対応方針＞
・医療・介護・福祉分野は就職
率が高く、応募倍率が低い分野
であるが、求人ニーズは高いこ
とから、引き続き訓練コースを
設定し、更なる魅力を発信する
とともに、訓練コースの内容や
効果に関する周知の強化を行
い、受講者の確保を図ることと
する。
・デジタル分野に重点化し、引
き続き訓練定員数を拡充するこ
ととする。
・キャリア形成のためジョブ・
カードの普及促進を積極的に図
ることとする。

＜対応方針＞
・引き続き、同時期に同種や類
似の訓練コースが重ならないよ
う、調整（開校時期、対象レベ
ル、使用ソフト、訓練時間・期
間を変更する等）を図るととも
に、ＳＮＳ等を活用した効果的
な周知広報を関係機関と連携し
て実施する。
・企業実習付き訓練については
引き続き実施していく予定。

＜対応方針＞
・報告内容を受けて、R6年度か
ら、委託訓練については受託先
募集の際周知・勧奨、委託要綱
等に盛り込み、求職者支援訓練
については認定申請の募集をか
ける際、周知・勧奨を行うこと
とし、計画に反映する予定。

＜対応方針＞
・SNS等を活用して周知するの
と並行して、ハローワーク職員
のスキルアップ及び求職者一人
一人に情報が届くよう簡易な周
知方法を検討することとする。

38 愛媛

＜意見等＞
・愛媛大学が実施しているリカ
レント教育の内容を構成員間で
共有。ＤＸやＧＸといっても色
んな分野があり、企業総がかり
で取り組まないと導入は困難で
あること、需給アンバランスの
問題（必要な部分で不足、儲け
られる分野に求人・求職がない
等）、地域のハブ人材が必要で
あること、地方ではお金をかけ
てまで人材育成を行う企業は少
ないこと等の報告があった。

＜意見等＞
・雇用失業情勢について、医
療・福祉分野の求人が全体の３
割を占めていること、卸・小売
業、サービス業、製造業、建設
業の順で求人が多いことや、製
造業では食料品製造業、輸送用
機械器具、繊維工業、パルプ・
紙・加工品製造業の順で多いこ
と、人手不足感が強くなってい
る中で必要な人材を確保し、生
産性を向上させるための人材育
成が必要となっていること等の
説明があった。
・県では令和４年２月にDX実行
プランを作成し、令和12
（2030）年度までにデジタル
人材を１万人輩出するととも
に、一人当たり県民所得を300
万円に引き上げることを目指し
て取り組みを進めていること、
企業誘致に関し優遇制度や立地
ミーティングの開催、民間主催
のマッチングイベントでのＰＲ
等によりＩＴ関連企業を含む16
社の誘致に成功した旨説明が
あった。
・子育て中の女性については、
キャリアデザインの視点は未浸
透で、子育てをしながら働こう
と思った時には自身の希望の職
種や、どんな風になっていきた
いか等、今後のキャリアを考え
ながら仕事探しができる状況に
ない等の報告があった。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
「県内企業のデジタル化」に向
け、県内企業のニーズに合った
訓練設定（離職者訓練・在職者
訓練）を図りつつ、デジタル分
野以外についても少子高齢化が
進む高知県の現状を踏まえた地
域に必要とされる訓練（介護・
看護・保育等）の拡充が必要。
また、高知県と（独）高齢・障
害・求職者雇用支援機構が実施
する訓練の差別化及び県と機構
との更なる連携について検討す
るよう意見があった。

＜意見等＞
理容・美容分野の定員数が年々
少なくなって来ているという意
見があり。

＜意見等＞
構成員からは、WGの取り組み
について非常に良い取り組みで
あるという意見があり、各検証
結果について訓練施設にフィー
ドバックして改善に取り組んで
ほしいとのこと。他に、ヒアリ
ング対象が、１施設１企業１受
講者となったことについて、令
和６年度方針の元になる内容と
しては偏っているのではない
か、サンプル数を増やして実施
した方がよいとの意見があっ
た。

＜意見等＞
委託訓練を含む公共職業訓練の
受講率の低下について報告があ
り、受講率、就職率の向上につ
いて次のような意見が出され
た。例えば事務系経理分野の訓
練においては簿記資格取得だけ
でなく「会計ソフトが使えるよ
うになること」や医療事務系訓
練では医療事務資格取得だけで
なく「電子カルテが使えるよう
になること」など実践に即した
カリキュラムの構成の提案や、
WGのヒアリング結果において
スキルアップの評価される部分
は応募を検討する求職者や受講
生に展開していただきたいとい
う意見があった。

＜対応方針＞
県においては、デジタル重点化
としてのデジタル分野と地域
ニーズに即した介護分野の離職
者向け訓練定員数を拡充する方
針の説明あり。機構からはデジ
タル重点化としてコース増加を
図るため開拓促進及び認定申請
の簡素化に取り組む説明があっ
た。なお、訓練の差別化につい
てはWGにおいても取り上げて
おりR6年度の実施計画の策定に
も対応を盛り込み、実施期間や
内容について調整を行うことと
している。

＜対応方針＞
当会議等において実施方針の説
明をしているが、定員に足りな
い場合はニーズのある分野にゆ
り動かしを行っているものであ
り、意図的に少なくしているも
のではない旨、高知県からの説
明があった。

＜対応方針＞
WGの報告については確実にヒ
アリング対象施設に提供すると
ともに、課題が出た部分につい
て改善を促す。また、次年度の
効果検証WGの対象は、比較対
象ができる複数の対象にヒアリ
ングするように検討することと
している。

＜対応方針＞
カリキュラムの方針案について
は訓練編成時の検討事項とす
る。また、ハローワークにおい
てWGの結果報告から、好事例
等の情報提供等求職者への働き
かけを強化する方針。また受講
生へのモチベーションの維持等
の方策も検討する。

＜意見等＞
以前から介護コースは募集して
も中止になることが多く、今回
も数コースが中止になってい
る。介護人材の確保のためには
介護分野の給与を上げないとい
けないし、介護分野の仕事が如
何に魅力的なのかということを
アピールする必要があると思う
が、どのように検討を進めてい
るのかとの質問があった。

政府では公共事業等のデータは
全てデジタル化すると決まって
いるが、デジタル化を進めるプ
ログラムは現場の事業所にはな
く、そのような訓練をどこかで
実施するのかとの質問があっ
た。

＜意見等＞
定員充足率が低かったコースの
定員を少なくする、訓練内容が
ニーズに合ってないかもしれな
いから訓練内容を変更する、訓
練の結果としての就職なので関
連就職率が低い訓練コースを変
更する、このような判断はどの
ようになされるのかとの質問が
あった。

＜意見等＞
介護分野の定員充足率が低いこ
となどの問題に対しては、公的
職業訓練効果検証ワーキンググ
ループが機能すると思うので、
深掘りしてやっていけば問題は
緩和されると期待しているとの
意見があった。

＜意見等＞
福岡県には政令指定都市の福岡
市と北九州市があるが、リスキ
リング事業一覧に福岡市はある
ものの北九州市がないのは、北
九州市はデジタル田園都市国家
構想で他の補助金事業を実施し
ているから対象になってないと
いう理解でよいかとの質問が
あった。

＜意見等＞
特になし。

＜対応方針＞
現場での働き方改革が重要であ
り、専門職としてやりがいを
持って働くことを応援していか
なければならないし、魅力ある
介護分野の職場もたくさんある
ことを若い方や求職者の方に伝
えていく努力をハローワークと
しても重点的に取り組んでいく
こととしている。

ポリテクセンターで在職者向け
のセミナー等も実施しているが
受講者が少なく、ＤＸへの事業
所の認識はまだまだ薄いところ
があるので、事業所の事業主や
人材育成部門の方に必要性がき
ちんと伝わるようにしたい。

＜対応方針＞
求職者支援訓練はあらゆる分野
で申請が可能であり、関連就職
率が低くても意図的に排除する
ことはできない。就職率、関連
就職率、合わせて定員充足率は
重要であるが、国策としてどう
いう人材を育てていくか、ある
いは労働移動を積極的に促して
行くかという意味では、受講者
ニーズがついていっていない部
分で、ある程度定員充足率が低
くなることも覚悟のうえで、積
極的に設定をして誘導する努力
をしなければならない。

＜対応方針＞
ワーキンググループ効果検証で
得られた受講者及び企業のニー
ズ等については、今回のヒアリ
ングに留まらず日頃から把握
し、機構福岡支部や福岡労働局
が定期的に実施している求職者
支援訓練実施機関への訪問の場
において情報提供を行うほか、
公的職業訓練実施カリキュラム
に反映させることも検討し、訓
練修了生の就職促進に繋げてい
くこととしたい。

＜対応方針＞
北九州市でもリスキリング事業
は実施しているが、他の補助
金、交付金を活用して実施して
いるので、この事業の対象には
ならないものであったと回答。

40 福岡

39 高知

＜対応方針＞
リカレント教育を実施している
大学等の構成員の再公募を行っ
たが、応募がなかった旨報告。
今後も同様のリカレント教育を
実施している大学等の参加を促
していく。
また、総務省が創設した地域に
おけるリスキリング推進事業に
ついて、高知県から３自治体３
事業（後に１事業追加）の発表
があり、構成員間で協議、令和
５年度高知県地域職業訓練実施
計画への位置付けへの承認を
行った。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
　佐賀県でも求人者数が求職者
数を上回っている状況が続いて
いる。職業訓練受講等により求
人・求職のミスマッチを小さく
し、人手不足解消に向け進めて
いただきたい。
　また、デジタル人材の育成は
急務であるので、離職者訓練・
在職者訓練共に、デジタル系の
訓練コースは重要。

＜意見等＞
　事務局からの報告・説明に対
し、特段の意見はなかった。

＜意見等＞
　令和５年度は「営業・販売・
事務分野」で効果検証実施。業
種や職種を問わず、一般的なIT
リテラシーやビジネスマナー、
コミュニケーション力の習得は
必要とされており、訓練受講は
大きく役立っており、また必要
とされていた。
　委員から「書類選考実施後に
面接する企業は多い。応募書類
を見ればある程度のコミュニ
ケーション能力は図れるので、
まずは応募書類の作成支援に力
を入れてみては如何」との意見
あり。

＜意見等＞
　委託訓練について、減ってい
る部分があるが、どういった観
点で廃止・減らしたのか質問あ
り。

＜対応方針＞
　訓練コース等職業訓練に関す
る情報を求職者に届くよう、周
知・広報についてより一層の発
信を行っていく。

＜対応方針＞
　引き続き訓練コースが中止に
ならないよう、求職者に訓練情
報を周知し、受講案内・受講勧
奨を行う。同時期に類似する訓
練コースが被らないよう設定を
行う。

＜対応方針＞
　訓練修了者の就職支援に向け
て、「応募書類の作成支援」も
含め訓練カリキュラムを改善す
るとともに、訓練実施機関・ハ
ローワークの連携をより一層進
めていく。

＜対応方針＞
　R5年度に実施した訓練コース
の一部を廃止し、R6年度新設
コースとして発展的な形に再
編・強化し、デジタル系の訓練
コースを拡充。就職をより意識
したコース展開とする予定であ
る旨を説明。

41 佐賀

＜意見等＞
○地域リスキリング推進事業に
ついて、佐賀県より資料により
報告あり。
（県：３事業、市町：該当な
し。「地域におけるリスキリン
グの推進に関する地方財政措
置」申請予定。）

○「地域ニーズに応える産学官
金連携を通じたリカレント教育
プラットフォームの構築
（案）」について、佐賀大学よ
り資料に基づき説明あり。

○社内の煩雑な処理の解消から
ＤＸの導入例などデジタル技術
についての体験型フェア「第７
回生産性向上のためのＩＴフェ
ア」について、経済団体から説
明あり。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
・求職者のニーズでは、「営
業・販売・事務分野」の希望者
が多く34%である。求人の職種
別でも事務的職業の求人も多い
状況であるが就職率が低くマッ
チングされていない状況であ
る。効果的なキャリアコンサル
ティングが必要ではないか。

＜意見等＞
・求職者が減少又は横ばいで推
移しているなか、令和４年度と
ほぼ同数で受講生の確保ができ
ている状況についてはどのよう
なことが考えられるのか。

＜意見等＞
・令和5年度においては、「効
果把握・検証ワーキンググルー
プ」において、デジタル分野の
検証を行った。訓練終了後の同
分野の職種の就職先の確保が課
題。

＜意見等＞
・企業に対するデジタル分野の
人材確保の必要性の周知
・訓練の計画数と認定実績及び
受講実績の乖離

＜対応方針＞
・求人ニーズに即した効果的な
訓練内容の検討、就職に向けた
効果的な支援のためハローワー
クと訓練実施機関との連携強化
が必要である。
　求職者担当者制も活用した職
業相談等の充実を図り就職促進
を行う。

＜対応方針＞
・新型コロナの影響が落ち着
き、訓練施設の施設見学会、体
験会等の参加者が増加し直接訓
練内容を説明を受けることで受
講生の確保が出来ている。
　また、ハローワーク職員も積
極的な訓練施設の見学等を行い
求職者への詳細な情報を提供し
ている。

＜対応方針＞
・企業に対して訓練内容（修了
生の仕上がり像など）の周知を
行う。また、当分野のスキルを
活かせる職種の提案を行い求人
を確保することにより修了後の
就職につなげる。
　ハローワーク職員を対象とし
た職業訓練実施機関からの訓練
内容の説明、訓練施設見学を行
うことで訓練コース理解を促進
し、受講者の確保、求人開拓
（求人条件変更含む）に活か
す。

＜対応方針＞
・企業に対して訓練内容を周知
し、デジタル分野の人材の起用
を促すことが必要。
・職業訓練のデジタル分野への
移行を着実に進めることが必
要。
・デジタル分野について、企業
側のニーズに対応できるカリ
キュラムを認定することが必
要。
・訓練の計画数は、訓練実施機
関が対応できる状況であるのか
実態を踏まえた計画数の検討が
必要。

42 長崎

＜意見等＞
〇学校法人長崎総合科学大学が
研究している、リカレント教育
について「女性のためのリカレ
ント教育への関心を規定する予
備的研究」と題して研究内容を
発表した。
〇小中学生の子供を持つ母親に
対して、リカレント教育の知
識、関心興味、阻害因を調査。
それらの項目に影響する要因の
明確化。
〇要因の検討
・リカレント教育への興味関心
は、賃金が上がるほど高くな
る。
・友人やメディアからの情報を
多く得ている人ほど、知識もあ
り興味関心が高くなる。
・大学進学への考えが興味関心
に影響する。
・家事育児の負担が多いと、阻
害因となる。
〇調査結果
・リカレント教育や学び直しに
ついて、あまり理解されていな
い。
・リカレント教育に興味は示し
ている。時間を割くことに抵抗
はないようだが、金銭的なコス
トは多少の抵抗がある。
・多くの人が費用が高いと感じ
ており、時間がないと感じてい
る。
などの意見が集約されている。
〇まとめ
・出産、育児といったライフイ
ベントを経験している女性に着
目。
・リカレント教育に関心を持つ
ための要因を明らかにする。
・リカレント教育に関心を持っ
ているが、金銭的なコストをか
けることに抵抗がある。
・リカレント教育を普及させて
いくためには、その普及方法の
検討が必要。
・高い学歴や、進学規範、学び
直しの効果を高く見積もってい
る回答者は、リカレント教育に
より高い関心。
上記の研究発表を行った。
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労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
労働局が実施した地域ニーズ調
査において、TSMC進出に伴う
経済等波及効果が期待される
中、半導体産業及び関連産業に
おける人材育成が必要である。
また、その他業種の人材育成に
おいて企業が求める人材ニーズ
としてビジネスコミュニケー
ション能力やITスキルの向上と
いった専門知識外の基本スキル
の取得による人材の質の底上げ
にもつながる訓練カリキュラム
も必要との意見が寄せられたこ
とを説明。
委員からは、離職者訓練におい
て、IT分野等の訓練が多くても
再就職につながるのか懸念もあ
りマッチングを意識した対応を
お願いしたい。人手不足の業
種、募集がされている業種等を
常に意識して訓練カリキュラム
を検討していく必要がある。ま
た、人手不足分野には高齢者や
雇用保険被保険者以外の方も必
要となってくるのでそういう方
が受講できるような訓練を実施
してもらいたい。

＜意見等＞
IT分野等デジタル分野の訓練が
多くても就職につながることは
難しいのではないかと思うので
マッチングも意識したところで
実施してほしい。

＜意見等＞
令和5年度については、WGにお
いてデジタル分野について検証
を行った。
訓練実施機関３機関、受講生３
人、採用企業３事業所に対して
ヒアリングを実施。
採用企業からは、業界未経験で
もIT知識取得により入社後の教
育や仕事の段取り等スムーズに
いったとの好評価があった反
面、社会人としての基本的なビ
ジネスマナー習得が必要との意
見もあった、等の報告を行っ
た。
委員からは特段の意見は出され
なかった。

＜意見等＞
半導体産業及び関連産業の人材
が質・量ともに不足することが
課題であるため職業訓練の機動
的な設定が必要であることか
ら、県、JEED、ポリテクセン
ターから令和５年度の訓練計画
の実施状況並びに令和６年度の
訓練計画に向けての現状につい
て説明を行った。

＜対応方針＞
県内における半導体関連の人材
育成については、ポリテクセン
ター熊本において令和5年度に
訓練カリキュラムを一部見直し
たコースがあり、令和6年度に
おいても更にカリキュラムの変
更を予定している。
専門的な知識の習得だけでなく
ビジネスマナー等基本的なカリ
キュラムの設定も検討してい
く。
人手不足分野のマッチングにつ
いては、ハローワークにおける
受講あっせんや就職支援等を訓
練担当と求人部門ならびに訓練
実施機関とで連携して取り組
む。
雇用保険被保険者でない方の受
講あっせんについては、受講給
付金等求職者支援制度の周知強
化に取り組む。

＜対応方針＞
デジタル分野への再就職のミス
マッチについては、ハローワー
ク職員等の訓練内容の理解等に
より受講あっせんの実施を行
い、また、求人部門との連携に
よる求人確保に努めていくこと
によりミスマッチの低減を図っ
ていく。

＜対応方針＞
基礎的知識の習得については好
評価であったため同知識のカリ
キュラム設定は継続する。
分野に関係なく、最低限のビジ
ネスマナーが習得できるカリ
キュラムの設定を推奨する。

＜対応方針＞
ポリテクセンターの離職者訓練
について、令和５年度は半導体
産業に付随した関連産業である
生産ラインメンテナンス科の訓
練内容を一部カリキュラム変更
して実施したが、令和６年度の
計画においてはニーズに合わせ
て更にカリキュラムの一部を変
更する予定。

43 熊本

＜意見等＞
労働局が独自に実施している地
域ニーズ調査について、昨年度
の地域協議会の中で中小企業事
業主等のニーズに合致した調査
対象となるようにとの意見があ
り、事業主団体等の調査対象を
26団体から41団体に増やして
調査を行った。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
県内企業においてもＤＸが進め
られている中、デジタル分野の
訓練が企業ニーズに則した訓練
になっていないのではないか。
また、企業ニーズに則した訓練
が出来ないのであれば縮小する
方がよいとの意見があった。

＜意見等＞
事務局からの説明に対して、特
段の意見は無かった。

＜意見等＞
令和５年度についてはＷＧにお
いて「デジタル分野」を検証。
訓練修了生を採用した企業から
は、現状設定されている訓練期
間では求めている人材（能力）
との乖離が見られるため、訓練
期間や内容の改善を図っていく
必要があることの報告があっ
た。

＜意見等＞
デジタル分野の訓練において、
企業ニーズに則した訓練の実施
が厳しいのであれば、たとえ人
気が高く応募が多いコースで
あっても、当該分野の訓練は縮
小する方がよいとの意見があっ
た。

＜対応方針＞
訓練コースのレベルを差別化
し、令和６年度の地域職業訓練
実施計画に反映する方針。
また、企業の求める人材に近づ
けるようにビジネスマナーやコ
ミュニケーションを中心とした
訓練カリキュラムの強化を訓練
実施機関へ依頼する。

＜対応方針＞
次年度の効果検証ＷＧの対象分
野の選定については、関係機関
で近日中に協議予定。

＜対応方針＞
報告を受けて令和６年度に開始
する訓練から訓練コースのレベ
ルを差別化し、求職者支援訓練
は基礎的な内容を中心に、委託
訓練は５か月から12か月の応
用・実践まで学べるコースを中
心に実施することとし、訓練計
画に反映する方針。

＜対応方針＞
今回の効果検証により企業の求
める人材と訓練修了者のレベル
に乖離があることを認識できた
ことが大きな成果。
その乖離幅を少しでも近づけら
れるよう委員の意見も踏まえ、
訓練計画に反映する方針。

＜意見等＞
【デジタル分野】
・webデザイン系を筆頭に求職
者ニーズは高いが、求人につい
ては少なく、経験者を求める傾
向が強い。（ニーズ調査より）
【共通】
・求職者・企業共にビジネスマ
ナーやパソコンの基礎知識が重
視されている。（ニーズ調査よ
り）

＜意見等＞
・デジタル分野に力を入れるこ
とは必要であるが、定員充足率
は低いものの、介護・福祉分
野・モノづくり分野等での人手
不足は地域の課題となってお
り、人材育成の観点から、単に
人気がないとの理由で減ずると
いう方向ではなく、同分野での
職業訓練の一定定員数・受講者
の確保が重要。（構成員）
・一部、同分野（医療事務）で
の訓練コースの募集時期がバッ
ティングしているケースが見受
けられた。効率や幅広い受講機
会の確保という観点より、開催
時期についての調整をお願いし
たい。（構成員）

県内のデジタル分野において効
果検証ヒアリングを実施。
＜意見等＞
【訓練実施機関】
・ニーズに対応するコース設定
等に関して、講師の確保や近年
の物価高騰に対応するために
は、委託費の改善が必要。ま
た、定員充足対策として、広報
の自由度を上げてほしい。
【訓練修了生】
・就職後、実務レベルでの知識
不足を痛感。より高度なスキル
を身に着ける訓練設定を希望。
【採用企業】
・実践レベルに対応する人材育
成が可能な訓練コースの設置を
希望。また、訓練修了生の人材
活用という意味で、事業主側へ
の職業訓練のPRも必要。

＜意見等＞
・職業訓練の周知と同時に、受
け皿となる求人確保も重要であ
ることから、企業への職業訓練
の周知・理解促進が必要。（構
成員）

＜対応方針＞
・訓練修了生歓迎求人の確保
等、就職支援の強化、ニーズに
合わせた訓練内容見直しの検
討。

＜対応方針＞
・介護等人手不足分野に関連す
る訓練コースの適正定員確保の
検討。
・計画時点での実施地域および
開催時期についての調整を適切
に実施。

＜対応方針＞
①実務レベルに対応した訓練
コース設定の検討。
②委託費の拡充について継続的
に要望。
③訓練受講メリットの明確化に
ついて検討。
④求職者・求人者に対する訓練
施設説明会等の強化。

＜対応方針＞
・訓練実施機関の企業向け見学
会・意見交換会等の実施につい
て検討。

45 宮崎

＜意見等＞
・様々な分野でDX人材の必要性
が認知されている一方、必要な
業務、スキルを具体的に把握す
るには至っていない企業もある
のが現状。
・人手不足分野を転職希望で離
職したアルムナイ（現役世代退
職者）については、一定数が元
の経験職種で復職している傾向
も見受けられる。職業訓練後の
就職活動の中でも、離職前職種
への復帰も選択肢となるよう
に、業界でも工夫や検討が必
要。（構成員）

44 大分

＜意見等＞
県外への労働力の流出を問題と
捉えており、若年者を中心とし
た優秀な人材の県外流出につい
て、色々なニーズをしっかり把
握しながら、その部分の対策も
検討していただきたいとの意見
があった。
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令和５年度第１回地域職業能力開発促進協議会【詳細】

労働局
番号

労働局
名

（a）地域の人材ニーズ
の把握

（b）公的職業訓練の実
施状況の検証

（c）訓練効果の把握・
検証等

(d)その他の職業能力開
発促進のための取組

（e）地域職業訓練実施
計画の策定方針（次年度
計画に関すること）

参考資料４

＜意見等＞
　県内では求人数が求職者数を
上回る状況が長く続いており、
特に介護サービスの職業は有効
求人倍率が高い水準で推移して
いる旨の説明があった。
　また、DXの推進等を図るため
には、在職労働者への訓練が有
用と考えられ、機構の生産性向
上支援訓練において、サブスク
リプション型訓練が今年度から
新たに設定されていることが報
告された。

＜意見等＞
　ポリテクセンターの施設内訓
練（離職者訓練）については、
定員充足率が令和４年度と比較
して減少し、求職者支援訓練が
雇用保険の訓練延長給付の対象
となったことによる影響がある
旨の説明があった。
　また、２年課程のポリテクカ
レッジについても、令和５年度
入校生の定員充足率が前年から
減少していることが報告され
た。

＜意見等＞
　令和５年度については、WG
において営業・販売・事務分野
を検証。一般的なITリテラシー
は業種・職種を問わず必要とさ
れ、訓練受講によるスキルが仕
事をする上で大きく役立ってい
ることが確認された。加えて、
訓練修了者・採用企業ともに、
ビジネスマナー、コミュニケー
ション力の習得を重視している
ことが報告された。

＜意見等＞
　デジタル人材は質・量とも不
足しており、都市圏偏在が課題
であることが説明された。
　また、委託訓練においては、
定員充足率を考慮の上、適切な
コース設定を図るべきとの意見
が構成員からあった。

＜対応方針＞
　事業縮小のために離職を余儀
なくされ人手不足分野への職種
転換を検討する者等に対し、介
護分野の訓練コースへの積極的
かつ適切な受講あっせんを図る
ことにより、同分野における人
材確保に取り組む。
　また、サブスクリプション型
生産性向上支援訓練について
は、人材開発支援助成金の活用
メリットを踏まえた周知・広報
に各構成団体が連携して取り組
む。

＜対応方針＞
　機構とハローワークかごしま
が連携し、11月から雇用保険受
給者の初回説明会をポリテクセ
ンターで開催しており、その際
に施設や訓練コースの概要を案
内することで、受講者の確保を
図っている。
　また、ポリテクカレッジに関
しては、今年度から推薦入試の
回数を３回から６回に増やし、
受験者の確保を図っている。

＜対応方針＞
　当該分野は重要なセーフティ
ネットの一つに位置付けられて
いることからも、引き続き、関
係機関の連携によって効果的な
周知・広報に努め、制度活用の
促進に取り組む。
　また、ビジネスマナー、コ
ミュニケーションについては、
訓練カリキュラムに盛り込むこ
とを基本とする方針。

＜対応方針＞
　地域性や現状を考慮の上、IT
分野や営業・販売・事務分野等
を活用した人材育成も図りつ
つ、求職者・求人者ニーズを踏
まえた職業訓練の段階的なデジ
タル分野への重点化を検討して
いく。
　また、定員充足率が低い傾向
にある介護・医療・福祉分野な
どは、就職率が高く、人手不足
分野における人材確保の面でも
効果が大きいことから、引き続
き、事前説明会・見学会の機会
確保を図るなど、受講勧奨の強
化に取り組む。

＜意見等＞
・「医療事務」「介護・医療・
福祉」分野は、定員枠に対する
応募率が低いため、もっと積極
的にPRをする必要がある。
・観光は人手不足感が強いた
め、今後の訓練認定については
配慮してほしい。

＜意見等＞
・「医療事務」分野、「介護・
医療・福祉」分野は求人ニーズ
は高いが実施する機関がない、
そのことに対する対策はある
か。

＜意見等＞
・令和５年度については、WG
にてデジタル分野（デザイン分
野２コース、IT分野２コース）
を検証。
・訓練期間、カリキュラム、就
職支援、経費に対する対応が必
要であることを報告。

＜意見等＞
・「営業・販売」については年
齢により訓練を受けてたとして
も採用に至るかが疑問、デジタ
ル分野に関しては、訓練を受け
ある程度の言語がわかるだけで
も採用に至ると考えられるた
め、訓練をもっと増やしてはど
うか。

＜対応方針＞
・観光分野については、実施機
関が限られており、就職率も低
いため、求人・求職双方のニー
ズに対応できる訓練メニューの
設定が必要。

＜対応方針＞
・「医療事務」、「介護・医
療・福祉」分野については、実
施機関の開拓を強化する。

＜対応方針＞
・改善促進策として、訓練期間
やカリキュラムについては、沖
縄県やJEEDから実施機関に対
する周知・提案を行い、就職支
援についてはHW等での対応、
経費に関しては厚生労働省への
報告が必要であることを共有し
た。

＜対応方針＞
・デジタル分野は令和５年度よ
り10％上乗せするが、「営業・
販売」については、令和４年度
と令和５年上期の平均割合を維
持する。

47 沖縄

＜意見等＞
特になし

46 鹿児島

＜意見等＞
　ハロトレの周知・広報におい
ては、さまざまな工夫がされて
いるが、スマートフォンで必要
な情報を届けることが欠かせな
いため、インスタグラムのフォ
ロワー数を増やすなどの取組を
進めるべきとの意見が構成員か
らあった。
　これに対し事務局からは、鹿
児島所開設のLINEは登録者数が
約7,000人で一定の効果がある
こと、インスタグラムのフォロ
ワー数については今後の課題と
して取り組む旨を説明。このほ
か、ハロトレを受講するきっか
けとして、友人・知人等に勧め
られたとの回答も少なくないこ
とから、新聞やフリーペーパー
等を活用した広報にも継続的に
取り組む旨の説明があった。
　また、地域リスキリング推進
事業については、県の16事業、
鹿児島市など７市町の８事業を
地域職業訓練実施計画に位置付
け、中小企業、農林水産、介護
等の地域に必要な人材確保に資
する職業能力の開発・向上に取
り組む旨の説明があった。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

1 北海道 介護分野

・現地実習に重点を置いているほか、ボ
ランティア介護への参加勧奨など現場を
重視している。
・初任者研修後、企業実習を形態の異な
る２か所（「グループホーム」と「サ高
住」等）で実施、就職後のミスマッチ解
消に繋がると考えている。
・修了生のフォローアップとして、実習
で訪問の際に様子をみるほか、当校同窓
会の活用、個別連絡、就職先への確認な
ど様々な方法で行っている。
・訓練制度の普及啓発が十分ではなく、
就業中の無資格者が制度を知らないなど
本来支援されるべき人が利用できていな
いように感じる。
・賃借料の値上がり、フリー外部講師と
の専属契約（訓練の質を向上）のため、
基本奨励金の金額を上げてほしい。
・高齢化が進展する中で、介護専門職の
ニーズは極めて高く、毎日のように関連
施設から人材の問い合わせがあるが、絶
対的な人数が不足。

・「演習（実技）」は役に立ったし演習
時間数を増やしてほしい。ただし、受講
生同士による演習のため、実際の介護と
は異なってしまう。（実際の現場の方が
大変。）
・内容が重複している部分は再構築して
簡素化した方が学びやすくなるのでは。
（「こころと体のしくみ」「発達と老化
の理解」「介護の基本」）
・入浴介護については日常的に必要なた
め、もっと学んでおきたかった。排泄に
ついてもポータブル便器での実習のみで
あったので、実際の現場に近い環境で学
べればスムーズな対応ができると感じて
いる。
・様々なパターンの演習（実技）をした
かった。利用者の性別、体型、健康状
態、車いす利用、施設の階段の有無な
ど。
・人に寄り添うという意味では販売と共
通点があるが、販売は顧客に「ありがと
うございます。」と言うもので、介護は
逆に「ありがとうございました。」と言
われる。そこが大きく異なることと思う
し、やりがいを感じることであり、もっ
と早く介護の道に入れば良かったと思っ
ている。（販売業経験）

・介護に対する考え方、高齢者に対する
接し方などは、カリキュラムとして特に
重要。
・企業実習時間が多いと採用につながり
易いのではないか。就職先企業の選択肢
も広がるし、業務内容に対する不安の解
消にも繋がると思う。また、同じ実習先
で企業実習の期間を長くとれれば、実施
できる内容も変わってくるのではない
か。
・人生の先輩、高齢者に対する尊厳、や
さしさなど、コミュケーションの方法な
ど介護の本質を理解している。未経験者
は、そこから教育していかなければなら
ない。
・採用時に最も重視するのは高齢者に対
する思いや介護職を目指したきっかけで
ある。コミュニケーション力は大事なこ
とであるが、それよりも人柄が重要に
なってくる。

・カリキュラムにおける座学及び実習の配分
見直しを検討。
・ハローワークにおいて訓練コースの内容や
効果を踏まえた受講勧奨の強化が必要。
・わかりやすいＨＰの作成、ハローワークに
おける周知広報を推進。
・訓練実施機関からハローワークの求職者に
対する事前説明会や見学会の開催を推進。
・増額について引き続き本省へ要望してい
く。

2 青森 営業・販売・事務分野

●訓練実施にあたって工夫している点
・パソコン初心者の方が多いため、丁寧
な指導に心がけている。
・タッチタイピングができるようになる
ため、毎日タイピング練習の時間を設け
ている。
・朝のスピーチ練習で、就職活動時の面
接試験などで適切な自己表現ができるよ
う練習をしている。
●キャリアコンサルティングの状況
・ジョブカード作成支援を通して自身の
棚卸を行ってもらい、それを基にキャリ
アコンサルティングを実施。
・ＬＩＮＥを活用して継続したキャリア
コンサルティングの実施やキャリア形成
支援
●国への要望、改善して欲しい点
・短期・短時間特例コース以外でも、就
職活動のため、何日か１日の訓練時間に
ついて、３時間授業を設けたい。
●日ごろ感じていること
・最近の傾向として、健常者に交じりグ
レーゾーンの方が増えたように思う。
・書類や取り扱いが各地で違うので、統
一であれば良い。

●受講した訓練内容を特にアピールした
点
・履歴書に習得したWordとExcel３級を
書いたことで、ある程度パソコンができ
ると認知してもらえた。
・ワード、エクセルの資格２級まで取得
することができた事をしっかり伝える事
ができた。
・簿記3級をとって、求人の幅が広がっ
た。
●訓練内容のうち、就職後に役に立った
スキル
・パソコン基本操作（マウス、Windows
の基本操作等）、正確で素早いタイピン
グ。
・ ワープロソフトによる基本操作（書式
設定、表作成、保存、印刷、ファイル操
作と管理、図形・写真の挿入等)。
・表計算ソフトによる基本操作（セル
データの作成、ワークシートの設定、数
式や関数の適用、グラフ作成等）。
●就職後に感じた、訓練で学んでおくべ
きであったスキル・技能
・日商簿記検定３級を訓練中に取得でき
なかったので、時間があったら習得した
い。
●職業訓練に係るご意見や要望
・訓練終了後、復習できる講座があれば
受講したい。

●訓練により得られたスキル、技能等の
うち、採用後に役立っているもの
・パソコンの基本（構成、使用方法、イ
ンターネットとネットワーク、IT活用の方
法、マウス、Windowsの基本操作等）、
正確で素早いタイピング。
・ワープロソフトによる基本操作
・ワープロソフトを使った実践的な文書
作成
・表計算ソフトによる基本操作
・表計算ソフトを使った実践的な資料作
成（基礎的関数を使い、グラフ、データ
ベースつきの資料作成）
●訓練において、より一層習得しておく
ことが望ましいスキル、技能等
・コミュニケーションスキル。
・プレゼン資料作成、マーケティング、
Webデザイン。
・給与のしくみ。労働保険の基礎知識。
●訓練修了者の採用について、未受講者
（未経験者）の採用の場合と比較して期
待していること。
・訓練で習得したことを実務に役立てる
ことができるポジションに就かせられる
よう当社としてミスマッチのないように
している。
●意見・要望
・インストールされたソフトウェアの
バージョンに対応できるように。

【OA関係】
〇初心者や他分野への就職希望者等を対象と
して、文書作成（簡単な文書の作成、画像・
写真・ワードアート等の挿入、表の作成等）
や表計算（文字・数字の入力、簡単な関数等
の活用）等の基礎的な能力を強化することを
目的としたカリキュラムを盛り込む。
⇒基礎的なデジタルリテラシーの習得

〇経験者や基礎的な能力を有する者等を対象
として、文書作成（やや高度な所意識設定）
や表計算（やや高度な関数、マクロの記録や
VBAを使用し、定型業務を自動化することが
できる）、プレゼンテーションソフト、WEB
デザイン・ホームページ作成等の実践的な能
力を強化することを目的としたカリキュラム
を盛り込む。
⇒DX推進人材となるための基礎的な能力の習
得

【OA関係以外】
〇実務演習（労働保険の計算、雇用保険手
続、健康保険・厚生年金保険手続等）等の実
践的なカリキュラムを盛り込む。
⇒資格取得＋実務能力の養成による即戦力人
材の確保

3 岩手 営業・販売・事務分野

○キャリアコンサルティングの実施
・コンサルティングがうまくいかなかっ
た事例について、他のコンサルタントに
助言を受けるなど、レベルの向上に努め
ている。
・他に聞かれる事のないよう、受講者が
安心して相談できる環境でコンサルティ
ングを実施している。
○その他
・訓練内容に直接関係はしないが、企業
で環境美化の一環で使用する可能性があ
るため、「刈払機取扱作業者安全衛生教
育」を実施している。
○訓練生の確保対策
・募集のリーフレットに「３か月で○○
の資格取得」が目標であることを明記す
ることで、本気で学びたい人、訓練レベ
ルに合った年代の受講生が集まる。

○就職支援
・訓練施設とハローワークを利用し就
職。訓練施設の支援内容で改善等を求め
る点はなし。
○カリキュラムでの改善を求める事項
・カリキュラムの内容は良好で特に改善
を求める意見はなかった。

○パソコンのスキル
・専用ソフトを使用するので、基本的な
操作ができれば良い。
・AIなど先進的なソフトは使用していな
い。（訓練に取り入れるべきソフトなど
は思い付かない）
・資格は仕事上では重視していないが、
本人が取り組んできた結果として面接時
には一定の評価となる。
○求められるスキルや技能
・社会経験が少ないからかもしれない
が、作業指示を理解する力が低いと思わ
れるケースがあった。
・訓練で習得するのは難しいと思われる
が、コミュニケーション能力を重視して
いる。
○その他
・人手不足のため、採用基準を設定する
状況にない。
・挨拶がきちんとできる人を採用してい
る。

○検討１
・求められるスキルや技能
　「指示理解力」「コミュニケーション能
力」の向上については、訓練カリキュラムに
どのように組み入れられるか検討が必要であ
るが、現行の訓練カリキュラムでも、就職率
向上の観点から配慮を求めていくことは重要
と思われる。
・キャリコンサルティングの実施
　キャリアコンサルティングの実施について
は、各施設の有資格者の人数等に差があるた
め、一概に変更を求められないが、好事例を
展開することは有効と思われる。
⇒周知用リーフレットの配付を検討
○検討２
・その他（刈払機取扱作業者安全衛生教育）
　企業で使用する可能性があり、就職にも有
利であるとの意見があり、WG内で検討した結
果、「有効性は認められるが、訓練科目に直
接関係しない科目を必須とすることは難し
い」との結論となり、訓練施設内で対応可能
な施設に好事例展開をすることとする。
○検討３
・訓練生の確保対策
　訓練のレベルを設定できれば、より受講生
に合った訓練が実施できると思われ、今後、
訓練のレベル分けが可能か検討する。

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５
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労働局
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ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

5 秋田 IT分野

【習得能力】～訓練内容が訓練受講者の
習得を要する能力に合致しているか検証

・関連職種以外ではオーバースペックだ
が、関連就職では物足りない場合あり
・初心者が訓練を受けると相当難易度が
高いと感じるようである。

【企業ニーズ】～訓練内容は企業が求め
る人材像に合致しているか検証

・情報産業と情報産業以外の企業で求め
るデジタル人材が異なる可能性がある。
・情報産業以外の企業では、「メール
サーバーを設定する」、「ＳＮＳとサイ
トを活用する」などＷｅｂ言語に精通し
ていなくても知識を持っている方を求め
ている場合がある。

【就職支援】～効果的な就職支援が行え
ているか。受講にあたり、採用後の活躍
場面は明確か検証

・キャリアコンサルタントとの面談や就
職支援の時間を増やすなど工夫してい
る。
・要望に応じて、追加のキャリアコンサ
ルティングの設定も行っている。

【習得能力】
・関連就職か否かを問わず受講満足度は
高い。
・関連就職以外でもHP作成やDB処理等
の技能が活用されている。

【企業ニーズ】
・関連就職か否かを問わず受講満足度は
高い。
・関連就職以外でもHP作成やDB処理等
の技能が活用されている。

【就職支援】
・資格取得のための知識が直接役立つ機
会はあまりないこともある。
・就職先では、基礎的な内容が一番役
立っている（関連就職以外）。

【習得能力】
・企業ごとにも必要なスキルが異なるた
め、個別企業に応じた訓練設定を希望。

【企業ニーズ】
・情報産業以外の中小企業では高度なデ
ジタル人材より、比較的基礎的なスキル
（HP更新やDB処理等）を求めている場
合がある。

【就職支援】
・訓練により習得した技能等により未経
験者より早く仕事に慣れてほしい。
・訓練修了者の応募機会を増やしてほし
い。

・企業の実情に応じた能力開発が行えるよ
う、在職者訓練を充実させるとともに、人材
開発支援助成金等の様々な支援と合わせた活
用の促進が必要。

・引き続き高度なデジタル人材の育成に取り
組むとともに、幅広い産業で求める情報リテ
ラシーの訓練内容を組み入れた訓練コースの
設定が必要。

・企業の求める人材像の明確化と求人票への
明確な記載など、訓練内容を活かした就職実
現に向けた支援の強化が必要。

・最近、企業からの問い合わせが多い
Java、Pythonのスキル。ＳQLへの理解
度がより高いとよい。
・派遣先では様々な企業から出向等して
きた方たちとチームを組んで仕事をする
ため、コミュニケーション能力が重視さ
れる。コミュニケーション力を向上させ
るカリキュラムがもっと充実していると
よい。
・メールのやり取りが非常に多く、未経
験者は表現、言葉選びに戸惑い、時間を
要することがあり、ビジネスメールのス
キルを習得できるとよい。

・未経験者に比べ、訓練修了者は6か月の
学びがある分、採用後研修をスムーズに
進めることができている。
・入社後も教育を行うが、職業訓練で素
地を習得することは大きい。

・訓練受講者も、最初はどの言語・技術
を習得すればよいか分からない状況では
ないか。ガイダンス的に幅広く学ぶ機会
を設けた上で、どの言語等を習得するか
選択した上で、掘り下げて学んでいくよ
うな仕組みがあればよいのではないか。

・R6年度の公的職業訓練実施計画において、
デジタル分野の公的職業訓練の定員数を拡充
する。
・企業実習やグループでの開発演習等、就労
現場を想定したより実践的な授業の進め方に
より、企業から求められるコンセプチュアル
スキル（問題解決力、課題解決力）を副次的
に身につける。

・ハローワークの求人部門と訓練部門との連
携による、訓練修了者歓迎求人等の確保。
・訓練実施機関とハローワークの連携によ
る、求人情報や求人企業説明会等の情報提
供。
・訓練実施機関からハローワークの求職者に
対する事前説明会や見学会の開催を推進。
・職員向け知識習得のための研修の実施
・引き続きホームページやＳＮＳ、関係機関
との連携によるイベント等を活用した訓練の
周知・広報を行い、職業訓練の認知度の向
上・活用促進を図る。

・訓練実施機関から、選考基準及び修了要件
等の見直しの要望があり、見直しが必要な事
項に関しては、取扱要領等の改正について本
省に要望を行う。

・講義内容は、もう少しビジネス的な知
識や会計等の実践向きのプログラム設計
にしてもらいたかった。

・Excelの講義もあったほうがよかった。
IT関連の資格を持つ方でもExcelを使った
ことがないと聞くことがあり、多くのIT関
係や事務関係の職場で使用するツールで
あるので、短時間でも講義があった方が
よいと思う。

・訓練実施機関が提供する求人情報は、
高い学歴や経歴を求めるものが多く、訓
練受講者にはマッチしていないと感じ
た。

6 山形 パソコン・事務分野

・求人状況を把握しword・Excelを最低
限習得できるカリキュラム設定としてい
る。

・受講生は年齢も様々であり、入講時に
PCレベルの把握をし、レベルの低い受講
生に合わせ授業を進めているが、高いレ
ベルの受講生には、スキルを伸ばす工夫
をしている。

・キャリアコンサルティングについて
は、コミュニケーションを取りやすくす
る工夫をしている。

・就職率の向上を図るため、ハローワー
クでは自分の担当を決めて相談するよう
推奨している。

・就職率向上のため履歴書の添削指導を
実施している。

【訓練施設からの要望】
・委託費・奨励金の増額をお願いした
い。

・最低保証金制度を設けてほしい。

・キャリアコンサルタント等有資格者以
外によるキャリアコンサルティングの継
続措置をお願いしたい。

4 宮城 デジタル分野

・業界団体の会員企業から出される要望
を基に、カリキュラムに反映している。
・実践的な内容とするため、開発演習の
内容を工夫（演習内容の見直し、グルー
プ演習の導入等）している。
・集合教育の利点を活かすため、開発演
習以外でもグループ演習を取り入れてい
る。
・業界の実務経験や新人研修等の実績の
ある講師に依頼している。
・訓練と業務現場とのギャップを出来る
限り抑えるよう、開発環境や管理ツール
などは、実際に現場で多く利用されてい
るものを体験できるよう考慮している。
・業種理解・職業理解を促すための説明
や情報提供に力を入れている。

・訓練を修了できる学力があるか、訓練
カリキュラムが修了後の就職のイメージ
にマッチングしているかを測れる選考基
準へ見直しを希望する。【県委託訓練】
・学科・実技それぞれで80％以上の出席
要件となっているが、訓練コースによっ
ては、時間数に偏りがあるため、総訓練
時間の80％以上を修了要件としてほし
い。【県委託訓練】

・ハローワークを利用せずに就職活動し
ている方が少なくないと感じている。
もっとハローワークを利用する方が増え
れば、より多くの方に職業訓練を受講し
てもらえるのではないか。

・受講前は入力レベルだったが、訓練受
講で自信が生まれた。

・Word・Excelは使用頻度も高く、受講
で身に着けた知識は今の仕事で役立って
いる。

・パワポ・アクセスは使用機会が無いが
学べてよかった。

・PC使用経験があまりなかったため期間
が短いと感じた。

・Excel の時間配分を増やしてほしかっ
た。

・Word・Excelを使用しての業務が多く
役立っている。

・当社での業務ではこれ以上のスキルは
必要ない。

・アクセス・パワポのカリキュラムがあ
るが、当社での業務では使用機会が無
い。

・受講生は一通りWord・Excelを学んで
いるので不安は少ない。

・Word、Excelは訓練の中心となるが、それ
以外のカリキュラムについては、採用企業の
状況、求職者の目指す職種などにより変化す
る。また、入講者のレベル毎に合わせたカリ
キュラム作成は困難であり、統一的カリキュ
ラム作成は困難なため、求職者自身が自分に
必要と見極めることができる、詳細な訓練情
報を訓練説明会や訓練募集チラシの内容に盛
り込んでいく。

・実施機関だけでは就職率向上を図ることは
難しく、ハローワークとの連携は不可欠であ
る。ハローワークで実施している「求職者担
当者制」をほかの訓練施設の受講生にも推奨
していく。また、求人の確保も重要であり
「訓練修了者歓迎求人」の確保も併せて推奨
していく。

【要望】
・訓練施設から要望については、厚生労働省
へ上申。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

・C言語プログラミング、データベース構
築、ネットワーク構築、通信制御の知識
習得は役に立っており、それ以外の科目
もシステム系の一連の流れを知っておく
のは有用。
・Photoshop、illustrator以外のソフト
（AdobeXD、Figma）も学んでおくと良
い。
・訓練を通じて習得した内容をPRできる
職務経歴書、成果物等の作成や、ITパス
ポートや基本情報技術者等の資格取得が
望ましい。
・ある程度の知識を持って入社してもら
えれば社内研修期間が短縮できる。
・訓練修了者に対する期待度は高く積極
的に採用したいので、今後もっと訓練受
講者が増えてほしい。
・知識・スキルの可視化が図れるよう資
格取得のできる職業訓練を期待したい。
また、企業実習は、習得したスキルの程
度が図れる良い手段と思う。
・デジタル分野の知識があることに加え
て、本人のやる気やコミュニケーション
スキルも考慮して採用を決定している。

・Webデザイン系の訓練が多いため、労働局
を関係機関が連携し、プログラミング系の訓
練実施機関の開拓に努める。
・訓練内容に応じた訓練期間の検討。
・資格取得は訓練修了後の習得度を把握する
ためのわかりやすい目安となることから、訓
練期間中の資格取得を推奨。
・企業実習を併せた訓練の実施を推奨。各関
係機関が連携して実習先の開拓に努める。
・IT系企業を招聘して開催する企業説明会等の
好事例の提案。
・訓練実施機関とハローワークが連携し、訓
練説明会や見学会、個別相談会等を積極的に
開催。
・ハローワークを利用しない層への周知とし
て、SNS等を利用した周知を図っていく。
・「訓練修了者、未経験者歓迎求人」確保の
取組強化。
・的確な訓練のあっせんと就職促進のため
に、ハローワーク職員がデジタル分野におけ
る知識の習得を図るための研修を実施する。

7 福島 デジタル分野

１　訓練実施にあたって工夫している点
（１）学科・実技ともに受講生の習熟度
にあわせてカリキュラムを進めている
（２）受講生がお互いに協力しながら進
められるような雰囲気づくりに努めてい
る
（３）講師が全体フィードバックを行っ
ている
自由記入欄
　習熟度確認のため、練習問題を多く行
い自己成長を実感し、自信を持てるよう
にしている。
２　訓練実施機関が行っているキャリア
コンサルティングの状況
（１）定期的にジョブ・カードを活用し
たキャリアコンサルティングを実施して
いる
（２）定期的な個人面談や１on１ミー
ティング
（３）グループワークを実施している
自由記入欄
　個々の立場に寄り添い、訓練、就活
等、前向きに進めるような状況にあわせ
た面談を実施。
３　今後、実施を検討している訓練内容
（１）医療事務コース
（２）郡山市の開催だった「DTP-Webデ
ザイン科」を福島市で開講する検討をし
ている。
（３）DTPや経理のエキスパートなど。
４　訓練修了者に期待すること
（１）習得した技術を活用して活躍して
ほしい
（２）訓練で学んだコミュニケーション
スキル　等を業務に役立ててほしい
（３）受講生ネットワークを構築し、お
互い切磋琢磨してほしい
５　訓練実施にあたって国への要望、改
善してほしい点
（１）物価高騰の中、訓練実施に関する
経費もかなりの割合を占めるところと
なった。これらの状況の変化に伴い、委
託費の改定をしていただきたい。

8

１　就職後に役に立ったもの
（１）文書作成、業務集計等のスキル
（２）プレゼンテーションスキル
（３）広告、チラシ等のツール作成スキ
ル
（４）ホームページ作成・管理等
（５）情報収集・整理の手法
（６）他の受講生とともに学んだ協調性
（対人スキル）
２　就職後に感じた、より一層習得して
おくことが望ましいスキル
（１）業務進捗管理力（PDCAサイクル
等）
（２）関係部署等の調整力（対人スキ
ル）
（３）SNSやWebによるマーケティング
知識
（４）経理の知識（１人２役、３役の実
態がある）
３　訓練に対する評価・要望
（１）個人のペースにあわせて指導して
くれた
（２）グループワークや講師との個別面
談の時間がほしい
（３）PCソフトが最新であればなお良
かった
４　資格取得に対する考え等
　資格を取得したからといって、仕事に
役立つとは限らない

１　企業ニーズ等の把握に努め、当該ニーズ
の変遷に対応できるようカリキュラムを検討
することが必要。
２　PCスキルのみならず、対人調整力やコ
ミュニケーションスキル、さらにはWebマー
ケティングの知識を習得することも有効。
３　求職者のニーズを的確にとらえるため、
次年度はもう少し詳細なヒアリングを実施し
たらどうか。
４　Webマーケティングの知識や知見を付与
することも有効である可能性がある。

１　訓練により得られたスキル、技能の
うち、採用に役立っているもの
（１）文書作成、業務集計等のPCスキル
（２）情報収集・整理の手法等
（３）データ集計
（４）他の受講生とともに学んだ協調性
２　訓練において、より一層習得してお
くことが望ましいスキル、技術等
　特になし
３　訓練修了者の採用時、未受講者（未
経験）の採用の場合と比較して、期待し
ていること
（１）文書作成能力、PCスキル
（２）理解力
４　訓練修了者の採用時に重視する点
（１）コミュニケーション力
（２）対人調整（調和）力
（３）仕事（作業）理解力
５　訓練修了者を採用した評価
（１）訓練により習得した技術等により
的確に業務を進めている
（２）対人調整（調和）力を活かして業
務を進めている。
（３）クライエントに対する説明が良
い、的確である。
６　公的職業訓練に対するイメージ
（１）受講者の再就職に役立っている
（２）受講者の技能・知識・知見の習得
に役立っている
７　若年者の労働力の活用に向けて必要
と考える訓練コースは？
（１）コミュニケーション能力向上コー
ス
８　高齢者の労働力の活用に向けて必要
と考える訓練コースは？
（１）PCスキル、機械、PC技術の習得
９　その他、ご意見、要望等
（１）もう少しレベルが高い内容があっ
てもよいかもしれない。
（２）同じ文章を書くにしても、論理構
成を整えるなどの訓練も必要ではない
か。

茨城 デジタル分野

・企業やハローワークへのヒアリング、
経済団体等へのリサーチ等により求人・
求職ニーズを把握している。
・就職希望分野と技術習得の難易度を考
慮したステップアップ式のカリキュラム
構成及び段階的支援を行っている。
・広く適性が見極められるよう、プログ
ラミングにウエイトを置きつつ、Excelや
Web制作を取り入れている。
・実務経験のある講師に依頼し、就職に
必要な知識をカリキュラムに反映してい
る。
・就職した修了者等からの意見及び質問
等を参考に訓練内容を見直している。
・空き時間を利用した訓練課題への取組
（予習・復習）を推奨している。
・IT系企業や派遣会社等を招聘し、企業の
求める人材、求人等の説明及び求職状況
等の説明会を実施している。
・訓練開始１か月目にジョブ・カードを
作成し強みを発見（自己理解）させてい
る。
・訓練の目標はあくまで就職のため、訓
練期間中の就職を目指し、訓練と同時並
行の就職活動を指導している。
・受講者が面接で質問された内容を就職
支援室に掲示し共有している。また、受
講者の面接時の体験を、３分間スピーチ
で発表している。
・公共職業訓練の委託費と求職者支援訓
練の奨励金の条件等を統一してほしい。
・IT関係の訓練に使うソフト使用料の負担
が大きいことから、委託費の単価上限額
を見直ししてほしい。
・訓練制度の周知・説明する機会を可能
な限り設けてほしい。

●６か月コース修了者
・広く浅くIT関係の「入口」という点で無
駄な訓練項目はない。
・システム開発業務に就業するにあた
り、Web関係の知識はあまり活用されて
いないが、IT関連の流れをつかむ上では必
要。

●５か月コース修了者
・Webデザイナーとして就業する場合
に、Excel・Wordは必ずしも必要ない。

●３か月コース修了者
・事務スキル（Excel）が役に立った。
・３か月訓練ではタイトなスケジュール
に感じた。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

9 栃木局 営業・販売・事務分野

・訓練内容をしっかりと身につけてもら
うために、実務的・実践的な内容の説明
を意識している。学んだ内容を実務の中
でどのように活用するか、様々なケース
を想定した課題に取り組ませている。
・就職支援については、就職支援担当者
だけでなく、授業担当の講師も日常的に
質問に応じたり助言をしたりと積極的に
就職支援に携わり、就職意欲の喚起をし
ている。
・就職についての目標を明確化するよう
なキャリアコンサルティングをおこなっ
ている。「仕事をしている自分」をイ
メージさせ、就職意欲を喚起している。
・効果的な面談となるよう、予め受講生
に質問を準備させている。
・外部有資格者と就職支援担当者が情報
を共有し、連携して就職支援をおこなっ
ている。
・国への要望・改善点として、訓練修了
後の就職支援について、連絡が取れなく
なってしまう受講生への対応に苦慮して
いる。

・パソコンの基礎知識や基本操作やビジ
ネス文書や資料の作成などの実務的な内
容が、就職後役に立っている。
・ビジネスメールの作成やオンライン会
議ツールの使い方、情報セキュリティに
関することなど、より実務的な知識につ
いても習得できるとよかった。
・社会人基礎力として、社内外でのコ
ミュニケーションのとり方や言葉遣い、
電話対応などの接客マナーを身につけて
おけるとよい。
・コミュニケーション能力の向上のた
め、訓練生同士で課題解決をするグルー
プワーク形式のカリキュラムがあるとよ
い。
・模擬面接など、より実践的な就職支援
があるとよい。

・パソコンスキルについては、Word、
Excelなどの基本操作の習得とともに、
PowerPointの基本操作の習得ができてい
るとよい。
・MOSなどの資格・検定取得についても
訓練の効果として評価している。
・さらに、ITパスポートを学ぶコースなど
ワンランク上のパソコンスキルの習得が
できるとよい。
・社会人基礎力（笑顔や挨拶などの基礎
的ビジネスマナー）を身につけてほし
い。
・実務の中で求められるコミュニケー
ション能力（対話能力や状況判断能力な
ど）一段階上の社会人基礎力の習得が、
より望ましい。

〈訓練設定〉
・基本的なパソコンスキルとして、オンライ
ンツールの知識・操作法の習得を推進する。
・PowerPointを使用したビジネス文書作成法
の習得を強化する。
・ビジネスマナー講座など社会人基礎力の向
上を図るコースを増やす。
・企業での会議やプロジェクト企画を想定し
た、実践的なグループワークを設定する。

〈就職支援〉
・訓練応募時から「就職のための職業訓練で
あること」を意識づけられるよう案内する。
・ハローワーク担当者と訓練終了後の就職支
援状況を随時共有し、連携して就職支援をお
こなう。
・より実践的な就職支援（模擬面接など）を
受講生が求めていることを訓練実施機関へ周
知し、支援内容や時間の充実を促す。
・JEEDの求職者支援訓練サポート講習におい
て、「受講生の就職希望の情報を外部キャリ
アコンサルタントと就職支援担当者が共有し
効果的な就職支援をおこなっている」などの
好事例を展開する。

10 群馬 デジタル分野

・Ｗｅｂデザインを受講したとしても、
Ｗｅｂクリエイターは実務経験が必要と
なる場合が多いため、Ｗｅｂ知識を必要
とする事務職（サイトの運営・管理）等
に就職する方も多い。そのため、就職の
選択肢が広がるようにしている。

・訓練期間を５カ月→6カ月としたことで
卒業制作の質が向上し、結果として就職
率向上につながった。

・より実務に近い訓練となるよう、チー
ムで成果物を開発するカリキュラムの導
入を検討。

・目的意識を持って受講することで訓練
が有意義なものとなる。未経験者は尚
更、仕事内容が具体的にイメージできる
と良い。

・未経験者が６カ月の訓練でＷｅｂデザ
イナー・クリエーターとして働けるほど
甘くない。Ｗｅｂ関連の基礎知識を身に
付けて、職域を広げると考えたほうが現
実的。

・Ｗｅｂデザイナーとして就職を考える
際にはグラフィックデザインの科目時間
数が不足している。

・職業訓練にて、データベースの技能・
知識、プログラミングの実技も習得して
おくことが望ましい。

・６か月で習得できる技能は限られると
思うので浅くてもよいので多くの知識を
習得して欲しい。

・問題が発生した際に、その問題・課題
に対する自己解決力や解決方法を身に付
けてもらいたい。

・訓練カリキュラムの構築にあたり、プログ
ラミング言語の習得に加え、実践的な内容も
加味することが有効。

11 埼玉 デジタル分野

・訓練内容について事前に受講者に丁寧
に説明することでイメージとのギャップ
が少なくなるように努めている。
・カリキュラムに高度な内容や最新の内
容を取り入れるためには、外部講師の手
配に課題がある。
・業界の動向や受講生のライフプランを
踏まえたキャリアコンサルティングを早
い段階から行うことによって就職活動を
支援している。
・（委託職業訓練の就職支援経費や求職
者支援訓練の付加奨励金の受給要件を満
たすための）就職率を満たすことは困難
であるため緩和を希望する。
・職業訓練により（業務委託契約など）
雇用以外の形態で就労することになった
者について制度上評価の対象とすること
はできないか。

・就職後に役立つより実践的なカリキュ
ラム構成を希望する。
・職務経歴書や面接指導など就職支援の
充実。
・個々の受講生に合わせて選択できるカ
リキュラムがあるとよい。
・（１年間くらいの）長い訓練期間の設
定。
・修了後に更なる訓練を受講できる制
度。
・訓練受講給付金の受給要件の緩和。

・基本的な知識、技能のみならずコミュ
ニケーションスキルや生活習慣、社会人
としてのマナーを習得している点を評
価。
・（企業説明会など）企業と訓練生との
接触の機会がもっとあるとよい。
・職業訓練修了者の情報に企業からアク
セスできる仕組みがあるとよい。
・企業に向けて各職業訓練の内容と終了
時期に関する情報を発信して欲しい。
・（職業訓練をきっかけとして）自ら必
要な知識を習得しようとする前向きな姿
勢がある方を採用したい。
・様々な内容やレベルの職業訓練がある
とよい。

・カリキュラム改善のための機器導入、指導
者、テキストの開発などの側面的支援。
・カリキュラムの細分化、訓練レベルの細分
化の検討。
・ミスマッチ防止のため、訓練説明会の活用
や事前説明の徹底。
・受講生のコミュニケーションスキル向上の
ための支援の強化。
・ハローワークなどと連携した受講生に対す
る就職支援強化。
・受講生と求人企業との接触機会の拡大。
・訓練実施機関の新規参入促進。

デジタル分野

・座学だけでなく実技も重視。実機に触
れて、現場で働く想定をしてもらう。
・受講生のレベル差については、補助講
師を付けて対応している。また、求職活
動日や授業終了後も教室を解放し、講師
を配置して質問等に対応させている。
・自己理解、職業理解をしてもらうこと
に重点を置き、「スキル不足を感じてい
る」場合などは、関連職種への転換も薦
めている。（Webデザイナー　→　Web
をメンテナンスできる事務担当者）
・ITの技術進歩に対応するため、最新機種
の入手費用に対する助成金や、企業との
共同事業を行う場合の助成金があるとよ
い。
・6ケ月よりも長い訓練期間が設定できる
とよい。（例：「ライディングページ作
成」「映像関係」などは、受講者から希
望が多い）

・卒業制作は、個人での作品のみなら
ず、グループで作成する課題も出て、役
割分担を通したコミュニケーションの練
習にもなり、大変良かった。
・人前で話すことや、プレゼンの練習が
役にたった。対人関係スキルは結局必要
になる。
・労務、個人情報保護、マイナンバー等
総務関係の書類作成の科目があると良
かった。
・訓練期間が6ケ月間であるが、もっと長
くてもよい。「この習得した知識・スキ
ルだけで、本当に就職してから大丈夫な
のか？」不安に感じていた。

・基本的なITの知識、Excel操作、ビジネ
スマナー、電話応対、メールについての
知識が役立っている。
・ＩＴ全般、クラウド、SNS、マーケ
ティング、 Wordpress、 ChatＧＰＴな
どの知識があった方が良い。
・採用の決め手は「卒業制作」と「ポー
トフォリオ」であった。「入社後の伸び
しろがあるか」が重要な判断要素であ
る。
・早めに中堅社員になって他の人をまと
めるリ－ダー的存在になってほしい。
・通所の訓練よりもコミュニケーション
がとりづらいと思われるｅ－ラーニング
の修了者には、魅力を感じない。

・修了者からは、グループワークやプレゼン
の練習がコミュニケーションの練習になった
と評価されており、企業側もコミュニケー
ション能力を重視しているため、グループ
ワークなどコミュニケーション能力の向上を
目的とした訓練カリキュラムを実施機関へ提
案する。
・企業側は、専門的な分野の知識だけでな
く、デジタル全般の基本的な知識やビジネス
マナーの習得についても考慮されたカリキュ
ラムを求めているため、訓練生のニーズも踏
まえながら、デジタル全般やビジネスの基本
に関する訓練内容を含んだコースの企画提案
も必要である。
・最新機器の購入や企業との共同事業に対す
る助成金、6ヶ月以上の訓練の実施など、実施
機関から要望のあった内容については、ワー
キンググループの報告を通じ、厚生労働省へ
要望していく。

介護分野

・訓練生に疑似体験（認知症、高齢者
等）を行ってもらっている。
・講師や卒業生に実体験（現場での苦労
話）や、やりがいを語ってもらう。
・受講者の参加型訓練を行い、グループ
ワーク、コミュニケーション力・リー
ダーシップ力をつける。
・訓練で得た知識と実際の介護現場との
違いを体験・認識するため、また就職
後、学校と実際の介護施設の実態との差
に備えるため、企業実習を必ず実施して
いる。
・企業訪問を計画的に行い、訪問記録を
作成して内容をスピーチするとともに、
校内に貼り出し公開している。
・介護職の訓練への応募者数が減少傾向
にある。委託校をPRできる場が欲しい。

・実技や、疑似体験(高齢者、認知症及び
障がい者の立場）、医療的ケア（喀痰吸
引・経管栄養）が役に立っている。
・受講者参加型訓練（グループワーク
等）は、人との関わり方が学べてよかっ
た。
・介護施設見学は10施設程度行ったが、
いろいろな施設に行き、違いがわかった
ため、就職先を決める際の材料になり非
常によかった。
・介護の対象が高齢者か障がい者かで迷
う。この方向付けをうまくできる授業も
やって欲しい。
・現在仕事についている知的、精神障害
者施設で、障がい者への接し方について
スキル、技能をもっと学んでおくべき
だったと思う。

・介護の基礎理解、基本的なコミュニ
ケーション能力、障がい者との関わり方
の理解がある。
・介護技術、医療的ケア（喀痰吸引、経
管栄養）など、非常によくやってくれて
いる。
・期間をもっと長く実習をやってくれる
と良いと思う。
・高齢者介護か障がい者介助かの方向づ
けができる授業があっても良いと思う。
・実習を経験しているため、職場に出て
もギャップを感じることは少なく長続き
する。介護に対する基本ができてるので
安心して任せられる。

・高齢者介護か障がい者介助か方向性が定ま
らない受講生もいたため、職場実習等の実習
先を工夫するなど、仕事の方向性を決定しや
すくなるように、実施機関へ提案する。
・受講者参加型訓練（グループワーク等）や
介護施設見学及び企業実習は、受講者からも
企業からも評価されていることから、実施し
ていない訓練実施機関で就職率が低迷してい
る実施機関に参考としてもらう。
・実施機関より、応募者数が減少傾向にある
ためＰＲできる場が欲しいとの意見もあるた
め、現在ハローワークで行っている訓練説明
会を強化し、幅広い実施機関が参加できるよ
うにする。

12 千葉
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（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

14 神奈川 ＩＴ分野

・就職の確立を高めるため、学習目的で
はなく、就職に有効な技術や就職後に使
える技術、求人に多い言語（JavaやC言
語など）を中心にカリキュラムを考えて
いる。
・企業側やIT業界のニーズを優先するた
め、開発現場で実際に活用している言語
について企業へのヒアリングや求人票な
ども確認し、実際の現場で活用できる言
語を意識している。
・業界認識として現場の話を聞くなど、
多様な業務があることを知ってもらって
いる。開発だけでなく、クライアントへ
の事務作業など実態に即した情報の提供
をしている。
・今は様々な情報が電子化されており、
どこの職場でもIT技術を使わざるを得ない
状況となっている。

・訓練で学んだことは、ほとんど役に
立っており、一部実務で使用していなく
ても、「知っている」ということが強み
になり、基礎的言語を学んだことによ
り、他の言語も覚えやすい。
・グループワーク等を通して、業務の言
語化（伝え方）の習得や、訓練内容をま
とめるなど、実務における日報の作成に
も慣れるとよいと思う。
・課題で出される以上にポートフォリオ
をもっと多く作成しておけばよかった。

・基礎知識、用語がわかることは、アド
バンテージにはなり、自社での研修期間
を短縮することができる。
・基礎言語も必要だが、ITパスポート、基
本情報技術者を取得しておくとよい。
・訓練受講の経験は、自己PRにつなが
り、自ら学ぼうとする、努力する姿勢が
ある方は、その後のスキルアップに期待
ができる。
・経験よりビジネススキル、異業種でも
コミュニケーション能力の経験を重視し
ている。
・より実践的なカリキュラムやWebの場
合は多種多様なポートフォリオの作成な
ど。報告や、プレゼンテーションなどの
コミュニケーション能力も重要。

・IT分野（デジタル分野）の訓練の設定の割合
を令和５年度と同程度で継続
・訓練実施機関によるハローワーク求職者に
対する事前説明会や見学会の開催を推進
・ビジネススキル、コミュニケーション力向
上を図る訓練カリキュラムの強化について、
実施機関へ依頼する
・IT業界（デジタル分野）の認識の向上を図る
・訓練修了者が応募できる求人の確保を図る

・カリキュラムの改善により訓練効果の向上
が期待できる以下の４項目について、効果検
証の結果を基に資料を作成し、訓練時実施機
関に対して訓練説明会や実施機関の訪問指
導、実施機関開拓の際などに周知し理解を求
める。
　また、デジタル求人事業者に対しては、効
果検証の結果を基に資料を作成し「訓練修了
者歓迎求人」の提出に理解を求める。求職者
に対しては、同じく資料を作成し、訓練受講
のメリットについて理解を促し訓練の受講を
勧奨する。
（１）プログラミング等の基礎知識の習得
　プログラミング、データベース操作等、基
礎知識（理論）に関するカリキュラムに十分
な時間をあてる。（必要に応じて見直しを行
う。）
（２）ビジネスで求められるスキルの習得を
意識したカリキュラム設定
　訓練カリキュラムはビジネスを意識した実
践的な内容を盛り込む。例としては、①ポー
トフォリオの制作に十分な時間をあて、作品
の評価には企業からの意見を加えるなど商業
レベルのデザインまで上達するよう繰り返し
指導する、②Ｗｅｂマーケティングの練習を
行いクライアントの意図を正確に理解し実務
に活かす力を培う、③受講生ＯＢと教室をオ
ンラインで繋ぎ、インタビューをすることに
より再就職に向けた心構えを身につける、な
ど。
（３）チームビルディングによる演習
　４～５人のグループで意見交換しながら課
題を制作するチームビルディングを実施す
る。（実施可能か検討し必要に応じて見直し
を行う。）
（４）企画提案・プレゼンテーションの演習
　企画提案・プレゼンテーション演習に十分
な時間をあてる。例としては、①企画提案・
プレゼンテーションに複数の課題を設定し繰
り返し練習する、②毎朝3分間スピーチで
「空・雨・傘のフレームワーク（※論理的思
考力を培うメソッド）」を実施し論理的思考
とスピーチのトレーニングをする、など。

 申請の説明会・相談などで、デジタル分野３
コースの実施機関・修了生・就職先にヒアリ
ングを行った結果として、以下のことを情報
提供する。

１　コミュニケーション力として、①的確な
タイミングでの要領を得た質問をする力②発
表して相手に理解させる力③チームで実行す
るうえでの調整力などが求められ、就職後も
研修を行っているが、訓練として取り入れる
ことは有効である。3分間スピーチ、グループ
ワーク、褒めワーク、模擬面接などを積極的
に取り入れるのも一つの手である。企業実習
などで行っている実施機関もある。

2　初歩的・基本的な個人情報セキュリティ
や常識レベルのネットリテラシーは必要。情
報セキュリティは専門的・高度なもののニー
ズがあまりない。

３　Javaは、多くの企業で、既設システムに
採用しており、今後も、システム改修の発注
などで、高い顧客ニーズが期待できる。
　また、プログラミング言語として、他の言
語に応用可能な基礎力を備えていることか、
短期間でプログラマーの土台を築くために、
有効な言語のひとつである。

デジタル分野

【プログラミングを習得する訓練コー
ス】
・授業は、理論や基礎演習に時間をかけ
て行うことによりプログラミングの基礎
をしっかり身につけている。
・システム開発統合演習ではマーケティ
ング課題解決の練習をしている。そこで
は、クライアントの抱える課題を解決す
るために、プログラミングによってどの
ような企画提案ができるか企画書を作成
しプレゼンテーションをしている。
【Ｗｅｂデザインスキルを習得する訓練
コース】
・受講者に対しては、単にツール（ソフ
ト）の操作方法を教えるのではなく、ど
のようなスキルが求められているのか理
解させている。
・４人一組のチームを組み、Webマーケ
ティングの練習をしている。そこでは、
クライアントの意図を正確に理解し実務
に活かす力を培っている。
・カリキュラムは、資格試験の受験科目
に合わせるのではなく、実践重視の内容
で設定している。ポートフォリオの制作
に長い時間をあて、商業デザインレベル
まで上達できるよう繰り返し作成し指導
している。
・作品（Webサイト）を制作・発表して
いるが、制作した作品は、企業実習の受
入企業からも評価をつけてもらってい
る。（Webデザインをアートから商業デ
ザインの方向へ寄せることができる。）
・プレゼンテーションの練習により相手
に分かりやすく伝えるスキルが上達する
ので、再就職後の業務だけでなく、就職
活動においても役立っている。

【プログラミングを習得する訓練コー
ス】
・プログラム言語については、コードの
書き方が違うだけで、基本的な考え方は
一緒。プログラムの基礎をしっかり身に
つけていれば、新しい言語にも独学で対
応できるため基礎をしっかり訓練して欲
しい。
・訓練受講者は、学ぶ意欲があり、論理
的に考える基礎ができていることが期待
できる。

【Ｗｅｂデザインスキルを習得する訓練
コース】
・プレゼンテーションスキルは、顧客や
上司とのコミュニケーションにおいても
必要であり、業務に活かせる場面が多
い。
・企画提案基礎知識、広告実践では、プ
レゼンテーションを練習するが、コンセ
プトを構成立てて説明する方法を自ら考
えるトレーニングをしており、就職後に
社内での説明時にも役立っている。

15

13 東京 デジタル分野

●訓練カリキュラム・就職支援について
・実務現場で最も多く使用される言語
や、基礎的な内容を重点的に学習できる
カリキュラム設定（Javaを使ったWebア
プリケーション構築、HTML、
illustrator、Photoshop等）
・習得した技術を就職先でどのように活
かすかを受講者に訴えつつ、繰り返し指
導
・IT業界や働く現場のイメージを持てるよ
う、職業人講話の講師は現場経験者を選
定
・就職活動にも利用できるポートフォリ
オの制作に力を入れ、「未経験でも投資
できる人」と思わせる作品制作とプレゼ
ンテーション指導
●情報セキュリティについて
・実技の授業で、安全なプログラムを書
くための一般常識レベルの情報セキュリ
ティは教えている。
・就職支援の場で、資料の持出、管理に
おけるヒューマンエラー防止の観点から
のセキュリティについて話している。
・ITリテラシーやウイルスチェック等を取
り入れている。
●コミュニケーション力について
・就職支援の授業で開発現場やチームの
コミュニケーションの重要性についての
話をし、企業実習で実践させている。
・コミュニケーションの苦手な方には対
しては、授業時間外に個別にフォローし
ている。
・訓練の最初の２日間で、クラスメイト
の良い所を探して褒めまくるというワー
クや朝礼で順番に５分間のスピーチを行
う。

新潟

【プログラミングを習得する訓練コー
ス】
・６か月間の訓練では、即戦力にはなら
ないが、プログラマーの仕事に従事する
ための、最低限の知識、スキルを身につ
けることができた。
・プログラミング基礎演習とデータベー
ス基礎演習で、プログラマーとしての基
礎となる知識を身につけることができ
た。
・訓練では、専門学校で２年間で習得す
る内容を６か月で学んだ。もう少し長い
時間をかけて学べるとよかった。

【Ｗｅｂデザインスキルを習得する訓練
コース】
・Webデザインの知識は、独学で知識を
身につけることもできるが、コーディン
グの基礎知識（理論）は独学で習得する
ことは難しく、訓練受講が役に立った。
・企画書の作り方で、生徒同士の提案、
企業への提案などの演習は、訓練以外で
は経験できないもので貴重な体験だっ
た。

●訓練カリキュラム・就職支援について
・Javaは企業からリクエストされるプロ
グラミング言語としてニーズが高く、本
当にプログラマーの土台になり役立つと
実感
・デザインやコーディングなど幅広く学
び、その知識は役立つ。
・職業人講話において、業界の人から話
を直接聞けたこと、学べたことが良かっ
た。
●情報セキュリティについて
・会社の考え、求めるレベル感に差違が
あるので、職業訓練では不要と考える。
・リスク管理やセキュリティ研修は、就
職後の会社での教育でよいと思う。
・就職前に多く学ぶ必要はないが、常識
レベルのネットリテラシーは必要だと思
う。
●コミュニケーション力について
・ホウレンソウ（報告・連絡・相談）、
自分から話に行く姿勢、人と積極的にコ
ミュニケーションを取ろうとする意識が
重要
・不明点を的確に質問する力などが求め
られる。作業が円滑に進むのも、ミスが
発生するのもコミュニケーションに起因
する。
・前職と業界が違うこともあり、言葉遣
いや求められるコミュニケーションスキ
ルの違いを感じる。

●訓練カリキュラム・就職支援について
・個人情報やセキュリティカードの取扱
いといった基本的事項については、１～
２時間程度の授業はあってもよい。
・リスク管理を意識させるため、実際に
あった事件・事故、損害等について理解
できるようなカリキュラムがあるとよ
い。
・打ち合わせや会議の設定スキル、プロ
ジェクトの進行、様々な方への対応、調
整ができるスキル
・基本情報技術者試験に合格していると
強みになると考える。
・WordやExcelのスキル、体裁の整った
書類作成能力、これらが不足していると
PGの技術があっても現場では低評価とな
る。
●コミュニケーション力について
・プログラミングのスキルより、用件を
まとめて完結し質問ができるか、聞いた
内容を理解しているかを重視している。
・自分の考えを伝えないと仕事は進まな
い。人に何かを伝える能力や人を観察す
る能力が求められると思う。
・会社としては、自分から行動できる方
を求めている。テレワークのような質問
しづらい環境でも手を挙げられることが
大事
・コミュニケーション力育成のための研
修を実施している（ヒアリング対象の採
用企業全てにおいて実施）。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

17 石川 デジタル分野

・企業と訓練修了者をマッチングしてく
れる仕組があったらよい。
・職業訓練制度と修了者について、企業
にもっと知ってもらうことが必要であ
る。
・就職率の算定基準を緩和してほしい。
・求職者支援訓練のカリキュラムについ
て、「想定職種」を可能な限り１つに絞
り、その専門知識・技能を習得するカリ
キュラムを設定するよう決められている
が、周辺の職種や社内兼業ができる職務
の設定を認めるような柔軟な対応をして
ほしい。
・訓練内容の専門性が高いため、人件費
が高く費用負担が大きいことから、講師
の確保に苦慮している。

・ソフトウェアのバージョンが古い。
・モニターサイズが小さい。
・キャリアコンサルティングを全員一律
で実施するのをやめてほしい。
・デジタル専門の求人がほぼ無いため、
習得した訓練内容を活かすことができる
他の職務内容を含んだ複合的な職務の求
人を探しやすくしてほしい。
・訓練施設への通学にかかる交通費を補
填してほしい。

・職業訓練という制度自体を知らなかっ
たが、訓練修了者を雇用できてよかった
と考えている。
・訓練で専門知識を学んできてくれたの
で助かった。
・訓練内容に＋α（写真技術、営業知
識・スキル）がほしい。
・訓練で学んだ内容のみの専門職で採用
することは難しく、その他の業務に携わ
る可能性が高いので、周辺の知識・スキ
ルを身につけてきてほしい。
・社会人としての一般常識、ビジネスマ
ナー等を再教育してほしい。
・企業の求人内容に合った訓練施設を紹
介してほしい（その施設の訓練修了者を
採用する可能性あり）。

・最新のソフトウェアへの更新や新しい設備
の導入について、訓練実施機関へフィード
バックを行い、可能な範囲での対応を依頼す
る。
・ハローワークの求人票に職務の詳細な内容
を記載することで、訓練修了者が応募可能な
求人を増やす。
・職業訓練を周知するリーフレットを作成
し、事業主へ配布する。
・引き続き訓練カリキュラムの内容を充実さ
せる。
・就職先によって必要とされる「＋α」が異
なるため、訓練カリキュラムとしての設定は
困難であることから、在職者向け訓練での対
応を提案する。
・社会人としての一般常識やビジネスマナー
等を訓練カリキュラムに盛り込む。
・ハローワークにおいて、訓練実施機関と連
携し、訓練修了者の就職支援に取り組む。
・就職率の算定やカリキュラム設定の基準の
見直しを本省に要望する。

18 福井 デジタル分野

・現役デザイナーを講師としており、
web業界で実際に使われている言語が習
得できる訓練を行った。
・自宅復習を希望している訓練生にはパ
ソコンを貸与。
・資格試験前には、施設を開放し希望者
に勉強会を実施。
・早期（修了２か月前）の企業見学を実
施、現場を見ることで訓練生のモチベー
ションを上げている。
・奨励金の単価を上げてほしい。訓練中
に訓練生が資格等に合格した場合は、追
加の奨励金が上乗せされるような仕組み
を検討してほしい。
・配慮を必要とする方が増えていくと予
想されるため、受け入れた実施機関への
委託料等の配慮があるとよい。
・福井県にはweb制作会社が少なく就職
先が少ない一方、企業内でのweb制作担
当者に係る求人は多くある。訓練ニーズ
はあると思われる。
・IT業界は経験実績のある方を募集する傾
向が強い。訓練生は経験がないため就職
活動に苦慮。企業の受皿が増えるとよ
い。

・HTMLやCSSといったウェブ制作に関
する基礎知識が就職後に役にたった。
・関数、マクロ、Word・Excel等の基本
操作が役立った。
・訓練内容のうち、就職後あまり活用さ
れなかったものは特になかった、強いて
言うなら時間配分。
・実務に役立つ内容で学びたい。
・就職後に感じたこと、もっと時間をか
けて学びたかった。

・web制作に関する基礎知識、基礎から
教える時間が必要なく非常に助かってい
る。
・関数、マクロ、Word・Excel等の基礎
知識が訳に立っている。
・各種ソフトやツールの使い方、サー
バー・ファイル構造・データアップを訓
練で習得するとより一層望ましい。
・訓練習得について、特になく、十分す
ぎる。
・未受講者に比べると用語やフローがわ
かっていて即戦力に近づくことを期待し
ている。
・訓練を受けていない方と比べ、スキル
が高いことや厳しい訓練を通ってきた胆
力を期待している。

・訓練生のスキルアップやモチベーション
UP、企業ニーズの把握に努め、カリキュラム
を見直していく。
・基本奨励金の特例措置（webデザイン）等
を案内していく。
・効果的な就職支援のため、ハローワークと
の連携強化が有効。
・訓練期間、訓練カリキュラムを検討してい
く。
・デジタル訓練の設定数、定員数を検討。

（１） コミュニケーション能力の養成
　求人ニーズのコミュニケーション能力を養
成するため、以下取組のうち、いずれかを単
独または複数を組み合わせて実施する。
・実際の作業を想定したグループによる開発
演習を訓練カリキュラムに導入。
・訓練施設のキャリアコンサルティングで、
コミュニケーションの重要性を教示。
・コミュニケーション能力をテーマとした職
業講話の実施。

（２） 訓練受講希望者に対する柔軟な職種選
択への支援
　ハローワークでは、積極的に訓練施設を訪
問するとともに、訓練施設との連携を深め、
デジタル業界の求人ニーズを共有する。その
うえで、訓練受講希望者に求人ニーズを明確
に提示し、就職へのミスマッチを防ぐ。
　なお、デジタル業界に限らず、多くの業界
でデジタル人材に需要があることから、ハ
ローワーク相談窓口では応募職種を柔軟に選
択できるような支援を行い、多業種への就職
あっせんに配慮する。また、ハローワーク求
人窓口では、デジタル分野の求人に限らず、
他業種の求人についてもデジタル人材への
ニーズを確認する。

（３） リスキリング能力の養成
　デジタル分野業界において、リスキリング
能力（使用するプログラミング言語が変わる
ことなどを背景に、ＩＴ業界において求めら
れる、自ら主体的に学び続ける能力）が問わ
れるところ、ハローワーク相談窓口で訓練受
講希望者に対し、「職場における学び・学び
直し促進ガイドライン」をもとに、自立的・
主体的な学びを周知、勧奨する。
　また、リスキリング支援制度（人材開発支
援助成金、とやまリスキリング補助金）につ
いて、労働局訓練課と県労働政策課では各業
界団体に対して、ハローワークでは個別企業
に対して周知・勧奨しているところ、本取組
を継続する。

・就職先企業のブログ更新を担当してお
り、基礎のタグ名の知識、Excel計算の知
識が就職後に役立っている。
・訓練で学んだプログラミングのコード
は、正しく記述しないと、想定している
動作にならない。就職先はプログラミン
グコードを書く職場ではないが、文書を
作成するうえで、プログラミングコード
の考え方（曖昧な表現ではなく正しく伝
えること）が活かされている。
・データベースの知識が役立っている。
また、訓練の延長線上に仕事があり、訓
練でやってきたことは無駄ではないと感
じている。

・訓練で使用していたDreamweaverを
就職先では使用していない。
・幅広い知識、技能より何かに特化した
カリキュラムの方が良いのではないか。
・就職先現場を想定したチームでの開発
演習があると良かった。
・テキストを使い基本的な知識を学ぶ点
は良かったが、実際に就職して感じたこ
とは、プログラミングの言語を絞り、一
つの言語にもう少し時間をかけ、より実
践的な内容（プログラミングをするとき
の考え方や課題の作成）にした方がい
い。
・習った内容で今使わないのは「サーブ
レット」だが、いずれ使うだろう。今の
段階で何が不要だったかは答えられな
い。

・ワード、エクセル、パワーポイントの
知識。また、専門用語の知識。専門用語
の知識があるだけで、OJT等の進捗に違
いが出る。
・コンピュータの基礎知識。用語を知っ
ていると、OJTを効果的に行える。
・（採用した訓練修了者は）プログラム
開発にあたって、どのようなことをすれ
ばよいかを理解していた。また、調べ方
を教えたら自分で調べる術を身につけて
いた。

・会社の経営ニーズとしては、一分野に
特化した人がよく、一つの技術に特化し
た訓練カリキュラムを希望。しかし、中
小企業では一人で何役もこなさなければ
ならず、職業訓練で幅広に知識を持つこ
とにも理解できる。（訓練カリキュラム
をお見せしたところ）こうした構成でや
むを得ないのではないか。
・ネットワーク関連の知識があればなお
良い。また、就職後のイメージを持って
ほしい。プログラマーの場合、就職後３
年間は上司の指示通りの作業をできるよ
うになってもらい（チームワークを重
視）、その後に自分のアイデアを活用で
きるようになる。
・データマネジメントスキルを理解して
おくとよい。

・プログラムは会社によって異なる。企
業独自のルールを覚えて、早く馴染むこ
とができるように自ら学ぶ姿勢が大切。
・社会人基礎力、コミュニケーション能
力が必要である。
・訓練で培う技能とは異なるかもしれな
いが、「問題解決能力」（わからないと
きに自分で解決できる能力）が必要であ
ることを意識してほしい。

富山 デジタル分野

・ＷＥＢデザインの訓練コースにおい
て、サンプルをいかに正確に作成できる
か、サンプルと作成物との１ピクセルの
違いにまで気づけるかなど、こうした意
識を訓練中に持ってもらうように努めて
いる。
・ＩＴの考え方を理解することを目的
に、エクセルの授業をカリキュラムに取
り入れている。また、数学（微分積分、
ベクトル、行列）の授業を８時間設け、
これらがＩＴ業界にどう使われているの
か講義している。
・フロントサイド（目に見える部分の開
発）側のカリキュラムを充実させること
が必要。バックサイドと比べ、フロント
サイドの割合を高めている。フロントサ
イドは中小零細の企業自身でも取り組ん
でおり、求人数も多い。

・ＷＥＢデザイナーには、コミュニケー
ション能力（意思表示、気遣い）が必
要。技術は最低限で可。
・言語がずっと使われるとは限らない。
言語の前提となる、プログラムの考え方
や思考力も重要。

16

126
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（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

19 山梨 デジタル分野

・多くの人がHW職員から勧められて受講
の申し込みを行っている。チラシはHW職
員に訓練内容を理解してもらうツールと
作成している。

・訓練生のモチベーションを維持するた
め、訓練期間が始まってすぐにチームビ
ルディングを行うことによって訓練生同
士がコミュニケーションを取りやすい環
境を作る、自己紹介の時間を多く取る。

・入校してすぐに１回目のキャリアコン
サルティングを行い、各訓練生の特性の
把握、就職についての意見聴取をすると
ともに、今後のキャリアコンサルティン
グの方向性を決めていく。

・職業人講話に協力していただいてる企
業に職場見学等を依頼し、実際にエンジ
ニアの現場を訓練生にみてもらい、就活
の参考に役立ててもらっている。

・人件費、光熱費が高騰する中、訓練基
本奨励金の変動がなく円滑な運営をする
のに影響が出ている状況にあり、今後の
支援策の一貫として奨励金の引き上げを
要望する。

①訓練効果が期待できる内容
・プログラミング基礎全般が役立った。
・プレゼン、職業人講話（注：訓練科目
に関連する業界の方が、業界の状況や必
要なスキル等を講義する）が役に立っ
た。
・総務など事務の基礎知識が役に立っ
た。
・エクセル・ワードの操作方法が役に
立った。
・タイピングが早くなった。

②訓練効果を上げるために改善すべき内
容
・データベース系の知識をもっと学んで
おくべきであった。
・就職支援の時間をもう少し増やして欲
しかった。
・ワード・エクセル以外にショートカッ
トキーなどの効率的な使い方を学びた
かった。

①訓練効果が期待できる内容
・プログラム言語の基礎知識（C／C＋
＋）データベースの基本が役に立ってい
る。
・エクセル・ワードなどパソコンの基礎
知識。専門のシステムを使用するが、パ
ソコンの基礎知識があると、システム操
作もスムーズにできる。
・オンラインでの商談も多いので、パソ
コンの知識があると役立つ。
・社会保険、入社退社などの人事の手続
きについてのスキルが非常に役立ってい
る。

②訓練効果を上げるために改善すべき内
容
・データベースの知識不足で躓くことが
多いのでデータベースの知識は更に多い
方が良い。
・ローコードのスキル。実務で使う事が
多い。
・ジャバスクリプト（ローコードに適し
ているため）。
・接客対応、電話対応などの対人スキ
ル。当社は接客的要素も強いため。
・コミュニケーションスキル（事務職で
も必要なため）。

・採用企業からは、パソコンスキルにプラス
アルファとして、コミュニケーションスキル
を求める傾向がある。実施機関への説明会や
訪問時に上記を伝え、コミュニケーションス
キルの向上に時間をかけることにより、就職
可能性が高まる可能性があることを周知して
いく。

・訓練修了者を採用する企業は中小企業が多
いため、ＰＣスキルに加えて、簿記や人事関
係スキルも身に付けることができるコース
を、引き続き設定していく。

・ローコードのスキルなど、採用企業からの
ニーズを実施機関に伝える。ただし、科目を
加えると、他の科目の時間を削る必要があ
り、体系的な学習に支障が出る可能性がある
ことに留意する。

・プログラマーやＳＥは人材ニーズが多く、
採用企業からも人手が足りないとの話があっ
た。職業訓練への期待が大きいことから、デ
ジタル分野の訓練コースの定員増を図ってい
く。

・就職支援の時間を増やして欲しいニーズに
は、基礎コース設定で対応する。

20 長野 製造分野

・専門的なカリキュラムのみでは、未経
験者は敬遠して受講生が集まらない。製
造業の経験がない者も応募しやすいよう
に、CADだけではなくパソコン操作や品
質管理を組み入れたカリキュラムにする
などの工夫をしている。結果として、以
前のような「経験者がスキルアップのた
めに受講」というニーズには応えきれな
くなっている面もある。

・製造分野訓練は、施設整備含めパソコ
ン訓練などに比べて経費が掛かるので、
訓練実施機関に対する助成は、かかる費
用に応じて設定してほしい。

・受講生には就職に前向きでない者も一
定数おり、そのような者は訓練が修了し
てから急に就職に意欲的になるというこ
とは少ないので、訓練期間中から段階的
に就職を意識するように就職支援に係る
カリキュラムにも工夫を図っている。

・実際現場に出てみると学び足りなかっ
たと感じる部分は多い。一方で、受講し
たことが未経験職種に飛び込む上で、大
きな自信（弾み）になった。

・今までと全く違う未経験の製造職種の
求人に応募する際でも、訓練校の先生に
情報とアドバイスをたくさん頂き、その
上で社風や働きやすい環境かどうか等に
より、自身で応募先を選択することがで
きた。

・これだけの内容を、無料で受講できた
ことは本当に助かった。ハローワークの
窓口で教えてもらい初めて制度を知った
が、もっと職業訓練制度自体を幅広く周
知した方が良い。

・即戦力にはならないが、求人に直接応
募してくる方と訓練受講修了生とでは面
接に臨む姿勢が違うと感じる。また、採
用後教育する際に、機器の名前など専門
用語を知っているだけでも教えやすい。

・人手不足感が強い景況下、「製造分野
の訓練課程を修了」したうえで「製造職
を希望」していること自体が、求人事業
所から見ると大きなアピールポイントと
なっている。

・入社後に技術専門校の品質管理の在職
者訓練に勉強に行ってもらっている。意
欲のある人には、どんどん外部研修に出
しているので、在職者対象の訓練も実施
する機関や内容の充実を望みます

・入社後は、専門知識だけでなく日常コ
ミュニケーション能力が重要。訓練校で
幅広い年代の仲間と未経験の内容を学ん
できた経験は、入社後新人として周りの
従業員に支えられながら仕事を覚えてい
く上で、活きていると感じることがあ
る。

・製造分野訓練の高い就職率等を踏まえ「再
就職に強い職業訓練！」と言う面を、受講生
募集の際に修了後の就職状況PRを強化する等
工夫を図る。

・一定レベル以上のものづくり訓練に係る委
託費等の上乗せを国に要望していく。

・訓練を受講している期間は、受講生にとっ
て受講職種（未経験職種）に飛び込む準備
（弾み）を整える時間にもなっていることか
ら、訓練受講中においてもハローワークは訓
練実施機関と連携し企業面接会開催など就職
支援の取組みを図る。

・事業所は、在職者のスキルアップのために
外部機関等を利用した専門的（オーダーメイ
ド的）な研修の実施希望があるので、把握し
た在職訓練に係る事業所ニーズを訓練実施機
関にフィードバックしていく。

21 岐阜
製造分野
（ＣＡＤコース）

・ＣＡＤやＣＡＤの面白さを分かっても
らうための広報動画作成や見学会、体験
会を開催している。
・CADは「モノづくりリテラシー」であ
るとの考えから、キャリア形成に役立つ
一生もののスキルであることを教示して
いる。
・奨励金や委託費等訓練費用の見直しを
お願いしたい。
・訓練カリキュラム改良視点についての
質問に対し、ニーズの高い表計算ソフト
（officeソフト）やＷｅｂ、ＤＸ等との併
用との意見があった。

・作図、製図の基礎や機械設計の基礎を
学んだことは仕事を進めるうえで役に
立った。
・訓練時と就職先でのCADソフトが違っ
たが、操作について似ているところも多
く応用が効いた。
・３DCADの操作理論が学べるとよかっ
た。
・図面を描くための基礎知識や現場で使
う材料や形状の理（ことわり）が学べる
とよかった。
・訓練カリキュラムへの意見では、
「まったくCADを触ったことがなくても
できる訓練であった」等の意見があっ
た。
・後に続く受講者に伝えたいことの質問
には、「物を作る仕事をしたいという気
持ちがあれば、CAD技能を学べる環境と
して職業訓練の受講は良い選択」や「他
業種から製造業への転職である場合、
CADの知識・技能のほか、機械加工や金
属加工も併せて学ぶことを勧めたい」と
の意見があった。

・図面作成に必要な基本知識が習得され
ている。
・製図、CADの初期研修が済んでいるの
で、スムーズな実務移行能力が備わって
いる。
・ビジネススキルが備わっているので、
職場への導入が効果的。
・空間認識能力や公差の考え方の習得を
強化してほしい。
・部品図の作成時に加工のイメージを
持っていれば解りやすい図面の向きや寸
法の入れ方が身につくと思う。
・未受講者と比較して、いち早く設計、
製図トレースの能力が即戦力レベルに達
することを期待。
・訓練受講により一定期間耐えてきた経
験から、未受講者と比べて高い定着性が
期待できる。

・製造分野の訓練コースの受講者を増やすた
め、製造分野への期待や好感が持てる訓練カ
リキュラムを提供できるよう、求職者ニーズ
の高いカリキュラムとの併用やCADの魅力を
伝える広報が重要。
・改善の方向性として、図面の知識を有する
ことは、製造分野においては「モノづくりリ
テラシー」とも呼べるような基本的な職能で
あることに着眼し、CAD技能を習得する機会
に併せてパソコン技能やDX等を学ぶことで、
様々な製造現場で役立つ汎用性の高い技能・
知識が習得できるカリキュラムとすることが
必要。

127



公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

営業・販売・事務分野

・委託訓練、求職者支援訓練とも、訓練
対象者の違いから目指すスキルやカリ
キュラムの内容、時間配分等を考慮し設
定している。
・Web会議ツールを活用したカリキュラ
ムやキャリアコンサルティングを実施し
ていることが、オンライン面接の場面、
就職後のオンライン会議等の役に立つ。
・訓練実施時期については年度末、始め
などの労働市場の動きに連動した就職活
動時期等も考慮している。
・キャリアカウンセリングは、担当者制
にして相談内容をデータ管理すること
で、個人情報管理の強化を図っている。
また、相談時間が制約されることから、
講師も含め普段からの受講態度や出欠状
況に気配りし、孤立者が出ないようにし
ている。
・昨今の物価上昇に伴い運営や設備投資
にかかる経費が増大しているため、委託
費、奨励金等の引き上げなどの見直しに
ついて検討してほしい。
・委託先募集時の審査基準にある「県内
において加点対象となる社会的価値の実
現に資する取り組み」について、実施機
関本社が他府県にある場合に支部単位で
対応することは難しい。この項目の加点
割合が高いと感じるので、訓練生の満足
度や受講に関する声など訓練内容を評価
する項目の加点割合を高くしてほしい。

・訓練コース選定時点で、訓練修了後の
自身の就職イメージができており、その
目標を持って訓練を受講している。
・ビジネスPC演習は「Excel演習」の比
率を多くすること、簿記演習は「簿記知
識」や「会計ソフト演習」を充実するこ
とが求められる傾向があった。
・Word実習、Webメール実習などは就職
後に活用頻度が少ないことや既にこれま
での社会人経験で身についているのであ
まり必要と感じなかった。
・キャリアコンサルティングについて
は、自身の振返り、方向性の確認及びモ
チベーションの維持に役立ち、有効との
声が多かった。その一方で、相談時間の
弾力的対応、担当キャリアコンサルタン
トとの継続的相談が望まれる傾向があっ
た。
・訓練カリキュラムについて、会計制度
の改正等に対応する等、社会情勢を意識
した内容が望まれている。

・汎用性の高い会計ソフトの演習をして
おくと実務に役立つ。
・職場実習で作業をしてもらうと、スキ
ルのほかコミュニケーション力もわかる
ので、採用の際に判断しやすくなる。
・会計実務を行うには「簿記」について
理解していることが望ましい。会計事務
所などで専門的に作業するには引き続き
「日商簿記2級」を取得している（あるい
は同程度の知識を取得している）と良
い。
・AI化が進んだ先に何ができるかを見据
え、新たなサービス等、付加価値の提案
ができることが必要。また、会計実務に
おいてAI化が進むことにより、今後、
Zoom等のチャットツールで折衝すること
が増え、これまで、対面のコミュニケー
ション力でカバーできた知識不足が通用
しなくなることもあるので、しっかりと
積極的に知識を習得する意識が必要。
・「インボイス制度」や「電子帳簿保存
法」の対応は訓練修了生が、就職後すぐ
に理解して作業できるとは思わないが、
制度の内容についてしっかりアンテナを
張って勉強することにより、この業界の
動向をわかっていることが必要。
・基礎知識だけでなく、人とうまくやっ
ていける能力、忍耐力、体力が必要。

下記を踏まえ、カリキュラムの改善を図る。
・訓練期間はどこまでの仕上がりを目指すか
により3か月、6か月と判断が分かれる。
・訓練実施時期は、企業の採用意欲の高い年
度末、年度初め、年度半期（9月末）に終了を
合わせると就職しやすくなる。
・採用後に役立つことから、簿記、会計ソフ
ト演習や職場実習が有効。
・PCスキルはExcel演習の時間比重を多く
し、しっかり習得していると就職後に役立
つ。また、Web会議ツールなどをカリキュラ
ムに取り入れるのであれば、セキュリティに
係る内容が盛り込まれるとよい。
・「インボイス制度」などの社会ニーズを取
入れたカリキュラムや生成AIの取扱い、Web
会議ツールなどの利用を見据えたカリキュラ
ムが必要。
・年末調整や確定申告など会計業務に係る年
間の流れを学べると業務のイメージがしやす
い。
・キャリアコンサルティングは相談時間の弾
力的な対応や担当カウンセラーの継続的相談
が望まれる。
・訓練期間中は、授業終了後に管轄ハロー
ワークに出向いて相談をするのは難しいので
Web相談ができるとよい。
・訓練実施機関が訓練認定を受ける要件や、
委託費・奨励金の支給金額などについて、昨
今の経済事情を反映した内容となるように検
討してほしい。

デジタル分野
（委託訓練のみ）

・企業のプログラミング研修に比べ進捗
は少しゆっくりだが内容を濃いものにし
ている。
・プログラミングなどの実技の演習期間
を長めに確保し、知識の定着を図り、2年
間の専門学校卒業と同レベルまで近づけ
るようにしている。
・時代に合ったカリキュラム改変が必要
と考え、年一回経営層を入れた会議を実
施し見直しを行っている。

・受講生の意識やレベルの差に開きがあ
り、習得すべきカリキュラムが多いと授
業の進捗に影響が出てしまう。
・専門的な知識を問われる業務に就職す
るため、最近使用されているツールなど
の実践的なカリキュラムが望まれてい
る。

・プログラムを「書ける」「読める」
「説明できる」ことが望まれる。
・システム開発はチームで行うのでオブ
ジェクト指向、「報・連・相」のコミュ
ニケーション力も必要。
・ローコードツールによる開発が増え、
プログラム開発の自動化が進んでいる
が、活用するためにソースコードを「読
める」「説明できる」ことが必要。

下記を踏まえ、カリキュラムの改善を図る。
・アルゴリズムを含む基礎能力が必要である
と同時に、最近使用されているツールについ
ての知識も必要。
・システム設計における「実装・テスト」業
務は自動化が進んでいることから、「設計・
管理」業務の比重が増加しているため、「実
装・テスト」から「設計・管理」までできる
人材が求められている。

営業・販売・事務分野

・講義と演習問題を繰り返し行い、自宅
学習を促すため宿題を出し、提出物と授
業中に講師が巡回し理解度を把握しフォ
ローしている。
・ワード・エクセルは初級も中・上級も
それぞれに需要があるため、基本のワー
ド・エクセルに加えパワーポイントで企
画書が作成できるなど付加価値を付け、
WebデザインやSNS動画クリエイター基
礎などを付加したカリキュラムにしてい
る。
・クラウド管理と利用に関する企業ニー
ズがあるものの目指す資格がないため求
職者支援訓練ではコースが組めないが、
ワード・エクセルをメインにクラウド管
理と利用を付加したカリキュラムが良い
と考える。
・講義は講師1名、実技は２名体制、個別
対応が必要な受講生がいればもう１名配
置し、真ん中のレベルに合わせ授業を進
めている。メンタル面に問題を抱える受
講生の対応に苦慮している。
・キャリアコンサルティングは1か月に１
回設定し、１回目は受講生との関係づく
り、２回目は習得度及び今後のスキルの
方向性について確認、３回目は企業への
応募状況の確認をしている。２回目以降
は必ず求人票を持参することを宿題にし
ている。
・ハローワークにて訓練受講希望者が参
加する訓練説明会を開催したい。
・選考時の短時間で就職意欲を見極める
ことは困難。
・就職支援経費について、現在の減額方
式では、就職率が１％でも基準に満たな
いと大幅に減額されるため、加算方式に
できないか。
・基礎コースの受講生が集まりにくい。
基礎は少人数の方が進めやすいが基礎
コースを増加する場合の奨励金について
検討してほしい。

・パート経験しかなかったが、正社員の
事務職を希望し自宅近くで探し、訓練校
で学んだパソコンのスキルを活かせる企
業に就職出来た。
・Webデザイン・アクセスは仕事で使用
していないが、エクセル・ワードは役
立っておりエクセルのスキルをもう少し
高めたかった。
・就職面接の練習があると心強い。
・社会人になってから、資格を新たに取
得するために「勉強に取り組む」という
事が出来ていなかったため、今回働きな
がらでも少しづつ「学んで」スキルアッ
プしていくことが大切であると感じ、
「勉強」のやり方を思い出した。

22 静岡

23 愛知

・簿記の知識とエクセル・ワードのパソ
コン操作も含め、すべて役に立っている
が、4か月間遠方まで通学した前向きな姿
勢と、電話や面接時の明るい対応に好感
を持ち採用を決めた。
・職業訓練修了者であることを知らずに
採用した。
・公的職業訓練によりスキルを身に付け
た人材が応募していることを知らない事
業主も多い。事業主に対しても制度の広
報に力を入れれば求人が増え、就職の可
能性が高まるのではないか。

・ワードやエクセルに加えて、パワポやクラ
ウド管理等のプラス要素の習得は、就職可能
性にも影響。
・「資格取得」は、一定以上の訓練期間が必
要な一方、企業側の求人ニーズを十分に精査
して設定する必要。
・訓練実施時期、募集期間等が重複しないよ
う運用する必要。

・就職意欲の低い受講生等への指導等は課題
なので、訓練の意義や重要性について受講生
に事前に理解させる必要があり、訓練実施機
関による説明会やハローワークとの連携は有
効。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

24 三重 営業・販売・事務分野

・受講生によって習得速度に差が出るの
で、取り残されたりしないように個々に
寄り添ってカリキュラムを進めている。

・作成すべき書類が多く、受講生の負担
にもなっている。

・書類提出をオンライン上でできれば、
事務作業時間の短縮にもなり、受講生の
対応に時間を充てることができる。

・パソコンの基本操作が習得できたた
め、特に苦もなく事務作業に従事できて
いる。ブラインドタッチができるように
なったことが大きい。

・実際の業務では専用のソフトを使用し
ているため、訓練校で身につけたスキル
をそのままでは使わないことがある。

・Excelを使う作業があるため、基本操作
以上のこと（よく使用される関数や作業
の効率化に必要なマクロ等）を学べたら
よかった。

・就職後すぐに取引先とやり取りをする
機会も多かったので、訓練中にビジネス
文書やビジネスメールの書き方や注意
点、定型文等を学べたら、即戦力として
より活躍できるのではないか。

・パソコンの基本を理解されており、事
務処理がスムーズで、戦力として非常に
助かっている。

・キャリアコンサルティングを通じて自
身の能力評価ができており、向上心がう
かがえる。

・ビジネス文書やメールの書き方、ビジ
ネスマナーの知識を習得しているとあり
がたい。人に対するマナーなどの知識は
必要。

・就職先によって使用するソフトは様々
であり、それらの知識があるに越したこ
とはないが、訓練中にあらゆるソフトに
ついて学習することは時間的にも厳しい
と思われるので、就職後に訓練では使わ
なかった他の専用ソフトでも対応が可能
な応用力が身につく訓練カリキュラムを
期待したい。

・就職に意欲のあることが大事な要素で
あり、スキルの習得のためだけに訓練を
受講するのではなく、就職の意欲を持っ
た人材を採用したい。

・訓練修了者の情報を提供してもらえれ
ば、採用を検討しやすい。

・客観的視点での事例検討等を通じて、ビジ
ネススキルを向上させるためのカリキュラム
を充実させる。

・具体的な業務を想定した実践的な訓練内容
をカリキュラムに盛り込む。演習等で現場で
使用するソフトに対応可能な応用力を習得で
きるように訓練内容を充実させる。

・訓練初期段階から採用されやすい人材を主
体的に意識できるようキャリアコンサルティ
ングを通じた就職支援を行う。

・ハロートレーニング応援企業の周知を推進
し、訓練修了者・求人者がお互いの情報を得
られる機会が増えることで採用の可能性を広
げる。

エンジニアとして必要な知識を持ってい
るため、ある程度評価している。（設備
設計、工程管理）
訓練で幅広いスキルを所持していると感
じたため、ある程度評価している。（製
造）
プログラムを勉強したいという強い意志
を感じたため、高く評価している。（シ
ステム開発）
未経験ながら意欲があり、かつ直近で訓
練を受け、資格を取得していることをあ
る程度評価している。
フロントエンド開発（ユーザーが目に触
れて操作する部分）の知識が習得してお
けると良い。
モダンアプリケーション開発（スピー
ディな開発）手法の習得ができると良
い。
PLC（制御装置）のスキルを習得してお
くことが望ましい。
訓練の決まった内容ばかり教育するので
はなく、実際に問題や課題を解決できる
スキルを身につけてもらいたい。
【訓練修了者を採用する場合に期待する
こと】
訓練で幅広い内容を学んだスキルを所持
していること。
訓練修了者にはスキルを応用する能力に
期待している。
基礎的なスキルが身に付いていることに
加えてWeb作成ができること。
知識や実務経験を評価できない分、モチ
ベーションに期待する。
仕事に対する姿勢を学んでほしい。

・訓練カリキュラムの改善という方法ではな
く、あっせん・相談を行っている公共職業安
定所の窓口職員が適切な受講あっせんを行う
ために、窓口職員がIT分野の訓練の内容やコ
ミュニケーション能力が求められる（チーム
作業）ことを理解することや訓練受講希望者
への訓練説明会での具体的な仕上がり像の説
明をする。
・訓練修了者や採用企業から各訓練カリキュ
ラムを評価してもらったが、それをもって訓
練カリキュラムを変更すべきと判断するに
は、今回のヒアリングした意見の中で、カリ
キュラムの改善に繋がる特筆した意見はな
かったため困難。
　ヒアリングした結果を各訓練実施機関へ
フィードバックすることによって訓練実施機
関の自主的なカリキュラムの改善を促すこと
や訓練周知方法の改善を促す。
・訓練実施機関から人件費の高騰や社会情勢
を踏まえ、委託費や奨励金の増額（単価の引
き上げ）を要望しているが、厚生労働省で定
めており、滋賀県地域職業能力開発促進協議
会にて対応できるものではないため、厚生労
働省へ意見を提出する。また、今後要望があ
る場合は、令和５年５月から厚生労働省のHP
に訓練実施機関向けのご意見・ご要望フォー
ムが開設されているためそちらを案内する。25 滋賀 ＩＴ分野

教科書通りの演習だけでなく、応用課題
への取り組みにより業務スキルの習得を
目指している。
特にプログラミング科目では、設計図制
作からコーディング、作品制作・発表、
講師の講評、修正まで行い、完成した作
品はポートフォリオとして就職活動で使
用できるよう訓練効果の向上に取り組ん
でいる。
訓練コースにテレワーク可能な「zoom」
演習を実施。
昨今の国内外における物価の急騰に伴
い、求職者支援訓練の実施奨励金の増額
や委託訓練の委託料の見直しを要望。
受講生の方の就職に対するニーズは多様
であるため、雇用保険適用就職率の撤廃
を要望。
【訓練カリキュラムにおいて就職に資す
るものとして最重点にしていること】
Pythonは少ないコードで簡潔にプログラ
ムを書け、専門的なライブラリが豊富に
あることや、初心者でも学びやすく、汎
用性も将来性も高いプログラミング言語
であるため、Pythonプログラミング演習
を重視している。
実際に就職活動でポートフォリオとして
活用するプログラム作品を訓練期間中に
講師の指導の下に自分で制作、クラス発
表、講師の講評を受け、修正を行い、完
成を目指している。
Javaは環境に依存しない汎用性が高く、
マルチな言語で多くの基盤システムに使
用されており、仕事に直結しやすい言語
であるためJavaプログラミング言語を重
視している。
OA事務応用科に相応しい難易度の高い資
格取得を目指し、応用から演習までのカ
リキュラムをブラッシュアップし、企業
研修で得られた事務現場での問題、課題
を題材とした実践演習を加えている。
【募集において工夫していることについ
て】
ハローワークの担当者が訓練受講を検討
している方に説明し易いように訓練コー
スの特徴や取得目標資格等をまとめたHW
用資料の作成といった工夫を行ってい
る。
事前説明会を開催し、応募前に訓練内容
等の理解を深め、応募時点でのミスマッ
チを防ぐよう取り組んでいる。

訓練ではプログラミングの基礎を学んだ
ため、仕事で使うプログラミング言語が
使いやすかった。
コンピュータ概論は業務基礎となるた
め、役に立った。
Web作成の科目を学んだことでホーム
ページの更新作業で役に立った。
技術的な部分ではあるが、企業が採用し
ていないプログラミング言語だと役に立
たなかったと感じた。
実践形式がなかった科目については、仕
事では役に立っていない。
設計の授業やコミュニケーションについ
て訓練で学べたら良かった。
グループ開発といった実際の業務を想定
しての課題演習があると良かった。
Teams等の仕事で使用するアプリの使用
方法等が学べると良かった。
Web作成の応用まで訓練で習得できると
良かった。
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参考資料５

26 京都 IT分野

・訓練カリキュラムを作成する際に、企
業及び訓練生のニーズを把握し、訓練修
了後の就職につながるよう工夫してい
る。企業からは、ホームページの更新や
SNSをうまく使える人材を求める声が多
かったため、Webサイトを作る事に特化
したカリキュラムとしている。結果とし
て、若い訓練生も多く、Web系職種への
就職も多かった。（例：事務＋HP更新作
業、オンラインショップ商品出品等）
・「求められる企業ニーズ、受講者ニー
ズに対応できる魅力ある職業訓練」とす
るため、実務に即した書類やデータ処理
ができる・視覚的にも理解できるプログ
ラミングを取り入れる・業務効率化がで
きる・習得したスキルのアピール力を高
めるという工夫をしている。
・訓練運営については、初日に職業訓練
の趣旨を説明。訓練生同士お互いに尊重
しあうようお願いし、訓練において気に
なることがあれば早めに相談するよう伝
えている。受講者には訓練の達成感を
持って修了、仕事に就いていただけるよ
う努めている。
・自社内にキャリアコンサルタントを配
置し、月１回のキャリアコンサルティン
グを実施。キャリアコンサルティング時
以外でも常時相談対応、面接練習、応募
書類の添削、作文の添削等をしている。

・何も分からないところから、実際に
コードを書いたりする機会や教えてもら
える機会をもらえた。
・現在、ＥＣショップの仕事をしている
ので、関連することがすごく多い。
・ヒューマンスキル研修は、コミュニ
ケーションをはかるには活用できた。
・中期経営計画の中で個人の目標設定を
する必要があった際、ＩＴパスポートの
授業で習った事が役にたった。
・店舗でのＰＯＰ作成など、すぐに任せ
てもらえるようになった。
・Ｊａｖａなどは大企業及びその下請け
で採用されるもので、オープンなフロン
トエンド開発では使われない。
・UI/UXといった画面インターフェイス
の基礎知識や技術の習得について学んで
おくべきだった。
・スクラッチプログラミング、Web会議
演習、PowerPointについて、実際に仕事
で活用することがほとんど無い。

・現在、業務系システムの開発、運用、
保守を行っており、言語はJavaなので、
大変役に立っている。その他の訓練科目
は、ＩＴの基礎知識などに役立ってい
る。
・ＨＴＭＬやＣＳＳは案件数としては、
かなり数が少ないため、これだけをやっ
て実際のＩＴ現場で活躍できた人はほと
んどいない。（当社だけではなく、他社
様も含めて。）
・現場は経験者を常に募集しているが、
現状、当事業所がある地域（市場）で
は、経験者の動きは活発ではないため、
未経験者層でも訓練校やスクールでしっ
かりとＣ言語、Java、Ｃ#などでコー
ディングをされてきた方は優遇される場
合が多い。
・UI/UXといった画面インターフェイス
などの使い勝手、デザイン面の基礎知識
や、ドキュメント作成などの技術があれ
ばなお良いかと思う。
・Ｃ言語、JavaやＣ#などのコーディン
グの実践回数を多くして、基本的なオブ
ジェクト指向の理解を高めていただける
と幸い。
・ヒューマンスキルは比較的若い年齢層
の職場に就業しており、職場でのコミュ
ニケーションの取り方や仕事上の立ち居
振る舞い等に活かされている。
・労働基準法の基礎的な知識も取得して
ほしい。

【改善策】
・訓練内容に①基本設計の知識…方式設計
(ハードウェア、ソフトウェア、ネットワー
ク)、業務システム設計、インターフェース設
計
② 基本設計演習…要求定義に基づくシステム
構成の検討、業務システムの設計
インターフェースの設計(小グループ演習)の2
科目を追加
・論理的思考、プログラミング的思考を養う
訓練として有意義なスクラッチプログラミン
グのみでなく、他の実用的なプログラミング
言語のカリキュラムも併せて設定
・jQuery・Javascript活用のカリキュラムに
ついて、修了者評価が低いが、Web系職種で
働くにあたっては、知識を持っていることは
有用であるため、訓練の意義や訓練内容が現
場でどのように活用されているか等、訓練の
中でしっかりと説明する。

【改善策の促進方法】
・支援訓練認定申請の実施機関の相談時にお
いて改善提案を行う。
・委託訓練公募条件または入札の加点要素と
して付加。
・委託訓練公募の説明会資料に追加して周知
する等

27 大阪 デジタル分野

・訓練生が理想の将来像を考えられるよ
う、経験豊富なキャリアコンサルタント
から就職意識の向上をサポートしてい
る。
・訓練生の様子を常に観察し、積極的に
こちらから声掛けを行い、必要があれば
いつでも相談を受け付けるよう心掛けて
いる。
・関連企業に就職するために、当事者に
とってどの部分を重点的に学習する必要
があるか指導している。
・訓練期間の早い段階から、就職を意識
できるよう、就職面談を行っている。
・キャリアコンサルティングにおいて
は、面接指導、業界・業種の絞り込みに
より就職活動を決めている。

・ソフトの基礎操作や基礎知識は現場で
は丁寧に教えてもらえないので、最初か
ら学べて役に立った。
・就職先によって必要なスキルは変わる
ので、基礎を押さえているカリキュラム
で良かったと思った。
・実制作でヒアリングからプレゼン、制
作まで作成したので、その経験を活かせ
てよかった。
・就職後に基礎知識があったので話につ
いていけた。
・言語や開発について基礎から学べる充
実した内容だった。
・自分が働く上で大事にしていることを
再度確認出来てよかった。

・訓練により下地があったため、当社の
研修で労せず先の研修ができていた。
・訓練で社会（IT業界）の実情や厳しさを
教わっていたため、既に心構えができて
いる。
・java silver取得で知識を習得してお
り、採用後に役に立っている。
・組織で働けるヒューマンスキル（人と
接することに抵抗がないこと）、仕事に
対する意欲、チャレンジ精神に期待す
る。
・訓練により習得したプログラミングの
基礎知識、プログラミングが好きかどう
か、IT業界で仕事をしていきたいという意
欲に期待する。

・訓練により基礎的知識・技能の習得、ＩＴ
スキルアップへのモチベーションやチームス
キルの向上、社会人としての基本的スキルや
ＩＴ業界知識を学べる機会の提供が期待でき
る。
・急速に発展するＩＴ技術に対応するため、
上記を踏まえたカリキュラムのブラッシュ
アップを継続していくことが必要であり、新
たに公的職業訓練を実施する訓練実施機関
や、就職率が芳しくない訓練実施機関に対
し、機会を捉え上記訓練効果が期待できる内
容を周知することにより、デジタル分野の訓
練コース全体の訓練効果を向上させるよう取
り組んでいく。

28 兵庫 デジタル分野

・受講者募集にあたっては、積極的に説
明会や訓練を体験できるセミナー等に取
り組んでいる。ネットやSNS等を使って
広く周知できるようにしている。
・訓練期間中は教室の雰囲気作りや、職
業訓練のゴールは就職といったキャリア
コンサルティングを通した意識付け行う
など訓練効果が上がるように取り組んで
いる。
・デジタル分野の訓練においては、IT・
Webデザイン業界では就職後に求められ
るスキルは企業毎で差異があるため、現
場の業務を早急に理解し、実践できるよ
うになるための礎を身につける基礎的な
スキルの習得に重点を置いている。
・Webデザインにおいては、就職試験
で、特にポートフォリオが重要視される
為、質の高い作品を作成する訓練内容に
重点を置いている。
・コロナ渦以降、訓練受講者の減少が著
しいため、制度の周知、あっせんを強化
していただきたい。
・ハローワーク職員と訓練実施機関との
勉強会のような場を設けてほしい。

・訓練で学んだ内容を活かして、未経験
の職種に就職できた。
・「Photoshop」の使い方を具体的に知
ることができる内容だった。
・プログラミングの基礎を学べたこと
で、論理的思考ができるようになった
り、他の言語を学ぶ上で役に立った。
・仕事の理解度が高まり、職場での打ち
合わせ時等、自信をもって業務が行える
ようになった。
・授業が想像以上に難しい内容だった
が、講師が、個人の進捗具合に合わせる
等配慮し、丁寧に教えてくれた。
・職業人講話・業界セミナー等、実際に
デジタル系の職種で求人募集を出してい
る企業から、業界の実情に即した生の説
明を聞くことができ、たいへん参考に
なった。
・業界内での細分化された職種やキャリ
アアップの説明等のキャリアカウンセリ
ングが、就職へのモチベーションの維持
につながった。
・カリキュラムにおいて、訓練の後半は
実制作の作業に取られる時間が多く、
もっと仕事に役立つ講義を受けたかっ
た。
・訓練の期間が短く、もっと習得すべき
ものがあった。
・実務では訓練で学んだ内容よりも、よ
り応用レベルのスキル・知識が求められ
る。

・プログラミングに関する知識や
Illustrator、Photoshopを使用しての
ホームページ、商品案内の作成が業務に
役立っている。
・Webではないが、デザイン業務に従事
しているので、デザイン関係の訓練内容
が仕事に活かせていると思われる。
・デジタル系の職業訓練では、言語
（JAVA）を使ったプログラム実習など
を売りにしているが、そのようなカリ
キュラムばかりなのはあまり意味がない
ように感じる。むしろ言語の成り立ちや
概念など基礎的な部分をしっかりと学
び、自分で論理的に物事を考えられるス
キルを養成できるようなカリキュラムが
よい。
・今回採用したようなデザイン関係のス
キルの他、工場現場などにおける、生産
性向上、工程管理、業務改善に取り組め
る人材を育成する訓練があると良い。
・公的な資格等が取得できるような訓練
やや未経験者でも、実務に対応できるス
キルを身に着ける訓練が望ましい。
・訓練受講者には、業界に対する関心や
仕事に対する意欲・モチベーションの高
さ、基礎的なスキルが身についているこ
とによる、入社後のスキルアップに期待
する。

・急速に発展する社会、経済のデジタル化に
柔軟に対応していくため、限られた訓練期間
で「即戦力」レベルは困難であっても、応用
力のアップにつながる基礎的な知識・技能の
習得により、未経験でも、企業での活躍の可
能性を感じさせる人材を育成するといった視
点に立った訓練内容の設定を検討していくこ
とが必要である。
・キャリアコンサルティングやキャリア教育
等の就職支援において、訓練分野に係る業界
の特徴等を考慮に入れた支援を実施すること
は、受講者のモチベーションの維持や就職意
欲の向上につながるため、受講者のニーズを
踏まえた取組を検討していくことが必要。
・講師による丁寧な指導は、訓練受講の満足
度を高めるが、一方で、講義の進め方やカリ
キュラム内容、使用する機器等に不満を覚え
た修了者もいたことから、指導技法の向上や
訓練環境の改善等も検討していくことが必要
である。
・新たに公的職業訓練を実施する訓練実施機
関や就職率が低調な訓練実施機関に対し、機
会を捉え上記訓練効果が期待できる内容等の
周知に取り組む。
・受講者の確保、就職率の向上については、
ハローワーク職員による訓練施設見学会等の
拡充や企業の人材ニーズの把握に努め、求職
者への受講勧奨の強化や的確な受講あっせ
ん、就職支援により、デジタル分野の訓練効
果を向上させるよう取り組む。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

デザイン分野

（１）講師は現役のデザイナーに依頼し
ており、就職に役立つカリキュラムとな
るため、日々、カリキュラムを実践的な
内容に変更している。
訓練の最終月は、ポートフォリオを作成
してもらい、応募や面接でも説得力が出
るので活用している。また、ポートフォ
リオをインターネットでも閲覧できるよ
うにしている。
（２）定期的にキャリアコンサルティン
グを実施。デザインのみで仕事を探さ
ず、HPや広報事務、ネットショップ等に
視野を広げていくように説明している。
（３）実践コースでも、基礎コースと同
様に就職準備訓練の３０Hをカリキュラム
に組み入れてほしい。

（１）イラストレーターやフォトショッ
プの操作方法やHTML、CSSなどの勉強
及びポートフォリオの作成は、現在の仕
事に役立っている。
・定期的なキャリアコンサルティングは
よかった。勉強に傾きがちになる時に、
再就職のことも考えれるいい時間になっ
た。
・きちんと教えてもらったことがなかっ
たので、接遇研修は役に立った。
（３）デザインの基礎は勉強できたが、
デザイン力が向上できる勉強をもう少し
したかった。

（１）HP等を学んでいる点。ポートフォ
リオの作成。
（２）ワードプレスの時間を増やしてほ
しい。また、セキュリティーやコンプラ
イアンス等の受講もしておいてほしい。
・感性を磨くため、色々な雑誌や写真な
どを見ておいてほしい。
・イメージを具現化する仕事。自分で
SNS等を挙げて読者の反応などを見てお
いてほしい。
（３）労働市場的に経験者が少ない地域
だが、未経験者を雇用して育てる余裕は
ないため、当社の求めるスキルがある訓
練修了生は助かる。

介護・医療・福祉分野

（１）講師の選定に気を使っている。ベ
テラン講師を中心に若手講師の育成にも
力を入れている。
・コミュニケーション能力向上のため、
グループワークの実施やわからないこと
は訓練生全員で考えるようにして「聴く
力」と「伝える力」を身に着けてもらっ
ている。
・企業見学や体験等の充実を図っている
（２）講師をしている者がキャリアコン
サルティングをしている。常日頃からコ
ミュニケーションしている講師が実施す
るのは効果的。
介護職が合わないと感じている受講生と
のキャリアコンサルティングも重要。他
職種などへの就職支援も実施している。
・施設見学等を取り入れ受講生にあった
施設（職種）を考えてもらっている。
（３）ジョブカードですが、当面、ジョ
ブカード認定講習受講者も作成できるよ
うに認めてほしい。
・訓練施設とハローワークの関係性が薄
くなっているような気がする。

（１）座学で勉強したことが、現場体験
を通じて紐づけしていくことができたの
で事前に勉強できたのは良かった。
（３）介護初任者研修対象ではない介護
系訓練の場合は、実際の現場は忙しく、
聞きにくい雰囲気があるので、事前に訓
練で勉強できると助かるので、座学の勉
強は短くして実技の時間を多くしてほし
かった。

（１）基本的な介護・医療等の知識の習
得。基本（教本）にのっとった介護体験
（２）コミュニケーション能力、パソコ
ンの基本スキル
（３）介護の未経験者は、仕事内容のミ
スマッチが多く早期退職するものが多い
が、訓練受講者は仕事内容のミスマッチ
がないので採用選考でも非常に有利。
・基本的な知識の習得や仕事体験を経験
しているため、未経験者とは明らかに違
うので採用選考でも非常に有利

理容・美容関連分野

訓練実施機関へのヒアリングは未実施 （１）個人経営をしている講師先生の話
がよかった。利用者では聞けない話も多
く、接客スキル（気持ちを汲み取り提案
する）についての講義もよかったので、
今の仕事でも実践している。
（２）ネイルの仕事を考えているため、
エステやアロマを活かす機会がない。

（２）コミュニケーション能力は必須

30 和歌山 デジタル分野

・企業ニーズに対応した訓練内容や現場
業務に必要なスキルを重要視したカリ
キュラム設定をしている。
・２年の専門学校カリキュラムを６か月
に期間短縮して設定するなど、カリキュ
ラムを工夫している。
・就職支援について、キャリアコンサル
タントとの情報共有やＩＴ分野に関する
知識不足等の課題がある。

・訓練内容の言語やグループワーク経験
等のカリキュラム内容は就職に役立って
いる。
・６か月のカリキュラム内容は良かった
が、もう少し高度なスキルや幅広い技術
の習得をしたかった。
・資格取得のためのカリキュラムの要
望。
・地元就職への支援。

・基本的な技術の習得はできている。
・必要な技術の習得ができており、就職
後も役に立っている。
・より高度なスキルの習得をするのであ
れば６か月の期間では短いため、言語等
内容を絞る必要がある。
・コミュニケーション能力は必要であ
る。
・カリキュラムにビジネスマナー研修が
あり、社会人としての経験や技術を習得
できるため就職活動に役立っていると感
じた。

・６か月訓練としては基本的に継続するもの
の、デジタル分野の時流を注視しながらカリ
キュラムを柔軟に検討する。
（例えば、生成ＡＩ等最新技術の利活用も含
めたカリキュラムの設定等。）
・キャリアコンサルタントのＩＴ関連知識や
就職情報等の習得及び向上によるキャリアコ
ンサルティングの強化を図る。
・「実習促進奨励金」を活用した企業実習の
推進のため、受入企業の開拓。
・就職支援カリキュラムの検討（時間割等）
・グループワーク等によるコミュニケーショ
ン能力の向上。

・訓練カリキュラムに、より実践的な内容を
加えていく必要がある。
・訓練実施機関とハローワークが情報共有
（就職支援や訓練内容）する機会の創出
・ハローワークの職員等が、就職後、訓練受
講生が訓練を通じて感じた点などの情報を得
る機会の創出

29 奈良
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

31 鳥取 介護・医療・福祉・保育分野

・「今の介護」の現状を伝えるため、現
場で活躍している講師を選定するなど授
業の中身に配慮している。

・訓練生自身がコミュニケーション能力
の不足に気づいていないケースがあり、
修了するまでに企業が求める人材の育成
が難しい。

・訓練期間中の実習先の選定について
は、訓練生の希望を把握し決定すること
としている。

・専門用語を使うことが多い現場で、訓
練で学んだ介護の基礎が現場でも役立っ
ている。

・コロナ禍で実習がなかったので現場で
のイメージができなかった。

・業務内容の基本的な理解ができており
指導していく中で身に着けていくスピー
ドが早い。

・新型コロナ感染症対策は２類から５類
に移行後も事業所内では変わっていな
い。予防の徹底が引き続き必要である。

・PC、タブレットの使用頻度が増えてお
り、操作方法等のスキルの習得が望まし
い。

・企業実習・見学について、新型コロナの５
類移行をふまえて積極的に実施するよう訓練
実施機関に依頼する。

・コミュニケーションに係るカリキュラムの
重要性について実施機関と情報共有を行う。

・訓練カリキュラムに基礎的なデジタルリテ
ラシー要素を加味する。

32 島根 営業・販売・事務分野

【就職支援に関して】
・訓練修了１か月後に就職が決まってい
ない人を対象に同窓会セミナーを実施。
・ジョブカードを訓練開始後すぐに作成
し、早い段階で自己理解・仕事理解を深
めるよう働きかける。

【訓練の円滑な運営に関して】
・週に１度「人付き合いはどうしたらう
まくいくか」をテーマにしたメルマガを
配信。
・訓練初日に訓練生相互のコミュニケー
ションを促進するグループワークを実
施。

【スキルアップに関して】
・ワードやエクセルだけでなく、実務で
使用する可能性のあるZoomなどの講習を
している。
・企業からの聞き取り調査を基にした独
自テキストを使用。

【就職に役立ったもの】
・PCや秘書検定の資格（採用要件を満た
すことができた、自信をもって応募がで
きた）

【訓練で学んでおくべきだったスキル】
・礼儀や作法など実技的な部分をもっと
学びたかった。
・Outlookのメールの使い方。一通り教
えてもらったがもう少し詳しく聞きた
かった。

【訓練を受講して良かった点は】
・学ぶことの楽しさを久しぶりに体験し
た。
・自己分析の時間。社会人になってから
は貴重な機会でもっと受けたかった。
・様々な年代の受講生と交流できたこと
は、就職後のコミュニケーションに役
立っている。
・人生のターニングポイントになった。

【訓練施設に望むこと】
・伝え方の工夫（「その職は向いていな
い」とストレートに言われショックを受
けた人もいた）。
・在職中に職業訓練の存在を知らなかっ
た。もっと早く若い時に知っていれば職
業選択の幅が広がったと思う。

【採用後に役立っているスキル・技能】
・お客や取引先との受け答え（秘書検定
などビジネスマナーが役立っている）。
・ワード、エクセル、パワポのスキル。
採用者の方がそれまで経験がなく、技術
校で初めて習得したと聞いて、しっかり
学べていることを実感した。

【スキル以外に採用者に求めるものは】
・コミュニケーション能力（およびディ
スカッション能力）を最重要視してい
る。
・一生懸命に取り組む姿勢、積極性およ
び一般常識。

【訓練未受講者との違いはあるか】
・意欲が感じられる。対人対応が良い。
・本人の人柄もよく3か月程度で業務に慣
れてもらった。今後は訓練生に関してPC
スキルについては心配しなくてもよいと
判断できる。

【カリキュラムで力を入れてほしい点】
・PCスキルは高いほど良い。
・職場見学。実際の現場をしっかりと確
認してほしい。
・スキルより人としての魅力の根底をつ
くるようなカリキュラムが良い。

ヒアリング及び補完として行った求人者アン
ケートの結果により、訓練で学んだスキルは
就職や実務の面で十分に役立っているが、一
方で求人者が採用時に期待する能力として、
意欲・コミュニケーション力などの社会人基
礎力を最重視していることがわかった。

そのため、現状のスキル・技能をしっかり学
べるカリキュラムを維持しつつ、社会人基礎
力も自然と伸ばしていけるような訓練とする
ため、「職業訓練用キャリアコンサルティン
グマニュアル」を作成することを具体的な改
善案として提示した。

マニュアルは、「訓練実施機関の誰もがキャ
リアコンサルティング的視点を持って受講生
に関われるようになること」を目指し作成予
定。
第２回協議会において内容を報告、構成員の
承認を得て、令和６年度の訓練より運用予定
としている。

33

　就職先のイメージのないまま、訓練をス
タートする受講者がどうしても一定数入って
しまう。その結果コースの訓練内容にスキル
があっていないケースで就職するときに応募
企業が決まらないという事態になっている。
そのため、就職先の業界企業への会社見学や
業界企業から説明会にきていただくなどのミ
スマッチを減らすより一層の取り組みが必要
である。早期の自己理解と就職希望職種決定
が決め手になる。
　また、若年層の就業未経験者等にはビジネ
ススキルとして、マナーやコミュニケーショ
ンスキルアップの授業も必要である。
　就職率アップのためには応募書類の作成支
援とともにSPIなどの一般教養の対策も必要で
あることを早いうちに周知し、取り組みを促
すなども行うべきであろう。
　さらにIT業界では通常の対面式の面接ととも
にオンライン面接が行われるケースが非常に
多いため、その練習やスペースを貸し出すな
どの積極的な支援が求められている。

　本県においては、ユーザ企業を主とした就
職先とするデジタルリテラシー人材、中でも
そのキーパーソンとなる人材（例えば、ITパス
ポート試験の範疇の知識を有し、中小企業に
おいてDX等を推進する者等）についても広く
求められていると考えられるため、当該人材
を育成するためのコース設定も検討する必要
がある。

〇訓練により得られたスキル、技能等の
うち、採用後に役に立っているもの
・製図CADやPC業務の応用
・インターネットシステムやホームペー
ジの改善、Excelを使った業務改善提案
・IT全般に関する知識やコーディングの知
識、社内業のDX化の構築

〇訓練において、より一層習得しておく
ことが望ましいスキル、技能等
・IT関連の幅広い知識、プログラミング言
語の知識、AWSやサーバに関する知識、
設計書やテスト仕様書の書き方、電子証
明書や認証の仕組みについての知識
・ビジネスルールやコミュニケーション
能力
・一般常識、自己理解

〇訓練修了者の採用について、未受講者
（未経験者）の採用の場合と比較して期
待していること
・ある程度の知識やスキルがあること
・ExcelやPower Pointの活用、システム
管理のスキル
・経験者との差を埋めるための努力や向
上心、ビジネスマナーや社会人スキル
・プログラミングの基本スキルを身につ
け、新人教育の過程をスキップできるこ
と

〇訓練内容のうち、就職後に役に立った
もの
・Linuxやネットワーク、権限周りのこと
など
・WEBを使ってのお店の作り方
・フォントの良し悪し等の知識
・ネットワーク知識、サーバ知識
・CSSやHTMLの知識
・デザインの基礎知識
・プログラム処理の考え方、進め方
・LANの作成、コマンド入力

〇就職後に感じた、訓練で学んでおくべ
きであったスキル、技能等
・全体に詳しく勉強したかった。
・もう一つ上のレベルの知識
・Git（バージョン管理）
・PLCの技術
・社内インフラ関連
・クラウドの知識
・WordPressのスキル
・調べる能力

〇工夫していること
・受講生同士でのオンラインでの座談会
や勉強会の実施。
・現役のWebデザイナーの方に授業を担
当してもらい、実践的な知識を提供。
・企業の採用担当者を招いての企業説明
会を実施し、IT関連業界への理解を深める
取組を実施。

〇国への要望
・デジタル人材の育成には若年層を重視
したコース設定が必要であると考えられ
る。また、適切な広報を行い訓練を公平
に受講できる仕組みづくりをしてほし
い。
・電気代、人件費等の高騰など、市場の
動向を踏まえて委託料に転嫁してほし
い。

デジタル分野岡山
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

34 広島 IT分野

・幅広な選択肢のベースとなる力をつけ
ることができるよう出口を限定するので
はなく、幅広な職種・分野でベースとな
るような、次の一歩に役立つような内容
でカリキュラム等を考えている。
・訓練生の自律的な学習をサポートする
体制を作りたい。訓練生は卒業後の継続
的な学習が必要不可欠であり、人の手を
借りなくても解決すべき問題に対処する
必要があるため、訓練生同士のコミュニ
ティづくりもしていきたい。
・講師の選定に厳しい基準がある。その
ため、実際授業を教えられる能力がある
人はたくさんいるのに、教務経験が足り
ないので採用できないケースが多々あ
る。良い人材を取るには委託料の問題も
ある。
・すぐに「難しすぎて分からない」「理
解が進まない」と主張する者も多く、講
師側が疲弊する状況もある。
・メンタル面での不調を抱える方が多く
見られる。そうした中で精神保健福祉士
の巡回があることは助かっている。

・求人票ではWEB業務を担当する場合で
も「一般事務・営業」となっており、就
職探しで戸惑うことがある。
・年齢、経験共に幅広な方が受講してい
たため、年齢別やレベル別のコース設定
があっても良いのかもしれない。
・web会議システムやビジネスチャッ
ト、グループウェア、RPAなど、訓練カ
リキュラムには無かったが、そういった
実際の職場ですぐに使えるような内容の
時間があっても良かったように思う。
・自分にあった訓練を選択するために
（事前説明会等で）、就職実績や修了生
の声があるとなお良い。
・現場では既にAI等で自動化できている
部分についての内容があった。
・訓練で使用されたツールが最新のもの
ではないため、実際の業務には生きな
かった（実際IT系の現場で使うのは
CanvaやAdobeが多いが、それらの訓練
ではない）。
・対応職種が、IT営業、ヘルプデスク、情
報システム担当者、ITエンジニアとあり、
事務職が無かったため、ついていけるか
不安な気持ちがあった。対応職種の書き
ぶりは改善を要すように思う。３か月の
訓練では記載のような専門職に就くこと
は困難なように思う。

・自分で考えることができる人材、コ
ミュニケーション力のある人材は有効。
また、理想と現実を受け止め、認識し行
動していくことが大切であり、そういっ
た人材が将来的にも求められるように思
う。
・コミュニケーション能力、ネット事業
の専門知識があると良い。
・訓練内容を見ると、ExcelやWord等の
基本的なスキルに多くの時間が割り当て
られている。現場では基本のスキルが実
践的に使えることがとても大切なので、
とても良いカリキュラムだと思う。

・実際に現場で活用できる技能等と習得スキ
ルのギャップが見られたため、求人ニーズに
沿った内容になるよう改善を行うと共に、訓
練の受講により得ることができる知識やスキ
ルについてより具体的に見える化する必要が
ある。
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（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

・即戦力として採用する際に必ず求められる
スキルとなっている「ワープロソフト活
用」、「表計算ソフト活用」は訓練に必要な
カリキュラムであると考える。
　次に、強化すべきカリキュラムとしては、
職場内外のコミュニケーションツールとなっ
ているメールやＳＮＳの活用、また、将来的
に活用が見込まれる知識・技能としては、
「Webデザイン」、「画像編集及び情報セ
キュリティに関する知識」などのスキルが求
められている。後者の場合は基本知識や基本
操作が可能となるレベルまでの習得は必須と
考える。更に県内産業及び企業の発展のため
にはシステム開発などの高度なIT技術の習得も
必要不可欠であり、プログラミング技術を習
得できるカリキュラムは有効であると考え
る。
　そのほか、訓練修了生から「過去に学ぶ機
会が無く役に立った。」、採用企業からは
「場面に応じた適切な応対技術が身について
いる。」などの高い評価を得ている「営業・
接客に関する知識」の訓練科目は引き続き、
カリキュラムに盛り込むのがよいと考えられ
る。

①就職後に役立ったスキル
〇ワープロソフト活用
〇表計算活用
・高度なスキルではなく、基礎的なスキ
ルが役に立っている。特に関数に関する
知識。（化学分析オペレーター）
・保護者への便り等文書作成において
は、元々あるファイルを活用して改良し
ていくことができた。（保育士）
・従来は手書きだった管理表（体温表や
出欠表）を、エクセルを活用して管理す
るように改善した。（保育士）
〇インターネット活用
〇ＳＮＳの活用
〇情報セキュリティに関する知識
・上記３項目の知識習得により、面接時
から将来的には社内ＬＡＮの構築等につ
いても任せたいと言われており、それら
を学べたことが今後役に立ちそうであ
る。（化学分析オペレーター）
〇営業、接客に関する知識
・接客応対について、電話対応やお茶出
し、敬語の使い方など、ほかに学べる機
会がなかった。（一般事務）
②あまり活用されなかったスキル
〇デザインに関する知識
〇Webデザイン・Ｗｅｂサイト構築
〇ソフトウェア開発
・就職して１年間はプログラミングを活
かす場はなかった。今後、効率化の案を
考えていきたい。（一般事務員）
・高度なパソコン操作を活用する機会が
ない。（一般事務員）
・デザインやＨＰの業務に関わっていな
い。（化学分析オペレーター）
〇営業、接客に関する知識
・接客応対について、現在の職務では役
に立っていないが、過去に学ぶ機会がな
かったので、一般常識的に参考となっ
た。（障害者支援員）
③今後、必要となるであろうスキル
〇ＳＮＳ活用
・採用企業ではInstagramの更新作業が
あったため、SNS活用をもっと学びた
い。（保育士）
・勉強したかった資格は訓練で既に取っ
たので、新しく取りたい資格等はない。
（一般事務員）
④訓練内容に対する要望
・ＩＴ関連の仕事に就く際には、プログ
ラム言語に関する知識が必要であること
から授業時間を増やすべきと思う。（化
学分析オペレーター）

①採用時に必要とするスキル
〇ワープロソフト活用
〇表計算活用
・メールや文書作成など、業務でよく使
用するため。
・必要最低限の知識があれば問題ない。
〇営業、接客に関する知識
・受電の際には所属と名前を名乗ると
いったことが身についているので、助
かっている。
②今後身につけてほしいスキル
〇情報セキュリティに関する知識
〇ネットワーク
・将来的に社内サーバの管理やネット
ワークの構築の業務にも関わってもらい
たい。
〇Ｗｅｂデザイン、Ｗｅｂサイト構築
〇画像・動画編集ソフト活用
・Ｗｅｂデザイン、画像編集などのスキ
ルを活用し、アナログの現場からデジタ
ル化に向けた先導役になってもらいた
い。
〇営業、接客に関する知識
・接客応対やコミュニケーション能力は
必要である。
③未受講者の採用の場合と比較して期待
していること
・職業訓練を受ける、スキルを身につけ
たいという姿勢・意欲を評価する。
・社会人としての知識やビジネスマナー
が身に付いていること、真面目に休まず
勤務できる姿勢があることは評価でき
る。

①訓練実施にあたって工夫している点
◎訓練内容があまり理解できなかった訓
練生への配慮
・ｅラーニングの訓練では、訓練でよく
分からなかった内容について、チャット
を通じた相談や希望者によるzoom形式で
の話し合いなどを行っている。
・訓練生の履修状況には、差が出ること
から、受講生がわかりやすいように、早
口ではなく、ゆっくり喋るように心掛け
た授業を行っている。
・訓練の理解度を把握し、不十分であっ
た訓練生には個別説明を行っている。
◎訓練生の習得状況の確認
・訓練内容の科目や単元ごとに確認テス
トを実施し、習得状況を把握している。
中には、毎日、確認テストを実施してい
るコースや教科書内に掲載されている確
認テストを実施し、習得状況を把握して
いるコースもある。
◎訓練生との信頼関係の構築
・訓練生には「資格取得・自営のための
訓練」ではなく、「就職するための訓
練」であることを事前に伝え、講師と訓
練生の信頼関係の構築を重視している。
特に、対面であることにより人柄や本音
が見えやすくなる。
・授業を担当する専門講師とは別に担任
を設置することで、訓練生に安心感を与
えるなどの工夫をしている。
・朝学を設けることで、より訓練生が相
談しやすい環境を整える。
◎ハローワークとの連携
・ハローワークには定期的に訪問し、情
報共有を図っている。
・訓練生が同じ話を繰り返しすることが
ないように、あらかじめ電話でハロー
ワークの訓練担当者を指名・予約するよ
うにしている。
・訓練内容のミスマッチを防ぐため、ハ
ローワークで開催される訓練説明会で職
業訓練実施機関が説明を行っている。
◎訓練生に対する就職支援
・ハローワークから提供される求人情報
誌や職業訓練実施機関で把握している求
人情報は、一律に訓練生に示している。
・就職前の職場見学を受け入れてもらえ
るように求人者との繋がりを作るように
している。
②職業訓練実施機関が行っているキャリ
アコンサルティングの状況
・キャリアコンサルティングの回数は、
おおむね、１か月に１回の実施が適当と
の声が多かったが、中には、定期的、形
式的に実施するより、必要に応じて随
時、実施する方が効果的という意見も
あった。
③訓練実施に当たっての国への要望、改
善して欲しい点
・訓練科目に「接客応対技術」は必要。
・訓練委託費の増額。
④職業訓練実施機関における「ＩＴ分野
（デジタル分野）」の課題
・ソフトウェア開発、Ｗｅｂデザイン、
Ｗｅｂクリエイターなどは３か月～６か
月の短期間で即戦力を望むのは難しい。
実際には、事務や営業などをベースに、
これらの資格が補助的に、将来的に活か
せればという企業が多いと感じている。
・システムエンジニアやプログラマーな
どの需要について、地域格差を感じてい
る。これらの職種で、山口県内には需要
が少ないと感じている。
・10年前の求人募集の内容、「パソコン
入力ができる人」から「ワード・エクセ
ルができる人」になり、求められている
人材が変わってきており、企業が人材を
育てる余力がなくなっていると感じてい
る。

35 山口
ＩＴ分野（デザイン分野を含
む）
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（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
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労働局
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労働局名 （a）検証対象の訓練分野
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概要

参考資料５

37 香川 営業・販売・事務分野

〈訓練において工夫していること〉
・パソコンの授業では、実務での使用例
の説明も交えながら教えている。
・月１～２回アンケートで習熟度や要望
を吸い上げフィードバックしている。
〈キャリアコンサルティングの状況〉
・ジョブカードに加え、受講者の話を深
く聞けるように実施機関独自の条件調査
シートを活用している。
・過去の受講生の成功例・失敗例を紹介
することで説得力を持たせている。
〈就職支援の取り組み〉
・訓練開始間もない時期から、就職活動
についての知識や心構えを説明してい
る。
・就職活動進捗シートを作成し、講師全
員が就職活動の状況を把握できるように
し、修了後も継続して使用している。
・企業の動向を知っておかないと適切な
アドバイスができないので、企業と常に
連絡をとって情報収集を行っている。

・実務で使えるくらい上達してから就職
したかった。
・試験対策の時間が多かったが、実務的
なスキルを身に付けておけばよかった。
・訓練生は訓練と実務を結び付けて考え
られない。
・事務経験が20年前にあったから、なん
とかやれているが、事務未経験で訓練受
講しただけだと、就職後大変だと思う。
訓練と実務は違うから。
・エクセルが一番役立っている。コミュ
ニケーション、ビジネスマナーなどの講
習も顧客先とのやり取りに役立ってい
る。
・先生の長年の経験に基づく企業情報や
業界情報は、求人票ではわからないこと
なので非常に役立った。
・休日にも面接指導をしていただき、画
一的でない対応に感謝している。

・必要なパソコンスキルは訓練で十分身
についている。
・専用ソフトを入社後覚えてもらうのに
通常苦労するが、パソコンスキルがある
のでスムーズに覚えてくれている。
・事務職でホームページを更新できる方
であればより良いと思う。
・パソコンスキル、コミュニケーション
スキルは重要だが、資格は重視していな
い。

・実務で使えるスキルのニーズが高いことを
実施機関に情報提供し、カリキュラムを工夫
していただくよう働きかける。
・パソコン＋αのスキルが就職に有利である
ことを実施機関に情報提供し、ITリテラシーを
カリキュラムに組み込むことを推奨する。
・就職率の高い実施機関から聞き取った就職
支援の取り組みを他の実施機関に情報提供
し、就職支援力の強化を図る。

38 愛媛 デジタル分野

・入講後のスキルの差が大きいため、一
人ひとり習得度を確認しながら授業を進
めてる。

・ITに向き合い、自宅でも3～4時間勉強
している生徒と全くしていない生徒の差
が激しい。

・プログラミングのカスタマイズ力をつ
けるために、各自で考えた様式を「仕様
決め→プログラミング→完成」まで行っ
た。

・企業実習を行いたい希望があるが、実
習先を探すのが難しいため、実習の受け
入れ先の紹介やマッチングなどの支援シ
ステムがあれば、実習も取り入れやすく
なる。

・受講者の確保を図ってほしい。

・マクロを含めたExcelの操作方法とネッ
トワークに関する知識は役に立ってい
る。

・IT関連事業所への就職を希望していた
が、IT関連未経験者の採用枠を見つけ出す
ことができなかった。

・アルゴリズム（プログラム言語で課題
を解決させるための処理手順の記述）を
学んでおきたかった。

・履歴書・職務経歴書の添削や面接のア
ドバイスが役に立った。

・ネットワーク・サーバー構築技術が就
職後役に立っている。

・データベースとスマートデバイス制御
を学んでおきたかった。

・Excelを業務で使用していたので、なん
となく訓練内容が理解できましたが、
Excelを使用したことがない方はついて行
くのが大変そうでした。

・プログラミングの時間が短かった。

・言語を特化して深く集中的に訓練した
方が他の言語への応用も効きやすいと感
じる。（広く浅くではなく、一つの言語
を深く）

・ネットワーク・サーバー構築技術や
WEBデザインとデータベースは採用後役
に立っている。

・情報セキュリティ対策やオペレーティ
ングシステムなどの知識が採用後役に
立っている。

・一般的にですが、コミュニケーション
能力や社会人としての心構えやマナーが
不足している方がいるので、再認識させ
て欲しい。

・採用に当たっては、民間企業での取引
時の需要が増大しているクラウド系スキ
ルやサーバーやネットワークの構築を行
えるスキルを重視している。

・採用に当たっては、JAVA、Python、
VBnet、C#などのいずれかの言語でのシ
ステム開発を行える知識・スキルを重視
している。

・訓練カリキュラムの改善促進策として、
ニーズを踏まえた訓練内容・訓練期間の分
析・検討、設定の促進、社会人としての基礎
能力講習等の時間数増、応用力をつけるため
実践に即した訓練内容（企業実習の推奨、各
自の仕様に基づくプログラミングを作成、ト
ラブル対応など）の検討、eラーニングの活用
勧奨、OA訓練との違いが分かるよう補足資料
の作成等を行うよう、委託訓練については受
託先募集の際周知・勧奨、委託要綱等に盛り
込むこととし、求職者支援訓練については認
定申請の募集をかける際、周知・勧奨を行う
こととする。

・就職支援として訓練申込み前から訓練修了
後3か月まで一貫した就労支援の強化を図り、
訓練修了者が応募可能な求人の開拓、求人要
件緩和指導等を引き続き積極的に行うことと
する。

・受講者の確保として関係機関と連携し、
SNS等を活用した周知広報を行うとともに、
受講者の生の声を紹介し、イメージアップを
図ることとする。

・ 訓練の受講により、デジタル分野の知
識を少しでも習得していることは、入社
する際に有利に働くと思う。

・ＷＥＢサイトなどの実践的なカリキュ
ラムの時間を増やしたほうが良い。

・実務においては、プログラム開発の基
礎的な知識に加え、コミュニケーション
能力、プレゼンテーション、提案力等が
求められているため、職業訓練において
も、より実践的なカリキュラムが必要だ
と思う。

・WordやExcelの資格取得が訓練コース
の目標であったが、就職後の業務におい
ては、訓練では想定していない様々な
ケースもあり、より実践を意識した演習
問題をカリキュラムに取り入れ、実務に
即した対応力を習得できると良いと思
う。

・ビジネスマナー（上司やお客様に対す
る挨拶やコミュニケーション、名刺の受
渡し方法など）や電話対応（電話のとり
方、受話器の置き方、クレーム対応、声
の大きさ）等への対応に苦慮したため、
訓練内容にも取り入れて欲しい。

・ＩＴ企業に即戦力として就職すること
は難しいが、デジタル分野の訓練コース
で学んだ技術や専門的な知識はＩＴ企業
以外の企業において活躍が期待できる。

・DX人材として活躍するためには、プロ
グラミング言語だけでなく、ネットワー
ク、セキュリティ、データ分析・活用等
のスキルも必要となる。また、ＩＴ企業
で活躍するには、実技のカリキュラムの
時間を増やし実践力を養う必要がある。

・ネット環境やパソコントラブル等に対
応できる人材であれば、IT企業以外の中小
企業のDX化等に活用できるのではない
か。また、クライアントに提案ができる
ようプレゼン能力の習得やビックデータ
を分析・活用できるスキルも養う必要が
ある。

・ＩＴ企業は人材が不足しているが、力
のある人材でないと仕事をこなしていけ
ない。職業訓練は良い制度ではあるが、
スペシャリストを育成するには6か月では
足りない。

・プログラム開発の基礎的な知識に加
え、コミュニケーション能力やプレゼン
テーション能力、提案力などの職種間の
共通的なビジネススキルが必要。

36 徳島
デジタル分野
（IT分野を含む）

・デジタル分野は、専門性が高く、訓練
コースにより難易度が異なるため、求職
者向けの訓練施設説明会等を実施するこ
とにより、訓練内容、レベル感等が受講
前に理解でき、ミスマッチを防ぐことが
期待できる。

・訓練実施にあたって工夫している点と
して、訓練内容の理解促進のため入校前
説明会を実施している。また就職支援と
して、企業説明会や訓練生が制作した
ホームページを発表する機会を設けて、
企業と訓練生の出会いの場を提供するこ
とにより、企業の人材確保と訓練生の就
職支援を行っている。

・訓練期間中に企業説明会や制作物の発
表会等を実施し、訓練生のスキルを知っ
てもらうことは、就職につながる可能性
が高まる。

・パソコン操作に関するトラブル対応や
インターネットの接続・活用、ホーム
ページの更新等、職場で求められる技術
を習得できるよう、訓練のカリキュラム
を実践的な内容に工夫している。

・求職者支援訓練については、（独）高齢・
障害・求職者雇用支援機構を通じて、以下４
点の改善促進策を訓練実施機関へ提案する。

① 訓練受講者がカリキュラムにより習得でき
る知識・技能等への認識のミスマッチを防ぐ
ため、訓練に応募する段階で、訓練内容や難
易度が理解できるよう、訓練施設説明会や施
設見学会を複数回実施することを提案する。

② ハローワークと連携し、職業紹介時や面接
会などで、訓練により、スキルを身に付けた
人材が輩出されていることを事業主に周知す
る。また、事業主が訓練機関を見学できる機
会を設けるよう提案する。

③ プログラミング等の技術面だけでなく、コ
ミュニケーション能力等の就職後役立つスキ
ルをカリキュラムに加えることを提案してい
く。

④ DX人材として活躍するためには、実践力を
養うことが必要であるため、実技のカリキュ
ラム時間を増やすことを提案していく。

・委託訓練については、以下３点の改善促進
策を、委託訓練の説明会資料へ追加するとと
もに、仕様書の変更を検討する。

① 資格取得が訓練の目標の一つではあるが、
就職後の実践を意識した訓練内容を求める修
了生の意見を訓練事業者に伝え、訓練へ盛り
込むことを検討させる。

② パソコン操作に関するトラブル対応やイン
ターネットの接続・活用、ホームページの更
新等、職場で求められる技術を訓練内容に加
えるよう検討させる。

③ ビジネスマナーを求める声が多いことか
ら、カリキュラムの許す範囲で、実用的なマ
ナーの習得を就職支援の一環で取り入れる。
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（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

介護・医療・福祉

・就職後を見据え、テキストの内容だけ
ではなく、介護現場の声を多く訓練生に
伝えている。
・外部講師を含む複数人で面談し、多面
的な就職支援になるように努めている。
・開講するかどうか、奨励金を見込んで
損益計算をして判断している。訓練生が
ほとんど出席せず中途退校した場合は奨
励金が一切出ず、経営に影響しているた
め、最低保証という形でいくらか補填し
ていただけるとありがたい。付加奨励金
の就職率で６５歳以上を除外すると就職
率が下がり、奨励金額が減額になるた
め、この点も配慮してほしい。

・高齢者・障害者に関わらず、介護・支
援の心構えを学んだこと、特に、障害者
の理解や特性についての知識は今の仕事
に役立っている。目標は介護福祉士実務
者研修であるが訓練に上位資格の介護福
祉士の内容を含んでいたため、３年の実
務を経たのち受験を検討したい。
・「訓練の内容はどうですか？」と聞い
てくれるような相談員もいて、その配慮
が嬉しかった。キャリアコンサルティン
グで自身の職歴を振り返ることができた
のが良かった。訓練で様々な年齢の方と
関わり、助け合いながら受講したこと
が、就職後の現場で大いに役立ってい
る。

・人としての尊厳を重視できること、コ
ンプライアンスや道徳的なものが身につ
いており、現場で実践できている。実習
の実践ができている。
・実技や介護知識だけではなく、道徳的
なものや協調意識が身についていること
が望ましい。
・即戦力として期待している。
・訓練内容は充実しており手厚い。訓練
受講により連帯感や協調性が身について
いる。訓練修了生は、訓練校とのネット
ワークによる参考情報があり、採用時に
見極めしやすい。

・介護分野は応募倍率が低く、就職率が高い
分野であり、人手不足分野の社会的ニーズが
高い業種であることを鑑み、できるだけ募集
期間の穴を作らない、訓練期間の設定を行
う。奨励金の支給要件緩和については、厚生
労働省に上申する。
・受講者のスキル技能の習熟度を高める事は
必須であるが社会人としての完成度を高める
よう工夫を行う。
・ヒアリング調査の結果を好事例として、求
職者の応募勧奨に活用する。

理容・美容関連分野

・実践的なスキルが身につくことを重視
し、座学と実技を交えたカリキュラムを
組んでいる。接客業であるため、訓練時
間以外でも言葉づかいや態度、身だしな
み等に配慮するように指導している。
・個別面談で職歴等細かく聞き取り、就
職先を時間をかけて絞りこんでいる。そ
のため日頃の施設職員と訓練生とのコ
ミュニケーションを大事にしている。
・短時間訓練では訓練生がより集中して
訓練に臨む傾向にあり、今後も短時間訓
練を続けてほしい。また、４月に開講が
できるようにしてほしい。

・実技が難しかったが、他の訓練生と切
磋琢磨し、何回もトレーニングを行った
ことにより、技術はもちろんチームワー
クの大切さを知ることができた。
・もう少し多くの技術の訓練時間と、他
の事業所での職場体験の時間があれば良
かった。
・無料で受講できたことが大変ありがた
かった。キャリアコンサルティングでは
熱心に話を聞いてくれて大変ためになっ
た。ハローワークの担当者も親身に相談
にのってくれ、ひとり親であるため求職
条件等も細かく確認してくれて感謝して
いる。

・基礎の知識・技術を身につけてきてい
るので、育成に時間を費やすことなく、
とても役に立った。
・資格の有無は考慮しないが、今後の採
用について未経験者ではなく、訓練生か
経験者の雇用を考えている。
・スタッフにお客様がつくと考えている
ので、対人力、コミュニケーション能
力、人間性を重視している。訓練内容に
ついては深く考えていない。

・職業訓練の設定については、多様な働き方
という考え方を取り入れ今後も柔軟な設定を
考えてゆく。
・カリキュラムには技術スキルの習得はもち
ろんだが、コミュニケーション等の習得をす
る機会も必要である。
・実技習得の時間を最大限確保するととも
に、実習等の実地体験の検討を要する。

営業・販売・事務分野

・専門講師が作成した映像講義と現場で
の個別指導を併用している。講義内容の
復習や試験対策等、現場で訓練生一人ひ
とりに時間をかけフォローしている。
・試験結果発表後に本格的な就職活動を
始める訓練生が多く、就職状況報告まで
の期間が短くなるという宅建コース特有
の課題がある。就職状況報告の期限を３
か月より長くしてほしい。
・求人している企業と訓練生とのマッチ
ングの場を提供している。
・求職者が雇用されにくい不動産業界の
繁忙期と、就職活動時期が重なってい
る。

・業務で専門知識を使うことと、資格が
ないと仕事が成立しないため、宅建の資
格が取得できたことは大変役に立ってい
ると言える。
・訓練内でパソコンスキルの習得や、物
件入力、画像の取り込み、営業スキル習
得等の実践的なカリキュラムがあればな
お良かった。
・HWで受けたキャリアコンサルティング
で職歴の振り返りができたので良かっ
た。面接練習や履歴書の書き方等は役に
立った。

・応募者の８割は宅建資格を持っていな
い。資格取得者は即戦力として重宝す
る。
・不動産の専門知識、基本的なパソコン
入力ができること、お客様対応のための
コミュニケーション力は習得しておくこ
とが望ましい。
・訓練校で不動産の知識を身につけてい
ることに期待している。未経験者でも
OJTでフォローする。
・不動産の知識を身につけている訓練生
は、宅建試験に合格していなくても、意
欲があれば応募してほしい。接客スキル
やコミュニケーション能力、本人の人柄
も重視している。

・公的職業訓練の最終目標は就職であるため
就職支援は重要であり、ハローワークとの連
携を強化する。ただし、就職状況報告書の提
出緩和要望等は厚生労働省に上申する。
・合格できなかった受講生の就職支援は重要
であり、求人の選定等ハローワークの支援を
重視する。就職後を考えパソコンスキルの習
得が必要。
・専門資格取得には大きく時間を必要とする
ことは否めないが、資格所得が最終目標では
なく就職し仕事をすることが最終目標である
ため、カリキュラムの設定が必要。なおこの
訓練に限るものではないが、キャリアコンサ
ルティングは必要性は認められるのでハロー
ワーク等積極的に活用する。

39 高知

・データベースの基本であるSQLの知識
は実際の業務に役立っており、必須とも
言える。
・訓練でプログラミングの基礎を勉強し
ているので、仕組み、プログラム等の業
務に入りやすい。
・訓練内容全般が業務と関連性があり、
業務の遂行上、大変役立っている。
・職務を遂行するうえでのコミュニケー
ション能力。特に業務における報告、連
絡、相談は徹底すべき事であり、重要で
ある。採用面接時においても、この点を
重視している。
・基本設計（工程）のエビデンス知識は
必要なため、Excel、Word、
PowerPoint等のソフトに関するスキル
アップも求められる。
・顧客より必ず聞かれるSQL知識は、充
実していると周りとの差がつくと言え
る。

・グループワークによる演習実施やコミュニ
ケーション能力の向上、Excel、Word、
PowerPointを高いレベルで使用できるような
カリキュラムが有効であると、訓練修了生、
訓練修了生採用企業から共通の意見として挙
がった。
・採用企業からは、人手不足を理由にすぐに
誰でも採用するわけではなく、職業訓練で知
識・技能は元より、コミュニケーション能力
を身に着けている事も重要であるとの意見が
多く、訓練科目については、データベースの
基本であるSQLの知識を学んでいることは、
非常に効果的であるとの意見が多かった。
・このような受講者及び企業のニーズ等につ
いては、今回のヒアリングに留まらず日頃か
ら把握し、機構福岡支部や福岡労働局が定期
的に実施している求職者支援訓練実施機関へ
の訪問の場において情報提供を行うほか、公
的職業訓練実施カリキュラムに反映させるこ
とも検討し、訓練修了生の就職促進に繋げて
いくこととしたい。

40 福岡 IT分野

・チーム開発演習に力を入れており、
Webシステムの改修や開発、実際のPG・
SE業務に極めて近い内容になっているた
め、修了生からも仕事に活用できている
と大変好評を得ている。
・福岡・九州地域ではではJavaプログラ
マーの需要が多いが、今後はPythonや
C++の需要も見込めるとの情報を得て、適
宜カリキュラムに反映させている。
・自社採用したエンジニアと定期的に情
報交換していて、訓練に反映させた方が
良いと思われる情報があればカリキュラ
ムに反映させている。
・人前で自己表現することに慣れ、かつ
「自分の考えや思いを客観視して考える
こと」を身に付けてもらうため、受講生
間でディスカッションを行う時間を設け
ている。
・受講生から、修了生の声や進路につい
て知りたいという声が寄せられるため、
修了生にアンケート（配属後の最初の仕
事は？、訓練で学んだことがどのように
役立った？等）を実施し、受講生に伝え
る取り組みを行っている。

・グループワークは実務に沿った勉強が
でき、採用企業からの評判も良いもの
の、グループワークを実施している訓練
はあまりないと現在勤務している会社の
人事担当者から聞いた。また、メンバー
とのコミュニケーションが深まり、同時
に考え方の相違に伴うトラブル時の対処
方法等も学べた。
・４つの言語（C＃言語、Java言語、
データベース（SQL）、Python言語）の
中でも特にC＃言語、Java言語、データ
ベース（SQL）が業務に役立っている。
・職業人講話は、実際に働いている方の
業務の話が聞けて大変参考になった。
・Python言語については活用の機会が少
ない。現在の職務の経験値を深め、機会
があればPython業務にも参画したいと考
えている。
・訓練当初に学んだ数学的な２進法・１
０進法の知識は役に立っておらず、業務
で使うこともない。
・プログラムのテストを実施するうえで
のエビデンス（比較・証明等）の作成に
おいて、Excel（関数等）、PDFを使用す
る事が多く、訓練の中でExcel、Word、
PowerPoint等を高いレベルで学べれば良
かったと思う。
・困ったときにどう調べたらよいか、検
索の仕方、調べ方を訓練の中で教えても
らえば就職後も役に立つと思う。
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（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

41 佐賀 営業・販売・事務分野

・個々の受講者の習得度の差を想定しな
がらＰＣの基本操作を設定、習得状況に
対応できるカリキュラムを設定。
・メンタルヘルスのカリキュラムも組み
込んでいる。
・資格取得と実技科目を多数実施するこ
とにより、訓練修了後すぐに仕事に慣れ
るよう即戦力を重視。
・訓練生のさまざまなバックグラウンド
に応じて、キャリアの棚卸、自己理解、
職業理解をポイントに就職支援を実施。
・同じ担当者がキャリアコンサルティン
グを実施し、切れ目ない支援に配慮。

・パソコン操作が初めてだったので、
Word、Excel、PowerPoinスキルやパソ
コンの基本的な操作（コピー、貼り付け
など）は役に立った。
・履歴書の書き方、面接練習、ビジネス
マナーも役に立った。
・PowerPointは操作方法までを学んだ
が、プレゼンの実技まで訓練として実施
してほしかった。
・就職活動と検定試験対策が同時並行だ
と中途半端になる。期間の猶予が欲し
い。
・受講に不安もあったが、受講後は同じ
目標（就職）の仲間がいて精神的な支え
になった。

・パソコン操作が必須となっている業務
が多く、年齢を問わずある程度パソコン
ができる人が求められているので、パソ
コンが全くできないと採用が難しくなっ
ている。
・公的職業訓練修了者ということを意識
して採用するケースは多くはないが、取
得している資格は採用の参考となる場合
が多い。働く部署によっては、ワード、
エクセル、パワーポイントなどのスキル
が必要となるので、資格を持っていると
その人の能力の判断基準となる
・事業所内でも、スマホやパソコンなど
でのメールのやり取りが多くなってきて
いるが、人と人の会話によるコミュニ
ケーションができなければ、メールで内
容を伝えることができない場合も多く、
コミュニケーション能力、ビジネスマ
ナーや一般常識などが重要となってく
る。

・ＩＴの基礎スキルを強化するため、R5はIT
スキル2級レベルまでのカリキュラムとしてい
たが、R6は「ITスキル3級レベル＋α」と
し、習熟度アップを図る。
・訓練効果を高めるため、年齢層等が様々で
あっても指導が行き届く人数で設定する。
・多くの企業の求める人材に近づけるため、
ビジネスマナーやコミュニケーションスキル
アップを図れるカリキュラムの強化を訓練実
施機関に依頼する／委託訓練における企画提
案公募の評価基準を見直す（現状の就職支援
に関する評価点をアップし、全体の30～
40％とする。）
・精神保健福祉士等の専門家を訓練実施機関
へ派遣し、訓練を行う上でのメンタルヘルス
に関するポイントなどの助言、訓練生の相談
対応を実施。

・IT用語での会話に対応できる、基本的な
操作ができるなど会社内での説明がス
ムーズに行えた。
・基本的なプログラミング技術に関する
知識をしっかり身につけており、併せて
論理的な思考能力も鍛えられているた
め、プログラム開発だけでなく、仕事に
関する会話や段取りをスムーズに進める
ことにも役立っている。
・学んだ単語や知識がPC利用の際、どの
部分で利用されているかIT用語への理解度
を高めておいて欲しい。
・就業における基本的なビジネスマナー
の習得。
・業界未経験者でもIT知識のあることで斬
新なアイデアや考えを取り入れるきっか
けとなることが期待される。
・目標となる訓練を受講してきているの
で仕事をしっかりとこなせる。
・基本的なレベルでは未経験者より優れ
ており、入社後の教育がスムーズに進め
られる。

・年間で訓練内容や募集定員及び開講時期の
偏りが無いよう訓練の設定を検討する。
・就職支援時間が充分確保できるカリキュラ
ムの推奨。
・基礎知識の習得は好評価であったため、同
知識のカリキュラム設定を継続する。
・半導体企業の進出もあり、国が求めるデジ
タル人材育成に対応するため一部カリキュラ
ムの見直しを実施。
・資格試験や実務を意識したカリキュラムで
は現状に合ったアップデートを推奨する。
・分野に関係なく、最低限のビジネスマナー
が習得できるカリキュラムの設定を推奨す
る。

・学んだプログラム言語で他の言語にも
応用する力が付き仕事で役立っている。
・仕事をするうえで役立っている訓練内
容はいくつかあるが、職業訓練自体が再
就職の大きなステップとなった。
・就職先の業務によりデザイン系、Web
関係は活用されていない。
・活用されていないものはない。
・全てが業務と直結するわけではない
が、いかに業務と紐づけて理解できるか
で更なるスキルと技能の向上につながる
と感じるため、基本情報技術者試験レベ
ルの知識は習得しておいたほうが良かっ
た。
・会社ごとに必要とするスキルは異なっ
ているため、幅広い知識を身につけてお
いたほうが良いと思った。
・学んだ訓練で応用力も身につけること
ができた。

43 熊本 デジタル分野

・訓練生のスキルにバラつきがあるた
め、まず基礎的操作から始め訓練終了ま
でにITスキルの難易度が上がるようにして
いる。
・実務につながるよう常に内容をアップ
デートしている。
・半導体企業の進出もあり国が求めるデ
ジタル人材育成に対応するため訓練カリ
キュラムの見直しを行なった。
・学習の目安として資格取得を推奨。
・コミュニケーション能力を高めるため
グループワーク形式での学習を取り入れ
ている。
・訓練科目選択のミスマッチ防止のため
オープンキャンパスを開催している。
・訓練終了3か月前までの訓練生全員の人
材情報誌を作成し企業へ情報提供を行っ
ている。
・各教室にはハローワーク等の求人票を
掲示し、訓練終了２か月前就職未内定者
には相談及びハローワークへの相談誘導
を行っている。
・訓練終了後の時間を活用して単独企業
説明会を約１時間・週２回ほど実施して
いる。
・修了生の就活状況や就職先等からの情
報収集を行い、成功・失敗事例や求人側
の情報を適宜提供している。
・ジョブ・カードを活用した就職支援を
行っている。
・個人の適性に合わせハローワークの求
人を渡し就職活動の支援を行っている。
・就職支援の上限時間を長く取れればい
いと思う。
・少人数での開催でも実施しやすいよう
に最低保証金額を制度的に設定してもら
えるといいと思う。

42 長崎 デジタル分野

・プロのWebデザイナーを講師として、
企画からデザイン、制作、検収までの業
務一連の流れを体験学習できるカリキュ
ラムを作成。
・JavaScriptやPHPのプログラミング導
入、AIに関する情報取得。
・基礎をしっかり身につけてもらい、新
しいことに応用できるようにしている。
・Webサイトの知識にRPA技術を取り入
れて、総合的な思考、実現ができるよう
な課題を出している。
・ハローワークでの相談内容を訓練実施
機関とで共有できないか（本人の同意が
必要）
・訓練内容が活かせる求人の確保をハ
ローワークにお願いしたい。
・画像や動画が編集できる高スペックの
パソコンの導入、使用頻度（負荷のかけ
方）が高いため故障の頻度が高く償却期
間が短くなっている。また、使用するア
プリケーションが高額である。さらに物
価高騰の影響等から訓練を維持する費用
が上昇している等の理由から最低委託金
額等を保証する制度を設けてもらいた
い。
・受講生の資格取得等に関し、受験会場
が県外（遠方）にしかない場合に交通費
等が高額になることから、受講生に対す
る受験料割引制度や検定合格者に受験料
補助制度を新設してもらいたい。

・表計算、VBA、ネットワークセキュリ
ティの知識が役に立った。
・Web関連の仕事に就いたので訓練で学
んだことが非常に役立った。
・プログラミングの就職先で活かせてい
ない。
・エクセルのマクロに関してもっと詳し
く学びたかった。
・訓練内容（実施期間（６か月）、カリ
キュラム内容等）については、概ね満足
されている。
・今後機会があれば同分野の新たな資
格、スキルが身に付くコースを受講した
い。
・今回受講した内容を活かせる求人がほ
とんどなく、あっても知識だけでなく業
務経験者限定の求人となっている。

・パソコンの基礎全般のスキルが習得さ
れていることは重視した。
　今後、業務のデジタル化を進めていく
中で本人の専門的スキルは非常に役立つ
ものと考えている。どのようなシステム
を構築するか検討する中で、本人の意見
も参考にしながら、ソフト（アプリ）を
導入していくようにしたい。
・ホームページの管理、データ管理にお
いて本人が習得しているスキルが活かせ
ている。
・プログラミング知識、情報セキュリ
ティ知識、WordPress,、Officeアプリ
ケーションの実践的な技能が活かせてい
る。
・訓練終了後の早い時期の就職であった
ため即戦力として活かされている。
・特定の専門的知識スキルは必要ないの
で、汎用的に対応できる方が良い。

・企業ニーズの把握について、より多くの企
業の情報を得る。
　職業訓練実施機関はもとより、県・機構・
ハローワークで得た情報をカリキュラムに活
かせるよう共有できる体制を構築する。
　パソコンの基礎全般の知識・技能の習得は
もとより、多くの産業で汎用的に対応できる
スキルについては、カリキュラムに出来るだ
け組み入れる。
　カリキュラムについても、受講する側がよ
り理解するような時間割等を作成する。
・受講者への各種資格（検定）の取得促進を
図る。
　資格取得は本人のモチベーションの強化に
なり、職業訓練実施機関に対しても委託費の
上乗せに繋がることから、ハローワークの相
談時において受験を促す。
・効果的な就職支援を行う。
　企業に対して訓練内容（修了生の仕上がり
像など）の周知を行う。また、当分野のスキ
ルを活かせる職種の提案を行い求人を確保す
ることにより修了後の就職につなげる。
　ハローワーク職員を対象とした職業訓練実
施機関からの訓練内容の説明、訓練施設見学
を行うことで訓練コース理解を促進し、受講
者の確保、求人開拓（求人条件変更含む）に
活かす。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

44 大分 デジタル分野

・訓練生に対してより密なコミュニケー
ションで就職指導ができている（メンタ
ル面でのフォロー、就職後も悩み相談に
訓練校へ来る修了生もいる）
・デジタル業界については（CG・Webな
ど）最新の技術と情報を常に取り入れた
い、そのために基礎的な訓練２か月＋応
用４か月の計６か月ではなく、応用５か
月のみにしてはどうか
・６か月の訓練期間では県内企業が求め
る人材の育成は難しい
・訓練期間を１年間に伸ばしてはどう
か、そうすると基礎→応用→実践まで教
えることができる

・訓練で習得したExcel・Word等の知識
は活かすことができた（関連就職でない
場合も含む）
・デザインをする際に使用するソフト
（Illustrator、Photoshop）の知識が活
かせている
・基礎的なビジネスマナーの勉強をして
おけばよかった
・訓練で学んだ内容のバージョンが古
く、就職後に戸惑った
・訓練期間をもっと長くとって、深く学
びたかった

・「経理」部門として採用しているが、
社内イントラ等の情報システムを利用す
るため、情報系の専門知識がある（停電
等トラブル発生時のシステム復旧作業
等）
・Illustrator、Photoshop（編集ソフ
ト）等、訓練で学習した基本操作ができ
る
・Web制作について言語の知識があり、
Webサイト更新等の作業がスムーズに行
える
・訓練修了者は、基礎知識があるので、
教育をする際に未経験者よりも理解力が
高い
・就業する上で、コミュニケーション能
力を求めている（顧客とのやりとりが重
要のため）、ビジネスマナーやタスク管
理能力も重要になる
・様々な職業講話を受け、業界の知識を
習得してほしい
・企業によって使うソフトが違うため、
一つのソフトについて深く学ぶよりも、
様々なソフトの基礎部分を幅広く学んで
ほしい

・訓練コースのレベルを差別化し、Ｒ６年度
からの訓練計画に反映
（例）
求職者支援訓練：３か月→基礎コース中心
委託訓練：５～１２か月→応用、実践コース
中心
・求人ニーズを踏まえたソフトや機材の導入
について実施機関へ依頼する（実現は難しい
かもしれないが、ヒアリング結果を踏まえて
依頼）
・企業の求める人材に近づけるように、ビジ
ネスマナーやコミュニケーションを中心とし
た訓練カリキュラムを強化してもらえるよ
う、実施機関へ依頼する

45 宮崎 デジタル分野

（委託費の改善）
・環境整備（機材・人材確保）におい
て、物価高騰もあり、委託費の拡充をお
願いしたい。

（職業訓練の適格あっせん）
・申込相談時において、受講内容を理解
したうえで、希望職種に合致した訓練
コースの選択が重要。

（ハローワークとの就職支援連携強化）
・地域の労働市場や本人の特性等、必要
な情報を可能な限り共有することで、就
職支援の強化につなげたい。

（周知広報にかかるルールの緩和）
・応募チラシやメディア活用に関する
ルールについて、自由度を上げてほし
い。

（ビジネスマナーの強化）
・再就職に際して、ビジネスマナーの重
要性を再認識した。職業訓練の一環とし
て、強化してほしい。
・就職後も学びの継続が重要。自分の考
えをまとめ、発信する能力や協調性と
いったマインドを養うことも重要。

（基礎的なPC知識）
・習得したExcel、Word等の基礎知識に
ついては、就職後も幅広く活用できてお
り、業務に役立っている。

（専門知識の習得）
・実務で必要となる専門知識について、
もっと習得できる内容が必要。

（ビジネスマナー等の習得）
・社会人としての基礎知識やコミュニ
ケーションケーションスキルはどの職種
においても重視されており、訓練生の価
値を上げる意味においても重視すべき。

（専門性の向上）
・企業が求める即戦力レベルでの知識習
得、対応できる人材育成が可能なコース
設定についても検討する必要がある。

（事業主に対する制度の周知）
・実際に職業訓練制度の内容を知ってい
る企業は多くないと思われ、訓練生の価
値を向上させる意味においても、企業へ
の認知度を上げる取組が必要。

（訓練内容について）
・ビジネスマナーの強化、上位レベル訓練の
設定検討等について検討。

（訓練募集時期・周知強化について）
・受講機会確保の観点より、開校時期の柔軟
化および周知広報の強化について検討。

・ビジネスマナー、コミュニケーション力は
業種・職種を問わず重視されているため、訓
練カリキュラムに盛り込むことを基本とし、
職業人講話においては訓練修了者や採用企業
を含め、外部講師の効果的な活用を促すもの
とする。
・職業相談におけるオンラインの活用等を通
じて訓練実施機関とハローワークの連携強化
を図るとともに、修了後の人材像を踏まえた
個別求人開拓を実施するなど、きめ細かな就
職支援に取り組むものとする。
・ジョブ・カードは、訓練受講による成果の
可視化に加え、「生涯を通じたキャリア・プ
ランニング」及び「職業能力証明」のツール
であることから、引き続き、活用の促進に取
り組むものとする。
・実践的な訓練コースの受講前に、基礎的な
ＩＴスキルを習得する必要性が認められる場
合は、積極的に連続受講を勧めるものとす
る。46 鹿児島 営業・販売・事務分野

・実践で応用力が利くように、実務に即
した教材・資料等を用意しているほか、
日報・日誌を記入させることで、個人ご
との課題や理解度の把握に役立ててい
る。
・職業人講話においては、修了者及び採
用企業からの事例発表の機会を設けるこ
とで、身近な目標と認識してもらえるな
どの効果がある。さらに、受講生が当該
企業の見学を希望する場合は、実施にあ
たって調整を図ることで、マッチング機
会を設けている。
・定期的な求人情報の提供のほか、履歴
書・職務経歴書の作成やジョブ・カード
活用のアドバイス、面接練習等の支援を
実施し、就職への意欲喚起を図ってい
る。
（以下、訓練実施機関からの要望）
・職業訓練の実施にあたっては、パソコ
ンのバージョンアップ、セキュリティの
維持管理等に相応の経費が必要である。
さらに、物価高騰や人件費の上昇によっ
て、経営に影響が生じていることから、
訓練委託費、認定職業訓練実施奨励金に
ついて、所要の見直しを行ってもらいた
い。
・県委託訓練と求職者支援訓練におい
て、できれば就職率の考え方を統一して
ほしい。求職者支援訓練は雇用保険適用
就職率としている一方、県委託訓練では
週の所定労働時間が20時間以上、かつ雇
用期間が「定めなし」又は「４か月以
上」とされており、３か月ごとの契約更
新といったケースが就職支援経費の算定
対象外となる点を改善してもらいたい。

・ビジネス文書の作成のほか、各種デー
タを取りまとめ、Excelで管理する際に、
習得したスキルが大きく役立っている。
・再就職先も専門職だが、これまで手書
きで記録していたものをパソコンで処
理・管理できるようになり、作業時間の
短縮と効率化を図ることができている。
・ビジネスマナー、コミュニケーション
力を改めて学ぶことで、新たな発見につ
ながり、仕事にも役立っている。
・訓練修了後、すぐに就職が決まった
が、他の分野など、より実践的な内容を
学ぶことにも興味を持った。

・ビジネス文書の作成、帳簿や画像デー
タの管理など、ＰＣやＩＣＴ機器等に関
する基本的なスキル、技能が備わってお
り、業務を遂行する上で役立っている。
・中途採用者には実務全般を期待してい
るので、Excel・Wordの専門用語（セ
ル、フォント、シート、ヘッダー・フッ
ター、右・左揃え、均等割付など）や簡
単なレベルの関数まで理解しておいてほ
しい。
・コミュニケーション力（双方向のも
の、職場・組織におけるもの）やビジネ
スマナーは、特に重要なので、しっかり
と身に付けておいてもらいたい。
・指示されたことだけでなく、主体的に
課題を発見するなど、計画力や実行力が
備わった人材を求めたい。
・訓練受講によって習得されたスキル、
技能等を面接のみで評価することは難し
い。このため、訓練成果を分かりやすく
示してもらえれば、ありがたい。
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公的職業訓練効果検証ワーキンググループの開催状況等【詳細】

（b）訓練実施機関からの主な意見 （c）訓練修了者からの主な意見
（d）訓練修了者を採用した企業からの

主な意見

労働局
番号

労働局名 （a）検証対象の訓練分野

ヒアリング概要

（e）訓練カリキュラムの改善促進策（案）の
概要

参考資料５

47 沖縄
デジタル分野
（デザイン、IT)

・就職までのスケジュールを立てられな
い方も多い。上記のことから、これまで
の就職支援の対応では難しいと考え、今
後の就職支援に「職場見学や職業人講
話」などを取り入れたいと感じている。

・テキストや資格取得を目的とした指南
に留まらず、より実践的な訓練になるよ
うにしている。また、グラフフィックの
講義にはMac、Webの講義には
Windowsを使用し、現場で使用頻度の高
いPC,アプリケーションソフトを使用して
いる。

・現在、光熱水料費等の物価高騰や昇給
アップなどの国からの要請がある。訓練
を開講するにも経費がかかるため、奨励
金の単価を上げてほしい。

・職業訓練を実施させて頂いて、10 年以
上経ちますが、1 人当たりの訓練単価は
以前から変わらない。昨今の状況を鑑
み、訓練単価を検討頂きたい。

・キャリアコンサルタントを招いた個別
相談を労働局やハローワークにお願いし
たい。

・訓練では基本設計（どうやってシステ
ムを作るか）の流れを学んだが、訓練期
間が短かったので資格取得に追われ就活
（適性検査も含む）の時間が少なかっ
た。

・訓練校の近くにIT企業があり、話を聞く
機会を設けてもらえることで就職後のイ
メージができた。

・訓練の４か月は短く無駄なカリキュラ
ムはなかった。基本情報技術者資格の取
得に向けたカリキュラムを増やして欲し
い

・基本情報技術者資格に向けた座学の時
間が少なかった。

・Webコンテンツに必要な知識（スマホ
向けコンテンツの画像の大きさピクセル
数の決まりやPC向けコンテンツの作成の
際の画像の扱い方など）、各ソフトウエ
アのバナーを作成する際の利用規約
（LINE、インスタ、YouTubeでそれぞ
れ違う規約がある）など、現場ですぐに
使える知識を教えてもらいたい。

・プログラミング言語の資格よりも基本
情報技術者資格を持っていたほうが目に
留まる。

・WEBデザインの基礎知識、デザイン参
考の調べ方、UI・UX知識、WEBトレン
ドの知識が必要。

・専門の教育一定期間受けた人と比較す
るとデザイン分野のスキルやセンスに不
足を感じるが、（訓練受講者は）導入が
スムーズなのでWeb制作における技術面
での不足は感じていないが、コミュニ
ケーションスキルや質問したいことや悩
みを文章化できる文章作成能力、質問で
きる能力が技術面よりも習得しておいて
もらいたいことである。

・各コースの仕上がりに見合った訓練期間を
設定するよう実施機関に提案。

【デザイン】資格取得のみならず就職後すぐ
に使える技能（ＨＰ作成のソフトなど）を取
得させるカリキュラムの導入を提案もしく
は、カリキュラム導入によるメリットの周
知。

【ＩＴ】基本情報技術者試験の合格等を目指
すカリキュラムのニーズがあることを実施機
関に情報提供。

【共通】キャリアコンサルティング、職業人
講話、職場見学などをカリキュラムに追加す
るよう実施機関に提案。

・訓練修了者歓迎求人等の確保を推進。
ハローワーク等が実施機関に出張し、職業相
談を実施

・公共職業訓練（委託訓練）の委託費、認定
職業訓練実施奨励金の単価アップ等、厚生労
働省へ報告
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ハロートレーニング（公的職業訓練）の実施状況
（全体版）
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１．令和４年度までの実施状況

（１）公的職業訓練全体

3

・ハロートレーニング（公共職業訓練・求職者支援訓練）の全体像 ・・・・・・・P４
・実施状況（平成30年度～令和４年度）

公共職業訓練（離職者訓練）の実施状況 ・・・・・・・P５
公共職業訓練（在職者訓練）の実施状況 ・・・・・・・P６
公共職業訓練（学卒者訓練）の実施状況 ・・・・・・・P７
公共職業訓練（障害者訓練）の実施状況 ・・・・・・・P８
求職者支援訓練の実施状況 ・・・・・・・P９

・ハロートレーニング（離職者向け）の受講状況 ・・・・・・・P10
・ハロートレーニング（離職者向け）の分野別受講状況（令和４年度） ・・・・・・P11
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対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険を受給できない方

（無料（テキスト代等除く))

訓練期間： ２～６か月

ハロートレーニング（公共職業訓練・求職者支援訓練）の全体像

離
職
者
向
け

学
卒
者
向
け

在
職
者
向
け

障
害
者
向
け

対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険受給者(無料(テキスト代等除く))

訓練期間：概ね３か月～２年

実施機関

対象：在職労働者（有料）

訓練期間：概ね２日～５日

実施機関：○国（ポリテクセンター・ポリテクカレッジ）

○都道府県（職業能力開発校）

対象：高等学校卒業者等（有料）

訓練期間：１年又は２年

実施機関：○国（ポリテクカレッジ）

○都道府県（職業能力開発校）

対象：ハローワークの求職障害者（無料）

訓練期間：概ね３か月～１年

実施機関：○国（障害者職業能力開発校）

・(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構営

・都道府県営（国からの委託）

○都道府県（障害者職業能力開発校、職業能力開発校)

○民間教育訓練機関等（都道府県からの委託）

※受講期間中
基本手当＋受講手当(500円／訓練日)＋通所
手当＋寄宿手当を支給

公共職業訓練

令和４年度
公共職業訓練
実績

合計 国（ポリテクセンター等） 都道府県

受講者数
（人）

就職率
受講者数
（人）

就職率
受講者数
（人）

就職率

離職者訓練 102,160 - 24,993 - 77,167 -

うち施設内 31,135 86.7% 24,922 87.9% 6,213 83.2%

うち委託 71,025 74.6% 71 44.9% 70,954 74.6%

在職者訓練 105,616 - 65,092 - 40,524 -

学卒者訓練 15,798 96.0% 5,528 99.5% 10,270 94.8%

合計 223,574 - 95,613 - 127,961 -

※受講期間中受講手当（月10万円）＋通
所手当（※２） ＋寄宿手当を支給（本収
入が月８万円以下、世帯収入が月30万円以
下等、一定の要件を満たす場合）

令和４年度
公共職業訓練
実績
障害者訓練

(離職者訓練の
うち施設内）

合計 国立機構営 国立都道府県営 都道府県立

受講者数
（人）

就職率
受講者数
（人）

就職率
受講者数
（人）

就職率
受講者数
（人）

就職率

1,275 70.1% 329 81.3% 748 66.2% 198 71.7%

※１ 令和６年３月末までの時限措置として、
在職中の方等で訓練期間や訓練時間に
配慮が必要な方を対象とする場合、より
短期間(２週間～)で設定可

（※１）

実施機関

求職者支援訓練

国
(ポリテクセンター)

都道府県
(職業能力開発校)

民間教育訓練機
関等(都道府県から

の委託)

主にものづくり分野の
高度な訓練を実施
（金属加工科、住
環境計画科等）

地域の実情に応じた多
様な訓練を実施（木
工科、自動車整備科
等）

事務系、介護系、
情報系等モデルカリ
キュラムなどによる訓練
を実施

民間教育訓練機関等
（訓練コースごとに厚生労働大臣が認定）

＜基礎コース＞
基礎的能力を習
得する訓練

＜実践コース＞
基礎的能力から実践的能力まで一括し
て習得する訓練

(介護系（介護福祉サービス科等)、情報系
(ソフトウェアプログラマー養成科等)、医療事
務系（医療・調剤事務科等）等)

※２職業訓練受講給付金の支給対象とならない方も、一定
の要件（本収入12万円以下、世帯収入34万円以下等）を
満たしていれば、通所手当のみ受給が可能。

4

令和４年度求職者支援訓練 実績 受講者数：40,289人
（基礎コース）6,230人 就職率：57.1％ （実践コース）34,059人 就職率：59.0％
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定員 受講者数 定員充足率 就職率

平成30年度

合計 115,334 106,376 78.4％ -

施設内訓練 34,249 33,230 79.1％ 86.8％

委託訓練 81,085 73,146 78.1％ 75.1％

令和元年度

合計 111,082 104,255 79.4％ -

施設内訓練 32,524 32,568 81.4％ 84.2％

委託訓練 78,558 71,687 78.6％ 72.3％

令和２年度

合計 108,972 103,148 79.2％ -

施設内訓練 31,113 31,392 81.2％ 83.7％

委託訓練 77,859 71,756 78.4％ 71.3％

令和３年度

合計 118,743 108,150 76.7％ -

施設内訓練 33,576 31,787 76.7％ 86.1％

委託訓練 85,167 76,363 76.7％ 73.0％

令和４年度

合計 114,032 102,160 73.8％ -

施設内訓練 33,533 31,135 75.1％ 86.7％

委託訓練 80,499 71,025 73.3％ 74.6％

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。

※ 充足率については、当該年度中に開始したコースについて集計。

※ 施設内訓練は、都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構により実施。

※ 委託訓練については、都道府県費により都道府県が独自に実施する職業訓練を含む。

公共職業訓練（離職者訓練）の実施状況
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合計 機構（※） 都道府県

受講者数 定員 受講者数 定員 受講者数

平成30年度 121,406 98,538 70,085 67,419 51,321

令和元年度 120,604 97,614 70,460 64,778 50,144

令和２年度 71,836 69,268 41,409 43,560 30,427

令和３年度 92,467 85,824 54,220 51,127 38,247 

令和４年度 105,616 99,604 65,092 56,715 40,524

※ （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

6

公共職業訓練（在職者訓練）の実施状況
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合計
機構 都道府県

定員
（１年目の定員）

在学者数 就職率
定員

（１年目の定員）
在学者数 就職率

定員
（１年目の定員）

在学者数 就職率

平成30年度

合計 12,541 16,934 97.4% 2,868 5,723 99.7% 9,673 11,211 96.7%

専門課程 3,253 5,975 99.5% 1,963 3,900 99.4% 1,290 2,075 99.6%

応用課程 855 1,766 100.0% 845 1,762 100.0% 10 4 100.0%

普通課程(高卒) 8,083 8,828 96.1% 60 61 98.2% 8,023 8,767 96.1%

普通課程(中卒) 350 365 96.9% － － － 350 365 96.9%

令和元年度

合計 13,307 16,403 96.3% 2,865 5,692 99.1% 10,442 10,711 95.4%

専門課程 3,300 5,920 98.5% 1,960 3,895 98.8% 1,340 2,025 98.1%

応用課程 855 1,742 99.5% 845 1,740 99.5% 10 2 100.0%

普通課程(高卒) 8,667 8,404 94.8% 60 57 98.2% 8,607 8,347 94.8%

普通課程(中卒) 485 337 96.4% － － － 485 337 96.4%

令和２年度

合計 12,402 15,773 95.3% 2,875 5,655 99.0% 9,527 10,118 94.0%

専門課程 3,220 5,859 98.3% 1,965 3,851 98.5% 1,255 2,008 98.1%

応用課程 860 1,755 99.4% 850 1,751 99.3% 10 4 100.0%

普通課程(高卒) 7,836 7,704 93.0% 60 53 100.0% 7,776 7,651 92.9%

普通課程(中卒) 486 455 98.0% － － － 486 455 98.0%

令和３年度

合計 12,123 15,841 96.5% 2,852 5,554 99.2% 9,271 10,287 95.5%

専門課程 3,272 5,723 99.2% 1,942 3,716 99.4% 1,330 2,007 99.0%

応用課程 860 1,784 99.0% 850 1,781 99.0% 10 3 100.0%

普通課程(高卒) 7,641 7,972 94.9% 60 57 100.0% 7,581 7,915 94.8%

普通課程(中卒) 350 362 95.9% － － － 350 362 95.9%

令和４年度

合計 12,097 15,798 96.0% 2,852 5,528 99.5% 9,245 10,270 94.8%

専門課程 3,272 5,787 98.3% 1,942 3,687 99.2% 1,330 2,100 97.6%

応用課程 860 1,791 99.8% 850 1,788 99.8% 10 3 100.0%

普通課程(高卒) 7,655 7,898 94.2% 60 53 100.0% 7,595 7,845 94.2%

普通課程(中卒) 310 322 95.6% － － － 310 322 95.6%

※ 在学者数には前年度繰越者を含む。

※ 就職率は、当年度中に訓練を修了した者の１か月後の就職状況。 7

公共職業訓練（学卒者訓練）の実施状況
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※ 就職率は、訓練修了３ヶ月後の就職状況を元に算出。
（資料：定例業務統計報告、障害者委託訓練実施状況報告）

※ 一般校における障害者職業訓練の就職率は、一般校で設定している障害者対象訓練科の受講者数［カッコ内］の就職率を算出。

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率

障害者職業能力開発校
における職業訓練

1,740 － 1,734 － 1,525 － 1,566 － 1,476 －

離職者訓練 1,456 71.1％ 1,385 65.8％ 1,327 62.9％ 1,376 64.7％ 1,275 70.1%

在職者訓練 284 － 349 － 198 － 190 － 201 －

一般校における
障害者職業訓練

653［307］ 75.8％ 633［268］ 73.2％ 690[285] 71.6％ 689[254] 72.7％ 793[247] 73.4％

障害者の多様なニーズ
に対応した委託訓練

3,283 － 3,065 － 2,533 － 2,731 － 2,764 －

離職者訓練 3,073 52.2％ 2,863 48.8％ 2,339 48.5％ 2,571 50.8％ 2,574 49.1％

在職者訓練 210 － 202 － 194 － 160 － 190 －

合 計 5,676 － 5,432 － 4,748 － 4,986 － 5,033 －

（単位：人）

公共職業訓練（障害者訓練）の実施状況
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認定コース数
①

認定定員
②

開講コース数
③

開講定員
④

受講者数
⑤

開講率
（③／①）

開講コースの
定員充足率
（⑤／④）

就職率

平成30年度 3,225 51,336 2,557 41,093 23,384 79.3% 56.9%

基礎コース
59.6%

実践コース
63.9%

令和元年度 2,881 45,489 2,263 36,127 21,020 78.5% 58.2%

基礎コース
56.5%

実践コース
62.4%

令和２年度 2,862 44,921 2,300 36,479 23,734 80.4% 65.1%

基礎コース
52.5%

実践コース
60.0%

令和３年度 3,508 56,609 2,791 45,404 28,260 79.6% 62.2%

基礎コース
53.9%

実践コース
60.0%

令和４年度 3,626 61,251 3,256 55,373 40,289 89.8% 72.8%

基礎コース
57.1%

実践コース
59.0%

求職者支援訓練の実施状況

※ 当該年度中に開始したコースについて集計。就職率については当該年度中に終了したコースについて集計。
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33,230 32,568 31,392 31,787 31,135 

73,146 71,687 71,756 76,363 71,025

23,384 21,020 23,734 
28,260 40,289

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

公共職業訓練（施設内訓練） 公共職業訓練（委託訓練） 求職者支援訓練

129,760
125,275 126,882

136,410
142,449

ハロートレーニング（離職者向け）の受講者数は、３年連続で増加。

ハロートレーニング（離職者向け）の受講状況

（人）
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17,294 27,602 5,759 12,803 6,004 6,990

1,362

6,891 6,226 11,229

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

IT 営業・販売・事務 医療事務 介護・医療・福祉 デザイン

電気関連 機械関連 金属関連 建設関連 その他

（人）

16.9% 27.0% 5.6% 12.5% 5.9% 1.3%6.8% 6.7% 6.1% 11.0%

3,978 10,700 1,656 3,137 9,395 3,007 2,186

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000
IT 営業・販売・事務 医療事務 介護福祉 デザイン 理美容 その他

①営業・販売・事務分野、②デザイン分野、③IT分野が多い。

（人）

11.7% 31.4% 4.9% 9.2% 27.6% 8.8% 6.4%

求職者支援訓練 ※実践コースの内訳

①営業・販売・事務分野、②IT分野、③介護・医療・福祉分野が多い。

ハロートレーニング（離職者向け）の分野別受講状況（令和４年度）

公共職業訓練（施設内訓練・委託訓練）
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・公共職業訓練（離職者訓練）の実施状況《再掲》 ・・・・・・・P13
・就職状況（平成30年度～令和４年度） ・・・・・・・P14
・受講者数・就職率（令和４年度分野別） ・・・・・・・P15
・入校者数（年齢階層別・分野別） ・・・・・・・P16
・就職率（年齢階層別・分野別） ・・・・・・・P17
・受講者数（令和４年度都道府県別） ・・・・・・・P18
・就職率（令和４年度都道府県別） ・・・・・・・P19
・長期高度人材育成コース実施状況（平成30年度～令和４年度） ・・・・・・・P20
・長期高度人材育成コース実施状況（令和４年度分野別） ・・・・・・・P21

１．令和４年度までの実施状況

（２）公共職業訓練（離職者訓練）の詳細
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定員 受講者数 定員充足率 就職率

平成30年度

合計 115,334 106,376 78.4％ -

施設内訓練 34,249 33,230 79.1％ 86.8％

委託訓練 81,085 73,146 78.1％ 75.1％

令和元年度

合計 111,082 104,255 79.4％ -

施設内訓練 32,524 32,568 81.4％ 84.2％

委託訓練 78,558 71,687 78.6％ 72.3％

令和２年度

合計 108,972 103,148 79.2％ -

施設内訓練 31,113 31,392 81.2％ 83.7％

委託訓練 77,859 71,756 78.4％ 71.3％

令和３年度

合計 118,743 108,150 76.7％ -

施設内訓練 33,576 31,787 76.7％ 86.1％

委託訓練 85,167 76,363 76.7％ 73.0％

令和４年度

合計 114,032 102,160 73.8％ -

施設内訓練 33,533 31,135 75.1％ 86.7％

委託訓練 80,499 71,025 73.3％ 74.6％

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。

※ 充足率については、当該年度中に開始したコースについて集計。

※ 施設内訓練は、都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構により実施。

※ 委託訓練については、都道府県費により都道府県が独自に実施する職業訓練を含む。

公共職業訓練（離職者訓練）の実施状況
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コース数 受講者数
就職理由以外
の中退者数

①
就職理由
中退者数

②
修了者数

③
就職者数

就職率
（①＋③）
／（①＋②）

平成30年度
施設内訓練 2,756 33,230 1,481 3,421 19,775 16,713 86.8％

委託訓練 5,234 73,146 3,172 3,829 56,232 41,254 75.1％

令和元年度
施設内訓練 2,715 32,568 1,422 2,954 19,437 15,906 84.2％

委託訓練 5,277 71,687 2,963 3,408 54,944 38,756 72.3％

令和２年度
施設内訓練 2,629 31,392 1,431 3,180 17,761 14,339 83.7％

委託訓練 5,428 71,756 3,287 3,481 53,468 37,131 71.3％

令和３年度
施設内訓練 2,695 31,787 1,378 3,116 18,331 15,350 86.1％

委託訓練 5,919 76,363 3,406 3,708 56,836 40,517 73.0％

令和４年度
施設内訓練 2,717 31,135 1,350 2,890 17,973 15,195 86.7％

委託訓練 5,706 71,025 3,404 3,550 53,708 39,153 74.6％

※ 当該年度に訓練を修了した者の３か月後の就職状況。

※ 施設内訓練は、都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構により実施。

※ 委託訓練については、都道府県費により都道府県が独自に実施する職業訓練を含む。

就職状況（平成30年度～令和４年度）
公共職業訓練
（離職者訓練）
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分野
受講者数
（合計）

施設内訓練 委託訓練

合計
高齢・障害・求職者

雇用支援機構 都道府県 合計
高齢・障害・求職者

雇用支援機構 都道府県

受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率

ＩＴ分野 17,294 155 77.0% 0 - 155 77.0% 17,139 70.8% 0 - 17,139 70.8%
営業・販売・事務分野 27,602 732 87.4% 457 88.6% 275 85.8% 26,870 73.5% 0 - 26,870 73.5%

医療事務分野 5,759 0 - 0 - 0 - 5,759 79.3% 0 - 5,759 79.3%
介護・医療・福祉分野 12,803 809 88.2% 0 - 809 88.2% 11,994 85.9% 0 - 11,994 85.9%

農業分野 840 515 90.7% 0 - 515 90.7% 325 72.5% 0 - 325 72.5%

旅行・観光分野 389 35 80.0% 0 - 35 80.0% 354 54.9% 0 - 354 54.9%

デザイン分野 6,004 93 79.8% 0 - 93 79.8% 5,911 67.7% 0 - 5,911 67.7%

製
造
分
野

電気関連分野 6,990 6,959 86.3% 6,640 86.5% 319 82.6% 31 64.3% 0 - 31 64.3%

機械関連分野 1,362 1,246 82.7% 820 86.9% 426 76.7% 116 74.2% 0 - 116 74.2%

金属関連分野 6,891 6,890 89.1% 6,309 89.4% 581 86.4% 1 0.0% 0 - 1 0.0%
その他の製造関連分野 409 380 80.4% 0 - 380 80.4% 29 54.2% 0 - 29 54.2%

建設関連分野 6,226 5,648 86.1% 4,427 87.2% 1,221 83.1% 578 70.1% 0 - 578 70.1%

理容・美容関連分野 347 0 - 0 - 0 - 347 78.2% 0 - 347 78.2%

そ
の
他
分
野

林業分野 8 0 - 0 - 0 - 8 - 0 - 8 -

警備・保安分野 0 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 0 -
クリエート

（企画・創作）分野 0 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 0 -

輸送サービス分野 265 86 89.1% 59 89.5% 27 88.5% 179 61.1% 0 - 179 61.1%

調理分野 657 182 86.6% 0 - 182 86.6% 475 81.1% 0 - 475 81.1%

その他の分野 8,314 7,405 85.7% 6,210 89.1% 1,195 78.6% 909 75.3% 71 44.9% 838 78.8%

総計 102,160 31,135 86.7% 24,922 87.9% 6,213 83.2% 71,025 74.6% 71 44.9% 70,954 74.6%

受講者数・就職率（令和４年度分野別）

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。

※ 就職率は、当該年度末までに訓練を修了した者の３か月後の就職状況。

※ (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構の実施する施設内訓練のうち、「その他」分野に含まれる橋渡し訓練については、他の職業訓練を連続して受講するため、受講者数のみ計上。

※ 施設内訓練は、都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構により実施。
委託訓練については、都道府県費により都道府県が独自に実施する職業訓練を含む。

公共職業訓練
（離職者訓練）
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入校者数（年齢階層別・分野別）
公共職業訓練
（離職者訓練）

年齢階層
20歳未満 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上

合計
うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性

合計
入校者数 994 376 7,314 4,231 11,023 6,728 9,857 6,265 10,161 6,704 9,790 6,720 10,945 7,426 9,668 6,521 6,776 3,935 5,987 2,439 1,692 532 84,207 51,877

割合 1.2% 0.4% 8.7% 5.0% 13.1% 8.0% 11.7% 7.4% 12.1% 8.0% 11.6% 8.0% 13.0% 8.8% 11.5% 7.7% 8.0% 4.7% 7.1% 2.9% 2.0% 0.6% 100.0% 61.6%

ＩＴ分野
入校者数 85 40 1,336 752 1,943 1,196 1,596 1,116 1,739 1,282 1,685 1,316 1,956 1,559 1,794 1,451 1,327 1,010 979 628 282 144 14,722 10,494

割合 0.6% 0.3% 9.1% 5.1% 13.2% 8.1% 10.8% 7.6% 11.8% 8.7% 11.4% 8.9% 13.3% 10.6% 12.2% 9.9% 9.0% 6.9% 6.6% 4.3% 1.9% 1.0% 100.0% 71.3%

営業・販売・事
務分野

入校者数 165 112 2,064 1,501 3,090 2,402 2,765 2,233 3,060 2,527 2,911 2,473 3,289 2,829 2,755 2,366 1,794 1,404 1,406 880 360 182 23,659 18,909
割合 0.7% 0.5% 8.7% 6.3% 13.1% 10.2% 11.7% 9.4% 12.9% 10.7% 12.3% 10.5% 13.9% 12.0% 11.6% 10.0% 7.6% 5.9% 5.9% 3.7% 1.5% 0.8% 100.0% 79.9%

医療事務分
野

入校者数 61 61 638 610 735 707 629 606 668 646 659 646 711 689 528 519 233 224 91 82 15 11 4,968 4,801
割合 1.2% 1.2% 12.8% 12.3% 14.8% 14.2% 12.7% 12.2% 13.4% 13.0% 13.3% 13.0% 14.3% 13.9% 10.6% 10.4% 4.7% 4.5% 1.8% 1.7% 0.3% 0.2% 100.0% 96.6%

介護・医療・福
祉分野

入校者数 109 75 594 398 622 422 739 531 920 674 1,143 840 1,334 952 1,506 1,054 1,136 726 953 488 287 136 9,343 6,296
割合 1.2% 0.8% 6.4% 4.3% 6.7% 4.5% 7.9% 5.7% 9.8% 7.2% 12.2% 9.0% 14.3% 10.2% 16.1% 11.3% 12.2% 7.8% 10.2% 5.2% 3.1% 1.5% 100.0% 67.4%

農業分野
入校者数 14 1 19 9 31 3 32 13 47 14 47 11 74 26 108 38 113 31 208 24 78 8 771 178

割合 1.8% 0.1% 2.5% 1.2% 4.0% 0.4% 4.2% 1.7% 6.1% 1.8% 6.1% 1.4% 9.6% 3.4% 14.0% 4.9% 14.7% 4.0% 27.0% 3.1% 10.1% 1.0% 100.0% 23.1%

旅行・観光
分野

入校者数 1 1 20 14 26 16 30 25 35 25 34 25 52 43 55 47 50 37 44 23 17 6 364 262
割合 0.3% 0.3% 5.5% 3.8% 7.1% 4.4% 8.2% 6.9% 9.6% 6.9% 9.3% 6.9% 14.3% 11.8% 15.1% 12.9% 13.7% 10.2% 12.1% 6.3% 4.7% 1.6% 100.0% 72.0%

デザイン分
野

入校者数 23 13 623 419 1,330 995 913 698 745 572 469 368 405 303 307 241 155 107 125 63 28 8 5,123 3,787
割合 0.4% 0.3% 12.2% 8.2% 26.0% 19.4% 17.8% 13.6% 14.5% 11.2% 9.2% 7.2% 7.9% 5.9% 6.0% 4.7% 3.0% 2.1% 2.4% 1.2% 0.5% 0.2% 100.0% 73.9%

製
造
分
野

電気関連
分野

入校者数 64 5 496 49 873 154 783 137 674 104 581 109 603 83 413 57 334 30 312 6 94 2 5,227 736
割合 1.2% 0.1% 9.5% 0.9% 16.7% 2.9% 15.0% 2.6% 12.9% 2.0% 11.1% 2.1% 11.5% 1.6% 7.9% 1.1% 6.4% 0.6% 6.0% 0.1% 1.8% 0.0% 100.0% 14.1%

機械関連
分野

入校者数 34 1 109 19 172 51 135 42 157 40 142 55 153 58 108 32 70 16 52 1 19 1 1,151 316
割合 3.0% 0.1% 9.5% 1.7% 14.9% 4.4% 11.7% 3.6% 13.6% 3.5% 12.3% 4.8% 13.3% 5.0% 9.4% 2.8% 6.1% 1.4% 4.5% 0.1% 1.7% 0.1% 100.0% 27.5%

金属関連
分野

入校者数 119 9 425 105 732 232 766 271 647 235 632 259 649 246 489 153 295 63 284 27 82 3 5,120 1,603
割合 2.3% 0.2% 8.3% 2.1% 14.3% 4.5% 15.0% 5.3% 12.6% 4.6% 12.3% 5.1% 12.7% 4.8% 9.6% 3.0% 5.8% 1.2% 5.5% 0.5% 1.6% 0.1% 100.0% 31.3%

その他の製
造関連分野

入校者数 57 8 31 14 48 23 38 28 31 15 51 29 45 27 35 20 23 11 33 11 4 2 396 188
割合 14.4% 2.0% 7.8% 3.5% 12.1% 5.8% 9.6% 7.1% 7.8% 3.8% 12.9% 7.3% 11.4% 6.8% 8.8% 5.1% 5.8% 2.8% 8.3% 2.8% 1.0% 0.5% 100.0% 47.5%

建設関連分
野

入校者数 134 18 299 123 459 234 462 263 520 292 566 306 679 362 597 301 488 159 657 114 157 10 5,018 2,182
割合 2.7% 0.4% 6.0% 2.5% 9.1% 4.7% 9.2% 5.2% 10.4% 5.8% 11.3% 6.1% 13.5% 7.2% 11.9% 6.0% 9.7% 3.2% 13.1% 2.3% 3.1% 0.2% 100.0% 43.5%

理容・美容関
連分野

入校者数 8 5 41 34 37 37 42 41 32 30 24 22 20 20 16 16 1 1 1 1 1 1 223 208
割合 3.6% 2.2% 18.4% 15.2% 16.6% 16.6% 18.8% 18.4% 14.3% 13.5% 10.8% 9.9% 9.0% 9.0% 7.2% 7.2% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 100.0% 93.3%

そ
の
他
分
野

林業分野
入校者数 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0 1 1 1 0 0 0 2 0 1 0 8 1

割合 - - - - - - - - 25.0% - 12.5% - 12.5% 12.5% 12.5% - - - 25.0% - 12.5% - 100.0% 12.5%

警備・保
安分野

入校者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
割合 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

クリエート
（企画・創
作）分野

入校者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

割合 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

輸送サー
ビス分野

入校者数 5 0 13 5 18 2 21 2 30 7 23 3 37 2 36 3 29 2 22 0 7 0 241 26
割合 2.1% - 5.4% 2.1% 7.5% 0.8% 8.7% 0.8% 12.4% 2.9% 9.5% 1.2% 15.4% 0.8% 14.9% 1.2% 12.0% 0.8% 9.1% - 2.9% - 100.0% 10.8%

調理分野
入校者数 29 16 50 30 55 41 44 29 40 25 73 60 61 38 68 51 40 24 53 28 10 7 523 349

割合 5.5% 3.1% 9.6% 5.7% 10.5% 7.8% 8.4% 5.5% 7.6% 4.8% 14.0% 11.5% 11.7% 7.3% 13.0% 9.8% 7.6% 4.6% 10.1% 5.4% 1.9% 1.3% 100.0% 66.7%

その他の
分野

入校者数 86 11 556 149 852 213 862 230 814 216 749 198 876 188 852 172 688 90 765 63 250 11 7,350 1,541
割合 1.2% 0.1% 7.6% 2.0% 11.6% 2.9% 11.7% 3.1% 11.1% 2.9% 10.2% 2.7% 11.9% 2.6% 11.6% 2.3% 9.4% 1.2% 10.4% 0.9% 3.4% 0.1% 100.0% 21.0%

16

※ 当該年度中に開始したコースについて集計。
※ 「うち女性」の割合は、各分野の入校者数合計に対する割合であること。 155



就職率（年齢階層別・分野別）
公共職業訓練
（離職者訓練）

年齢階層

20歳未満 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上

合計

うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性

合計 80.0% 76.3% 79.0% 80.3% 79.7% 80.8% 80.0% 79.7% 79.5% 80.2% 79.4% 79.7% 78.5% 79.9% 76.7% 77.5% 72.9% 73.8% 72.0% 71.2% 68.9% 68.3% 77.8% 78.7%

ＩＴ分野 71.6% 73.0% 73.0% 77.4% 75.9% 79.5% 74.5% 77.2% 72.5% 75.8% 71.5% 74.3% 72.2% 75.5% 68.8% 71.8% 64.8% 69.2% 60.7% 63.7% 56.7% 64.6% 70.9% 74.2%

営業・販売・事務分野 65.9% 70.3% 74.3% 78.3% 75.8% 79.5% 75.8% 78.3% 76.8% 79.1% 76.7% 78.2% 75.3% 78.0% 74.0% 77.3% 67.3% 71.2% 62.1% 67.9% 56.5% 59.9% 73.9% 77.2%

医療事務分野 63.2% 63.2% 79.7% 80.1% 82.3% 82.7% 78.9% 79.6% 81.8% 82.2% 80.9% 81.3% 80.3% 80.8% 77.3% 78.0% 68.6% 69.0% 69.2% 71.3% 53.3% 54.5% 79.3% 79.9%

介護・医療・福祉分野 87.9% 90.3% 89.1% 89.0% 87.7% 88.5% 87.9% 87.9% 88.4% 89.7% 87.8% 88.7% 87.1% 89.7% 85.9% 87.0% 84.4% 87.2% 81.3% 83.2% 78.1% 82.2% 86.1% 87.9%

農業分野 91.7% 100.0% 94.1% 87.5% 70.4% 66.7% 68.8% 66.7% 82.6% 72.7% 80.9% 63.6% 83.6% 87.5% 84.0% 87.8% 86.2% 71.9% 84.0% 78.6% 88.9% 87.5% 83.7% 79.3%

旅行・観光分野 100.0% 100.0% 60.0% 66.7% 66.7% 81.3% 69.6% 68.4% 44.4% 38.1% 51.5% 58.3% 74.5% 75.0% 51.9% 53.7% 47.7% 50.0% 56.3% 66.7% 43.8% 50.0% 57.2% 61.0%

デザイン分野 73.3% 75.0% 70.6% 75.6% 68.8% 71.6% 70.3% 70.0% 69.4% 71.3% 66.5% 69.9% 63.5% 64.4% 61.9% 62.7% 58.6% 63.4% 61.3% 64.8% 61.9% 40.0% 67.9% 70.1%

製
造
分
野

電気関連分野 83.6% 100.0% 90.0% 94.3% 90.5% 94.5% 91.3% 93.8% 84.9% 91.1% 85.2% 89.3% 83.7% 94.0% 84.9% 90.2% 79.5% 75.0% 77.1% 100.0% 69.6% - 86.3% 92.2%

機械関連分野 91.7% 100.0% 85.3% 90.0% 88.4% 93.8% 83.2% 84.6% 83.6% 93.3% 82.2% 86.4% 85.5% 91.8% 76.1% 60.6% 68.7% 81.3% 71.7% 100.0% 50.0% - 82.0% 86.7%

金属関連分野 95.5% 100.0% 91.0% 90.7% 93.9% 95.1% 91.6% 92.9% 89.3% 88.8% 90.9% 91.1% 87.7% 88.0% 86.2% 88.4% 80.8% 81.8% 78.6% 88.2% 79.2% - 89.1% 90.5%

その他の製造関連分野 93.2% 83.3% 82.1% 75.0% 81.0% 94.4% 80.0% 76.0% 82.8% 85.7% 75.0% 80.8% 75.6% 87.0% 69.0% 76.5% 70.6% 77.8% 70.6% 81.8% 75.0% 100.0% 78.6% 82.2%

建設関連分野 88.5% 100.0% 93.0% 96.6% 88.2% 89.2% 90.1% 90.3% 89.2% 88.2% 84.2% 85.7% 83.4% 85.4% 79.7% 79.4% 78.6% 76.9% 80.9% 81.3% 78.1% 77.8% 84.5% 85.7%

理容・美容関連分野 40.0% 40.0% 69.4% 66.7% 80.6% 82.4% 87.5% 87.2% 83.3% 82.8% 80.0% 78.9% 88.2% 88.2% 75.0% 75.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% - - 78.2% 78.9%

そ
の
他
分
野

林業分野 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

警備・保安分野 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

クリエート
（企画・創作）分野

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

輸送サービス分野 100.0% - 76.9% 50.0% 92.3% 100.0% 85.7% 100.0% 73.9% 80.0% 79.2% 100.0% 63.6% 100.0% 63.6% 100.0% 63.3% 50.0% 47.4% - 37.5% - 69.2% 83.3%

調理分野 89.5% 81.8% 88.9% 96.2% 90.7% 90.6% 80.4% 84.4% 80.0% 80.6% 81.7% 85.0% 77.5% 80.4% 80.0% 81.0% 76.9% 70.8% 89.1% 90.3% 87.5% 83.3% 82.8% 84.0%

その他の分野 51.5% - 84.9% 86.3% 84.7% 90.2% 86.2% 77.8% 86.1% 80.6% 87.7% 83.1% 84.9% 81.7% 82.9% 72.4% 80.2% 78.9% 83.4% 56.4% 79.8% 57.1% 83.8% 79.3%

17

※ 就職率は、当該年度末までに訓練を修了した者の３か月後の就職状況。
※ 当該年度中に終了したコースについて集計。 156



合計
高齢・障害・求職者

雇用支援機構
都道府県

施設内 委託 計 施設内 委託 計 施設内 委託

北海道 4,022 1,468 2,554 1,467 1,467 - 2,555 1 2,554 

青森県 1,511 344 1,167 310 310 - 1,201 34 1,167 

岩手県 1,480 350 1,130 350 350 - 1,130 0 1,130 

宮城県 1,969 734 1,235 719 719 - 1,250 15 1,235 

秋田県 1,114 381 733 357 357 - 757 24 733 

山形県 886 307 579 293 293 - 593 14 579 

福島県 2,120 741 1,379 741 741 - 1,379 0 1,379 

茨城県 1,356 468 888 437 437 - 919 31 888 

栃木県 1,775 740 1,035 662 662 - 1,113 78 1,035 

群馬県 1,242 474 768 474 474 - 768 0 768 

埼玉県 5,369 830 4,539 665 652 13 4,704 178 4,526 

千葉県 4,347 1,220 3,127 1,131 1,131 - 3,216 89 3,127 

東京都 11,056 1,999 9,057 0 0 - 11,056 1,999 9,057 

神奈川県 3,322 1,358 1,964 787 787 - 2,535 571 1,964 

新潟県 2,196 450 1,746 303 303 - 1,893 147 1,746 

富山県 957 627 330 357 357 - 600 270 330 

石川県 1,828 406 1,422 300 300 - 1,528 106 1,422 

福井県 744 334 410 265 265 - 479 69 410 

山梨県 786 390 396 339 339 - 447 51 396 

長野県 1,480 536 944 515 515 - 965 21 944 

岐阜県 1,217 253 964 233 233 - 984 20 964 

静岡県 1,708 625 1,083 564 564 - 1,144 61 1,083 

愛知県 4,971 1,101 3,870 740 740 - 4,231 361 3,870 

三重県 1,376 708 668 594 594 - 782 114 668 

滋賀県 1,652 603 1,049 450 450 - 1,202 153 1,049 

合計
高齢・障害・求職者

雇用支援機構
都道府県

施設内 委託 計 施設内 委託 計 施設内 委託

京都府 2,111 722 1,389 689 689 - 1,422 33 1,389 

大阪府 5,271 882 4,389 712 692 20 4,559 190 4,369 

兵庫県 4,262 1,388 2,874 1,196 1,196 - 3,066 192 2,874 

奈良県 1,224 487 737 411 411 - 813 76 737 

和歌山県 902 391 511 391 391 - 511 0 511 

鳥取県 1,012 463 549 460 460 - 552 3 549 

島根県 954 457 497 420 410 10 534 47 487 

岡山県 1,336 528 808 434 426 8 902 102 800 

広島県 1,931 773 1,158 688 688 - 1,243 85 1,158 

山口県 1,388 499 889 354 354 - 1,034 145 889 

徳島県 872 335 537 277 277 - 595 58 537 

香川県 921 553 368 333 333 - 588 220 368 

愛媛県 1,088 483 605 431 431 - 657 52 605 

高知県 927 342 585 326 326 - 601 16 585 

福岡県 5,719 1,414 4,305 997 997 - 4,722 417 4,305 

佐賀県 1,036 376 660 376 376 - 660 0 660 

長崎県 2,090 560 1,530 556 556 - 1,534 4 1,530 

熊本県 1,882 943 939 963 943 20 919 0 919 

大分県 1,470 383 1,087 350 350 - 1,120 33 1,087 

宮崎県 1,454 691 763 678 678 - 776 13 763 

鹿児島県 2,086 402 1,684 402 402 - 1,684 0 1,684 

沖縄県 1,740 616 1,124 496 496 - 1,244 120 1,124 

合 計 102,160 31,135 71,025 24,993 24,922 71 77,167 6,213 70,954 

R2年度合計 103,148 31,392 71,756 24,855 24,855 0 78,293 6,537 71,756

R3年度合計 108,150 31,787 76,363 25,265 25,217 48 82,885 6,570 76,315 ※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。
※ 施設内訓練は、都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構により実施。
※ 委託訓練については、都道府県費により都道府県が独自に実施する職業訓練を含む。

受講者数（令和４年度都道府県別）
公共職業訓練
（離職者訓練）
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施設内訓練 委託訓練

合計 機構 都道府県 合計 機構 都道府県

北海道 88.5% 88.5% 100.0% 73.0% - 73.0%

青森県 90.9% 89.4% 100.0% 77.8% - 77.8%

岩手県 82.8% 82.8% - 72.9% - 72.9%

宮城県 83.8% 84.1% 73.3% 79.2% - 79.2%

秋田県 88.0% 88.1% 87.0% 74.0% - 74.0%

山形県 86.9% 85.8% 100.0% 67.2% - 67.2%

福島県 87.5% 87.5% - 80.6% - 80.6%

茨城県 89.9% 90.1% 87.5% 71.9% - 71.9%

栃木県 83.3% 87.5% 56.3% 71.8% - 71.8%

群馬県 87.8% 87.8% - 78.6% - 78.6%

埼玉県 87.7% 90.8% 79.2% 76.7% 30.8% 76.9%

千葉県 85.3% 85.0% 88.0% 72.8% - 72.8%

東京都 80.0% - 80.0% 56.8% - 56.8%

神奈川県 90.2% 88.1% 92.2% 78.4% - 78.4%

新潟県 83.8% 85.6% 81.0% 75.2% - 75.2%

富山県 85.1% 85.9% 84.5% 85.3% - 85.3%

石川県 82.4% 89.8% 69.3% 76.0% - 76.0%

福井県 88.2% 94.3% 74.6% 78.9% - 78.9%

山梨県 83.2% 87.9% 66.0% 78.6% - 78.6%

長野県 89.8% 90.2% 84.2% 75.8% - 75.8%

岐阜県 87.9% 86.8% 94.4% 79.7% - 79.7%

静岡県 88.1% 87.9% 89.6% 71.2% - 71.2%

愛知県 85.9% 86.9% 84.5% 77.2% - 77.2%

三重県 82.0% 86.3% 62.8% 76.7% - 76.7%

滋賀県 85.5% 91.2% 70.5% 67.8% - 67.8%

施設内訓練 委託訓練

合計 機構 都道府県 合計 機構 都道府県

京都府 86.9% 87.4% 79.3% 80.3% - 80.3%

大阪府 88.8% 86.0% 94.6% 85.9% 61.1% 86.0%

兵庫県 88.8% 90.3% 82.1% 80.6% - 80.6%

奈良県 85.0% 81.5% 97.3% 87.8% - 87.8%

和歌山県 90.2% 90.2% - 77.7% - 77.7%

鳥取県 90.5% 90.4% 100.0% 78.7% - 78.7%

島根県 93.7% 93.1% 97.5% 79.4% 50.0% 80.2%

岡山県 90.0% 90.3% 89.0% 66.9% 62.5% 66.9%

広島県 83.6% 86.2% 70.5% 73.7% - 73.7%

山口県 86.9% 87.5% 85.7% 73.4% - 73.4%

徳島県 84.5% 82.4% 90.7% 84.7% - 84.7%

香川県 82.9% 83.2% 82.6% 74.0% - 74.0%

愛媛県 87.8% 87.5% 89.6% 78.4% - 78.4%

高知県 83.0% 83.6% 73.3% 80.7% - 80.7%

福岡県 87.0% 87.8% 85.7% 72.8% - 72.8%

佐賀県 84.0% 84.0% - 79.7% - 79.7%

長崎県 92.0% 91.9% 100.0% 78.2% - 78.2%

熊本県 92.1% 92.1% - 73.6% 30.0% 74.7%

大分県 90.1% 88.6% 100.0% 85.2% - 85.2%

宮崎県 88.4% 88.2% 100.0% 82.7% - 82.7%

鹿児島県 85.8% 85.8% - 79.6% - 79.6%

沖縄県 90.0% 88.1% 96.3% 84.6% - 84.6%

合 計 86.7% 87.9% 83.2% 74.6% 44.9% 74.6%

R2年度合計 83.7% 84.7% 80.8% 71.3% - 71.3%

R3年度合計 86.1% 87.4% 82.5% 73.0% 47.9% 73.1%※ 就職率は、当該年度末までに訓練を修了した者の３か月後の就職状況。
※ 施設内訓練は、都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構により実施。
※ 委託訓練については、都道府県費により都道府県が独自に実施する職業訓練を含む。

就職率（令和４年度都道府県別）
公共職業訓練
（離職者訓練）
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コース数 受講者数 就職率

平成30年度 716 4,278 90.1%

令和元年度 874 4,550 86.3%

令和２年度 1,026 5,269 88.9%

令和３年度 1,032 5,345 88.4%

令和４年度 961 5,241 88.8%

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。

長期高度人材育成コース実施状況（平成30年度～令和４年度）
公共職業訓練
（離職者訓練）
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分野 コース数 受講者数 就職率

製造系 8 21 100.0%

建設系 6 11 75.0%

事務系 32 132 78.0%

介護系 302 1,326 91.7%

保育系 290 2,029 92.3%

その他社会福祉系 77 518 89.3%

サービス系 71 263 69.9%

調理系 52 302 83.2%

保健医療系 19 86 100.0%

情報系 86 484 84.0%

その他 18 69 71.4%

合計 961 5,241 88.8%

令和３年度合計 1,032 5,345 88.4%

長期高度人材育成コース実施状況（令和４年度分野別）
公共職業訓練
（離職者訓練）

21

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。
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・求職者支援訓練の実施状況《再掲》 ・・・・・・・P23
・就職状況（平成30年度～令和４年度コース別） ・・・・・・・P24
・認定・開講状況（令和４年度コース別／分野別） ・・・・・・・P25
・就職状況（令和４年度コース別／分野別） ・・・・・・・P26
・受講者数（年齢階層別・分野別） ・・・・・・・P27
・就職率（年齢階層別・分野別） ・・・・・・・P28
・受講者数（令和４年度都道府県別） ・・・・・・・P29
・就職率（令和４年度都道府県別） ・・・・・・・P30
・申請・認定状況（令和４年度都道府県別） ・・・・・・・P31
・申請・認定状況（令和４年度都道府県別・コース別／重点３分野別） ・・・・・・・P32

１．令和４年度までの実施状況

（３）求職者支援訓練の詳細
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認定コース数
①

認定定員
②

開講コース数
③

開講定員
④

受講者数
⑤

開講率
（③／①）

開講コースの
定員充足率
（⑤／④）

就職率

平成30年度 3,225 51,336 2,557 41,093 23,384 79.3% 56.9%

基礎コース
59.6%

実践コース
63.9%

令和元年度 2,881 45,489 2,263 36,127 21,020 78.5% 58.2%

基礎コース
56.5%

実践コース
62.4%

令和２年度 2,862 44,921 2,300 36,479 23,734 80.4% 65.1%

基礎コース
52.5%

実践コース
60.0%

令和３年度 3,508 56,609 2,791 45,404 28,260 79.6% 62.2%

基礎コース
53.9%

実践コース
60.0%

令和４年度 3,626 61,251 3,256 55,373 40,289 89.8% 72.8%

基礎コース
57.1%

実践コース
59.0%

求職者支援訓練の実施状況

※ 当該年度中に開始したコースについて集計。就職率については当該年度中に終了したコースについて集計。
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コース数 受講者数
就職理由以外
の中退者数

①
就職理由
中退者数

②
修了者数

③
訓練連続
受講者数

④
修了者等数
（①＋②－③）

⑤
就職者数

就職率
（⑤／④）

平成30年度
基礎コース 879 7,163 572 461 6,130 343

6,248
(6,058)

3,672
(3,615)

59.6%

実践コース 1,795 17,110 2,076 1,531 13,503 －
15,034

(14,807)
9,567

(9,475)
63.9%

令和元年度
基礎コース 734 5,913 515 345 5,053 248

5,150
(4,972)

2,853
(2,811)

56.5%

実践コース 1,623 15,691 2,011 1,325 12,355 －
13,680

(13,454)
8,474

(8,407)
62.4%

令和２年度
基礎コース 670 5,587 582 325 4,680 251

4,754
(4,580)

2,461
(2,406)

52.5%

実践コース 1,562 16,427 2,187 1,253 12,945 －
14,198

(13,953)
8,454

(8,372)
60.0%

令和３年度
基礎コース 640 5,541 488 309 4,744 239

4,814
（4,621）

2,553
（2,491）

53.9% 

実践コース 2,025 21,361 2,261 1,513 17,578 －
19,091

（18,668）
11,341

（11,206）
60.0%

令和４年度
基礎コース 578 5,874 516 352 5,006 253

5,105
（4,907）

2,871
（2,804）

57.1%

実践コース 2,461 28,892 3,001 1,957 23,931 －
25,888

（25,369）
15,151

（14,976）
59.0%

※ 当年度中に終了したコースについて集計。

※ 就職率については、以下の算定式（ただし、式の分母分子から訓練終了日において65歳以上の者を除く。）により算出。

⑤就職者数(雇用保険適用) ÷ ④修了者等数（①就職理由中退者＋②訓練修了者－③次の訓練を受講する者(基礎コースのみ)）

（表中の（ ）内の数値は、訓練終了日において65歳以上の者を除いた数であり、これに基づき就職率を算出。）

就職状況（平成30年度～令和４年度コース別）求職者支援訓練
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認定・開講状況
（令和４年度コース別／分野別）

全体 基礎コース
実践コース

ＩＴ 営業･販売･事務 医療事務

認定コース数 3,626 652 2,974 321 1,070 170

認定定員 61,251 10,052 51,199 5,690 17,328 2,756

開講コース数 3,256 592 2,664 294 940 145

中止率 10.2% 9.2% 10.4% 8.4% 12.1% 14.7%

開講定員 55,373 9,117 46,256 5,205 15,298 2,381

受講申込者数 58,519 8,145 50,374 5,893 14,345 2,075

応募倍率 1.06 0.89 1.09 1.13 0.94 0.87

受講者数 40,289 6,230 34,059 3,978 10,700 1,656

定員充足率 72.8% 68.3% 73.6% 76.4% 69.9% 69.6%

実践コース

介護福祉 農林業 旅行・観光 デザイン 理美容 その他

認定コース数 414 7 3 538 254 197

認定定員 6,526 107 45 11,622 4,009 3,116

開講コース数 332 7 2 524 240 180

中止率 19.8% 0.0% 33.3% 2.6% 5.5% 8.6%

開講定員 5,291 107 25 11,280 3,823 2,846

受講申込者数 3,784 77 15 16,390 4,382 3,413

応募倍率 0.72 0.72 0.60 1.45 1.15 1.20 

受講者数 3,137 65 12 9,395 3,007 2,109

定員充足率 59.3% 60.7% 48.0% 83.3% 78.7% 74.1%

求職者支援訓練

25

※ 当該年度中に開始したコースについて集計。

164



コース数 受講者数
就職理由以外
の中退者数

①就職理由
中退者数

②修了者数
③訓練連続
受講者数

④
修了者等数
(①＋②－③)

⑤就職者数
就職率
(⑤／④)

(参考)
従前の
就職率

令和３年度

就職率
従前の
就職率

基礎コース 578 5,874 516 352 5,006 253
5,105

（4,907）
2,871

（2,804）
57.1% 73.6% 53.9% 71.3%

実践コース 2,461 28,892 3,001 1,957 23,931 -
25,888

（25,369）
15,151

（14,976）
59.0% 75.6% 60.0% 75.6%

ＩＴ 264 3,293 445 261 2,587 -
2,848

（2,825）
1,602

（1,593）
56.4% 70.6% 58.7% 71.0%

営業・販売
・事務

873 8,984 709 648 7,624 -
8,272

（8,029）
4,758

（4,691）
58.4% 74.1% 55.4% 71.7%

医療事務 134 1,423 110 83 1,230 -
1,313

（1,306）
869

（868）
66.5% 80.4% 66.2% 77.1%

介護福祉 325 2,828 212 23 2,593 -
2,616

（2,462）
1,761

（1,686）
68.5% 83.8% 70.3% 83.8%

デザイン 459 7,748 939 655 6,154 -
6,809

（6,759）
3,664

（3,648）
54.0% 71.4% 60.7% 76.4%

理容・美容 226 2,702 370 105 2,227 -
2,332

（2,329）
1,518

（1,518）
65.2% 87.6% 60.2% 81.9%

その他 180 1,914 216 182 1,516 -
1,698

（1,659）
979

（972）
58.6% 75.1% 58.7% 75.0%

※ 就職率については、以下の算定式（ただし、式の分母分子から訓練終了日において65歳以上の者を除く。）により算出。

⑤就職者数(雇用保険適用) ÷ ④修了者等数（①就職理由中退者＋②訓練修了者－③次の訓練を受講する者(基礎コースのみ)）

（表中の（ ）内の数値は、訓練終了日において65歳以上の者を除いた数であり、これに基づき就職率を算出。）

※「従前の就職率」とは、雇用保険適用でない就職者を含む就職率をいう。

就職状況
（令和４年度コース別／分野別）

求職者支援訓練
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年齢階
層

20歳未満 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上

合計

うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性

合計

受講者
数

463 340 4,290 2,946 5,647 4,055 4,658 3,467 4,526 3,484 4,152 3,290 4,078 3,272 3,946 3,153 2,584 1,908 1,892 1,184 742 356 36,978 27,455

割合 1.3% 0.9% 11.6% 8.0% 15.3% 11.0% 12.6% 9.4% 12.2% 9.4% 11.2% 8.9% 11.0% 8.8% 10.7% 8.5% 7.0% 5.2% 5.1% 3.2% 2.0% 1.0% 100.0% 74.2%

基礎コー
ス

受講者
数

116 71 645 442 548 402 531 407 583 462 639 531 748 607 896 733 656 520 539 378 212 121 6,113 4,674

割合 1.9% 1.2% 10.6% 7.2% 9.0% 6.6% 8.7% 6.7% 9.5% 7.6% 10.5% 8.7% 12.2% 9.9% 14.7% 12.0% 10.7% 8.5% 8.8% 6.2% 3.5% 2.0% 100.0% 76.5%

実践コー
ス

受講者
数

347 269 3,645 2,504 5,099 3,653 4,127 3,060 3,943 3,022 3,513 2,759 3,330 2,665 3,050 2,420 1,928 1,388 1,353 806 530 235 30,865 22,781

割合 1.1% 0.9% 11.8% 8.1% 16.5% 11.8% 13.4% 9.9% 12.8% 9.8% 11.4% 8.9% 10.8% 8.6% 9.9% 7.8% 6.2% 4.5% 4.4% 2.6% 1.7% 0.8% 100.0% 73.8%

ＩＴ

受講者
数

38 10 609 226 877 364 614 266 461 207 337 174 256 148 177 110 92 35 63 18 18 4 3,542 1,562

割合 1.1% 0.3% 17.2% 6.4% 24.8% 10.3% 17.3% 7.5% 13.0% 5.8% 9.5% 4.9% 7.2% 4.2% 5.0% 3.1% 2.6% 1.0% 1.8% 0.5% 0.5% 0.1% 100.0% 44.1%

営業・販
売

・事務

受講者
数

90 67 804 540 1,130 833 1,055 832 1,169 955 1,335 1,103 1,305 1,100 1,319 1,110 902 702 658 414 255 110 10,022 7,766

割合 0.9% 0.7% 8.0% 5.4% 11.3% 8.3% 10.5% 8.3% 11.7% 9.5% 13.3% 11.0% 13.0% 11.0% 13.2% 11.1% 9.0% 7.0% 6.6% 4.1% 2.5% 1.1% 100.0% 77.5%

医療事
務

受講者
数

32 32 217 213 250 239 190 183 237 231 197 196 212 210 175 172 75 74 21 20 3 2 1,609 1,572

割合 2.0% 2.0% 13.5% 13.2% 15.5% 14.9% 11.8% 11.4% 14.7% 14.4% 12.2% 12.2% 13.2% 13.1% 10.9% 10.7% 4.7% 4.6% 1.3% 1.2% 0.2% 0.1% 100.0% 97.7%

介護福
祉

受講者
数

46 32 147 82 154 91 179 109 247 144 301 184 412 263 583 391 422 244 324 182 152 75 2,967 1,797

割合 1.6% 1.1% 5.0% 2.8% 5.2% 3.1% 6.0% 3.7% 8.3% 4.9% 10.1% 6.2% 13.9% 8.9% 19.6% 13.2% 14.2% 8.2% 10.9% 6.1% 5.1% 2.5% 100.0% 60.6%

デザイン

受講者
数

27 19 1,094 743 1,840 1,360 1,471 1,131 1,199 920 834 662 668 537 425 328 219 168 144 84 50 23 7,971 5,975

割合 0.3% 0.2% 13.7% 9.3% 23.1% 17.1% 18.5% 14.2% 15.0% 11.5% 10.5% 8.3% 8.4% 6.7% 5.3% 4.1% 2.7% 2.1% 1.8% 1.1% 0.6% 0.3% 100.0% 75.0%

理美容

受講者
数

106 104 600 592 592 586 379 374 338 335 235 230 212 207 169 166 83 82 36 36 12 12 2,762 2,724

割合 3.8% 3.8% 21.7% 21.4% 21.4% 21.2% 13.7% 13.5% 12.2% 12.1% 8.5% 8.3% 7.7% 7.5% 6.1% 6.0% 3.0% 3.0% 1.3% 1.3% 0.4% 0.4% 100.0% 98.6%

その他

受講者
数

8 5 174 108 256 180 239 165 292 230 274 210 265 200 202 143 135 83 107 52 40 9 1,992 1,385

割合 0.4% 0.3% 8.7% 5.4% 12.9% 9.0% 12.0% 8.3% 14.7% 11.5% 13.8% 10.5% 13.3% 10.0% 10.1% 7.2% 6.8% 4.2% 5.4% 2.6% 2.0% 0.5% 100.0% 69.5%

受講者数（年齢階層別・分野別）求職者支援訓練

27
※ 当該年度中に開始したコースについて集計したものであるが、本集計は雇用保険や職業紹介に係る行政記録情報を連結できた受講者のデータを用いた集計であるため、受講者の合計につ
いては、職業訓練情報から把握した受講者の合計と一致しない（特別集計）。
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20歳未満 20歳～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上

合計

うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性

合計 19.2% 21.5% 37.0% 40.9% 49.8% 52.7% 48.2% 50.2% 50.1% 51.4% 48.1% 49.5% 46.7% 47.8% 46.7% 47.7% 46.9% 49.0% 42.2% 44.5% 25.8% 24.7% 45.9% 48.2%

基礎コース 26.3% 33.3% 36.3% 43.2% 48.5% 55.9% 48.1% 52.1% 50.8% 53.8% 48.1% 47.6% 43.3% 44.9% 45.5% 47.2% 46.8% 47.9% 41.3% 43.6% 31.0% 28.2% 44.5% 47.5%

実践コース 16.3% 17.7% 37.1% 40.4% 49.9% 52.3% 48.2% 50.0% 50.0% 51.1% 48.1% 49.9% 47.5% 48.4% 47.0% 47.9% 46.9% 49.5% 42.6% 45.0% 23.9% 22.8% 46.2% 48.3%

ＩＴ 11.8% 0.0% 30.2% 39.0% 52.6% 56.8% 46.6% 53.8% 51.3% 46.3% 46.1% 54.2% 29.8% 31.8% 37.0% 36.2% 34.8% 40.0% 27.9% 25.0% 23.1% 0.0% 43.3% 46.9%

営業・販売
・事務

23.3% 26.1% 42.1% 45.6% 53.5% 58.6% 52.2% 54.7% 54.7% 57.9% 50.8% 54.0% 49.8% 50.2% 46.3% 47.9% 46.3% 49.5% 37.4% 38.3% 21.3% 21.7% 47.8% 50.9%

医療事務 26.7% 26.7% 45.9% 46.2% 59.0% 59.8% 65.2% 65.6% 53.7% 54.2% 58.5% 58.1% 52.9% 53.3% 67.0% 67.7% 51.2% 51.2% 50.0% 50.0% 25.0% 0.0% 56.0% 56.4%

介護福祉 12.0% 15.8% 42.3% 33.3% 53.0% 53.8% 57.3% 55.6% 54.6% 50.0% 54.7% 53.4% 60.4% 58.4% 51.6% 48.8% 52.6% 53.1% 55.9% 57.1% 31.7% 28.2% 52.3% 50.8%

デザイン 14.3% 25.0% 33.4% 37.1% 46.5% 49.7% 45.7% 47.3% 44.5% 47.0% 42.9% 43.8% 41.2% 42.6% 38.3% 40.2% 45.4% 47.2% 44.9% 65.0% 29.0% 33.3% 42.9% 45.5%

理美容 13.6% 13.6% 38.5% 38.7% 48.8% 48.6% 42.5% 42.9% 48.7% 48.4% 39.7% 39.9% 47.7% 46.8% 48.0% 48.0% 52.5% 52.5% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0% 43.4% 43.4%

その他 0.0% 0.0% 40.4% 43.5% 45.2% 43.0% 43.2% 40.0% 47.2% 45.3% 48.7% 48.4% 46.9% 52.3% 47.0% 47.7% 37.1% 42.1% 46.9% 51.4% 8.3% 0.0% 44.4% 45.6%

就職率（年齢階層別・分野別）求職者支援訓練

28

※ 当該年度中に終了したコースについて集計したものであるが、本集計は雇用保険や職業紹介に係る行政記録情報を連結できた受講者のデータを用いた集計であるため、就職率については、職
業訓練情報から把握した就職率と一致しない（特別集計）。 167



合計 基礎コース 実践コース

北海道 2,079 565 1,514

青森県 441 114 327

岩手県 511 68 443

宮城県 751 95 656

秋田県 280 25 255

山形県 469 143 326

福島県 558 156 402

茨城県 894 180 714

栃木県 637 72 565

群馬県 609 157 452

埼玉県 585 56 529

千葉県 1,711 353 1,358

東京都 6,134 227 5,907

神奈川県 1,884 574 1,310

新潟県 498 10 488

富山県 328 42 286

石川県 109 4 105

福井県 284 30 254

山梨県 271 13 258

長野県 775 244 531

岐阜県 541 64 477

静岡県 634 96 538

愛知県 1,322 184 1,138

三重県 333 8 325

滋賀県 194 77 117

合計 基礎コース 実践コース

京都府 707 184 523

大阪府 5,745 570 5,175

兵庫県 770 117 653

奈良県 583 78 505

和歌山県 553 130 423

鳥取県 200 32 168

島根県 241 33 208

岡山県 326 13 313

広島県 559 125 434

山口県 277 38 239

徳島県 396 53 343

香川県 396 194 202

愛媛県 435 88 347

高知県 235 30 205

福岡県 2,538 146 2,392

佐賀県 309 96 213

長崎県 322 102 220

熊本県 847 78 769

大分県 179 56 123

宮崎県 865 263 602

鹿児島県 442 95 347

沖縄県 532 152 380

合 計 40,289 6,230 34,059

R2年度合計 23,734 5,838 17,896

R3年度合計 28,260 5,217 23,043

受講者数（令和４年度都道府県別）求職者支援訓練

29

※ 当該年度中に開始したコースについて集計。
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基礎コース 実践コース

北海道 58.3% 60.7%

青森 69.9% 57.6%

岩手 86.5% 60.9%

宮城 44.8% 59.6%

秋田 61.1% 55.3%

山形 55.3% 51.2%

福島 56.7% 63.0%

茨城 64.5% 53.6%

栃木 51.2% 61.2%

群馬 58.0% 62.4%

埼玉 35.9% 59.1%

千葉 47.7% 43.8%

東京 56.0% 54.9%

神奈川 59.5% 56.8%

新潟 70.0% 55.1%

富山 37.5% 61.0%

石川 50.0% 55.7%

福井 60.0% 64.9%

山梨 - 51.8%

長野 58.7% 55.2%

岐阜 47.8% 51.9%

静岡 60.5% 57.1%

愛知 70.5% 63.5%

三重 - 57.4%

滋賀 47.8% 59.8%

基礎コース 実践コース

京都 51.4% 54.1%

大阪 49.4% 68.8%

兵庫 68.8% 59.9%

奈良 54.4% 56.3%

和歌山 50.5% 58.6%

鳥取 54.2% 62.0%

島根 36.4% 67.0%

岡山 41.7% 61.8%

広島 52.8% 50.2%

山口 59.3% 56.2%

徳島 66.0% 60.9%

香川 60.0% 49.1%

愛媛 44.9% 70.3%

高知 55.2% 59.1%

福岡 55.9% 61.9%

佐賀 58.5% 43.9%

長崎 67.9% 58.7%

熊本 64.6% 43.7%

大分 46.9% 65.3%

宮崎 68.0% 70.0%

鹿児島 64.1% 63.4%

沖縄 74.5% 58.4%

合計 57.1% 59.0%

R2年度合計 52.5% 60.0%
R3年度合計 53.9% 60.0%

※ 令和４年度中に終了したコースについて集計。

就職率（令和４年度都道府県別）求職者支援訓練

30169



基礎コース 実践コース

基礎コース
比率認定

上限値
申請数 認定数

認定
上限値

申請数 認定数

北海道 1,187 739 773 2,765 2,241 2,227 25.8%

青森 330 192 192 480 618 618 23.7%

岩手 261 125 125 609 712 712 14.9%

宮城 405 150 150 725 916 913 14.1%

秋田 116 60 60 462 539 544 9.9%

山形 223 237 212 519 598 598 26.2%

福島 479 212 212 719 598 598 26.2%

茨城 360 332 334 1,005 1,129 1,154 22.4%

栃木 395 105 105 592 947 910 10.3%

群馬 345 177 187 645 727 759 19.8%

埼玉 487 108 108 730 926 912 10.6%

千葉 867 535 543 2,021 2,237 2,192 19.9%

東京 1,955 276 276 7,820 8,738 8,478 3.2%

神奈川 905 716 701 1,682 1,658 1,614 30.3%

新潟 170 15 15 682 753 736 2.0%

富山 156 75 79 266 457 429 15.6%

石川 110 63 63 190 209 209 23.2%

福井 135 47 51 352 358 358 12.5%

山梨 150 15 15 370 481 483 3.0%

長野 720 502 480 1,080 1,107 1,068 31.0%

岐阜 315 85 85 475 606 643 11.7%

静岡 364 156 156 750 708 723 17.7%

愛知 425 352 337 1,274 1,786 1,742 16.2%

三重 115 15 15 270 505 505 2.9%

滋賀 135 145 145 225 188 188 43.5%

基礎コース 実践コース

基礎コース
比率認定

上限値
申請数 認定数

認定
上限値

申請数 認定数

京都 675 270 255 1,013 869 802 24.1%
大阪 1,910 1,538 1,437 7,638 7,110 6,816 17.4%

兵庫 370 286 261 980 1,532 1,364 16.1%

奈良 350 123 109 515 750 724 13.1%

和歌山 311 211 211 592 687 692 23.4%

鳥取 182 82 82 270 337 337 19.6%

島根 70 63 63 268 309 309 16.9%

岡山 150 15 15 410 457 478 3.0%

広島 365 181 166 548 666 607 21.5%

山口 160 35 42 375 324 302 12.2%

徳島 228 90 75 515 592 605 11.0%

香川 300 255 255 488 329 314 44.8%

愛媛 280 141 149 413 540 544 21.5%

高知 110 55 55 257 329 337 14.0%

福岡 1,092 274 279 2,580 3,364 3,379 7.6%

佐賀 135 110 111 210 371 383 22.5%

長崎 270 195 180 405 399 400 31.0%

熊本 270 95 95 623 974 974 8.9%

大分 195 110 120 340 530 530 18.5%

宮崎 490 328 350 736 848 891 28.2%

鹿児島 462 111 111 695 503 510 17.9%

沖縄 433 212 212 650 666 588 26.5%

合計 19,918 10,214 10,052 47,229 52,228 51,199 16.4%

Ｒ２年度 19,990 13,321 12,799 41,707 34,232 32,122 28.5%

Ｒ３年度 22,268 11,050 10,672 48,269 47,120 45,937 18.9%

※ 基礎コース比率・・・認定数に占める基礎コースの割合
※ ある認定期間において認定されなかった定員及び開講されずに中止となった訓練の定員は、次回以降の認定期間に繰り越すことが可能であり、認定数が認定上限
値を上回る場合がある。

申請・認定状況（令和４年度都道府県別）求職者支援訓練

31

（単位：人）
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基礎コース
実践コース

計 うち介護系 うち医療事務系 うち情報系

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

北海道 739 773 1112,2412,227 789 388 388 0 180 180 0 150 150 60

青森 192 192 30 618 618 273 60 60 30 55 55 0 58 58 58

岩手 125 125 0 712 712 160 145 145 55 90 90 0 0 0 0

宮城 150 150 0 916 913 364 120 120 0 70 70 0 235 235 235

秋田 60 60 15 539 544 137 195 195 15 0 0 0 30 30 0

山形 237 212 0 598 598 271 25 25 15 60 60 0 68 68 68

福島 212 212 15 598 598 38 15 15 15 95 95 0 0 0 0

茨城 332 334 331,1291,154 481 120 120 50 0 0 0 15 16 16

栃木 105 105 0 947 910 285 240 225 75 45 45 0 55 55 25

群馬 177 187 15 727 759 46 245 245 16 144 144 0 15 15 15

埼玉 108 108 45 926 912 327 56 56 56 30 30 30 30 30 0

千葉 535 543 2022,2372,1921,087 150 150 0 8 8 8 110 110 100

東京 276 276 08,7388,4782,849 336 336 96 105 105 201,7381,691 670

神奈川 716 701 1411,6581,614 630 208 208 108 104 104 20 145 145 55

新潟 15 15 0 753 736 179 12 12 0 102 103 0 29 30 0

富山 75 79 15 457 429 129 50 50 20 0 0 0 45 45 15

石川 63 63 63 209 209 100 60 60 60 30 30 0 0 0 0

福井 47 51 18 358 358 148 30 30 0 35 35 20 45 45 30

山梨 15 15 15 481 483 170 12 12 0 14 14 14 30 30 0

長野 502 480 01,1071,068 122 200 155 10 0 0 0 71 71 20

岐阜 85 85 25 606 643 340 43 43 15 45 47 0 85 95 95

静岡 156 156 54 708 723 50 115 123 0 159 161 0 90 95 35

愛知 352 337 321,7861,742 550 251 239 126 67 67 67 60 60 20

三重 15 15 0 505 505 229 170 170 60 0 0 0 0 0 0

滋賀 145 145 30 188 188 128 30 30 15 0 0 0 30 30 30

基礎コース
実践コース

計 うち介護系 うち医療事務系 うち情報系

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

申請
数

認定
数

うち、
新規枠

京都 270 255 0 869 802 264 270 218 124 45 45 45 105 90 15

大阪 1,5381,437 4217,1106,8161,3811,2111,181 151 224 184 611,0951,006 305

兵庫 286 261 481,5321,364 487 299 249 14 112 87 30 117 117 27

奈良 123 109 0 750 724 179 120 120 0 75 45 15 60 45 45

和歌山 211 211 25 687 692 199 132 132 57 100 100 65 44 44 12

鳥取 82 82 0 337 337 70 26 26 0 56 56 0 14 14 14

島根 63 63 0 309 309 60 72 72 0 30 30 30 0 0 0

岡山 15 15 0 457 478 80 75 75 0 15 15 15 112 133 20

広島 181 166 0 666 607 352 15 20 20 60 60 0 92 70 70

山口 35 42 15 324 302 70 79 79 0 40 40 0 45 55 55

徳島 90 75 15 592 605 72 90 90 0 0 0 0 65 75 0

香川 255 255 0 329 314 138 50 50 10 61 61 16 0 0 0

愛媛 141 149 15 540 544 56 118 103 0 60 70 0 10 10 10

高知 55 55 10 329 337 59 133 135 0 0 0 0 15 15 15

福岡 274 279 1053,3643,3791,589 332 257 117 84 84 24 613 619 352

佐賀 110 111 13 371 383 183 0 0 0 0 0 0 83 83 53

長崎 195 180 15 399 400 132 45 45 45 0 0 0 45 45 0

熊本 95 95 0 974 974 324 15 15 15 165 165 120 30 30 30

大分 110 120 35 530 530 130 255 255 35 125 125 0 0 0 0

宮崎 328 350 30 848 891 173 120 120 30 92 92 20 45 60 0

鹿児島 111 111 0 503 510 66 72 72 24 51 54 0 0 0 0

沖縄 212 212 15 666 588 293 0 0 0 0 0 0 75 75 75

合計 10,21410,052 1,62152,22851,19916,239 6,805 6,526 1,479 2,833 2,756 620 5,799 5,690 2,645

R2年度 13,32112,799 2,63834,23232,122 6,784 5,557 5,251 1,226 2,784 2,707 417 3,121 2,870 506

R3年度 11,05010,672 2,11047,12045,93714,367 6,625 6,448 2,047 2,872 2,806 600 4,678 4,533 1,828

申請・認定状況
（令和４年度都道府県別・コース別／重点３分野別）

求職者支援訓練

32

（単位：人）
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33

・デジタル分野の受講者数 ・・・・・・・P34
・特例措置の実施状況（令和４年度） ・・・・・・・P35
・オンライン訓練の実施状況 ・・・・・・・P36
・離職者向け職業訓練における託児サービスの利用状況 ・・・・・・・P37

１．令和４年度までの実施状況

（４）その他
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デジタル分野の受講者数

離職者

在職者 学卒者 合計求職者
支援訓練

公共
職業訓練

令和２年度 5,833 9,224 9,091 1,130 25,278

令和３年度 7,530 9,924 14,520 877 32,851

うち女性
4,346

（57.7％）

5,897
（59.4％）

3,183
（25.9％）

163
（18.6％）

13,589
（44.4％）

令和４年度 12,085 16,138 33,579 3,356 65,158

うち女性
7,864

（65.1％）

8,322
（51.6％）

8,314
（24.8％）

262
（7.8％）

24,762
（38.0％）

※ デジタル分野とは、IT分野（ITエンジニア養成科など。情報ビジネス科を除く。） 、デザイン分野（WEBデザイン系のコースに限る）等。
※ 当該年度に開講した訓練コースの受講者数。ただし、令和2年度の公共職業訓練は、当該年度に終了した訓練コースの受講者数。

また、令和2年度の学卒者は、都道府県は前年度からの繰り越し者を含めた受講者数であり、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構は当該年度修了者数。
※ 「在職者」は都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施する在職者訓練、生産性向上支援訓練及び認定職業訓練の受講者数の合計。

ただし、「うち女性」について「在職者」及び「合計」は認定職業訓練分を除く。
※ 男女別集計は令和３年度から開始。

公的職業訓練
（公共職業訓練・求職者支援訓練）

34

（ ）内は、受講者に占めるうち女性の割合
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特例措置の実施状況（令和４年度）

設定コース数 設定定員数 受講者数 就職率

公共職業訓練

短期間・短時間コース 808 100.0% 13,190 100.0% 7,546 100.0% 65.9%

短期間・短時間 190 23.5% 1,553 11.8% 783 10.4% 59.7%

短期間 251 31.1% 4,282 32.5% 2,129 28.2% 71.7%

短時間 367 45.4% 7,355 55.7% 4,634 61.4% 64.2%

短期間コース内訳 441 100.0% 5,835 100.0% 2,912 100.0% 68.9%

２週間以上１か月未満 3 0.6% 22 0.4% 13 0.4% 100.0%

１か月以上２か月未満 142 32.1% 1,186 20.3% 580 19.9% 66.7%

２か月以上３か月未満 297 67.3% 4,628 79.3% 2,320 79.7% 69.2%

短時間コース内訳 557 100.0% 8,908 100.0% 5,417 100.0% 63.7%

60時間以上80時間未満 307 55.1% 3,846 43.2% 1,812 33.5% 63.7%

80時間以上100時間未満 250 44.9% 5,062 56.8% 3,605 66.5% 63.7%

eラーニングコース 53 - 580 - 329 - 50.2%

求職者支援訓練

短期間・短時間コース 850 100.0% 13,127 100.0% 7,731 100.0% 52.9%

短期間・短時間 293 34.5% 4,116 31.4% 1,812 23.4% 54.8%

短期間 83 9.8% 1,194 9.1% 531 6.9% 56.2%

短時間 474 55.8% 7,817 59.5% 5,388 69.7% 51.6%

短期間コース内訳 376 100.0% 5,310 100.0% 2,343 100.0% 55.2%

２週間以上１か月未満 32 8.5% 443 8.3% 165 7.0% 55.4%

１か月以上２か月未満 101 26.9% 1,438 27.1% 534 22.8% 48.8%

２か月以上３か月未満 243 64.6% 3,429 64.6% 1,644 70.2% 57.7%

短時間コース内訳 767 100.0% 11,933 100.0% 7,200 100.0% 52.6%

60時間以上80時間未満 544 70.9% 8,578 71.9% 5,489 76.2% 49.6%

80時間以上100時間未満 223 29.1% 3,355 28.1% 1,711 23.8% 61.3%

eラーニングコース 147 - 4,112 - 2,825 - 29.4%

公的職業訓練
（公共職業訓練・求職者支援訓練）
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オンライン訓練の実施状況

設定コース数 受講者数 就職率

公共職業訓練
（離職者訓練）

令和２年度

同時双方向型 668 4,582 -

施設内訓練 29 356 -

委託訓練 639 4,226 -

eラーニングコース 21 95 48.9%

令和３年度

同時双方向型 1,540 17,093 85.5%

施設内訓練 962 12,321 87.0%

委託訓練 578 4,772 69.4%

eラーニングコース 56 317 50.4%

令和４年度

同時双方向型 1,956 24,317 84.5%

施設内訓練 1,365 1,6763 87.7%

委託訓練 591 7,554 70.8%

eラーニングコース 53 329 50.2%

求職者支援訓練

令和２年度 同時双方向型 2 12 -

令和３年度
同時双方向型 233 2,259 53.4%

eラーニングコース 1 29 -

令和４年度
同時双方向型 250 3,440 56.0%

eラーニングコース 147 2,825 29.4%

＜公共職業訓練＞
※ オンライン訓練（同時双方向型）については、令和２年５月から実施を可能とした。

令和２年度は、当該年度中に実施した訓練コースの実績。
令和３年度からは、当該年度中に終了した訓練コースの実績。

※ オンデマンド型（eラーニングコース）については、委託訓練において、育児・介護等で外出が制限される者や、離島居住者等の通所可能範囲に訓練
実施機関が存在しない者を対象に実施してきたが、令和３年４月から対象者にシフト制労働者等を追加した。
当該年度中に開始したeラーニングコースの実績。

（コース例）

Webクラウドエンジニア科、 Webサイト制作科、経理実務科、医療事務・医事コンピュータ・調剤事務科 等

公的職業訓練
（公共職業訓練・求職者支援訓練）

＜求職者支援訓練＞
※ 令和３年２月から同時双方向型の実施を可能とした。
※ 令和３年１０月からｅラーニングコースの実施を可能とした。
※ 設定コース数及び受講者数は、当該年度中に開始した訓練コースについて集計。就職率は当該年度に終了した訓練コースについて集計。

（コース例）
Webプログラマー養成科、グラフィックデザイン科、ビジネスパソコン応用科、パソコン・簿記経理科、Webマーケティング科、Webデザイナー養成科 等 36175
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離職者向け職業訓練における託児サービスの利用状況

公的職業訓練
（公共職業訓練・求職者支援訓練）

託児サービス利用者数

公共職業訓練
（離職者訓練）

平成30年度

合計 811

うち施設内訓練 174

うち委託訓練 637

令和元年度

合計 613

うち施設内訓練 150

うち委託訓練 463

令和２年度

合計 409

うち施設内訓練 115

うち委託訓練 294

令和３年度

合計 379

うち施設内訓練 99

うち委託訓練 280

令和４年度

合計 379

うち施設内訓練 113

うち委託訓練 266

求職者支援訓練

平成30年度 4 

令和元年度 29

令和２年度 66

令和３年度 59

令和４年度 60

※ 公共職業訓練においては、前年度繰越利用者及び当該年度利用開始者の合計。
※ 求職者支援訓練においては、当該年度利用開始者の実績。

176



２．令和５年度の直近の状況
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・令和５年度(11月末現在)における実績 ・・・・・・・P39
・令和５年度(11月末現在) の受講状況 ・・・・・・・P40
・デジタル分野の受講者数（令和５年度(11月末現在) ） ・・・・・・・P41
・特例措置の実施状況（令和５年度(11月末現在) ） ・・・・・・・P42
・オンライン訓練の実施状況（令和５年度(11月末現在) ） ・・・・・・・P43
・離職者向け職業訓練における託児サービスの利用状況

（令和５年度(11月末現在) ） ・・・・・・・P44
・長期高度人材育成コース実施状況（令和５年度(11月末現在) ） ・・・・・・・P45

※令和５年度実績については速報値であり、今後変動の可能性がある。
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※ 令和５年11月末までに開始したコースの実績。（なお、障害者委託訓練については9月末時点の数値）
注１ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。
注２ 施設内訓練は、都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構により実施。

委託訓練については、都道府県費により都道府県が独自に実施する職業訓練を含む。
注３ 求職者支援訓練においては、当該年度中に開始したコースについて集計。

39

令和５年度(11月末現在)における実績 速報値

入校者数（人） 受講者数（人）注１

公共職業訓練

離職者訓練注２

計 57,776 73,693

施設内訓練 17,806 23,674

委託訓練 39,970 50,019

在職者訓練 89,175 89,175

学卒者訓練 - -

障害者訓練

離職者訓練

計 2,389 2,596

施設内訓練 996 1,185

委託訓練 1,393 1,411

在職者訓練

計 126 126

施設内訓練 － －

委託訓練 126 126

求職者支援訓練
基礎コース 4,026注３

実践コース 25,646注３
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令和５年度(11月末現在)の受講状況 速報値

令和４年度
実績 ４月 ５月 ６月 ７月 8月 ９月 10月 11月 計

公共職業訓練
（離職者訓練）

84,207

受講者数 9,255 6,052 7,713 8,068 5,771 7,186 8,013 5,718 57,776

前年同期比 -13.3% -9.4% -10.5% -12.3% -9.0% -6.1% -6.3% -5.6% -9.4%

求職者支援訓
練

40,289

受講者数 3,641 3,682 3,851 3,868 3,425 4,018 3,819 3,368 29,672

前年同期比 29.3% 40.2% 48.3% 28.7% 30.1% 1.6% 22.5% -1.5% 22.8%

合計 124,496

受講者数 12,896 9,734 11,564 11,936 9,196 11,204 11,832 9,086 87,448

前年同期比 -4.4% 4.6% 3.1% -2.2% 2.5% -3.5% 1.4% -4.1% -0.6%

※当該年度に開始した訓練コースについて集計。
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離職者

在職者 学卒者 合計
求職者
支援訓練

公共
職業訓練

令和５年度 10,055 11,737 27,997 - -

うち女性
6,908

（68.7％）

6,439
（54.9％）

6,943
（24.8％）

-（-） -（-）

※ デジタル分野とは、IT分野（ITエンジニア養成科など） 、デザイン分野（WEBデザイン系のコースに限る）等。
※ 令和５年度は、４～11月までに開講した訓練コースの受講者数。ただし、学卒者の訓練分野別受講者は、年度末に把握するため「-」としている。
※ 「在職者」は都道府県及び（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施する在職者訓練及び生産性向上支援訓練の受講者数を含む。
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デジタル分野の受講者数（令和５年度(11月末現在) ）

（ ）内は、受講者に占めるうち女性の割合

速報値
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設定コース数 設定定員数 受講者数

公共職業訓練

短期間・短時間コース 534 100.0% 8,705 100.0% 5,020 100.0%
短期間・短時間 98 18.4% 802 9.2% 508 10.1%
短期間 162 30.3% 2,426 27.9% 1,243 24.8%
短時間 274 51.3% 5,477 62.9% 3,269 65.1%

短期間コース内訳 260 100.0% 3,228 100.0% 1,751 100.0%
２週間以上１か月未満 2 0.8% 2 0.1% 2 0.1%
１か月以上２か月未満 77 29.6% 471 14.6% 274 15.7%
２か月以上３か月未満 181 69.6% 2,755 85.3% 1,475 84.2%

短時間コース内訳 372 100.0% 6,279 100.0% 3,777 100.0%
60時間以上80時間未満 187 50.3% 2,622 41.8% 1,338 35.4%
80時間以上100時間未満 185 49.7% 3,657 58.2% 2,439 64.6%

eラーニングコース 40 - 521 - 291 -

求職者支援訓練

短期間・短時間コース 411 100.0% 6,218 100.0% 3,638 100.0%
短期間・短時間 111 27.0% 1,498 24.1% 657 18.1%
短期間 33 8.0% 467 7.5% 216 5.9%
短時間 267 65.0% 4,253 68.4% 2,765 76.0%

短期間コース内訳 144 100.0% 1,965 100.0% 873 100.0%
２週間以上１か月未満 7 4.9% 96 4.9% 37 4.2%
１か月以上２か月未満 38 26.4% 497 25.3% 224 25.7%
２か月以上３か月未満 99 68.8% 1,372 69.8% 612 70.1%

短時間コース内訳 378 100.0% 5,751 100.0% 3,422 100.0%
60時間以上80時間未満 312 82.5% 4,809 83.6% 2,973 86.9%
80時間以上100時間未満 66 17.5% 942 16.4% 449 13.1%

eラーニングコース 276 - 6,987 - 4,294 -

※ 令和５年11月末までに開始したコースの実績
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特例措置の実施状況（令和５年度(11月末現在)） 速報値
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令和５年度 設定コース数 受講者数 就職率

公共職業訓練

同時双方向型 971 11,291 85.0%

施設内訓練 836 9,399 86.7%

委託訓練 135 1,892 64.4%

eラーニングコース 40 291 46.8%

求職者支援訓練
同時双方向型 147 2,212 53.1%

eラーニングコース 276 4,294 35.7%

＜公共職業訓練＞
※ 令和２年５月から同時双方向型の実施を可能とした。

設定コース数及び受講者数は令和５年４月から11月末までに終了した訓練コースのうち、オンライン訓練を実施した訓練コースの実績。就職率は、
施設内訓練は令和５年８月まで、委託訓練は令和５年７月までに終了した訓練コースについて集計。

※ オンデマンド型（eラーニングコース）については、委託訓練において、育児・介護等で外出が制限される者や、離島居住者等の通所可能範囲に訓練
実施機関が存在しない者を対象に実施してきたが、令和３年４月から対象者にシフト制労働者等を追加した。
設定コース数及び受講者数は、令和５年４月から11月末までに開始したeラーニングコースの実績。就職率は、令和５年７月までに終了した訓練コースについて集計。

＜求職者支援訓練＞

※ 令和３年２月から同時双方向型の実施を可能とした。

※ 令和３年１０月からｅラーニングコースの実施を可能とした。

※ 設定コース数及び受講者数は令和５年４月から11月末までに開始したコースの実績。就職率は令和５年４月までに終了した訓練コースについて集計。
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オンライン訓練の実施状況（令和５年度(11月末現在)） 速報値
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離職者向け職業訓練における託児サービスの利用状況
（令和５年度(11月末現在)）

託児サービス利用者数

公共職業訓練
（離職者訓練）

合計 206

うち施設内訓練 76

うち委託訓練 130

求職者支援訓練 32

※ 公共職業訓練においては、前年度繰越利用者及び当該年度利用開始者の合計

※ 求職者支援訓練においては、当該年度利用開始者の実績。

速報値
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コース数 受講者数 就職率

令和５年度 944 5,101 －

※ 令和５年11月末までに開始したコースの実績。

※ 受講者数は前年度繰越者と当該年度開始コースの入校者数の合計。
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長期高度人材育成コース実施状況（令和５年度(11月末現在)） 速報値
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2021年4月1日

人材開発統括官

若年者・キャリア形成支援担当参事官室

教育訓練給付制度の指定講座の状況等

参考資料７
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受給の要件を
満たす者（※）

① 入講→講座を修了
（受講料を自ら負担） 住居所を管轄する

ハローワーク
③ 支給申請の手続き

④ 支払った費用の
一定割合を給付

（※）特定一般教育訓練・専門実践教育訓練については、講座の受講開始１ヶ
月前までに、訓練前キャリアコンサルティングを受け、ジョブ・カードを
作成し、ハローワークにおいて、受給資格確認を行うことが必要

③ 教育訓練給付の対象講座として
指定（指定期間３年）

① 申請

１．教育訓練給付の対象講座になるまでの流れ

申請受付は年２回
（例年４月からと10月からの約１ヶ月間）

厚生労働省

② 審査

厚生労働大臣の指定を受けた講座

２．教育訓練給付を受給するまでの流れ

教育訓練について、継続、安定して遂行する
能力があること
当該講座について1事業年度以上の事業実績
を有していること
施設管理者や苦情受付者等、施設管理者を配
置すること

等

・

・

・

4月申請は10月指定
10月申請は4月指定

（指定基準）

② 教育訓練修了証明書等の発行

指定基準を満たす講座を有する
教育訓練機関

申請窓口等実施機関
（厚生労働省委託）

中央職業能力開発協会（令和5～６年度）指定希望講座の実施関係調査票及び
指定基準の確認関係書類

教 育 訓 練 給 付 の 指 定 申 請 等 の 概 要
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指定講座の状況（分野別）（令和５年10月１日時点）

3

○ 全体で約１万５千講座を指定しており、分野別にみると最も多い「輸送・機械運転関係」が全体の約５割を占める。

次いで「医療・社会福祉・保健衛生関係」「大学・専門学校等の講座関係」の順に多くなっている。

○ 通信講座（e-ラーニング含む）は全体では約２割だが、「医療・社会福祉・保険衛生関係」では６割、「技術関係」

「専門的サービス関係」の講座では４～５割程度と高くなっている。

講座数
通信講座（e-ラーニ
ング含む）

土日（※1） 夜間（※1）

分野 専門実践 特定一般 一般 計 講座数 割合 講座数 割合 講座数 割合

輸送・機械運転関係 0 239 7,428 7,667 1 0.0% 7,364 96.0% 6,882 89.8%

医療・社会福祉・保健衛生関係 1,420 271 1,944 3,635 2,283 62.8% 194 5.3% 160 4.4%

専門的サービス関係 22 3 526 551 236 42.8% 283 51.4% 272 49.4%

情報関係 132 10 262 404 113 28.0% 223 55.2% 213 52.7%

事務関係 0 0 424 424 85 20.0% 312 73.6% 307 72.4%

営業・販売関係 295 4 194 493 137 27.8% 99 20.1% 122 24.7%

技術関係 19 3 364 386 184 47.7% 137 35.5% 76 19.7%

製造関係 11 0 23 34 11 32.4% 0 0.0% 1 2.9%

大学・専門学校等の講座関係（※２） 962 43 668 1,673 99 5.9% 587 35.1% 556 33.2%

合計 2,861 573 11,833 15,267 3,149 20.6% 9,199 60.3% 8,589 56.3%

資料出所：厚生労働省「教育訓練給付の指定講座に係る行政記録情報」より若年者・キャリア形成支援担当参事官室で作成

（※１）：「土日」「夜間」のカリキュラムが含まれる講座（例：土日や夜間のみ開講する場合や、土日、夜間を選択することができる場合を含む）。

（※２）：専門実践、特定一般では、文部科学大臣認定講座（職業実践専門課程、職業実践力育成プログラム、キャリア形成促進プログラム）として審査、指定したものを計上。一般では、修士もしく

は博士の学位等の取得を目標とした講座として審査、指定したたものを計上。
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指定講座の状況（都道府県別・実施方法別）（令和５年10月１日時点）

4

〇 通信講座（e-ラーニング含む）の割合は全体で２割程度だが（Ｐ６参照）、指定講座数の最も多い東京都における割合は４

割程度と平均を大きく上回っている。

資料出所：厚生労働省「教育訓練給付の指定講座に係る行政記録情報」より若年者・キャリア形成支援担当参事官室で作成
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

1 受講あっせん関係 訓練受講前のキャリアコンサルティングや面接を義務付けてほしい。

現在でも、基本的には全ての求職者に対して、現在有する技能、知識等と労働市場の状況を踏まえ

て、当該職業訓練を受けさせることが就職の実現に向けて必要かどうか確認した上で、受講あっせ

んを行っており、今後も適切な受講あっせんに努めます。

2 受講あっせん関係 応募者が少ないと採算が取れない。ハローワークでしっかり確保して欲しい。

引き続き、ハローワークにおける制度の一層の周知に努めます。また、都道府県の実施する委託訓

練については、開講時期の柔軟化等、応募・受講しやすくする対応の検討を都道府県に依頼してお

ります。

3 受講あっせん関係
ハローワークの相談員が勝手に無理だと決めつけて受講者希望者が申し込みまでたどり着けないこ

とがある。

ハローワークでは、個々の求職者ごとに、現在有する技能、知識等と労働市場の状況を踏まえて、

当該職業訓練を受けさせることが就職の実現に向けて必要かどうか確認した上で、受講あっせんし

ており、ご理解いただきたく存じます。

4 受講あっせん関係
訓練を修了出来ない者（健康状態が悪い、制度不理解、受講意欲の欠如等）をあっせんしないでほ

しい。

ハローワークでは、受講に必要な能力等がある方をあっせんすることとなっており、引き続き訓練

あっせん前の制度説明や適切なあっせんに努めてまいります。訓練実施機関におかれても、訓練修

了に向けた配慮をお願いします。

5 受講あっせん関係

以下の、訓練施設に初めて届く書類にメールアドレスの記載があれば、電話での聞き取りが不要で

連絡がスムーズになるので助かる。

受講申し込み者→申込書

ハローワーク→受講申し込み者一覧の送付状

ご意見を踏まえ、今後の取扱いについて検討します。

6 受講あっせん関係 受講申込の状況を常時、訓練機関と共有すべきである。
求職者の中には、申込後に辞退をする者もいるため、一定期間の経過をもって訓練機関に共有して

いるところであり、ご理解いただきたく存じます。

7 受講あっせん関係 受講申込みの段階で、支援指示や受講指示が一覧で確認できるとありがたい。
受講申込みの段階では、あっせん形態が確定していないため、対応が困難である点、ご理解いただ

きたく存じます。

8 受講あっせん関係 初回の人を優先するような訓練受講の仕組みを設けてほしい。

個々の求職者ごとに、現在有する技能、知識等と労働市場の状況を踏まえて、当該職業訓練を受け

させることが就職の実現に向けて必要かどうか確認した上で、受講あっせんしており、初回という

事情のみをもって優先させることは難しい点、ご理解いただきたく存じます。

9 受講あっせん関係
緊要度が高い人ほど受講意欲が低いように思われるため、ハローワークの受講あっせんの緊要度に

ついて基準が知りたい。

緊要度は、年齢、雇用保険の受給状況、過去の職業訓練受講実績その他の観点から総合的に判定を

行っていますが、その具体的な基準は、当該内容が流布することによって本人申告の正確性に影響

を与えるおそれがあるため、訓練実施機関を含め非公表としています。

10 受講あっせん関係
選考結果で合格後、開校日までに受講辞退の申し出を受講生よりハローワークが受けた場合には、

ハローワークが訓練機関に通知するべきである。

受講辞退の意思は、本来的には受講申込者から訓練実施機関に連絡するべきものだと認識しており

ますが、必要に応じてハローワークから情報提供を行うことを検討してまいります。

・件数　112件

　※件数は、送信フォームに送付された件数であり、１つの送信フォームで複数のご意見・ご要望について記載があったものは、１件とカウントしております。

　※上記の件数から、民間教育訓練実施機関からのハロートレーニングの運営や事務手続等以外のご意見・ご要望は除いております。

・お寄せいただいたご意見・ご要望のうち、同内容のものは集約して取りまとめております。

ハロートレーニングに対する民間教育訓練実施機関からのご意見・ご要望に対する回答（令和５年５月17日から令和５年９月30日まで）

参考資料８

1
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

11 受講あっせん関係

求職者支援訓練に関して、2022年から雇用保険を受給している訓練生の受講証明書を訓練校が記

入し、ハローワークに提出することになったが、その書類の作成が煩雑なので簡略化してほしい。

具体的には以下のような点。

・手書きの書類を人数分用意することに毎月手間がかかっているので、簡略化してほしい。

例えば、書類のカレンダーに、訓練が休みの日(日曜日や祝日)に二重線で記載することになってい

るが、1枚1枚手書きで記入するのに手間がかかる。訓練の実施日はあらかじめ計画表を申請してそ

の通りに実施しているのだから、それを参照してほしい。

・出席か欠席かはたしかに本人以外は訓練校しかわからないことなので、それをハローワークに報

告するのは理解できるが、やむを得ない理由なのかどうかやその証明にかかわることはハローワー

クの給付課で行ってほしい。

・欠席の理由がやむを得ないものなのかどうかの証明などについて、事前に労働局から配布されて

いるマニュアルに記載されていない書類の提出をハローワークから求められることなどがあるの

で、そういうことのないよう、分かりやすい手順にしてほしい。

1ポツ目については、計画表通りに訓練が実施（不実施）されているかどうかは訓練実施機関でし

か把握されていないため、ハローワークで受講証明書の内容を記載することは困難である点、ご理

解いただきたく存じます。

2ポツ目については、法令上、欠席にやむを得ない理由があるかどうかといった点を含めて訓練実

施者の方に証明を求めていることから、ハローワークでやむを得ない理由の確認を行うことは困難

である点、ご理解いただきたく存じます。

３ポツ目については、マニュアルに記載されていない事例以外であっても、やむを得ない理由に該

当する可能性があることから、必要書類を網羅的にマニュアルに記載することは困難である点、ご

理解いただきたく存じます。

12 受講あっせん関係 通所届の経路をチェックするツールを共有してほしい。
予算等の観点からすぐに対応することは困難ですが、必要に応じて管轄のハローワークで協力しま

す。

13 受講あっせん関係

各ハローワークが発行する「公共職業訓練等受講届・通所届」について、古い様式をそのまま使用

しているハローワークがあり、労働局より予めもらっている見本とは違っているため、記入箇所の

確認をしなければならない。

ハローワークに対して、最新の様式を使うように、徹底します。

14 受講あっせん関係

ハローワーク毎に、受講手続に関して受講生へ伝える内容が異なっている（例えば、労働局からは

公共職業訓練等受講届・通所届は速やかに受講生へ返却するようにと言われているが、開講式終了

後に書類を持参するように受講生に伝えているハローワークもある）。

ハローワークに対して、業務取扱要領等の各種規定についての周知を徹底します。

15 受講あっせん関係

受講者の中には、ハローワークに相談の上許可をもらっているといった主張の下、規則違反を繰り

返す方もいるところ、事実確認のため、ハローワークへ情報提供を求めても、受講者とのやり取り

については回答できないといった主旨の回答される。特有の事情を抱えている方については、あら

かじめ情報を共有してほしい。

受講者情報の取扱いについては、受講者本人の開示意思等も踏まえて、訓練実施機関に提供するか

どうかを判断しており、本人の承諾なしで提供することは困難であるため、個別にハローワークに

おいて訓練実施機関と調整します。

16 訓練共通 募集期間が短すぎるので十分なPRが出来ない。
求職者の利便性を高め、公的職業訓練の活用をより一層進める観点から、応募・受講しやすい訓練

が実施されるよう、地域事情等を踏まえながら関係機関との間で調整していきます。

17 訓練共通 訓練期間や時間等についてもっと柔軟に設定できるようにして欲しい。

コース設定の内容については関係者等のご意見も聴取しながら検討します。なお、都道府県の実施

する委託訓練については、開講時期の柔軟化等、応募・受講しやすくする対応の検討を都道府県に

依頼しております。

18 訓練共通 ４か月～６か月の訓練に関して、受講人数上限を20名から30名までにして欲しい。

受講人数上限（＝定員）については、地域事情等を踏まえ設定されているところですが、訓練実施

機関のご意向を考慮した上で柔軟な設定を図っていきます。

委託訓練においては、地域の実情に応じて都道府県が定員を定めているところですが、30名の定員

とすることも認めています。

2
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

19 訓練共通 講師要件における５年程度の実務経験を緩和して欲しい。
就職につながる質の高い訓練を実施いただくために、一定水準以上の講師を要件としているもので

あり、ご理解いただきたく存じます。

20 訓練共通 就職支援にあたってキャリアコンサルタント等の有資格者の要件を緩和して欲しい。
訓練実施機関における質の高い就職支援を実施いただくために、キャリアコンサルタント等の有資

格者による支援を必要としているものであり、ご理解いただきたく存じます。

21 訓練共通 団体総合補償制度費用保険は各自任意で自己負担してもらいたい。

職業訓練に係る災害が発生した場合の補償は、訓練実施機関が負担する経費であり、現行の要件を

維持すること、ご理解いただきたく存じます。

委託訓練においては、各都道府県の裁量で要件としている場合があると考えられますので、厚生労

働省としての対応は困難であること、ご理解いただきたく存じます。

22 訓練共通 テキスト代の上限を2万円までにして欲しい。

求職者支援訓練については、受講者の負担を抑えるためテキスト代の上限を15,000円に設定してお

ります。

委託訓練については国において特段の上限は設けていません。

23 訓練共通
欠席・遅刻・早退・欠課届の違いについて分かりにくいです。遅刻や早退の場合、欠席（時限）と

なり一般的な取扱いと違うと思います。

受講者の技能習得を担保するため、公的職業訓練の時限（コマ）においては、その時限の全ての時

間に出席しない限り、欠席という扱いにしております。

24 訓練共通
必要な範囲を超えて執拗にクレームや苦情を繰り返すといった迷惑行為をし、訓練校に多大な迷惑

をかける受講者の対応を検討してほしい。

引き続き、訓練実施機関と受講生の間で対話を行い、課題解決することをお願いしますが、法令違

反にあたるような事案となれば、退校処分を下すことも可能です。

なお、委託訓練の場合、退校処分を行うのは都道府県の公共職業能力開発施設の長となるため、都

道府県にもご相談をお願いします。

25 訓練共通
アンケートについて、受講生の意見を汲み取りより良いサービスを提供することを目的としている

と思うが、中身は様々でそれをどう教室側にフィードバックしてもらうかを考えてほしい。

アンケートについては、受講生の声を把握する観点から実施しているものとなります。回答内容を

踏まえ、必要に応じて運用改善に繋げていきます。

26 訓練共通
訓練修了後に就職活動を行っていく受講者に対して、就職率３か月以内の集計は難しいため、４か

月以上であっても認めてほしい。

求職者の雇用の安定のため、早期の就職実現を図るべく、訓練修了後３か月以内の就職要件を設定

していること、ご理解いただきたく存じます。

27 訓練共通 申請書類、訓練日誌等の項目や手法を簡素化して欲しい。

本年７月より事業者による電子メール申請を可能とする措置及び報告業務の一部効率化を行う措置

を実施（求職者支援訓練）するとともに、都道府県の委託訓練については、都道府県に対し事業者

の申請のオンライン化を要請しました。

28 訓練共通 ペーパーレス、電子化を促進してほしい。

令和５年７月より事業者による電子メール申請を可能とする措置（求職者支援訓練）や都道府県に

事業者の申請のオンライン化を要請（委託訓練）し、現状の業務フローの中で電子化の取組を進め

ています。引き続き、業務の電子化、効率化に努めてまいります。

29 訓練共通 申請書や提出書類の規定で、毎回担当者により言うことが違うことが多く戸惑う。 ハローワークに対して、業務取扱要領等の各種規定についての周知を徹底します。

30 訓練共通

受講者が集まらず、開講中止や定員割れでの開講となった場合に、委託費等を補償してほしい。

極めて少人数の開講を余儀なくされる場合についても、一定水準の訓練の質が担保出来るよう、認

定された時点で一定額を支給するなど、何らか補助してほしい。

受講者の技能習得を確保するため、訓練実績を踏まえて委託費等を支払う仕組みとしていること、

ご理解いただきたく存じます。

31 訓練共通 訓練開始前の前払い制度を設けてほしい。
受講者の技能習得を確保するため、訓練実績を踏まえて委託費等を支払う仕組みとしていること、

ご理解いただきたく存じます。

32 訓練共通 委託費等の単価を上げて欲しい。
現行の委託費等の上乗せ措置等に加え、DX推進スキル標準等に対応した訓練コースに係る委託費

等の上乗せ措置に要する経費を予算案に計上しました。

33 訓練共通 出席率80％未満の受講者にも委託費等を支給して欲しい。
受講者の技能習得を確保するため、出席率８割以上について委託費等を支払う仕組みとしているこ

と、ご理解いただきたく存じます。
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34 訓練共通 就職を理由とした中途退校者であれば、訓練終了日までの委託費等をお願いしたい。

訓練実施経費（基本奨励金）と就職支援経費（付加奨励金）は明確に区分しており、早期の就職を

実現した者に係る成果経費は、就職支援経費等に含めて支払いをしていること、ご理解いただきた

く存じます。

35 訓練共通
就職支援に要する経費である以上、就職率に関わらず1人でも就職をさせていれば就職支援をして

いるわけであるので、一定以上は支払うべきではないか。

就職支援経費等については、質が高く就職につながる訓練の実施を目的としたものであるため、引

き続き就職実績に応じて支払う仕組みとします。

36 訓練共通
委託費等の支払いに係る雇用期間４か月以上の就職要件や雇用保険適用就職率の要件を緩和してほ

しい。

一定水準以上の雇用期間を要件としていることや就職率に応じた委託費等の上乗せ措置は、質が高

く就職につながる訓練の実施を目的としているものであり、ご理解いただきたく存じます。

37 訓練共通 抜き打ち訪問を止めて、訪問日時を事前に連絡してほしい。 公的職業訓練の適正な実施を確保するため必要な措置であること、ご理解いただきたく存じます。

38 訓練共通 労働局以外にも本省担当者と直接意見交換する場を設けて欲しい。
引き続き、各都道府県労働局の担当者を通じた報告や当ＨＰの活用により、ご意見を聞かせていた

だきます。

39 公共職業訓練（委託訓練）
千葉県の離職者等再就職コース（長期高度人材育成コース）について、現在、美容師養成コースが

ありますが、理容師養成コースも対象にして頂きたくお願い申し上げます。

都道府県の裁量によって訓練コースの設定や委託先の選定が行われているため、ご要望は該当の県

にお伝えします。

40 公共職業訓練（委託訓練）

保育士養成科については、選択科目が決められている。「保育実習Ⅱ」（保育所での実習）と「保

育実習Ⅲ」（施設での実習）は、本来どちらかを選択することが可能であるが、訓練生について

は、全員同一と決められている。就職のための種別選択の一助ともなるので、自由選択が望ましい

のではないか。

都道府県の裁量によって委託先の選定は行われており、厚生労働省としての対応は困難であるこ

と、ご理解いただきたく存じます。ご要望は該当の県にお伝えします。

41 公共職業訓練（委託訓練） 託児施設の要件について、2km以内などの条件を撤廃してほしい。
都道府県が地域の実情に応じて設定している要件であり、厚生労働省としての対応は困難であるこ

と、ご理解いただきたく存じます。ご要望は該当の県にお伝えします。

42 公共職業訓練（委託訓練）
職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定を取得するも、委託訓練では加点評価など明確な評

価がされていないため、プロポーザルで明確な有利な加点評価を付けて欲しい。

都道府県の裁量によって委託先の選定は行われており、厚生労働省としての対応は困難であるこ

と、ご理解いただきたく存じます。ご要望は該当の県にお伝えします。

43 公共職業訓練（委託訓練）
委託先機関選定にかかる提案書のプレゼンテーション会議について、事前資料の具体的質問がほと

んどなので、事前にメール等ですませば、プレゼンテーションは不要ではないか。

都道府県の裁量によって委託先の選定は行われており、厚生労働省としての対応は困難であるこ

と、ご理解いただきたく存じます。ご要望は該当の県にお伝えします。

44 公共職業訓練（委託訓練） 岐阜県より定員に対する充足率など考慮されず、募集延長制度をなくされてしまった。
都道府県の裁量によって、募集延長の可否は決められており、厚生労働省としての対応は困難であ

ること、ご理解いただきたく存じます。ご要望は該当の県にお伝えします。

45 公共職業訓練（委託訓練）
公共職業訓練は全て県立産業技術専門学院で実施され、適性検査の点数結果のみの判断で、就業意

欲が高い人が不合格になっていたケースが散見されたため、選考会へ同席させてほしい。

公共職業訓練に（委託訓練）の訓練生の選考は、最終的には都道府県の判断に委ねられているた

め、厚生労働省としての対応は困難であること、ご理解いただきたく存じます。ご要望は該当の県

にお伝えします。

46 公共職業訓練（委託訓練）
選考基準について、定員に満たない場合も、一定の合格基準に満たない訓練生は不合格にできるよ

うにしてほしい。

委託訓練については、選考の最終判断を行っているのは都道府県となりますが、選考水準に満たな

い者を都道府県の判断により不合格とすることは可能です。ご要望は該当の県にお伝えします。

4

192



番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

47 公共職業訓練（委託訓練） 訓練中に起こる様々な事象に対しての判断基準となる手引書を作成してほしい。
様々な事象に対して一律の判断基準を示すことは困難であることから、対応に苦慮する問題が発生

した場合は都道府県にご相談ください。

48 公共職業訓練（委託訓練）

「委託料\50,000/月」は、訓練生がその月に行われている訓練時間の80%以上を受講した場合にの

み支払われる仕組みとなっているが、2月開講や3月開講のように年度末（3月31日）をまたぐ訓練

コースの場合、「開講日から3月31日まで」と「4月1日から修了日まで」に分割して、それぞれの

期間で80%以上の出席があった分しか受け取ることができない。このような、訓練コースにおい

て、訓練生が訓練期間内に80%以上の出席時間数をクリアして修了した場合であっても、訓練校は

前年度または後年度のいずれかで委託料を受け取ることができない月が発生する場合があり、年度

内に開講日と修了日がある訓練コースよりも一層、満額受け取りが困難になっているため、改善し

てほしい。

現時点の対応は困難ですが、ご意見も踏まえ、支払い要件については検討します。

49 公共職業訓練（委託訓練） 委託訓練の就職支援経費の就職率の水準を、求職者支援訓練と同程度にしてほしい。

主に雇用保険受給者を対象とする委託訓練については、主に雇用保険を受給者できない者を対象と

する求職者支援訓練と異なり、多くの場合求職者に就労経験があることなどを踏まえ、就職率の基

準も高く設定しているところであり、ご理解いただきたく存じます。

50 公共職業訓練（委託訓練）
就職支援経費の対象月数について、求職者支援訓練同様、最高３カ月分を撤廃して４カ月以上検討

して頂きたい。
就職支援経費の対象月数を、最大６か月まで拡充するべく、予算案に計上しました。

51 求職者支援訓練

求職者支援訓練の認定基準における就職率の下限規定については、基金訓練時と同様に「その他就

職率」を以て判断する事とし、雇用保険適用就職率については「選定時」及び「付加奨励金の支給

要件」にのみ用いるよう改訂してほしい。

主に雇用保険を受給できない者を対象とする求職者支援訓練については、一定の保障を受けられる

就職として、雇用保険が適用される就職を要件としているところであり、当該目的を達成できる訓

練を認定していること、ご理解いただきたく存じます。

52 求職者支援訓練

新型コロナウイルスが蔓延していた時期について、訓練の終了近くに訓練生の間で感染が拡大し、

後遺症などにも悩まされ就職活動に支障が出た訓練生も存在したところ。こうした事情に配慮し、

雇用保険適用就職率が連続する３年の間、２コース以上実践コース35％未満となった場合、認定が

一年間受けられなくなる要件を、新型コロナウイルスが「５類」に以降する前（２０２３年４月

末）までの間、緩和してほしい。

求職者支援訓練の就職率は、過去の雇用保険適用就職率を踏まえ、訓練の質を一定水準担保するた

めに設けていることから要件を緩和することは困難であること、ご理解いただきたく存じます。

53 求職者支援訓練

当法人が求職者支援訓練への申請を行った所、ポリテクセンター京都支部様から申請の留意事項に

「トイレが男性用と女性用のトイレの入り口が別々にあり、それそれのトイレの利用者が男性又は

女性に限定されているものであること」と記載されていることから、申請を却下された。

当法人は、2023年6月23日に施行された「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関

する国民の理解の増進に関する法律」の第６条に従い、環境整備のため男女別にを廃止して男女ど

ちらでも使用出来る様にした。法律順守したのに却下されることに納得がいかない。

2023年6月23日付けで公布及び施行された「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する国民の理解の増進に関する法律」については、内閣府のウェブサイトに掲載されているQ&A

によると「いわゆる理念法であり・・・、性別により区分された施設における従来の取扱いを変え

る旨の規定はありません」とされているところです。このため、現時点では現行の認定基準に基づ

き認定を行っています。

54 求職者支援訓練
機構審査について、求職者がキャリアコンサルティングで話した、細かく記した内容を確認したい

というが、本人の許可もなく個人情報を見せるのはいかがかと思う。

就職支援に関して必要な範囲内で個人情報を提供することについては受講あっせん時に受講生から

同意をとっているため、ご理解いただきたく存じます。

55 求職者支援訓練 認定（選定）で落ちた理由の説明をきちんとして欲しい。 機構による丁寧な説明に努めます。

56 求職者支援訓練 認定が下りるまでのスピードが遅い。奨励金の入金スピードが遅い。
適正な訓練であるかを判断する以上、審査には一定の時間を要するところであり、ご理解いただけ

ればと存じます。
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57 求職者支援訓練
様式C-3を廃止して、訓練校のホームページにて、訓練申込者が直接合否を確認できるようにして

ほしい。

パソコン等を所持していない者も存在するため、特に雇用保険を受給できない者を対象とした求職

者支援訓練では、個別の合否発表形式を採用していること、ご理解いただきたく存じます。

58 求職者支援訓練
認定様式13の1号「職業能力評価シート」における評価対象科目の評価結果については、全て修了

要件に加えるべく、検討してほしい。

修了要件については、出席管理の対象となる訓練日数（eラーニングコースの場合、訓練時間）を

8割以上受講していることに加え、認定様式第13の1号「様式3－3－3 職業能力証明（訓練成果・

実務成果）シート」における全ての評価対象科目を中間考査や修了考査等による客観的な評価基準

に基づき評価を行い、習得した知識・技能等が修了に値するか否かについてご判断ください。

59 求職者支援訓練

訓練の目的として安定した職に就けるよう雇用保険付きの就職をしてもらうことを目指しているの

に対してハローワークでは受講者が雇用保険付きではない職に就くことを容認していたので学校側

としては困った。

３ヶ月後の就職状況を報告させる以上、ハローワークにも一連の責任を負わせる必要がある。

求職者支援訓練は、職業及び生活の安定に資することを目的としており、ハローワークにおいて

も、それを踏まえた就職支援に努めます。一方で、個々の求職者ごとに、現在有する技能、知識等

と労働市場の状況等を踏まえて、就職支援を行っているところであり、場合によって雇用保険適用

就職ではない就職になることもあり、その点はご理解いただければと存じます。

60 求職者支援訓練

就職状況報告書に関して受講生は就職が決まると就職状況報告書をハローワークと訓練校に提出す

ることになっているが、受講生は同じものを２部作成する手間もかかり、学校での回収が難しい

（特に未就職の方）。

求職者支援訓練の就職状況報告書は、不正受給防止等のために訓練実施機関とハロワークにそれぞ

れ提出いただく必要がありますが、ハローワークへの提出は訓練実施機関へご提出いただいたもの

の写しでも差し支えありません。

61 求職者支援訓練

求職者支援訓練の修了後３か月の就職状況報告を労働局へ提出したあと、就職者の雇用保険の適用

状況を労働局で確認され就職率が確定するが、最終的な修了生ごとの就職状況と雇用保険適用状況

等（修了生本人の申告では雇用保険付きだが実際には雇用保険が付いていない理由など）を可能な

範囲で訓練実施機関へ知らせてほしい。

個人情報の取り扱い等の観点から、対応困難であること、ご理解いただきたく存じます。

62 求職者支援訓練 JEEDと労働局とで二元管理していることを一元化すべきである。
職業訓練の認定業務については、職業訓練の質を確保するため、職業訓練の専門実施機関である

JEEDにおいて実施していること、ご理解いただきたく存じます。
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